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　震災前でも，日本の発電量の25%は石炭火力によるも
のであったが，3.11震災後，ベース電力としての最新鋭
石炭火力の役割が急上昇している。石炭と聞くと，排ガ
スが汚い，CO2排出が多い，という旧来の石炭火力の先
入観から頭ごなしに否定する人が，一部のエネルギー
の専門家の中にさえまだいる。とんでもない話である。
1973年，1979年の2度にわたるオイルショックの後，日
本では石油火力に代わって最新鋭の石炭火力の開発と導
入を，国策として進めてきた。もちろん石炭はほとんど
すべて外国炭であり，震災前でも，燃料として用いる一
般炭で年間1億トン，原料炭で8千万トンを輸入してい
る。石炭は，安価である，可採年数が長い，産地偏在が
なく安定供給が可能という事実に加えて，特に日本では
CCT（Clean Coal Technology）が成熟して世界でも群
を抜いてリードしており，1 kWhあたりのNOx, SOx, 微
粒子の排出は，他の先進国より1桁以上も低いのが現実
である。
　さらに，日本の最新鋭の石炭火力では超々臨界（USC: 
Ultra Super Critical）の採用で，発電端効率で42%にも
達しており世界でも群を抜いて高い。もし，日本の最高
効率の石炭火力で，米国，中国，インドのすべての石炭
火力をリプレースしたとすると，日本のCO2排出総量に
相当する13億トンものCO2削減が実現するという試算も
ある。ただ，これはあくまでも試算であって非現実的で
あろう。ならば，開発途上国で予定されている新設設備
容量について，その国の現状技術を導入した場合と比較
して日本の最新技術を導入した場合のCO2削減量を，イ
ンド，インドネシア，ベトナムについて試算すると，合
算して4.5億トンものCO2削減になる。最新技術を国内だ
けに展開するのではなく，国際展開することの重要さ，
すなわち，地球温暖化対策は国際規模で実施することの
意義を示している。
　石炭火力のさらなる高効率化を目指して，高圧ター
ビン入り口の蒸気温度の向上（A-USC: Advanced 
USC），石炭ガス化複合発電（IGCC: Integrated Coal 

Gasification Combined Cycle），石炭ガス化燃料電池複
合発電（IGFC: Integrated Coal Gasification Fuel Cell 
Combined Cycle），さらに将来的には熱再生を組み合わ
せたA-IGCC, A-IGFCへと技術開発が進められようとし
ている。IGCCについては，勿来で実証してきた25万kW
のプラントが，2013年度から常磐共同火力の一部として
商用に供されている。また，IGFCについても，電源開
発，中国電力，経済産業省の共同で，大崎クールジェン
プロジェクトがスタートしている。
　高効率化に加え，さらなる大幅なCO2排出削減を目指
して， CCS（Carbon Capture and Storage）と統合した
CO2回収型石炭燃焼の技術開発も進められている。石炭
燃焼のCO2ゼロエミッション化である。IGCC+CCSは最
も洗練されたCO2フリー石炭利用システムであるが，コ
ストが割高であることから，最近は， Oxy-fuel（酸素燃
焼，CO2循環石炭燃焼とも言う）方式が脚光を浴びてい
る。この燃焼方式では，ボイラからの排ガスの約80％
を再循環することにより出口での排ガス中のCO2濃度を
95％程度にまで高めることにより，分離過程なしで容
易にCO2を回収できる。さらに，システムの効果とし
て，石炭中の窒素分のNOxへの転換率が自動的に4分
の1程度に減少するメリットもある。日豪共同でクイー
ンズランド州で実施しているCallideプロジェクトでは，
Oxy-fuel + CCSの一気通貫を世界で初めて実証するも
のであり，2012年12月に運転開始の式典が行われ，現在，
貴重なデータが蓄積されつつある。
　シェールガス革命が起きて石炭の位置づけが低下して
いる米国では，CCS付きの石炭火力以外の新設は認めな
いという2013年6月のオバマ大統領発言が物議をかもし
ているが，日本では，第5次科学技術基本計画でも，最
新鋭石炭火力の重要さが明記されている。
　本企画では，石炭火力の現状と将来技術開発について
専門家による詳細な解説がなされている。ガスタービン
学会の方々にも，石炭火力の重要性とさらなる高効率・
クリーン化を目指した技術開発努力に対する理解を深め
ていただければ幸いである。
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1．はじめに
　我が国の電力エネルギー供給は，2011年3月11日の東
日本大震災を契機に大きく変わることになると見られて
いる。日本政府は原子力の大幅増を目指し，これをベー
スに地球温暖化に対するCO2排出削減を実現する基本計
画を閣議決定していたが，原子力が大きな被害を受けて
しまいそのようにはならなくなってしまった。
　また，世界に眼を向けてみると，再生可能エネルギー
を中心に発展させることを目指す国もあるし，引き続き
石炭火力を増強しようとしている国など様々であるが，
押しなべて石炭は安定入手が可能でまた安価であること
から，石炭火力をベース電源として考えてゆくことを基
本にしている国々も多い。特に東南アジアの国々では今
後の石炭火力の増加が見込まれている。
　石炭火力を展開する場合には，地球温暖化に対応する
ためのCO2排出削減が前提となることは言うまでもない
が，この対応が現時点ではなかなか進んでいないことも
事実である。石炭火力からのCO2排出削減は，熱力学サ
イクルとしての蒸気温度，圧力を高めた高効率システム
の採用，あるいは石炭を一旦ガス化して，そのガスを後
段の発電設備の燃料として高効率発電を実現するシステ
ム，あるいは発電設備の排ガスからCO2を分離回収し地
下貯留する方法などが検討され，一部は実用化されてき
ている。
　本稿では，石炭を燃料とする各種発電システムについ
て，現状や将来に向けての技術的な動向を示し，さらに
はCO2排出削減技術について述べる。また，日本あるい
は世界の石炭火力発電について，現状や今後予想される
動向などについて述べる。
　
2．世界の発電ならびに石炭の需要動向
　図1にはIEA World Energy Outlook 2013⑴のNew Policy 
Scenarioに基づいた世界の発電量の推移を示す。2035年
にかけて総発電量は現時点の1.6倍くらいに増加し，そ
のうち石炭による発電量は1.4倍くらいの増加となって

いる。しかし現状での継続は地球温暖化にとって好まし
くなく，CO2削減を条件に消費拡大しなければならない
ことは言うまでもない。

3．クリーンコールテクノロジー（CCT）
　図2には日本で建設されている一般的な石炭火力発電
所の構成を示す。日本では発電用石炭は99％以上が豪州
やインドネシアからの輸入石炭であり，一旦各地に設け
られたコールヤードに下ろされた後，内航船に積み替え
られて発電所まで船舶輸送される。
　発電所のボイラでは石炭は平均粒径50ミクロン程度に
微粉砕され，ボイラ本体に設けられたバーナまで気流搬
送されて火炉内で燃焼する。高温の燃焼ガスは火炉壁と
伝熱管に熱を与えて350℃くらいまで温度降下し，ボイ
ラから排出される。排ガスは大気に放出することができ
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るレベルまでクリーンアップされる。その順番はまず排
煙脱硝装置でNOxを分解し，次いで空気予熱器で燃焼
空気に熱を回収した後140℃くらいのガスとなって電気
集塵器に入る。ここでフライアッシュなどが取り除かれ，
脱硫装置でSOxを吸収して煙突から大気に放出される。
これらの設備により排ガス中に含まれる大気汚染物質の
量は厳しくコントロールされ，極めて低い数値となって
いる。
　この一連の排ガスのクリーンアップ設備は，我が国の
すべての発電用石炭ボイラには必ず設置されているが，
世界的に見れば設置されずに未処理の排ガスがそのまま
放出されている国は多い。
　近年では，地球温暖化の原因であるCO2の削減も必要
となってきているが，大気汚染物質とCO2の両者の排出
を削減する技術をクリーンコールテクノロジー（CCT）
と総称している。
　図3にはCCTの体系を示すが，従来CCTとは脱硫や
脱硝などの大気汚染対策を意味していたが，近年はむし
ろCCTとはCO2削減を目的した地球温暖化対策を意味す
ることが多い。
　CO2削減には発電効率を改善して石炭消費量を減らす

場合と，排ガス中のCO2を排ガスから分離回収して地中
に貯留するCCS（Carbon Capture & Storage）がある。
　
3.1　微粉炭火力発電での高効率化技術
　微粉炭ボイラと蒸気タービンを組み合わせた発電はラ
ンキンサイクルと呼ばれるシステムであるが，熱力学的
には使用する蒸気の温度，圧力を高くとることで熱効率
を向上することができる。
　これまでの火力発電所の蒸気条件ならびに発電効率発
展の歴史を振り返って図4に示す。1950年代半ばまでは
蒸気温度450℃前後，蒸気圧力40気圧程度の，現在から
考えると極めて低い蒸気条件で，発電効率もごく低い値
であった。その後，ボイラやタービンに使用する高温用
金属材料やその溶接技術の開発などが進み，1960年代に
は温度538℃～ 566℃，圧力は16.6MPaのような条件が実
現された。この条件は約20年間続いたが，1980年代から
圧力24 MPa級の超臨界圧（SC）条件が採用されてきた。
　しかし我が国では，世界に先駆けて高効率石炭火力実
現を目指した国家プロジェクトが行われ，その成果とし
て1993年には主蒸気/再熱蒸気温度で538/593℃，圧力24 
MPaのプラントが建設された。このような590℃を超え
る超高温条件を採用したプラントは超々臨界圧プラント
（USC）と呼ばれ，その後も続々と建設された。2002年
には初めて600℃を超える600/610℃プラントが完成し，
2009年には600℃ /620℃と世界最高の蒸気条件の石炭火
力が実現することとなった。
　発電効率も図4に示すように1960年代の40％程度（発
電端，高発熱量基準）から最新のUSCでは44％にもなっ
ており，この値は世界で運転されている石炭火力では最
高の値である。
　このようにUSCは世界に先駆けて日本で開発された
技術であるが，中国メーカーとも技術的提携することに
より世界最大の石炭発電規模を持つ中国では，最近建設
される石炭火力では多くがUSCがとなるまでに至って
いる。
　現在我が国では，更なる高効率を目標にした先進的Fig. 3  Criteria of Clean Coal Technology
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超々臨界圧火力（A-USCと呼ばれている）の開発が国
家プロジェクトとして進められており，2017年から実用
化を目指した10万時間試験が行われる計画になっている。
蒸気温度は700℃級で発電効率の目標は46 ～ 48％（送電
端，高発熱量基準）である。

3.2　石炭ガス化複合発電（IGCC）
　IGCCは，石炭を一旦ガス化し，そのガスをガスター
ビン燃料として発電し，ガスタービンの排ガスから排熱
回収ボイラにて蒸気を作り，再度蒸気タービンにて発電
を行う複合サイクルである。このようにガスタービンと
蒸気タービンを組み合わせたことにより高い発電効率が
得られる。
　表1には世界で商用運転されているIGCC（石炭を
燃料とするプラントのみ掲載）を示すが，第1号機
は，1994年に運転開始したShell社のガス化炉を使った
オランダのBuggenumプラントであり，最近では米国
Edwardsport IGCCが2013年に商用運転に入っている。
日本では勿来発電所でクリーンコールパワー研究所が
行ったIGCC実証試験が成功裏に終了したことを受けて
商用機に転換し，常磐共同㈱勿来発電所10号機として運
転されているユニットがある。また2017年の運転開始を目
指しての大崎クールジェンプロジェクトが進行中である。
　また将来の開発目標としては，IGCCに燃料電池を組
み合わせたIGFCと呼ばれている更なる高効率トリプル
複合発電も考えられているが，送電端効率（高発熱量
基準）を比較するとUSCでは43％に対しIGCCでは46％，
IGFCでは54％程度でなり，今後の高効率石炭利用へ期
待されているシステムである。
　図5には日本で行われた勿来10号IGCCのフローを示
すが，主要な構成機器はガス化炉，ガスクリーンアップ
設備，ガスタービン，廃熱回収ボイラならびに蒸気ター
ビンである。IGCCに使われるガス化炉は大容量に適し
た噴流床ガス化炉であるが，この方式はガス化炉内に微
粉炭を噴き込み，石炭を部分的に燃焼して1500℃前後で
ガス化反応を起こさせる。
　IGCCが通常のボイラと大きく異なるのは，石炭中の

灰分をガス化炉内で溶融させ，溶融灰をガス化炉内壁に
てトラップし，炉底に設けた溶融灰排出孔から下方の水
室に落とす設計となっている点である。従って，IGCC
に使用する石炭は灰の溶融温度が低めの方が好都合であ
る。

3.3　CCS技術
　IEAでは地球の平均気温を18世紀半ばから19世紀にか
けての産業革命時代から2℃以内の上昇に抑える，こ
のために大気中のCO2濃度を450ppm以下とするとのい
わゆる450ppmシナリオが検討されている。このIEA
のシナリオでは，何も対策を行わないCO2排出量から
450ppmシナリオを実現するために必要となる削減量を
示しているが，この削減量のうちCCSに2020年には4％，
2035年には17％もの大きな数値が期待されている。具体
的な削減量の数値としては2035年に2.6Gtが期待されて
いる。この数字の実現のためには2030年には世界で850
プロジェクトが必要と，IEAでは示している。
　デンマークなどで北海の天然ガス井から天然ガスに随
伴して排出されるCO2を分離し，地下に再注入するCCS
がすでに商用的に行われているが，まだ石炭火力に大規
模商用的に適用された例はない。
　図6には石炭火力CCSに適用が期待されているCO2分
離回収方法を示すが，燃焼前回収と呼ばれているIGCC

 

Table 1  Commercially Operating IGCC in the World

Fig. 5  Flow Sheet of Nakoso IGCC（METI）
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に適用する場合，通常の排ガスから化学吸収液を使って
CO2を分離する燃焼後回収の場合，ボイラを純酸素にて
燃焼し，排ガスから容易にCO2を分離する場合の3ケー
スである。
　それぞれに共通した課題は，CCSを行うことによる20
～ 30％にもなる所内動力の増加ならびにそれに伴う発
電コストの上昇であるが，そのためには設備費ならびに
運転動力の大幅な削減が求められる。現在，世界中の関
係方面にて努力を傾注しているが，目標に近づきつつあ
ると言われている。

4．石炭火力の動向
　既に述べたように，世界の石炭火力発電は，開発途上
国を中心に増加の一途をたどっている。しかし近年は地
球温暖化への意識も高まりつつあり，SCあるいはUSC
の採用も目立ってきている。
　JCOALでは世界の石炭火力発電あるいは日本の火力
発電の動向を分析しているので，この分析結果を中心に
以下に述べる。なお，分析に当たっては，米国McCoy 
Power Reports⑵を利用した。 

4.1　世界の石炭火力ならびにUSCの動向
　表2には過去5年間について，運転を開始した石炭火
力発電の毎年の容量について，多い順に10番目までを示
してある。中国とインドが抜きん出て多く，ついで米国，
インドネシア，ドイツと続いており，日本は10番目に
なっている。
　本表では米国が3番目に位置しているが，これは過去
に発注したユニットの多くが最近になって運転に入って
いるためであり，近年米国で発注された石炭ボイラは極
めて少ない。これはオバマ大統領による気候変動行動計
画にて石炭火力のCO2排出原単位を500gCO2/KW以下に
抑えるとの発表もあり，今後の米国の石炭火力ビジネス
は行き先不透明であるためであると考えられる。
　図7には2013年だけをとり，世界の石炭ボイラ発注
量を示す。ここに示した中国，インド，インドネシ
ア，トルコ，ベトナムの5カ国のみに発注があり，その
他の国には発注がなかった。発注量合計は37,440MWで
あり，2013年に運転開始した世界の石炭ボイラ総容量
91,757MWに比べ，40％にしかならない。
　既に述べたように，USCを採用することにより高効率
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Fig. 6  Carbon Capture Technologies developed for Coal Power Generation

Table 2  Boiler Capacity Operated in Past Five Years⑵（MW）
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発電が実現できるが，図8には世界のUSCボイラ建設状
況を示す。2004年まではUSCが建設されたのは我が国の
みであったが，2006年には日本の支援を受けたUSCが初
めて中国に建設され，以降は中国のUSC急増が世界を圧
倒している。
　このような状況を背景としてUSCのみについて，今後
特に注目される中国，インドならびにEUの動きについ
て述べる。
⑴　中国の状況
　中国では既に述べたように多くのUSCが建設される
状況となっている。図9には中国の新設石炭火力につ
いて，USC，SCあるいは通常の亜臨界圧（SUB）に分
けて示してある。ここでは運転開始年ベースで示すが，
2009年くらいからUSCの割合が多くなり，2013年には
50％を超えている。
　また具体的な2006年以降のUSC発注量を表3に示す
が，発注基数は極めて大きく，他国と比べると圧倒的な

数字の違いがある。
　中国のUSCは1000MW機と660MW機の2種類に標
準を定めコストダウンを図っているが，その標準計画
条件を表4に示す。主蒸気温度/再熱蒸気温度は605℃
/603℃としている。
⑵　インドの状況
　インドの石炭ボイラの建設状況を図10に示す。インド
の場合には中国と状況を異にしており，現在までほとん
どが従来の亜臨界圧ボイラであり，僅かに2012年にSC
ボイラが建設されたのみであり，USCはまだ建設されて
いない。インドでは旺盛な電力需要に対応するためにウ
ルトラメガワットプロジェクトを設定しているが，この
中でいずれはUSCにも踏み込むとしている。
⑶　EUの状況
　近年EUでは多くのUSCが建設されており，その中に
は，EU特にドイツで多く使われている褐炭でのUSCも
含まれている。JCOAL調査では表5に示すようにドイ
ツ，イタリア，ポーランドに実績が多い。ここに示した
国以外のUSCユニットも入れると，EUのUSC総合計容
量は29,500MWにものぼる。

4.2　日本のUSCの動向
　日本のUSC建設状況を表6に示す。ここでは2000年
以降に運転開始となったUSCのみ示しているが，それ
以前のUSCも入れると総数は25基にのぼる。このうち
最大容量のUSCは橘湾1号，2号の1050MWであるが，
1000MWユニットも8基建設されている。
　最新のUSCは2013年12月に運転開始した広野6号と
常陸那珂2号であるが，最高の蒸気温度は磯子新2号の
600℃ /620℃であり，磯子新1号も600℃ /610℃と次い
で高い蒸気条件である。これらのUSCはJ-POWERが建

Fig. 7  Boiler Awards in the World⑵

Fig. 8  Construction of Ultra Super Critical Units in the World⑵

単位 MW
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設した商用運転では世界最高の再熱蒸気温度であり，発
電効率（送電端，高発熱量基準）は従来の石炭火力では
考えられなかった約43％にもなる。

　このようなUSCの活躍もあり，日本の石炭火力発電の
平均効率は世界で最も高い実績を持っている。図11には，
日本を含む世界の石炭火力の平均効率をIEA Electricity 
Information 2013⑶のデータからJCOALにて計算し整理
した結果を示すが，日本は常に最高効率で運用されてお

Fig. 9  Status of Construction of Chinese Coal Power Station⑵

Table 3  Order of USC in China⑵（MW×Unit Number）

Table 4  Standard Design Parameter of USC in China (JCOAL World Coal Report）

Fig.10  Status of Construction of Indian Coal Power Station⑵

 

 

 

Table 5  USC in EU（JCOAL World Coal Report）
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り，世界に冠たる技術の成果と胸を張ることができる。
　図12にはこのような高い効率を持った発電設備の日本
の輸出を示すが，豪州，EU，東南アジアなど各地域に
輸出され，現地の電力供給の中枢を担う活躍を見せて
いる。しかし，最近の石炭火力マーケットでの競合国で
ある中国勢や韓国勢との比較で見ると，図13に示すよう，
必ずしも日本からの輸出が多いということではない。む
しろ2006年からは中国に水をあけられてしまっている状
況が見られる。
　日本の発電設備の性能や信頼性は他の国の追随を許さ
ないと自負できるものの，価格が高いとされ中国に負け
てしまっているものと言える。発電設備は30 ～ 40年も
の長期間使われる設備であるので，この期間で必要とな

る燃料費やメンテ費などの総コストを考えると，日本の
設備の方が有利であると考えるが，このあたりを需要先
に理解いただくには時間がかかる。

5．まとめ
　以上述べたように，今後の世界の発電量は増加の一途
であるものと予想されており，とくに開発途上国の電力
需要の伸びは極めて大きな数字である。この中で我が国
に甚大な被害を与えた東日本大震災により，原子力発電
の行方が不透明になり，当面は天然ガスや石炭の化石燃
料発電に頼らざるを得ない。
　天然ガスについては米国のシェールガス革命により，
日本への供給価格も下がってくるとの期待もあるものの，
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Table 6  USC in Japan which are operated after the year of 2000

Fig.11  Efficiency of Coal Fired Power Station in the World
（Higher Heating Value Basis, Net）
（IEA Electricity Information 2013）

発電所名 定格出力MW 主蒸気圧力MPa 蒸気温度℃ 運転開始年 / 月
橘湾 700 24.1 566 / 593 ’00/6
橘湾1号 1,050 25.0 600 / 610 ’00/7
敦賀2号 700 24.1 593 / 593 ’00/9
橘湾2号 1,050 25.0 600 / 610 ’00/12
苅田新1号 360 24.1 566 / 593 ’01/7
碧南4号 1,000 24.1 566 / 593 ’01/11
苫東厚真4号 700 25.0 600 / 600 ’02/6
碧南5号 1,000 24.1 566 / 593 ’02/11
磯子新1号 600 25.0 600 / 610 ’02/4
苓北2号 700 24.1 593 / 593 ’03/6
常陸那珂1号 1,000 24.5 600 / 600 ’03/12
広野5号 600 24.5 600 / 600 ’04/7
舞鶴1号 900 24.5 595 / 595 ’04/8
磯子新2号 600 25.0 600 / 620 ’09/7
舞鶴2号 900 24.5 595 / 595 ’10/8
広野6号 600 24.5 600 / 600 ’13/12
常陸那珂2号 1,000 24.5 600 / 600 ’13/12
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極めてはっきりしないのが実態である。やはり世界に広
く分布しており供給が安定ししかも価格も低いレベルに
安定している石炭に頼らざるを得ないのが実情である。
特にアジアを中心とした開発途上国では，石炭なしでは
今後の発展が考えられないとも言える。しかし石炭ボイ
ラから排出されるCO2排出量を現状のままにして石炭を
継続使用することは許される状況ではないことも事実で
ある。
　本稿に示した日本が保有している，世界で突出して優
れているCCTを背景に，日本が世界のCO2削減に貢献す
ることが世界から期待されている。このCO2削減技術は
USCであり，IGCCであり，さらにはCCS技術である。
　しかし，石炭発電へのCCS適用は，世界の景気の後
退やEUでのCO2価格の低迷の影響を受けて滞っている。

CO2削減にはプラントの高効率化も極めて有効であるが，
それだけでは十分でなく，CCSが早期に実用化されなけ
ればならない。日本が世界に先駆けて石炭火力のCCSを
商用化すれば，現在確立したCCT技術に続いてCCSで
も世界をリードできることになる。
　筆者は，日本での1日も早い実規模CCS実証が行われ，
世界の模範となるCCSコストの大幅削減が実現し，CCS
が脱硫設備，脱硝設備や電気集塵器のような石炭火力の
基本的設備となる日を切に願うものである。
　
6．引用文献
⑴　IEA World Energy Outlook 2013
⑵　McCoy Power Reports （www.mccoypower.net）
⑶　IEA Electricity Information 2013

Fig.13  Export of Coal Fired Boilers from Japan, China and Korea⑵

Fig.12  Export of Coal Fired Boilers from Japan⑵
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1．はじめに
　我が国では，1960年代から1970年代前半に渡る高度経
済成長期に，低廉かつ安定的なエネルギーの供給をエネ
ルギー政策の柱に据えて，エネルギー供給の中心を石炭
から石油へ転換し，石油火力に多くを依存していた。し
かし，第4次中東戦争を契機に1970年代に発生した2度
に渡る石油ショックの経験から，エネルギーの安定的な
供給確保が国の最重要課題と位置づけ，石油代替エネル
ギーの開発及び導入をすることで石油依存度の低下を図
り，石油代替電源として原子力や石炭火力の開発推進な
ど，エネルギー供給構造の改善を図った。
　その中で，石炭火力については，電源開発（J-POWER）
の松島火力発電所が海外からの輸入炭を燃料とした我が
国最初の大規模石炭火力として1981年に運転を開始し，
これ以降，多くの輸入炭による石炭火力の開発が進めら
れてきている。我が国では，ほとんどのエネルギーを海
外からの輸入に頼っているため，海外におけるエネル
ギー供給上の問題が発生した場合，我が国が自律的に資
源を確保しがたいという脆弱性を有している。こうした
脆弱性の観点からも，地政学的なリスクが化石燃料の中
で最も低い石炭は，今後も我が国にとって必要不可欠な
エネルギー資源であり，我が国の電源構成上も石炭火力
は重要なものであることは間違いない。東日本大震災以
降，原子力発電の停止に伴う発電効率の低い老朽火力の
焚き増しなどにより，火力発電におけるエネルギーコス
トが増加傾向にある。こうした経済性の観点からも，石
炭火力の発電効率高効率化によるエネルギーコストの低
減がより一層求められる状況である。
　一方，世界の温室効果ガスに目を転ずると，特に新興
国におけるCO2排出量の増加が顕著であり，地球温暖化
防止問題の解決のためには，世界規模での取り組みが求
められる。
　本稿では，こうした石炭火力における高効率化や環境
負荷低減への取り組みの他，温室効果ガス排出量の低減

に向けた最新技術等，最新石炭火力の性能について述べ
る。

2．石炭火力の開発経緯
2.1　発電効率，蒸気条件の推移
　J-POWERでは， 1960年代後半に国の石炭政策に沿っ
て建設された国内炭火力（若松，旧磯子，竹原1号，高
砂）から現在の最新鋭海外炭火力（橘湾，磯子）に至る
まで，数々の石炭火力の開発を行ってきた。図1に，
現在，J-POWERが所有する石炭火力の配置図を示す。

　現在までの発電効率の向上は，主に蒸気タービンの蒸
気条件の向上，つまり蒸気温度の高温化と蒸気圧力の高
圧化，更には発電ユニット容量の大型化という二つの技
術進歩によって実現されている。図2に，J-POWERの

最新石炭火力の性能と効率向上の取り組み
水沼　寿行＊1

原稿受付　2014年5月7日
＊1　電源開発㈱　火力発電部
　　　〒104-8165　中央区銀座6-15-1

特集：石炭火力発電

MIZUNUMA Toshiyuki

キーワード： 高効率化，USC（Ultra Super Critical），A-USC（Advanced-USC），IGCC（Integrated 
coal Gasifi cation Combined Cycle），EAGLE（Coal Energy Application for Gas, Liquid & 
Electricity），バイオマス燃料，磯子火力発電所

Fig. 1  7 Coal-fi red Thermal Power stations of J-POWER
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Fig. 2  Transition of plant effi  ciency in J-POWER
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石炭火力発電所の設計効率の推移を示す。
　蒸気条件については，1960年代の亜臨界圧（Sub-
Critical）プラントから1980年代には超臨界圧（Super 
Critical）プラントへ，そして，1997年に運転を開始し
た松浦火力2号機において石炭火力では最初の超々臨界
（USC：Ultra Super Critical）プラントが採用され，そ
の後も蒸気条件の向上が図られた。図3に，石炭火力発
電所の蒸気条件の推移を示す。2009年7月に運転を開始
した最新の磯子火力新2号機では主蒸気温度600℃，再
熱蒸気温度620℃という世界最高水準の蒸気条件が採用
されている。

2.2　環境対策
　石炭を燃料として使用する際に課題となるのが，燃焼
時に発生するばいじんや硫黄酸化物（SOX），窒素酸化
物（NOX）などの大気汚染物質である。そこで，我が
国では，先進国の中で最も厳しい環境規制を設け，排煙
脱硝装置，電気式集塵装置，排煙脱硫装置等を設置して，
石炭燃焼による環境負荷を最小限に抑える取り組みが行
われている。中でも，磯子火力新1,2号機については，
大都市に位置していることから，最先端の「クリーン
コールテクノロジー」を採用し，発電電力量当たりの大
気汚染物質排出量を世界トップレベルまで抑制している。
また，前述のUSCの採用により高いエネルギー効率を達
成し，地球温暖化の原因とされているCO2の発電電力量
当たりの発生量低減を図っている。

2.3　老朽石炭火力のリプレースの効果
　磯子火力は， 高度経済成長の只中にあり急増する電力
需要に対応するべく1967年に旧1号機，1969年に旧2

号機が亜臨界圧プラントとして運転を開始し，総出力
530MWの都市型発電所として横浜市を中心とする首都
圏に電力を供給してきた（図4参照）。しかし，運転開
始から40年強が経過した2000年代初頭に，老朽化への対
応や環境負荷の低減等を目的として磯子火力発電所のリ
プレースを行った。磯子火力新1，2号機は，最新の
USC技術を採用し，発電効率が大幅に向上した。更には，
技術進展による所内動力の低減もあいまって，リプレー
ス前後の送電端でのCO2排出原単位は15％程度もの大幅
な削減が達成されている。
　仮に，磯子火力新1号機の熱効率をアメリカ，中国，
インドの石炭火力に適用すると，CO2削減効果は計14.7
億トンに達し，これは，2009年ベースで世界の石炭火力
発電所からのCO2排出量（86億トン）の約17%，世界全
体のCO2排出量（288億トン）の約5%に相当する。また，
日本の石炭火力発電所CO2排出量（2.6億トン）の約5.7
倍に相当し，日本全体のCO2排出量を上回る大きさとな
る。図5に各国の石炭火力を磯子新1号機におきかえた
際のCO2削減量を示す。

　また，乾式排煙脱硫装置をはじめ，高度な環境対策が
施され，従来型の大気汚染物質（SOX，NOX，ばいじ
ん）については，ゼロエミッションに近いレベルが実現
されており，他の主要先進国と比べて圧倒的に低い水準
を達成している。各国の大気汚染物質の排出量は図6の
通り。
　

Fig. 3  Transition of Steam Condition in Japan

Fig. 4  Old and New Isogo Coal-fi red Thermal Power Station

Fig. 5   Record of CO2 emission in 2009 and the Best Practice 
case（Isogo #1）
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Fig. 6  Comparison of Emission Factor in advanced nations
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3．磯子火力発電所の設備概要
3.1　USCの採用
　磯子火力は，2002年に新1号機，2009年に新2号機が
運転を開始し，いずれもUSC技術を採用した世界最高
レベルの蒸気条件となっている。これにより高位発熱量
ベースの発電端効率で43％という石炭火力発電所として
は世界最高クラスの効率を実現している。新・旧磯子火
力における蒸気条件の比較したものを表1に記載する。

3.2　高性能タービンの開発及び運用
　磯子火力新2号機では，世界最高レベルの蒸気条件に
対応するため，タービンロータには12Cr鋼ロータを採
用した他，主蒸気入口構造の見直しや中圧タービン冷
却構造など，多岐に渡る改良を加えた。また，純変圧
運転と絞り変圧運転を可能としており，純変圧運転は，
低負荷時で蒸気加減弁（CV）が全開し蒸気流量増加に
伴って蒸気圧力を上昇させる運用であり，従来のノズル
ガバニングと異なり定格運転でCVを絞ることが無いた
め，高効率運用を可能としている。これに伴い，CVは
従来の4弁から2弁設置としている。絞り変圧は，CV
を絞った状態で定格運転時の圧力を純変圧運転よりあげ，
ガバナーフリー機能を可能とする運用である。本蒸気
タービンはスロットルガバニングを行っているため，ノ
ズルボックスが不要となり，絞り損失を排することで性
能向上に寄与している。 

3.3　乾式排煙脱硫装置の採用
　従来，排煙脱硫装置は，湿式（石灰石石膏法）が一般
的であったが，磯子火力新1，2号機では火力発電所と
して日本で初めて乾式（活性炭吸着法）を採用した。従
来の湿式より高い脱硫効率が期待できること，及び敷地
の狭い磯子では排水処理や石膏の貯蔵に大きなスペース
を必要する湿式は採用が困難であったことから，既設発
電所での実証試験を踏まえ，乾式（活性炭吸着法）の採
用を決定した。図7は磯子火力新1号機の乾式脱硫装置。
　乾式排煙脱硫装置は1cm径ほどのペレット状の活性
炭を充てんした脱硫塔に排ガスを通過させることにより
活性炭表面にSO2ガスを吸着させるものであり，吸着し
たSO2ガスは再生塔にて加熱離脱させ，最終的に硫酸と
して回収している。
　新1号機の脱硫効率は協定値ベースで95.0%，新2号
機は97.8%であるが，実運転においてはより高い脱硫効

率を実現している。
　また，乾式脱硫装置に加えて，これまでJ-POWERが
蓄積してきた脱硝や脱じんなどの排煙処理技術のノウハ
ウを集約することにより，石炭火力でありながらガス火
力並みの環境性能を実現することができた。表2に横浜
市との環境保全協定値を示す。

3.4　タワー型ボイラの採用
　狭い敷地に600MWのプラントを2基建設するために，
新1号機では日本で初めて伝熱面を火炉上部に配置す
るタワー型ボイラを採用した。これにより，従来型ボ
イラに比べ設置面積を約20%縮小することができた。な
お，新1号機のボイラ高さは約100mであるが，新2号
機においては新1号機の実績を踏まえ合理化設計を進め，
80mの高さに抑えることができた。図8にタワー型ボイ
ラの断面図を示す。

4．低炭素化に向けた新技術への取り組み
4.1　次世代低炭素化技術の研究開発
　地球温暖化の解決のためには，技術と国際協調の二つ
が鍵になる。今，利用できる技術を世界に普及させるこ
と，同時に更なる技術の開発と商用化を促進すること，
このようなクリーンコール技術の開発・商用・移転・普
及のサイクルをグローバルに展開していくことで世界
のCO2排出を削減していくことが重要である。ここでは，
バイオマス燃料活用や先進的超々臨界圧の採用，更には
石炭ガス化複合発電など，石炭火力におけるCO2排出量
削減にむけた取り組みを紹介する。

 
MSP 

[MPa] 
MST 
[ ] 

RST 
[ ] 

Old #1,2 16.6 566 566 
New #1 25.0 600 610 
New #2 25.0 600 620 

Table 1  Steam Condition of Isogo Coal-fi red Thermal P.S

Fig. 7  De-sulfurization system of Isogo #1

 New Isogo #1 New Isogo #2 
Sulfur Oxide 20 ppm 10 ppm 

Nitrogen Oxide 20 ppm 13 ppm 
Dust 10 mg/m3N 5 mg/m3N 

Table 2  Environmental Partnership Agreement with Yokohama
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4.2　石炭火力でのバイオマス燃料の利用
　バイオマス系の燃料は，ライフサイクルにおいてCO2
の吸収量と排出量が同量であるため燃焼時に発生する
CO2がCO2発生量にカウントされないカーボンニュート
ラルなエネルギーとみなすことができる固体燃料であ
る。石炭も固体燃料のため，石炭火力ではバイオマス系
燃料の混合利用が容易である。バイオマス系燃料として
は，下水汚泥を脱水あるいは炭化したものや，木質バイ
オマスなど様々なバイオマス燃料が対象となる。日本で
は，未利用の国産バイオマスエネルギーを活用した石炭
火力発電の低炭素化をめざし，諸課題に取り組みながら，
多様なバイオマス燃料の製造と石炭火力発電所での混焼
を推進している。表3に石炭火力発電所におけるバイオ
マス燃料混焼の取組み例を示す。
　バイオマス系燃料の混合利用は，CO2対策として即効
性があり，廃棄物についてはそのリサイクルに役立ち，
また，森林の間伐材利用は森林保全とCO2の吸収源確保
のためにも有効である。また，下水汚泥は，従来はその
ほとんどが廃棄されており，燃料化されることは国内の
未利用資源の有効活用につながる。また，バイオマス燃
料混焼は石炭火力発電所における温室効果ガスである
CO2を削減するだけでなく，下水汚泥の燃料化において
もN2O（亜酸化窒素）の削減により温室効果ガスの削減

につながる。N2OはCO2と比較して310倍の地球温暖化
係数を持つ物質であり，従来下水汚泥を焼却処分するこ
とにより発生していたが，より高温で燃焼することによ
りN2Oの発生量の削減が可能となる。

4.3　石炭火力の高効率技術の開発
　我が国では，現在のUSCによる世界最高水準の熱効率
を更に高める技術として，蒸気条件を更に向上させた先
進的超々臨界圧（A‐USC）の2020年代の実用化や，燃
料となる石炭を可燃性ガスに変換してガスタービン発電
と廃熱利用による蒸気タービン発電を同時に行うコンバ
インドサイクル「石炭ガス化複合発電技術（IGCC）」の
2020年代の実用化，更には，IGCCに燃料電池による発
電を加えたトリプルコンバインドサイクル「石炭ガス化
燃料電池複合発電（IGFC）」については，2025年までに
技術を確立し，2030年代の実用化を目指し研究開発を
行っている。また，石炭火力からのCO2の排出量を大幅
に抑制する技術としては，CO2を「分離・回収」し，「輸
送」後に1,000m以上の地中深くに「貯留」するCCS技術
がある。CO2の分離・回収は，決定的なCO2排出量削減
対策ではあるものの，まだ技術開発の段階であり，解決
すべき課題が多くあることに留意しておく必要がある。
また，大きなエネルギーが必要で石炭火力発電の熱効率
低下を伴うことから，実用化を進める上で，より効率的
で経済性の高い技術の開発が必要である。
　CO2回収法には主に三つの方法がある。現在の石炭
火力の主流である微粉炭火力でのCO2回収法としては，
「燃焼後回収法」と「酸素燃焼法」の二つがある。また，
IGCCにおけるCO2回収法には「燃焼前回収法」がある。
　J-POWERでは，EAGLEプロジェクトと大崎クール
ジェンプロジェクトにおいて燃焼前回収法によるCO2分
離・回収技術，カライド酸素燃焼プロジェクトでは酸素
燃焼法によるCCS技術全体についての研究開発を行って
いる。図12にIGCC及びCCSのメカニズムを記載する。
　EAGLEプロジェクトとは，酸素吹方式の噴流床石
炭ガス化技術を採用したパイロットプラントである
EAGLE試 験 設 備（Coal Energy Application for Gas, 
Liquid & Electricity：多目的石炭ガス製造技術開発）
を用いて，J-POWRが新エネルギー・産業技術総合開
発機構（NEDO）との共同研究により2002年から2013年
にかけて実施したプロジェクトである。（図11. EAGLE

Chips Pellets Low-temperature
Carbonaization

Oil desiccation

Examples of biomass
fuels

Characterictics of
biomass fuels

Scrap construction
timber is chipped and
used. It has about half
the C.V of coal.

Forest offcuts with a
high moisture content
are dried and turned
into pellets. They have
about 70% of the C.V
of coal.

Sewage sludge is
carbonized at low
temperatures in order
to control the
production of N2O
when it is burned and
to produce a useable
fuel. The fuel produces
little odor and has 50-
70% of the C.V of
coal.

Sewage sludge and
wasete cooking oil are
mixed and heated to
remove the water
content and create fuel.
This fuel has a C.V
about the same as that
of coal.

Wood Sewage sludge
Biomass resources

 

Table 3  Status of biomass mixed combustion initiative

Fig. 9  Osaki Cool Gen Project Schedule

Fig. 8  Cross section of boiler of Isogo #1

Download service for the GTSJ member of ID , via 3.144.13.226, 2025/01/16. 

                           13 / 126



274 最新石炭火力の性能と効率向上の取り組み 日本ガスタービン学会誌

ー 14ー

パイロットプラント試験設備外観）このプロジェクトで
は，IGCC試験プラントの基本性能や長期信頼性の検証
し，スケールアップに必要な試験データを取得するとと
もに，CO2の分離・回収技術として燃焼前回収法（化学
吸収法，物理回収法）の試験を行い，多くの知見と成果
が得られた。
　EAGLEプロジェクトで得られた成果を活かして， 
IGCC及びCO2回収技術の商用化に向けた大型実証試験
を行う目的で，2009年に中国電力株式会社と共同で大
崎クールジェン株式会社を設立し，2013年3月より出
力166MWの大型実証試験発電所の建設工事を開始した。
図9に大崎クールジェンプロジェクトのスケジュール，
図10には同プロジェクト含む技術開発による熱効率の変
遷を示す。ここでは，酸素吹石炭ガス化技術のシステム
としての信頼性・経済性・運用性を検証することとして
いる。
　一方，カライド燃焼プロジェクトとは，J-POWERを
はじめ株式会社ＩＨＩ，三井物産株式会社など日豪7社
の共同プロジェクトとして，豪州クイーンズランド州
のカライドA石炭火力発電所において，世界初の既存発
電所付加型CCS一貫システムの実証試験を行うプロジェ
クトであり，酸素燃焼技術の検証やCO2地中貯留の検証
を行っている。2012年12月に開始されたCO2液化回収実
証試験は，我が国が発案した酸素燃焼技術を世界で初め
て商用発電所での運転に適応させた試験である。空気の
代わりに酸素をボイラに供給して燃焼させて排ガス中の
CO2濃度を高めCO2回収エネルギーを低減する酸素燃焼
技術は，CCS一貫プロセスの実証に向けたマイルストー
ンになる事と思われる。

　しかしながら，CCSの実用化には，技術面，経済面，
あるいは環境面など解決すべき多くの課題がある。技術
開発としては，CO2回収エネルギーと回収コストの低減
を図っていくことや貯留ポテンシャルの拡大に向けた有
望サイトの詳細な調査が必要となる。こうした技術的な
ハード面に加えて，国による政策的・財政的な支援，法
整備などソフト面での条件整備が不可欠になってくる。
　今後，官民が協力して，ハード面及びソフト面の双方
での条件整備を進め，CCS実証を通じてのCCSの知見と
経験の蓄積を急ぐことが重要である。

5．まとめ 
　エネルギー自給率が小さい日本のような国々にとって，
エネルギー源の供給途絶や価格の乱高下など，予期せぬ
エネルギー情勢の変化があったとしても，いつも変わら
ぬバランスのとれた，柔軟かつ強靭なエネルギー供給
ポートフォリオを作り出すには，世界中に広く分布する
石炭の有効利用が不可欠である。しかしながら，石炭は
石油や天然ガスなど他のエネルギーと比べ，CO2排出源
単位が高いため，環境負荷を低減させながら石炭を有効
活用する上では，クリーンコール技術を発展・普及させ
ていくことが重要である。
　また，世界全体，特に主要新興国のエネルギー需給が
今後とも増加していく中で，世界の発電電力量の約4割
以上を石炭火力が担っており，石炭の活用なしにはこの
需要を充足することはできない。更には，世界のCO2排
出量のおよそ3割は石炭火力から排出されており，今後
も増加傾向にある中，世界のCO2排出量の削減には，地
球規模での石炭火力からの排出削減が鍵となる。
　このような状況において現在，我が国が実証研究に着
手している高効率発電技術やCCS等の新技術を官・民が
協力して開発し，この新技術を国内のみならず海外まで
展開することにより，世界規模での地球温暖化防止に寄
与できることが望まれる。

Fig.10  Thermal Effi  ciency Improvement by Technical Development

Fig.11  External View of EAGLE Pilot Plant test facility

Fig.12  IGCC and technologies for CO2 separation and capture
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1．緒言
　日本国内においては1973年のオイルショック以後，一
次エネルギーのベストミックスを指向するなかで石炭火
力発電所の建設が進み，設備容量は現在35GW程度，発
電電力量で25%程度まで拡大してきた。一方，東日本大
震災により原子力発電への懸念が生じ，発電用一次エネ
ルギーにおける天然ガス，石炭等の化石燃料の位置づけ
が高まる方向にある。2012年には火力発電は国内の全発
電電力量の約90%を供給した。特に，天然ガス，石油火
力の伸びは著しく，燃料価格の上昇と相まって，日本の
貿易収支が大幅な赤字になるほどのインパクトを与えて
いる。そのような状況下比較的価格が低く，かつ供給が
安定している石炭火力に注目が集まっている。しかしな
がら，石炭火力発電は他の発電方法に比べて単位電力量
あたりの二酸化炭素排出量が多く，地球温暖化問題への
対応が強く迫られている。
　先進超々臨界圧発電技術（A-USC, Advanced Ultra 
Super Critical Steam Condition）は石炭火力発電の熱
効率を向上させて二酸化炭素排出の削減を目指した技術
である。現在の石炭火力発電所はほとんど全てがボイラ
と蒸気タービンを組み合わせた汽力発電技術を採用し
ており，A-USCもその一種である。A-USCは熱効率を
大幅に向上するために蒸気タービン入口における蒸気温
度を従来よりも100℃程度高い700℃まで高めようとして
いる。そのためには高温で使用できる材料の開発，さら
に材料に適した溶接や加工等の製造技術開発が必要であ
る⑴。
　国内火力発電所の蒸気温度は1950年代に538℃から
566℃に向上したが，その後40年近く同じ温度が維持さ
れた。そして，1993年に中部電力㈱の碧南3号機で再熱
蒸気温度593℃が，1997年に電源開発㈱の松浦2号機で
主蒸気温度593℃が達成された。さらに1998年には中国
電力㈱の三隅1号機で600℃に上昇した。2000年になる

と電源開発㈱の橘湾1号機で再熱蒸気温度610℃が達成
された。
　超臨界圧で温度が593℃以上の蒸気条件の技術が一
般に超々臨界圧発電技術（USC, Ultra Super Critical 
Steam Condition）と称されている。USCは比較的燃料
コストが高い日本で開発された技術で，蒸気条件の向上
による高効率化により燃料使用量を減らし，発電コスト
の低減を狙ったものである。USCの実現には耐熱材料
の開発が不可欠だった。電源開発㈱とボイラ，タービン
メーカは国からの補助を受け，1981年から2000年にわた
る長期の開発を推進した。その結果，600℃級USCに適
用可能な9～ 12%Cr鋼が開発され，順次実プラントに
適用されてきた。図1に示すように，現在わが国の石炭
火力発電所発電容量のほぼ半分をUSCが占めている⑷,⑸。
開発された技術や製品は欧米やアジア諸国にも波及，輸
出され省エネルギー，二酸化炭素削減に寄与している。

　図2に示すように，A-USCは600℃級USCに対してさ
らに100℃以上の蒸気温度向上を狙っている。その結果，
高位発熱量基準（HHV，Higher Heating Value）の送
電端熱効率は42%から46 ～ 48%へと向上し，二酸化炭
素排出量は10%以上低減できる⑵,⑶。
　現在ガスタービンでは1600℃級が実用化し，1700℃級
が開発されつつある。そのような状況下A-USCで700℃

先進超々臨界圧火力発電（Advanced-USC）
要素技術開発プロジェクト

福田　雅文＊1

原稿受付　2014年5月7日
＊1　高効率発電システム研究所
　　　〒140-0011　品川区東大井5-17-6

特集：石炭火力発電

FUKUDA Masafumi

キーワード：蒸気タービン，ボイラ，超臨界蒸気，耐熱材料，熱効率
　　　　　　Steam Turbine, Boiler, Super Critical Steam Condition, Heat Resistant Materials, Thermal Effi  ciency

Fig. 1  Capacity of Coal Power Plant in Japan⑸
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という温度を目指した開発を進めていることに違和感
を覚えるガスタービン関係者もいるかと思う。次章の
「A-USCの技術課題」でその疑問に答えることとしたい。

2．A-USCの技術課題
　図3にA-USCの代表的なシステム構成を示す。
A-USCは汽力発電システムの一種であり，主たる構成
要素としてはボイラと蒸気タービンがある。ボイラでは
火炉（Furnace）で石炭等の燃料が燃焼し，その熱で水
を蒸発させる。発生した蒸気は小径の伝熱管群から構成
される過熱器（Superheater）で700℃の温度まで過熱
された後，大径の主蒸気管（Main Steam Pipe）と主蒸
気弁を通して超高圧タービン（VHPT）に導かれ仕事を
する。超高圧タービンから出た蒸気はボイラに戻され，
小径の伝熱管群から構成される再熱器（Reheater）で
720℃まで再熱される。再熱された蒸気は大径の再熱蒸
気管（Reheat Steam Pipe）と再熱弁を通り，高圧ター
ビン（HPT）に送られ仕事をする。高圧タービンから
出た蒸気はもう一度ボイラに戻され二回目の再熱をされ
た後中圧タービン（IPT）にもどり再び仕事をする。中
圧タービンを出た蒸気は低圧タービン（LPT）でも仕事
をし，復水器で冷却され水に戻る⑹。

　このようなシステムにおいて700℃の蒸気温度を実現
するには耐熱材料や構造に開発課題がある。600℃級
USCの実現には9～ 12%Cr鋼の高温強度向上が主役を
演じたがA-USCではさらに高温に耐えうる材料として

Ni基合金に期待がかかっている。図中黒く塗りつぶした
部分がNi基合金の適用部材である⑶,⑷。
　ボイラでは小径の伝熱管と大径の蒸気管にNi基合金
を適用する。図4に伝熱管と蒸気管の代表寸法と使用
環境を示す。伝熱管は約50mmの外径であり，外部から
1,000℃程度の燃焼ガスで加熱され，内部の蒸気に熱を
伝える役割を有している。そのため，管材の温度は蒸気
温度よりも高い750℃程度まで上昇する。一方，蒸気管
は500mm程度の大径であるが，熱を大気に逃がさない
ように保温材が巻かれているので，管材の温度は内部の
蒸気と同じで700 ～ 720℃程度になる⑹。
　図5に超高圧タービンのロータ模式図を示す。タービ
ン入口蒸気温度は700℃で，出口蒸気温度は500℃程度な
ので，ロータ表面には入口側で700℃，出口側で500℃の
蒸気が流れることになる。そのため，ロータ材の一部は
700℃程度の温度に上昇し，Ni基合金を適用する⑷。
　Ni基合金はこれまでガスタービンの高温部材や石油，
化学工業の耐食性部材として使われてきた。材料の最高
温度レベルではガスタービン翼材で1000℃を超えるも
のもあるが重量は10kg程度だった。A-USCでは温度は
700℃程度であるが蒸気タービンではロータ，ケーシン
グに数十トンの部材が，ボイラでは過熱器，再熱器，主
蒸気管，再熱蒸気管が百トンを超え，Ni基合金部品の従
来実績をはるかに上回る大きさとなる。A-USC実現の
ためにはそのようなサイズでも欠陥や強度の低下等の問
題が生じないNi基合金を開発する必要がある。また，ガ
スタービンでは翼等の高温部材は数年間の使用後に交換
することを前提として設計されているが，汽力発電シス
テムの部品は補修をするものの原則として交換はせず数

Fig. 2  Concept of A-USC ⑶

Fig. 3  A-USC System Confi guration⑶,⑷

Fig. 5  Rotor Size and Operating Condition⑹

Fig. 4  Tube and Pipe Size and Operating Condition⑹

Download service for the GTSJ member of ID , via 3.144.13.226, 2025/01/16. 

                           16 / 126



277先進超々臨界圧火力発電（Advanced-USC）要素技術開発プロジェクトVol.42　No.4　2014.7

ー 17 ー

十年間使われる。
　Ni基合金を実際のプラントに適用するには単に材料
の開発にとどまらず，システム全般にわたり多様な技術
開発が必要になる。図6に示すように保守管理技術の開
発，製造加工技術の開発，構造・機器の開発，システム
の最適化等が必須である。特に，発電システムでは部材
を交換せずに数十年間使用するので，高温環境下での材
料の長期信頼性検証は最重要項目である⑵。
　表1にボイラに適用する新規材料の候補を示す。
700℃の温度領域で用いるNi基合金6種類が挙げられて
いる。HR6W，HR35，Alloy617は比較的加工が容易で
主蒸気管や再熱蒸気管といった厚肉大径管と過熱器や
再熱器の小径伝熱管に適用可能である。Alloy263，740，
141は前者よりも耐熱性が高く過熱器や再熱器の最高
高温部に適用可能である。HR6W，HR35，Alloy141
はA-USC向けの国内開発材であり，期待が寄せられて
いる。さらに，従来の9%Cr鋼は630℃が使用の限界
だったが，少しでもNi基合金の適用範囲を狭めるため
に，650℃まで耐熱性を向上した高B-9Cr鋼，低C-9Cr鋼，
SAVE12ADといった先進9Cr鋼が候補に挙げられてい
る⑷。

　表2に示すように，蒸気タービンロータの候補材料
としてはFENIX-700，LTES700R，TOS1Xの3種類が
挙げられている。全て国内で開発された材料でありそ
れぞれ特徴を持っている。FENIX-700はガスタービン
ディスクに多用されているAlloy706からの改良材であ

り，A-USCへの適用に当たっては10トン超の大型ロー
タ部材を製作目標としている。LTES700Rは12%Cr鋼と
の溶接を前提としており，線膨張係数がNi基合金とし
ては低めになるように材料設計されている。TOS1Xは
Alloy617からの改良材であり，720℃以上の温度領域で
の使用が目標である⑶,⑷。
　
3．要素技術開発プロジェクト
　経済産業省の補助を受けて，2008年から2016年までの
9年間におよぶ「先進超々臨界圧火力発電実用化要素技
術開発」プロジェクトが開始された。そのロードマップ
を図7に示す。

　開発は㈱ＩＨＩ，ABB日本ベーレー㈱，岡野バルブ製
造㈱，新日鐵住金㈱，東亜バルブエンジニアリング㈱，
㈱東芝，バブコック日立㈱，富士電機㈱，三菱日立パ
ワーシステムズ㈱，三菱重工業㈱のメーカ10社と中部電
力㈱，電源開発㈱，㈶電力中央研究所，（独）物質･材料
研究機構，（一社）高効率発電システム研究所から構成
される「A-USC開発推進委員会」により推進されてい
る（図8）。

Fig. 6  A-USC Development Tasks⑵

Table 1  Boiler Candidate Materials⑷

Pipe Tube

HR6W Ni-based 45Ni-23Cr-7W

HR35 Ni-based 50Ni-30Cr-4W-Ti

Alloy 617 Ni-based Ni-22Cr-12Co-9Mo-Ti-Al

Alloy 263 Ni-based Ni-20Cr-20Co-6Mo-Ti-Al ---

Alloy 740 Ni-based Ni-25Cr-20Co-2Nb-Ti-Al ---

Alloy 141 Ni-based Ni-20Cr-10Mo-Ti-Al ---

HB-9Cr Ferritic 9Cr-3W-3Co-Nb-V-B

LC-9Cr Ferritic 0.035C-9Cr-2.4W-1.8Co-Nb-V

SAVE12AD Ferritic 9Cr-3W-2.6Co-Nb-V-B

Material

Header,
Main steam,

Reheat Steam,
Connecting pipe

Super
Heater,

Reheater,

Header,
Connecting pipe

<650

Super
Heater,

Reheater

Application
Composition

Table 2  Turbine Rotor Candidate Materials⑶,⑷

Fig. 7  A-USC Road Map⑶
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Fig. 8  A-USC Project Structure⑺

Download service for the GTSJ member of ID , via 3.144.13.226, 2025/01/16. 

                           17 / 126



278 先進超々臨界圧火力発電（Advanced-USC）要素技術開発プロジェクト 日本ガスタービン学会誌

ー 18ー

　図9にボイラ技術の検証フローを示す。プロジェクト
の前半5年間において，システム，材料，製造，部品等
に関する基本技術開発を行った。システムでは事前検
討，システム評価を，材料開発では表1に掲げた材料に
よる小径管，大径管等の試作，製造技術開発では管等の
溶接技術，管の曲げ技術検証，部品技術では開発材を用
いた過熱器，再熱器ヘッダの試作，材料試験としては水
蒸気酸化試験，高温腐食試験，疲労試験，長期材料試験
を行った。長期材料試験はプロジェクトの全期間に亘り
実施し，プロジェクト終了後も参加各社において10万時
間まで継続される。プロジェクト後半の4年間では実機
ボイラの一部に700℃の蒸気を発生する過熱器を組み込
み，実缶試験を行う。現在，試験に向けて装置の詳細設
計，製作が進められている。2015年度から2016年度に試
験を実施する予定である⑷,⑻。
　図10には試作されたNi基合金製ボイラ大径管を示
す⑵,⑶。図11は試作された大径管による溶接試験の結果

である⑼。一部に高い溶接感受性を示す材料があったが，
概ね良好な溶接施工を行うことができた。図12にはボイ
ラ大径管の曲げ試験結果を示す⑶。
　2012年度にはこれらの材料技術，製造技術を総合的に
検証するために過熱器と再熱器のヘッダーモックアップ
を試作した。図13にはボイラ各社で試作されたヘッダー
モックアップを示す⑸。

　図14に示すように，蒸気タービンについてもプロジェ
クトの前半5年間において，システム，ロータ材料，製
造，ケーシング材料等に関する基本技術開発を行っ
た⑶,⑻。

　システムでは事前検討，システム評価を，ロータ材料
開発では表2に掲げた材料による大型ロータの試作，製
造技術開発ではロータ溶接技術，機械加工技術開発を，
材料試験としては水蒸気酸化試験，疲労試験，長期材料
試験を行った。長期材料試験はボイラと同様にプロジェ
クトの全期間に亘り実施し，プロジェクト終了後も参加
各社において10万時間まで継続される。プロジェクト後
半の4年間では実機と同じ外径を持ったロータを試作し，
700℃の温度条件化で，実機と同じ回転数でロータ回転
試験を実施する。現在，試験に向けて装置詳細設計，装
置製作，ロータ製作が進められている。2015年度初頭か

Fig. 9  Boiler Technology Development Flow⑻

System

Material Plate Pipe φ350 Tube φ40

Pi W ldiPl t W ldi T b W ldi

Pipe φ560, φ735

Preliminary Study

Material Selec�on

System Design

Fabrica�on

Boiler Component Test

Pipe WeldingPlate Welding Tube Welding

Pipe Bending Tube Bending

Header MockupComponent

Material Test
Oxida�on Test Corrosion Test Fa�gue Test

Long Term Creep Rupture Test

Fig.11  Boiler Pipe Welding Test⑶

Fig.10  Boiler Pipes⑵,⑶

Fig.12 Boiler Pipe Bending Test⑶

Fig.13  Reheater, Superheater Header Mock-ups⑸

Fig.14  Turbine Technology Development Flow⑻
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ら2016年度末まで試験を実施する。
　図15はタービンシステム設計の結果得られた1,000MW
のタービン断面図である。超高圧タービン，高圧タービ
ン，中圧タービン，低圧タービンが並んで配置されるタ
ンデムコンパウンド形式となっている⑸。
　図16はNi基合金製としては世界最大の試作大型ロー
タである⑼。図17はNi基合金（LTES700R）と12Cr鋼の
異材溶接の試作溶接ロータである⑼,⑽。
　タービン静止部品としてNi基合金による大型鋳物試
作を行った。図18は複雑形状のノズルボックスである⑸。
図19は10トンを超える内部ケーシングであり，Ni基合金
の鋳物としては世界最大級である⑸。
　A-USCをシステムとして完成するには700℃の蒸気環
境下で作動する高温弁が欠かせない。種類としてはター

ビン蒸気弁，ボイラ起動弁（タービンバイパス弁），ボ
イラ安全弁等があり，図20に示す。これらはタービンの
蒸気流量の制御，ボイラ起動時の蒸気流量制御，緊急時
に蒸気を逃がす等の機能を有し，システムを安全に運用
する上で非常に重要な機器である。700℃の蒸気環境下
での高い信頼性を確保するために，弁の摺動部の耐久性
や，弁棒周りからの蒸気リーク防止するパッキン材の耐
久性等に関する開発，検証が行われた⑺。
　本プロジェクト後半には前半5年間の集大成として図
21に示すように実缶試験，回転試験が行われる。実缶試
験は図22に示すように実ボイラに開発材で製作された伝
熱管等を組込み，700℃の蒸気を発生させる。発生した
蒸気で，高温弁，大径管，タービンケーシング等の検証
試験が行われる。図23に示す回転試験ではロータを電気
ヒータで加熱し，実温度，実速度で検証試験する予定で
ある⑸,⑿。

Fig.15  1,000MW A-USC Turbine⑸

Fig.18  Nozzle Box⑸

Fig.17  Rotor Dissimilar Welding⑼,⑽

Fig.16  Rotor Trial Forging⑼

Fig.19  Inner Casing⑸

Fig.20  700℃ High Temperature Valve⑺

Fig. 21 Boiler Component Test, Turbine Rotor Test⑻,⑿
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4．まとめ
　石炭火力発電からの二酸化炭素排出削減を狙い，
700℃級の蒸気条件を有するA-USCの要素技術の開発
が推進されている。開発には国内の主なボイラメーカ，
タービンメーカ，研究所などが参加し，2008年度から
2016年度の9年間で，ボイラ，タービン，高温弁などの
材料開発／検証，要素技術検証等を行っている。
　要素開発プロジェクトが開始されてから約5年が経過
したが，ほぼ予定に沿って試作，検証試験が進められて
いる。
　これまでに，ボイラでは候補材料による大径管等の部
材の試作を行い，それらから切り出された試験片等によ
りクリープ破断試験，溶接試験，曲げ試験等が実施され
た。タービンでは候補材料によるロータ，ケーシング等
の部材の試作を行い，クリープ破断試験，溶接試験等が
実施された。材料の長期信頼性は最も重要な検証項目で
あることからクリープ破断試験はプロジェクトの全期間

（9年間）に亘って行われ，プロジェクト終了後も各社
内で10万時間まで実施される。
　2015から2016年度にかけて，実機ボイラの一部に伝
熱管等の部材を組み込み700℃の蒸気を発生させるボイ
ラ「実缶試験」，タービンロータを試験チャンバー内で
700℃まで加熱し，実回転数で試験する「回転試験」を
予定しており，現在試験装置，試験体の設計，製作に取
り掛かっている。

5．引用文献
⑴　佐藤幹夫ほか，欧米および我が国の蒸気温度700℃級石
炭焚き発電システムの開発動向，火力原子力発電技術協
会誌，vol.57，No10，（2006）89.

⑵　経済産業, 第一回次世代電力供給システム分野に係る技
術評価検討会　資料5（2010）103

⑶　M. Fukuda, Advanced USC Technology Development 
in Japan, 9th Liege Conference:Materials for Advanced 
Power Engineering 2010, （2010）

⑷　福田雅文, A-USC先進超々臨界圧火力発電技術，日本機
械学会誌，vol.114, No.1109, （2011） 244.

⑸　M. Fukuda, et al ,  Advanced USC Technology 
Development in Japan, 7th International Conference 
on Advances in Materials Technology for Fossil Power 
Plants, EPRI, （2013）

⑹　福田雅文ほか, 微粉炭焚きA-USCおよびCCS，火力原子
力発電誌，vol.63，No.673，（2012） 43,

⑺　福田雅文, 先進超々臨界圧火力発電（A-USC） 技術開発, 
スマートプロセス学会誌, Vol.3, No.2（2014）

⑻　M. Fukuda, The on-going and planned activities of the 
A-USC project in Japan, 39th MPA Seminar, （2013）

⑼　福田雅文, 次世代超々臨界圧火力発電（A-USC）材料，
溶接技術開発, 溶接学会誌, vol.82, No.6, （2013）42.

⑽　中村眞二ほか, A-USC（700℃級先進超々臨界圧火力発
電）の技術開発と展望，三菱重工技報，vol.48, No.3, 
（2011） 8. 

⑾　先進超々臨界圧火力発電技術開発講演会 講演要旨集, 火
力原子力発電技術協会,（2012）.

⑿　福田雅文, 先進超々臨界圧火力発電（Advanced-USC）
要素技術開発プロジェクト, ターボ機械 Vol.41　No.1, 
（2013）.

Fig. 22  Boiler Component Test Facility⑸

Fig. 23  Turbine Rotor Test Facility⑸
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要約
　石炭火力に使われる蒸気タービンは，圧力，温度，容
量，最終段などの観点から蒸気タービンとしては最先端
の技術が必要なものが多い。アジアでは石炭火力はいま
だ旺盛な需要があり，これからも電力供給の大きな一端
を担っていくと考えられる。1990年代にわが国から始
まった超々臨界圧力用蒸気タービンは既に成熟期を迎え，
今後は更に蒸気条件を高めた先進超々臨界圧力（A－
USC；Advanced Ultra Super Criticall）の研究開発が
行われている。超々臨界圧力用蒸気タービンも含め，こ
れらのタービンの設計・開発には優れた材料が必要であ
る。また，大容量化，高効率化には信頼性に優れる最終
段の開発も必要である。本稿ではこれらの状況にかんが
み，最近の蒸気タービンの現状と将来の動向について述
べる。

1．はじめに
　石炭火力に使われる蒸気タービンは大型で温度や圧力
等の蒸気条件も高いものが多く，蒸気タービンとしては
最先端技術を必要とする。その意味では蒸気タービン技
術の根幹を支えているともいえる。コンバインドサイク
ル用蒸気タービンや産業用蒸気タービンの進展はいずれ
も石炭火力に使われたタービンの技術を適用している場
合が多く，蒸気タービンの技術の発展には石炭火力は非
常に重要である。
　さて，日本国内においては，一時期石炭火力の建設は
下火になっていたが，原子力発電所の停止による昨今の
LNGの輸入量の増大に伴い，より安価な石炭への回帰
の傾向が見られる。再生可能エネルギーも伸びていると
はいえ，まだ電源供給の主役とはいえず，今後の原子力
プラントの動向によっては石炭火力が再度脚光を浴びる
可能性がある。事実，幾つかの新規石炭火力建設の計画
が進みつつあるとも伝えられる。海外に目を転じてみる
と，西欧・米国ではここ数年大型石炭火力の新規建設は

非常にまれになってきている。これは米国のシェールガ
スの急速な普及と石炭火力の弱点であるCO2の排出に起
因しているところが大きい。この状態を打開するには，
蒸気条件の向上を初めとする蒸気タービンの技術の進歩
とCO2を取り去るCCS（Carbon Capture and Storage）
の経済性を実現する技術確立が両輪として必要不可欠で
ある。一方，アジアではインド，中国をはじめとして石
炭火力の需要はまだまだ旺盛である。 特に，アジアは
最近石炭火力の大型化と主に蒸気条件の向上による高効
率化に積極的である。日本がこれまで積み上げてきた高
効率技術を実践する最も適切な地域であると考えられる。

2．最近の石炭火力の傾向と設計
　図1には1990年代からの当社製タービンの主蒸気温度
と再熱蒸気温度の変遷を示す。縦軸には主蒸気温度と再
熱蒸気温度を示す。なお，これらに示すデータは圧力に
関しては全て超臨界圧力であり，50Hz地区用，60Hz地
区用，タンデムコンパウンド型，クロスコンパウンド型
などの種々の設計を含む。出力に関しては，500MWか
ら1000MW級の，いわゆる大型機である。燃料に関して
はほとんどが石炭を燃料としている。この図からわかる
ように，1990年代には蒸気温度は高温になっており，い
わゆる超々臨界圧（USC； Ultra Super Critical）の時
代の到来である。興味深いことは，この図に示されるプ
ロットで1990年代のものは全て国内顧客向けのものであ
り，2000年以降は海外向けが多くなっている。即ち，当
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Fig. 1  蒸気条件の変遷

Download service for the GTSJ member of ID , via 3.144.13.226, 2025/01/16. 

                           21 / 126



282 石炭火力用蒸気タービン 日本ガスタービン学会誌

ー 22ー

社と限らず，国内のタービンメーカは1990年代に国内
で培った技術を2000年代に入って世界に広めたのであ
る。表1には2000年以降当社が製作した，もしくは受注
済みの超臨界圧石炭火力一覧を示す。大半が大容量火力
である。無論，この表には含まれない亜臨界のタービン
もあるが，最近では超臨界圧力，USC，それも蒸気温度
600℃級が標準的なものとなりつつある。アジアのみな
らず，米国での建設も多かった。しかしながら，米国で
は最近は石炭火力の建設は，二酸化炭素排出の問題のた
め，非常に難しくなって来ている。
　図2には代表的な大容量蒸気タービンの組立図を示す。
本図は出力1000MW級，蒸気温度は主蒸気も再熱蒸気も
600℃級のものであり，石炭火力に使われている。高圧
は単流で独立したケーシングの中におさめられ，中圧は
対称形の複流構造で一つのケーシング，低圧も対称形の
複流構造で二つのケーシングを有する。高圧部と中圧部
は高温・高圧ゆえに鋳物を使った内部ケーシングと外部
ケーシングの二重ケーシング構造となっており，低圧部
は圧力温度が低いゆえに溶接構造の二重ケーシング構造
である。ケーシングの数と出力については各社それぞれ
の設計思想があるが，当社の場合は一般的には800MW
以上では高圧部と中圧部を独立させる場合が多い。軸受
と呼ばれる油圧潤滑軸受が使われ，回転数の上昇ととも
に，潤滑油のくさび効果によりロータを支持する。この
ような大型のロータでは一つのロータを二つの軸受で支
持する構造が広く用いられる。ロータ材料は高温の高圧
部と中圧部に関しては，温度条件に応じて後述の材料開

発の項で述べる種々のCrMoV系，もしくは12Cr系材料
が使われ，低温で高い靭性を要求される低圧ロータには
NiCrMoV鋼が使われる。石炭火力用，コンバインド用，
原子力用を問わず，当社のタービンのロータは一体構造
が多かったが，最近は溶接ロータの採用も増えつつある。

3．材料開発
　前章で述べたように，1990年代に蒸気条件の向上を実
現しているが，これには材料開発が果たした役割が非常
に大きい。図3は既存の各種材料のクリープ強度を示
す。主蒸気温度が540℃以下の時代にはCrMoV材が多く
使われたが，その後，Crの含有量を増した12％ Cr鋼が
開発されたことにより温度が566℃になった。この12％

MPa（G）

Table 1  最近の超臨界圧石炭火力

Fig. 2  大容量蒸気タービン

Fig. 3  既存材料の高温強度

低圧 低圧高圧 中圧
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Cr鋼は引き続き改良が加えられ，タングステンを加え
た改良12％ Cr鋼，更にコバルト，ボロンを加えタング
ステンを増加させ，またモリブデンは減少させた新12％
Cr鋼などが開発された。これにより，蒸気温度は593℃，
600℃，610℃へと上げられていったのである。一般に蒸
気タービンの材料開発は小さな部材から大きな部材，鍛
鋼から鋳鋼へと進んでいく。より具体的に言えば，動翼
用材料で得られた開発成果が，ロータ材料へと反映され，
更に高温・高圧部位の鋳鋼ケーシンブ材料への反映され
ていく。その中でも最も時間がかかるものは大型，高温，
かつ回転体というきわめて技術課題が高いロータ材料で
あり，図3はこの進化を示している。

4．低圧最終段
　蒸気タービンの部品はそれぞれの機能と使用部位に
よってそれぞれの技術的な困難さがあるが，あえて，非
常に開発に手間がかかる部位を挙げると高圧の初段付近，
中圧の初段付近そして低圧最終段である。中でも低圧最
終段は各タービンメーカの実力をあらわす部品とも言わ
れている。この技術的困難さは一つには，その大きな遠
心力であり，複雑な振動形態であり，また湿り域で運転
されるがゆえのドロップレットエロージョンである。遠
心力に関して述べると，蒸気タービンの最終段はその設
計法により各社異なるものの，一般的には1本の最終段
で数百トンの遠心力となり，これが一つのホイールに数
十枚から100枚程度装着される。構造的にも各翼を独立
して組み立てるフリースタンデイングと呼ばれる構造か
ら，数枚の翼をつなげる群翼構造，全ての翼をつなげる
全周一群と呼ばれる構造まで様々である。その構造に応
じて振動形態も異なっており，各社それぞれの経験と知
見を有している。しかしながら，どのような構造であっ
ても基本的な留意点は，一つに回転数によってその固
有振動数が変化すること，そして二つ目には定格回転数
においてその回転数の倍数（ハーモニクス）から固有振
動数を離すことである。前者は最終段に働く巨大な遠心
力がもたらす現象である。翼の中の応力分布が変化する
ことと，ロータ締結部の境界条件が変化することによ
り，固有振動数が変化する。このことは，実際に回転数
をあげた試験が必要になることを意味する。最近の解析
技術は格段の進化を遂げており，様々な構造の最終段の
固有値を回転数の変化に応じて精度良く予測できるよう
になった。しかしながら，まだ，完璧とはいえず，また，
最終段の重要性をかんがみると，回転振動試験を完全に
省略するまでには至っていない。逆に，解析結果と回転
振動試験の結果をどれだけ的確に予測できるかが，各
タービンメーカの経験の蓄積ともいえよう。
　図4には当社の最新の60Hz地区用48インチ・チタン
最終段を示す。これを50Hz地区用の最終段とすると完
全な相似則が適用でき57.6インチ翼となる。表2にはそ
の主要項を示す。先端部の周速は766m/sに達している。

ロータへの植え込み部は軸方向から組み立てるカーブド
エントリーと呼ばれる形式で，当社は1990年代の初頭か
ら遠心力の最も厳しいクラスの最終段に適用している。
個々の翼のつづり形式は全周一群と呼ばれる構造で，こ
の構造は当社は1970年代の最終段から採用している。た
だし，この構造の実現方法には幾つかあり，この翼は翼
先端部（最外周部）にスナッバ構造を採用している。全
周一群構造は振動モードとしては複雑になるが，最大の
長所は最も低次のモード，換言すれば最もリスクの高い，
翼接線方向のモードの応答が著しく小さくなる事である。
もちろん，固有値解析上はこのモードは存在するが，応
答は非常に小さくなるため，実際上は無視することがで
きるようになる。材料面から見ると，最終段の材料は
12Cr系の鉄鋼材料かチタンである。チタンを使うメリッ
トは勿論その軽量さにあるが，反面素材費としては高価
であり，その価格の変動幅も大きい。また，鉄鋼材料に
比べ難切削材であり，切り欠き感受性も高いなど，決し
て取り扱いやすい材料ではなく，その使用にあたっては
豊富な経験が必要である。当社は1990年代から60Hz用
40インチ・チタン翼を実機に適用してきた。その後，設
計技術の進捗とコスト競争力の強化の観点から40インチ
翼は一旦鉄鋼材料に戻したが，今回，更なる長翼を目指

Fig. 4  60Hz用チタン48インチ翼

Table 2   チタン48インチ翼の要項
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して再びチタン翼の採用に踏み切った。これにより，今
後の主力機である1000MW級の石炭火力機の性能競争力
を高めることができた。図5には開発の際に実際の発電
運転に供した実寸翼とそのロータを示す。前述のごとく，
このような厳しい最終段の開発には実寸大の翼による回
転振動試験がまだ必要であるが，本ロータはそれをさら
に推し進め，実際に蒸気を通し，発電運転に供したもの
である。したがって，最終段だけではなく，低圧部全体
の段落が装着されている。当社は福岡県大牟田市に三川
石炭火力発電所を保有しており，その2号機はこのよう
な重要な最新技術をその中に組み入れて実際の発電運転
を行っている。勿論，発電用であるとともに，試験ター
ビンとしての性格も有しているため，種々の計測プロー
ブを装着し，なおかつ，広範囲の運転データを採取して
最終的な信頼性確認と性能確認を行っている。図6にこ
の石炭火力発電所の外観を示す。

5．今後の動向
　石炭火力の今後の動向は，いかに二酸化炭素の排出
を減らすかにかかっているといえよう。その意味では，
タービンとしては，更なる蒸気条件の向上による二酸化
炭素の低減，そしてプラント全体としてはCCSの採用が
あげられる。ここでは蒸気タービン側の技術として，蒸
気条件の向上について述べる。既にUSCが標準的な蒸

気条件になっていることは前述したが，既にそれを更に
高めた先進超々臨界圧力（A－USC；Advanced Ultra 
Super Critical）タービンとボイラの研究開発が進んで
いる。これは，蒸気圧力を35Mpa程度，温度は700℃か
ら750℃程度にまで向上させようというものである。こ
れだけの向上となると，種々の技術検証が必要となるが，
やはり焦点となるのは材料の開発であるため，本稿では
それについて述べる。蒸気タービンの場合はガスター
ビンと異なり，複雑な冷却やTBC（Thermal Barrier 
Coating）は用いないため，材料自体の高温強度に主に
頼ることになる。そのためには，ガスタービン材料とし
て広く使われているNi基材料を使用するのが最も近道
である。ここで，このNi基の材料を蒸気タービンに適用
するにあたっては克服すべき大きな技術課題がある。蒸
気タービンの部材はガスタービンに比べはるかに大きい。
特にロータはボルトで締め上げるデイスク構造では無く，
一体構造のため，単体重量ははるかに大きい。なおかつ
ロータには複雑な冷却を適用しないため，ガスタービン
ロータと比べてもより高温であり，これをNi基で製作
することが必要になる。したがって，Ni基材料の大型化，
特に蒸気タービンロータ用の大型鍛造材の開発が必要で
ある。とはいえ，大型化とはいっても当然現在のNi基
材料メーカの製造能力を考慮に入れる必要がある。また，
もう一つの観点は従来の蒸気タービン用材料に比べて非
常に高価なNi基材料の使用は最小限にすることである。
これらから得られた結論は，高温であるロータの中央部
に限り開発したNi基の鍛造材を用い，両端の温度の低い
部位については溶接により，従来の蒸気タービン材料を
接続することである。したがって，このNi基材は鍛造性，
溶接性なども考慮に入れたものになっている。図7にこ
のようにして作られたA－USC蒸気タービンの試作ロー
タの写真を示す。このロータの両端には従来の蒸気ター
ビンロータを溶接し，さらにその後は実機の温度環境下
で長期の回転試験を行う予定である。長期の回転試験の
後，再度このロータの材料試験が実施され，運転後の信
頼性を検証することになる。図8にはこの開発済みのNi
基ロータ材のクリープ強度を従来の蒸気タービン材料
（従来耐熱鋼）と比較して示す。なお，開発済みのNi基

Fig. 5  試験用低圧ロータ

Fig. 6  三川石炭火力発電所

Fig. 7  A-USC用Ni基試作ロータ
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ロータ材の強度データは小規模溶解材と大型のロータモ
デルの両者から採取したものである。参考として，改良
の原点となったAlloy617の強度も示す。いずれの材料と
比べても高温強度が大きく改善している。このロータ材
料の完成により，最も困難な技術課題が解決したといえ
よう。
　無論，タービンは回転部のみで構成されているわけで
はない。高温・高圧になった場合は静止部も重要である。
特に，直接高温・高圧の蒸気に触れる内部ケーシングに

は一部Ni基材料の適用が不可欠となる。図9は試作さ
れた実寸大のNi基準鋳鋼の内部ケーシングである。この
ケーシングの材料はAlloy625であり，その材料自体は既
に開発済みであるが，ここでは蒸気タービン用の大型鋳
鋼としての製造性を検証したものである。このケーシン
グも，今後材料試験に供される予定である。また，この
材料とは別に，開発済みのNi基ロータ材をベースとし
て，これを鋳鋼に展開した当社独自のNi基鋳鋼材も開発
中である。以上のようにA－USCの蒸気タービンに関し
ては，最も基本となる材料開発がほぼ終了し，最終検証
段階に入っており，実機設計・製作の準備は整っている
といえよう。

6．まとめ
　以上，最近の石炭火力に使われている蒸気タービンの
現状と将来の動向について述べた。蒸気タービンは成熟
した高速回転機械であるにもかかわらず，蒸気の圧力・
温度の向上，更なる低圧最終段の長翼化など多くの技術
課題を達成してきており，今後も発展を遂げていくもの
と考える。
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1．はじめに
　石炭は世界中に広く分布し，価格が比較的安く，供給
が安定していること，および可採埋蔵量が豊富なことか
ら，世界中で使われている重要なエネルギー資源である。
日本においても東日本大震災に伴う原子力発電の運転停
止等により，石炭を利用した石炭火力発電はベース電源
としてますます重要性を増している。しかし石炭火力発
電は地球温暖化の主要因として挙げられるCO2の排出量
が多く，温暖化防止のためには石炭火力発電の高効率化
によるCO2排出低減が重要な課題となっている。また日
本は，石炭・石油・天然ガスなどエネルギー資源の大部
分を海外から輸入しているため，石炭火力発電の高効率
化は経済面でも大きな貢献につながる。
　従来の石炭火力発電は，燃料である石炭をボイラで燃
焼し高温・高圧の蒸気を発生させ，蒸気タービン・発電
機を回して発電させるランキンサイクルを利用したもの
である。
　火力発電の効率化の歴史は蒸気条件（蒸気圧力・温
度）の向上，再熱・再生サイクル採用などで効率を上昇
させてきた。近年では主蒸気圧力24.5MPa（250at），主
蒸気温度600℃ /再熱蒸気温度600℃を越える超々臨界圧
プラントが実用化されている。さらなる効率向上のため，
欧米諸国と同様に我が国でも次世代の超々臨界圧プラン
トとしてA-USC （Advanced Ultra- Super Critical：蒸
気温度約700℃級）の技術開発が進められている。
　一方，天然ガス焚きガスタービンと蒸気タービンの
組合せによるコンバインドサイクル発電（GTCC：Gas 
Turbine Combined Cycle）は，1980年代より火力発電
に導入され，近年ガスタービンの燃焼温度の向上により
発電効率が飛躍的に向上している。コンバインドサイク
ル発電とは，図1に示す様に，高温域で作動するブレ
イトンサイクルのガスタービン発電と，その燃焼排ガス

を熱源とし，低温域で作動するランキンサイクルの蒸気
タービン発電を組み合わせた複合熱機関であり，作動温
度域を高温から低温まで広げることにより総合効率が向
上する仕組みである。したがって，ガスタービンの燃焼
温度が向上することにより，さらにプラントの発電効率
の向上が可能である。

　石炭ガス化複合発電（IGCC：Integrated coal Gasifi cation 
Combined Cycle）は固体である石炭をガス化し，低カ
ロリー焚きガスタービン技術を適用することによって，
これまで困難であったGTCC発電における石炭の利用を
可能にした。これは従来型石炭火力発電を大きく越える
高効率を実現する発電システムで，世界最高水準のク
リーンコール技術と位置づけられる。

2．空気吹きIGCCの特徴
　これまで欧米で開発されたIGCC向けガス化炉は化学
工業用ガス化炉を転用した“酸素吹き”方式が主流であ
る。化学製品を製造するためには不純物としての窒素が
混入しない酸素吹きが必要であるが，発電利用の場合
には酸素製造に多くの動力を消費し，送電端としての
発電効率が低いという欠点がある。このため我が国で
は，IGCC本来の特徴を生かし高い送電端効率が得られ
る “空気吹きIGCC”の開発が我が国独自技術として進
められてきた。

IGCCの開発状況
石井　弘実＊2坂本　康一＊2橋本　貴雄＊1

原稿受付　2014年4月25日
＊1　三菱日立パワーシステムズ㈱　エンジニアリング本部
　　　電力プロジェクト総括部
　　　〒220-8401　横浜市西区みなとみらい3-3-1
＊2　三菱日立パワーシステムズ㈱　エンジニアリング本部
　　　電力プロジェクト総括部　電力計画部
　　　〒220-8401　横浜市西区みなとみらい3-3-1

特集：石炭火力発電

ISHII HiromiSAKAMOTO KoichiHASHIMOTO Takao

キーワード： 石炭ガス化複合発電，空気吹きガス化，Integrated coal Gasifi cation Combined Cycle：IGCC，
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Fig. 1  Rankine cycle and combined cycle
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　空気吹きIGCCには次の様な特徴がある。
1） 高い発電効率
　空気でガス化することにより酸素吹き方式で必要と
なる酸素製造に要する所内動力（GT発電出力の約20%）
を低減することができ送電端発電効率が高くなる。
　また，天然ガスを燃料とするGTCC発電では，すでに
最新鋭の燃焼温度1,600℃級J形ガスタービン（図2）を
使用して60%（発電端・LHV 基準）を越える高効率が
実現されているが，IGCCも同様にガスタービンの燃焼
温度を高めることにより発電効率の向上が可能となる。
1,600℃級に続き1,700℃級の天然ガス焚きガスタービン
の開発が進められているが，この技術を用いたIGCC
のさらなる効率向上も期待できる。当社では，究極の
IGCC開発とGT開発の協調に留意しており，将来の燃焼
温度1700℃級の空気吹きIGCCの開発を視野に入れてい
る。

2） 幅広い石炭に適用が可能
　従来型石炭火力発電では，灰の融点が低い石炭は適用
が難しく，スラッギングやファウリングと呼ばれる現象
が発生しやすいため，ボイラの体格を大きく設計したり，
高灰融点の石炭と混ぜて利用する混炭運転を行ったりす
る必要がある。
　逆にIGCCではガス化炉にて高温で灰分を溶融して排
出するため，灰融点の低い炭種が適しており，これまで
発電には使用困難であった炭種も使用可能となる。
3） 高い環境特性
① 高い大気環境特性・温排水の低減
　IGCCはガスタービンを用いた複合発電のため，シス
テムの高効率化により，発電電力量（kWh）あたりの
SOx，NOx，ばいじんの排出量が低減される。また従来
型石炭火力発電と比較して温排水量を約3割低減するこ
とが可能となる。
② 用水使用量の低減
　従来型石炭火力の排煙脱硫装置は，燃料を燃やした後
の排ガス段階で排煙処理を行うので，多量の用水が必要
であったが，IGCCは高圧で容積の小さい燃料ガスの段

階で処理を行うことから，用水使用量を大幅に低減でき
る。
4） スラグの有効利用が可能
　従来型石炭火力発電の場合，灰はフライアッシュとし
て排出されるのに対し，IGCCではガラス状のスラグと
して排出するため同じ重量で比べると，スラグの容積は
フライアッシュの半分以下となる。またスラグはセメン
トの原材料や路盤材等として有効利用が可能である。

3．空気吹きIGCCの構成
　図4に空気吹きIGCC システムの概略系統を示す。以
下に，各設備の特徴について説明する。

3.1　ガス化炉
　石炭ガス化炉は，高温（炉内温度1,200 ～ 1,800℃）で
石炭を空気，酸素等のガス化剤と反応させることで，一
酸化炭素（CO）と水素（H2）を主成分とした可燃性ガ
スを生成する。
1）二室二段噴流床方式の採用
　ガス化炉においては，ガスタービンの燃焼に必要な石
炭ガス化ガスのカロリーを確保しつつ，ガス化炉内で灰
を溶融させて円滑に排出するという二つの機能が求めら
れる。これらを達成するためにはガス化炉内を高温に保
つ必要があるが，空気吹きのガス化炉は，酸素吹きに

Fig. 2  1,600℃ J-type gas turbine

Fig. 3  Flyash and slag

Fig. 4  MHPS air-blown IGCC system
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比べて大量の窒素が存在するため炉内温度が上がり難く，
技術的難度が高い。この課題を解決するため，ガス化炉
を燃焼室（コンバスタ）とガス化室（リダクタ）を分け
た二室二段噴流床方式を採用した。コンバスタでは燃焼
反応，リダクタではガス化反応と機能を分離することで
二つの機能を両立することが可能となる。
2）乾式給炭，窒素加圧，高濃度搬送方式の採用
　ガス化炉の燃料となる石炭の供給方式には，石炭を数
十ミクロンの微粉に乾燥・粉砕して，窒素等イナートガ
スでガス化炉へ搬送する乾式給炭方式と，水と混合させ
てスラリー状にして供給する湿式給炭方式があるが，空
気吹きIGCCでは乾式給炭方式を採用している。褐炭・
亜瀝青炭等は安価ではあるが水分含有率が高く，スラ
リー化のため水分を添加すると発熱量低下が著しいため，
スラリー化が困難であることから，湿式給炭方式には適
用できない。一方，乾式給炭方式はこの様な安価な低品
位炭を含め，広範囲な性状の石炭に対応可能である。
　また，3MPaに近い高圧のガス化炉へ石炭（微粉炭）
を投入することから安全性を考慮して窒素で加圧するこ
ととし，また窒素のガス化炉への投入量を極力少なくす
るため，高濃度搬送方式を採用している。

3.2　ガス精製
　ガス精製設備は，ガス化炉で生成された石炭ガスを，
ガスタービン燃料及び環境基準に適合するように，石炭
ガス中に含まれる硫黄化合物等の不純物を取り除く設備
である。
　ガス精製の方式には乾式法と湿式法があるが，乾式法
は未だ開発中の技術であるため，現時点では化学プラン
ト等で実績のある湿式法が採用される。
　ガス化炉から出てきた精製前の石炭ガスには，CO
およびH2といった可燃成分に加え，アンモニア（NH3），
硫化水素（H2S），塩酸（HCl）といった不純物を含んで
いる。これらのうち，アンモニアや塩酸等水溶性の成分
を水洗塔にて除去後，MDEA（メチルジエタノールア
ミン）吸収液を用いて硫化水素を除去する脱硫を行う。
MDEAは他の方式に比べ，所内動力や熱損失が少なく，
また，実証機で優れた環境性能を有することを検証して
いる。除去された硫化水素は，後処理工程で石膏化され，
副生物として有効利用される。
　なお，乾式法は開発段階の技術であるが，開発が進め
ば更なる効率の向上，システムの簡素化等が期待できる。

3.3　複合発電
　IGCCにおける複合発電設備は，天然ガス焚き複合発
電設備（図5）と同様に，ガスタービン，蒸気タービン
および発電機で構成される。
　ガス精製設備で精製された石炭ガスを燃料としてガ
スタービンで発電を行い，さらにその燃焼排ガスの
熱を排熱回収ボイラ（HRSG : Heat Recovery Steam 

Generator）で回収して蒸気を発生させ，蒸気タービン
でも発電を行う。
　一般的に水・蒸気系統はクローズドサイクルであるた
め，蒸気タービンで仕事を終えた蒸気は復水器で凝縮し，
HRSGへ給水される。また，その給水の一部はHRSGで
予熱された後ガス化炉の熱交換器へ送られ，高温の石炭
ガスを冷却して熱を回収し，蒸気となってHRSGへ戻り
蒸気タービンでの発電に使用される。
　この様に，IGCCの場合にはGTCCで用いられるHRSG
での排熱の回収に加え，ガス化炉で発生する熱も蒸気と
して回収することで，より効率的な発電が可能となる。

3.4　IGCC用ガスタービン
　図6に示すように，当社では，2.5MJ/m3Nから84MJ/
m3Nまでの幅広い発熱量の燃料ガスの運用実績がある。
低カロリーガスとして，高炉ガス（BFG: Blast Furnace 
Gas），コークス炉ガス（COG: Cokes Oven Gas），転炉
ガス（LDG: Linz-Donawitz converter Gas）と呼ばれる
副生ガスがある。
　ガスタービンの高温燃焼技術の革新によるプラント効
率の高効率化に伴い，これらの製鉄所副生ガスを利用し
た複合発電設備を多数納入しており，燃料多様化の実績
を積んできている。
　IGCC用ガスタービンは，天然ガス焚き標準機のガス
タービンをベースに，低カロリー燃料ガス焚きガスター
ビンの運転実績を反映して設計を行った。

Gas Turbine Steam Turbine Generator

Fig. 5  Example of gas turbine combined cycle
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Fig. 6  Experienced fuel gas characteristics

Download service for the GTSJ member of ID , via 3.144.13.226, 2025/01/16. 

                           28 / 126



289IGCCの開発状況Vol.42　No.4　2014.7

ー 29 ー

　IGCC用ガスタービンの断面図を図7に示す。IGCC用
ガスタービンには以下に示す特徴がある。
1）燃焼器
　石炭ガスは天然ガスと比べて発熱量が1/10程度の低
カロリーガスであり，またガス精製過程でアンモニア
（NH3）が除去されるために，ガスタービン燃焼器で
発生するフューエルNOxの発生は少ない。しかも低カ
ロリーガスであるため，断熱火炎温度が低くサーマル
NOxの発生も低レベルに抑えられる。一方，含有水素
が高いことから燃焼速度が速く，可燃範囲が広い特徴を
有している。
　このガスの特性から，燃焼器に拡散燃焼法を適用して
もNOxの排出量は低く抑えられるうえ，燃料性状の変
動に対して安定燃焼を確保することができる。なお，次
の2）に記載のとおり，ガス化炉にはガスタービンか
らの圧縮空気を使用するため，ガス化炉起動前にガス
タービンを先行的に起動させる必要がある。IGCC用ガ
スタービンでは天然ガス焚き起動，または灯油焚きによ
る起動を採用している。灯油焚き起動では，ガスおよび
油のデュアル燃料焚きが可能な構造となっている。図8
にガスタービン燃料系統図を示す。

2）空気圧縮機およびタービン
　空気吹きIGCCでは，ガス化炉用空気をガスタービン
からの圧縮空気で賄うインテグレーション方式を採用し
ている。図9に示す通り，タービンへの燃焼ガス流量は
天然ガス焚き標準型ガスタービンに比べ若干増加するが，
空気圧縮機およびタービンは，空気圧縮機出口に抽気空
気口を追加することで天然ガス焚き標準機と同一のもの
を使用することができる。
　　
3.5　インテグレーション
　IGCCを構成する主要設備である，ガス化炉，ガス精
製，複合発電設備間では空気や水・蒸気を緊密に連携し
ており，そのインテグレーション，システム設計が重要
となってくる。空気吹きIGCCでは，次の様なインテグ
レーションを行い，性能向上を図っている。
1）石炭ガス化用の空気は，ガスタービンの空気圧縮機
出口より抽気し，さらに抽気空気圧縮機で必要圧力まで
昇圧して使用する。
2）ガス化炉の熱交換器で発生する蒸気は，HRSGの蒸
気系統に合流後，さらに過熱してから，蒸気タービンへ
供給され駆動力として使用する。
3）石炭の乾燥熱源としてHRSGの高温排ガスを使用し，
乾燥後の排ガスは煙突へ戻す。HRSGの高温排ガスを使
用することで，空気乾燥に比べ酸素濃度が低く安全性が
向上するとともに効率低下を低く抑えられる。

4．実証試験の完了と商用運転
　当社では空気吹きIGCC技術の実現に向けて，国・電
力会社・（一財）電力中央研究所とともに開発・実用化
を取り組んできた。1980年代の石炭処理量2t/日の小規
模試験炉から200t/日のパイロットプラントを経て，商
用化への最終段階として発電出力250MWのIGCC実証機
が㈱クリーンコールパワー研究所によって福島県の常磐

Fig. 7  Sectional view of M701F4 gas turbine
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共同火力㈱勿来発電所構内に建設され，2007年9月より
5年半にわたりって実証試験が行われた。図10にプラン
トの全景写真を，表1に設備仕様を示す。　

　実証試験として，2008年9月の2000時間連続運転成功
後，炭種変化試験，運転最適化試験（熱効率の確認試
験）等を行った後，2010年6月には，長期耐久運転試験
（信頼性の確認試験）が当初目標の年間累積5000時間に
到達した。
　一連の運転試験で，目標としていた①設備の信頼性，
②熱効率，③環境性能，④炭種適合性，⑤プラントの経
済性について，いずれも達成を確認した。
　表2に実証試験の目標と成果を示す。発電端出力
250MW，送電端効率42.9%（LHV）が得られ，出力・
効率共に計画値を十分に満足することを確認した。環境
値は計画値を上回る極めて良好な結果を得ており，従来
型石炭火力発電に比べ高い環境性能が実証された。また，
炭種拡大試験では設計炭である中国炭はもとより，それ
以外の北米及びインドネシアで産出される低品位の亜瀝
青炭についても安定した専焼運転が可能であることを確
認した。
　IGCC実証機は，5年半の実証試験を通して全ての試
験項目を完了させるとともに，商用機設計に必要なデー

タは全て得られたことから2013年3月末をもって実証試
験を終了した。同年4月1日以降は，250MWを電力供
給力として活用すること，また運転継続によりIGCC技
術をさらに成熟化させていくという二つの目的から，常
磐共同火力㈱が設備を引き取り，勿来発電所10号機とし
て商用運転を開始し，昨年末には連続運転3,917時間を
達成し，世界最長連続運転時間を更新した。

　
5．IGCCの今後の取組み
　当社では，空気吹きIGCCの次期ステップとして大型
のガスタービンを用いた500MW級商用機の標準モデル
を作成し国内外への展開を計画している。表3にIGCC
実証機と商用機の主要諸元の比較を，図11にIGCC商用
機の外観例を示す。　
　ガス化炉の石炭供給は，実証機と同様に乾式給炭方式

Fig. 10  Bird’s-eye view of IGCC demonstration plant

ssorg WM 052yticapaC

Coal
Consumption approx. 1,700 metric t/day

System

Gasifier Air-blown & Dry Feed

Gas Treatment Wet (MDEA) + Gypsum Recovery

Gas Turbine 1200 deg C-class (50Hz)

Efficiency
(Target Values)

Gross 48% (LHV)          46% (HHV)

Net 42% (LHV) 40.5% (HHV)

Flue Gas
Properties

(Target Values)

SOx 8 ppm
(16%O2    
basis)

NOx 5 ppm

Particulate 4 mg/m3N

Table 1  Specifi cation of IGCC demonstration plant

Items Targets Results

System Safety
and Stability

Safe and stable operation to be 
verified during start-up, 
operation and shutdown

Stable operation at rated power 250MW and safe 
shutdown were confirmed (2008/3)

Environmental 
Performance

Emission concentrations at 
outlet of stack
SOx 8ppm NOx 5ppm   
Dust 4mg/ 3N

Emission concentrations less than target values 
were confirmed (2008/3)

SOx 1.0ppm NOx 3.4ppm
Dust 0.1mg/m 3N

Reliability
2000-hr continuous operation 
(equivalent to 3 summer 
months)

2039-hr continuous operation (2008/9) , and 2238-hr 
continuous operation(2011/11) was achieved.

Fuel 
Flexibility

Operations using multiple coal 
types other than the designed 
coal (Chinese coal)

North American PRB sub-bituminous coal (2009/2) ,
Indonesian sub-bituminous coal (2009/3 , 2010/9) ,
Colombian coal(2011/10 ,Russia coal (2011/12) ,
Indonesiancoal(2012/1),North American Signal 
Peak sub-bituminous coal (2012/10)

Thermal 
Efficiency

Net thermal efficiency 42% 
(LHV)

Net thermal efficiency of 42.9%( LHV) was 
achieved. (2009/1)

Durability

Durability of components and 
auxiliaries to be examined by 
inspection after 5000-hr 
operation

Total of 5000-hr operation/ year was accomplished. 
No fatal damage of equipments were found by the 

overhaul inspections following the 5000-hr 
operation. 

Large earthquakes, measuring lower 6 on the 
Japanese intensity scale of 7, caused no serious 
damage to main equipments.
This verified their high earthquake resistance.

Economy

Evaluation of economy of 
commercial IGCC by the results 
of construcion, operation and 
maintenance of Demonstration 
Plant

There is a possibility that power generation cost of 
IGCC will be equivalent to that of pulverized coal 
fired power generation. 

Operability Operability required as thermal 
power plant

Operability equal to conventional thermal power 
plant was confirmed (2011/3)
(startup time 15-hrs minimum load 36 load 
change rate 3 min etc.)

Table 2 Targets and results of IGCC demonstration plant 

Table 3   Specifications of the IGCC demonstration plant and 
commercial plants

Items Units IGCC demonstration
plant

Commercial plant
（50Hz / 60Hz）

Gross Power
Output MW 250 540 / 460

Type of coal - Bituminous Bituminous
Sub-Bituminous

Gasifi er - Dry feed, air-blown Dry feed, air-blown

Gas cleanup
system - Wet desulfurization Wet desulfurization

Gas turbine - M701DA M701F4 / M501GAC

Net Power
Plant efficiency %, LHV 42 48

Start of
operation - 2007 2020, at the earliest
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を採用する。商用機では石炭搬送に使用する窒素使用量
を低減し，窒素製造動力の更なる低減を図る。また，乾
式給炭方式は，高水分の亜瀝青炭等低品位炭にも適して
いる。IGCCの導入により炭種選択の幅が広がるため高
品位の瀝青炭を含めた石炭の価格交渉力を強化すること
が可能となる。
　更に，ガス化炉後流の熱交換器においては，実証機で
の運転経験を反映した改善型パネル構造の採用により従
来に比べて信頼性の向上，大幅なコストダウンが可能と
なる見込みである。この構造は既にIGCC実証機にて一
部適用され，その効果が確認されている。
　ガス精製は実証機と同様のMDEA吸収液による，化
学吸収法の湿式脱硫を採用する。
　ガスタービンは，天然ガス焚きで実績のある最新の高
効率M701F4型／M501GAC型ガスタービンをベースに，
BFGガスをはじめとする低カロリー焚きの技術を適用
した石炭ガス化ガス用燃焼器を採用する。ガス化に必要
な空気は実証機と同様に発電効率の高いガスタービンよ
り抽気するインテグレーション方式を採用する。高効率
ガスタービンを組合せた500MW級IGCC商用機標準モデ
ルでは，送電端効率の向上により，従来型石炭焚き火力
に比べCO2排出原単位の大幅な低減が可能となる。

　商用機では，IGCC実証機で得られた知見すべてを
フィードバックすることにより，信頼性と運用性の更な
る向上を図っている。また，実証機で冗長性を確認した
各設備には最適設計を適用すること等によりIGCCの経
済性は商用機で大きく向上している。更なる取組みとし
て，多炭種設計，高出力・高効率化，高い運用柔軟性な
どの高度化研究に取り組んでいる。
　500MW級IGCCの基本計画/設計，運転保守計画の精
度向上などを進めて商用機建設の要請に応えられるよう
鋭意取り組んでおり，実証機実績を反映したRAM分析
（Reliability, Availability and Maintainability analysis）
により従来石炭火力と同等の信頼性（稼働率），そして
設備価格の低減と廉価な亜瀝青炭使用の効果により商用
機として受け入れられる経済性（発電原価）が得られる
見通しである。

6．おわりに
　日本のエネルギーセキュリティや地球温暖化防止の観
点から，IGCCは次世代石炭火力発電の主力たる発電技
術として社会に大きく貢献できる技術である。
　東京電力㈱は昨年11月に「世界最新鋭の石炭火力発電
所プロジェクト」として，500MW級IGCC設備を福島県
の2箇所の発電所に建設・運用する案を発表した。これ
は，世界最高水準のクリーンコール技術（CCT）であ
るIGCCを福島県に設置することにより，早期の経済復
興や雇用回復・創出を目的とし，2020年代初頭にプラン
トの運転開始を目指したいとされている。さらに，福島
県がCCTの拠点として世界へのアピールと，日本の経
済成長の貢献等が謳われている。
　当社としても，実証試験を通じて優れた性能，環境特
性とともに発電設備としての高い信頼性を検証してきた
IGCCについて，本プロジェクトに採用いただくべく提
案を検討しており，福島の復興と共に，IGCCの世界展
開により地球規模でのCO2削減への一助となることを期
待している。

Fig. 11  Bird’s-eye view of IGCC commercial plant
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1．はじめに
　地球温暖化対策として温室効果ガス（CO2）排出削減
が検討される中，CCS（CO2の分離回収･貯留，Carbon 
Capture and Storage）技術がその中・長期的オプショ
ンの一つとして国内外で開発されている。しかし，これ
までに検討されているCO2回収型発電システムではCO2
回収に大量のエネルギーを要するため発電効率が低下
することが知られている。例えば，DOEは送電端効率
約40%（以下，HHV基準）のIGCCで燃焼前回収システ
ムを構築すると，その送電端効率は約30%になると報告
している⑴。ここでもし，CO2回収後も送電端効率を約
40%に維持できれば，燃焼前回収システムと比べ，同
じ電力を得るために必要な燃料使用量を約1/4削減で
き，化石燃料の節減だけでなく燃料費相当分の発電コス
ト低減も可能となる。そこで当研究所は，CO2回収後も
40%（HHV）以上の高い送電端効率が期待されるCO2回
収型高効率IGCCシステム⑵（Oxy-fuel IGCC）を提案し，
NEDO受託研究として九州大学とともにその基盤技術の
開発を進めてきた。本報は，その開発状況を紹介するも
のである。

2．開発システムの特徴
　CO2分離回収型の石炭火力は，これまでにも燃焼後
回収システム（Post-combustion），酸素燃焼システム
（Oxy-fuel Combustion）やIGCCを想定した燃焼前回収
システム（Pre-combustion）が提案されているが，いず
れもCO2分離・回収や酸素製造などに大量のエネルギー
を要するため，送電端効率が大幅に低下するとされてい
る。
　これに対し，当研究所が提案したOxy-fuel IGCCシス
テム（図1）は，ガスタービン（GT）の燃焼排ガスの
一部を循環させてガス化炉の石炭搬送やGTの冷却・希
釈に用いるとともに，O2を添加して石炭ガス化剤やGT
用酸化剤として利用するもので，燃焼前回収システムで
必要なシフト反応器とCO2分離・回収設備が不要となり，

所用動力が低減される等の理由から，CO2回収後も40%
（HHV）以上の高い送電端効率が期待される⑶。
　本システムでは，セミクローズドGTシステムが前提
となるが，従来のGTシステムと違い，作動媒体がN2主
体のガスではなくCO2を主体とするガスとなるため，作
動媒体のモル比熱が増大する。従って，予熱が望まれる
GT燃焼用酸化剤の圧縮機出口温度が上がりにくくなる
が，その一方でGT燃焼排ガスが冷めにくく燃焼器出口
ガス温度が高くなる。この点に注目し，再生熱交換器
（高性能ステンレス製プレートフィン型ガス－ガス熱交
換器）を導入し，燃焼器出口排ガスでGT燃焼用酸化剤
を予熱することによりシステム効率向上を狙った。
　もう一つの特徴は，CO2のガス化剤としての効果であ
る。従来のガス化炉がO2とN2を主成分とする空気また
は高濃度O2をガス化剤に用いていたが，本システムで
はO2とCO2からなるガスをガス化剤としている。N2は不
活性であり石炭ガス化反応には寄与しないが， CO2は石
炭のガス化剤として作用する。従って本システムでは，
O2だけでなくCO2もガス化剤として作用し，ガス化性能
が向上するとも期待されている。
　しかし，石炭をO2/CO2ガスでガス化するシステムは
前例がないため，基礎試験による事前検証が必要である。
また，本システムには課題がある。生成ガス中のCO濃
度が60%以上と高く，CO2も多く含むことから，炭素析
出が懸念され，その対策確立が必要である。そこでまず
種々の基礎試験によるコンセプト確認から検討を始めた。

CO2回収型次世代IGCC技術の開発状況
沖　　裕壮＊1

原稿受付　2014年5月7日
＊1　電力中央研究所　エネルギー技術研究所
　　　〒240-0196　横須賀市長坂2-6-1

特集：石炭火力発電

OKI Yuso

キーワード：石炭，火力発電所，IGCC，効率，CCS，酸素燃焼
　　　　　　Coal，Thermal power station，IGCC，Effi  ciency，CCS，Oxy-fuel combustion

Fig.1　開発システムと従来の燃焼前回収IGCCの比較
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3． 加圧石炭ガス化炉を用いたCO2富化によるガス
化性能向上効果の検証

　当研究所が所有する石炭ガス化研究炉（図2，二室
二段噴流床式，石炭処理量3t/日，圧力2MPa）に液化
CO2タンクとその供給設備を追設し，CO2富化時のガス
化特性を評価した。本ガス化炉はガス化研究炉の呼称の
通り，ガス化炉の内部からダストやガスを採取する炉内
サンプリングプローブなどいくつかの特徴的な分析・評
価装置を備えている。このサンプリングプローブは，圧
力容器の耐圧壁を貫通して内部の試料を捕集するもので，
図中の矢印が示すように，サンプリング時は炉内に挿入
し，それ以外は炉内の流れを乱さないように引き抜くと
いう運用を行っている。

　通常，本ガス化炉では，微粉炭を空気で，チャー（未
反応の炭素を含む粒子。ガス化炉出口のサイクロンで捕
集し燃料として再投入する）をN2で搬送するが，この
うち微粉炭搬送空気の一部をCO2に置き換え，投入ガス
中のCO2濃度を増加させることでその影響を評価した⑷。
　その結果，CO2富化により炉内で発生するチャーが減
少し，CO2によりガス化性能が向上する傾向が示され
た（図3，横軸は酸素比=投入酸素量＊1÷理論酸素量＊2。
縦軸のチャー生成率=生成チャー中炭素量÷投入石炭中
炭素量）。この他に，CO2を富化するとガス化炉内の温

度が低下することも明かとなった。これは，N2とCO2の
モル比熱の違いによるものと考えられ，試験条件設定に
あたって考慮すべき重要なポイントである。　
　さらに，CO2富化が炉内反応状況に及ぼす影響をより
詳細に評価するため，炉内サンプリングプローブにより
ガス化炉内部のガスおよび粒子を捕集し分析する試験を
行った⑸ （図2⑴のSP①，SP②部にて試料を捕集）。こ
の試験では，CO2の富化に伴う炉内温度低下の影響を
除外するため，コンバスタ温度1,380℃一定の条件下で
CO2濃度を0%（試験Ⅰ），14%（試験Ⅱ），22%（試験
Ⅲ）と変化させたデータを取得した。具体的には，試験
ⅠではチャーをN2で搬送したが，試験Ⅱではこのチャー
搬送ガスを全量CO2に置き換えた。さらに試験Ⅲでは
チャー搬送ガスは全量CO2のままで，石炭搬送用空気の
一部もO2/CO2混合ガスに置き換えた。ここで，空気を
O2/CO2混合ガスで置き換えたのは，酸素比（投入酸素
量の理論酸素量*に対する比率。*：理論酸素量は投入石
炭の燃焼に必要な酸素量）をできる限り一定として，相
互比較できるデータを取得するためであり，この方法に
より，酸素比の変化を0.52 ～ 0.53の範囲に抑えることが
できた。
　図4に炉内のCO濃度分布計測結果を示す。
　コンバスタ出口から，SP①，SP②と生成ガスの流れ
方向におけるCO濃度の変化を整理したところ，二段目
の石炭が投入されるリダクタバーナの後流で特徴的な挙
動が確認された。
　軸方向の2箇所のサンプリング位置（図3のSP①，
SP②）で計測したCO濃度を比較すると，CO2を富化し
ない条件Ⅰでは，SP①のサンプリング座でもその下流
となるSP②のサンプリング座でもCO濃度はほぼ同一で
あったが，CO2を富化した試験では，SP①のCO濃度よ
りもSP②のCO濃度が増加した（図4）。また，CO濃度
の増加幅は，CO2濃度の高い条件Ⅲの方が大きくなって
いた。
　これは，CO2富化によりリダクタ部のCO2濃度が高く
なり，ガス化反応領域が下流に拡大し，CO2ガス化反応
が促進されたものと考えられる。これが図3に示した

＊1：投入酸素量=投入空気中の酸素量＋富化酸素量
＊2：理論酸素量は投入石炭を完全燃焼させるのに必要な酸素の量。

 

SP

SP

⑴ 石炭ガス化研究炉の概要

⑵ 炉内サンプリングプローブ

Fig.2　ガス化概要とサンプリングプローブの外観

Fig.3　CO2富化のガス化反応性（チャー生成率）への影響

CO2   0 vol
CO2 15 vol
CO2 25 vol
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CO2富化によるガス化反応性向上の一因とみられる。

4． 実機規模ガス化炉数値解析によるO2/CO2ガス化
炉の特性検討

4.1　運転条件が炉内温度分布に及ぼす影響の予備検討
　当研究所は，実機規模ガス化炉内部の熱物質流動状況
を解析する数値解析ツールを開発している。
　そこで，前述の当所ガス化研究炉の試験だけでは実運
転条件の再現が難しいO2/CO2ガス化炉の特性を，当該
数値解析ツールにより評価した⑹。
　まずは，実験で見出されたN2とCO2のモル比熱の違い
によるガス化炉内温度の低下について検討した（図5）。
従来の酸素富化空気吹きガス化条件（図5①）に対し，
N2とCO2を単純に置換しただけでは炉内温度が大きく低

下する（図5②）。一般に炉内温度が低下すると，ガス
化炉の安定運転確保が難しくなるため，望ましくない現
象である。しかし本検討では，図5①～④（および⑤～
⑦）では酸素比を一定として解析しているため，投入
O2量はいずれも一定である。すなわち，O2濃度は一定
量のO2に対してGT排ガスをどれだけ循環・混合するか
で決まり，循環排ガス量を低減すればO2濃度を容易に
調整できる。例えば，GT排ガスの循環量を低減し，O2
濃度を35%まで上昇させれば（図5③），従来の酸素富
化空気吹きガス化炉で安定運転が確保されているレベル
の炉内温度分布（図5①）に近い状況が実現できる。こ
の他，排ガスの再循環量をさらに低減しO2濃度を45%ま
で向上させれば（図5④），酸素比を基準条件から約1
割低減しても同等の炉内温度分布が保てる（図5⑦）可
能性があり，冷ガス効率の向上も期待できることが示さ
れた。

4.2　O2/CO2ガス化に適した高精度反応モデルの提案
　O2/CO2ガス化においては，ガス化炉内のCO2濃度が
高くなり，CO2ガス化によりガス化性能が向上すると期
待されるが，H2Oなど他のガス化剤との競合反応となり，
反応速度が低減される可能性も指摘されている。そこで，
当研究所の加圧型熱天秤（TG）によりH2O，CO2混合ガ
ス中での反応性を評価し，O2/CO2ガス化場における数
値解析精度を向上できる新たな反応モデルを提案した⑺。
従来検討されているモデル1やモデル2では複数のガ
ス化剤が競合する複雑なガス化反応実験のプロットを十
分に再現できないが，本提案モデルを用いれば，CO2と
H2Oが共存する複雑なガス化反応場におけるチャーのガ
ス化反応速度を表現することができた（図6）。

Fig.4　CO2富化に伴う炉内CO濃度分布の変化

Fig.5　実機規模数値解析ツールによるOxy-fuel IGCCのガス化炉内温度分布解析結果

Download service for the GTSJ member of ID , via 3.144.13.226, 2025/01/16. 

                           34 / 126



295CO2回収型次世代IGCC技術の開発状況Vol.42　No.4　2014.7

ー 35 ー

4.3　 高精度反応モデルを適用した数値解析ツールによ
る諸検討

　実機規模ガス化炉内数値解析ツールに，前述した高精
度反応モデルを組み込んで種々の解析を行った。
　まずは，前述の図5に相当するO2濃度25 ～ 45%の条
件で二室二段型ガス化炉に特有の運転条件である石炭供
給量比（R/T，上段のリダクタに投入する石炭量と全投
入石炭量の比）が炉内温度分布に与える影響を解析し，
従来の酸素富化空気吹きガス化炉の運転調整手法がO2
濃度/CO2ガス化炉にも適用できる可能性を示した。そ
の上で，実機を想定したO2濃度（80％以上）条件での
一連の解析を行い，現在その結果をとりまとめ中である。

5．炭素析出現象の解明と対策構築
　本システムではCO2を主成分とするGT排ガスを循環
させるため，ガス化剤中のCO2濃度，ひいては生成ガス
中のCO濃度が高くなり（CO濃度>60%，酸素富化空気
吹きガス化ガスのCO濃度は約30%），平衡論的には乾式
脱硫設備などの比較的低温な領域で微粒炭素が析出する
可能性があり，その対策確立が必要である。
　炭素析出の対策としては，CO2ガスの添加，水蒸気の
添加，さらには両者の混合物である燃焼排ガスの添加の
3つの手法が考えられため，模擬ガスを用いた基礎試験
により，上記いずれの対策でも炭素析出が防げること，
ガス種によって炭素析出の防止に必要な注入ガス量が異
なることを明らかとした⑻ （図7）。
　所要注入量としては，水蒸気が最も少ないものの，発
電用の蒸気を抽気するため効率への影響が大きい上，脱
硫性能への影響も懸念される。一方，CO2の場合，抽気
点での圧力は高いが温度が約90℃と低く，乾式脱硫装
置内のガス温度（約450℃）まで加熱する必要がある上，
所要注入量が最も大きい。こうした3手法それぞれの得
失を表1に整理した。
　その結果，燃焼排ガスの注入が現実的と判断されたた
め，燃焼排ガス注入を想定したシステム効率解析を行い，
炭素析出対策による送電端効率の低下は0.2%未満と極め

て小さいことが確認された⑼。
　
6．システム全体を考慮した実現性の検討
　本システムはGT排ガスを循環するセミクローズドGT
システムなど，従来にない技術を採用するため，プラン
トメーカの協力を得て事前にシステムの成立性を検討し，
その指摘事項を反映して，より実現性の高いシステムに
改良した⑶。例えば，当初システムでは，効率を最適化
するため燃焼排ガスを分岐して，一部を再生熱交換器へ，
残りをHRSGへと最適配分する想定であったが，加圧高
温ガスの流量配分は難しいため，全てのガスが再生熱交
換器を経てHRSGへ流れるシステムに変更した⑶。また，
再生熱交換器は大型化の実績が少ないため，専門メーカ
により本システムを想定した再生熱交換器の試設計し，
本システムの温度/圧力条件が現状のステンレス製再生
熱交換器の設計範囲にあること，内部の機器構成の工夫
により高さ34m，幅約20m，長さ約10m程度のサイズに
仕上がる見込みがあることなどを示した⑽。
　また本システムは，ガス化炉だけでなくGTにも純酸
素が必要であり，従来の燃焼前回収システムより多くの
酸素を製造する必要がある。そこで，専門メーカにより
本システム用にカスタマイズした空気分離装置（ASU）
を試設計した。従来のIGCCは，高圧のO2，N2を使用す
るため，高圧型ASUを採用しているが，本システムは
N2ガスを全く用いないため，ASU全体のプロセス圧を
下げ，O2のみを専用圧縮機で昇圧供給する方式とした⑾。
こうした種々の検討の結果，1300℃級GTシステムで送

Fig.6　 O2/CO2ガス化場に適した反応モデルの提案⑺
Fig.7　添加ガスによる炭素析出抑制効果の比較
　（添加ガス割合＝添加ガス量÷生成ガス量）

Table1　炭素析出対策の得失比較

Download service for the GTSJ member of ID , via 3.144.13.226, 2025/01/16. 

                           35 / 126



296 CO2回収型次世代IGCC技術の開発状況 日本ガスタービン学会誌

ー 36ー

電端効率40%をクリアでき，1,500℃級GTの採用により
42%の高い効率を実現できる見通しを得た。回収後の効
率が42%となれば，世界最高効率の国産空気吹き酸素富
化IGCCの燃焼前回収システムよりも約5%高い送電端
効率となる。
　
7．おわりに
　本システムの基盤技術がほぼ確立されたことを受け，
現在，実用化に向けた次ステップについて検討中である。
一般にこうした新しい発電システムの開発においては，
何段階かのスケールアップを重ねて実証，商用へと進む
ことが多い。本システム実用化のための最適なステップ
を見出し，早期実用化に向けた計画を提案してゆきたい。
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1．はじめに
　石炭は，埋蔵量が豊富であり，地域的な偏在性が少な
く，さらに低コストという利点がある。石炭火力発電は，
日本の一次エネルギーの約1/4を供給しており⑴，世界
の発電量の約40%を占めている（図1）。さらに，近年，
石炭火力発電所の増設が計画されていることから，石炭
燃焼が電力供給に果たす役割は今後も大きいことが予想
される。

　しかしながら，石炭は石油，天然ガスと比較して，単
位発熱量当たりのCO2排出量が多く，石炭火力からの
CO2排出量は，世界全体のCO2排出量の約30%を占めて
いる⑴。LNGコンバインドサイクル発電と比較すると，
石炭火力発電の出力当たりのCO2排出量は非常に多く，
石炭火力からのCO2削減が急務となっている。
　石炭火力発電所からのCO2発生を削減するためには，
まず，熱効率を向上させることが望まれる。現在の石
炭火力発電では，1990年代に実用化された600℃級USC 
（Ultra Super Critical, 超々臨界圧）が主流である。2013
年3月末時点で，国内で運転中の石炭火力発電の総出力
は36,717MWであり，このうち，約50%は，USCである⑵。
現在，700℃級の蒸気条件を採用したA-USC （Advanced 
Ultra Super Critical, 次世代超々臨界圧）の開発が進め
られている。USCの送電端効率は，HHVベースで42-43 
%であるが，A-USCの場合，効率が46-48%程度まで向

上することが期待できるとされている⑶,⑷。しかしなが
ら，A-USCの実用化には，700℃以上の蒸気に耐えられ
る材料の開発が不可欠であり，現在，世界各国で開発が
進められている⑶-⑸。 
　CO2削減のためには，火力発電の高効率化のための技
術開発に加えて，現在稼働している火力発電所から大
気へ放出されているCO2抑制も同時に考える必要がある。
大気中へのCO2排出を削減する技術として注目されてい
るのが，CCS （Carbon Capture and Storage）である。
CCSとは，CO2の大規模な発生源から，CO2を回収し，
地中などに貯留する技術である。とくに，CO2排出量
の多い石炭火力へのCCS適用は重要である。近年，CO2
を回収する方式としてOxy-fuel combustionが注目を集
めており⑹-⑻，Callide oxy-fuel projectをはじめとする
Oxy-fuel combustionとCCSの統合プロジェクトが世界
各国で進められている。Oxy-fuel combustionについて
は，さまざまな解説記事で紹介されており，プロジェク
ト動向等については，そちらを参照頂きたい⑹-⑻。Oxy-
fuel combustionは，CO2回収に適した燃焼法であるが，
石炭火力では，CO2だけでなく，NOx, SOx, ばいじんと
いった各種環境汚染物質の抑制も大きな課題となってお
り，Oxy-fuel combustionにおいても，石炭をクリーン
に燃焼させるクリーンコールテクノロジーの開発は重要
である。
　本解説では，Oxy-fuel combustionの概念，CO2回収
コストおよび近年の研究動向を述べるとともに，Oxy-
fuel combustionのクリーンコールテクノロジーに関す
る研究事例を紹介する。
　
2．Oxy-fuel combustion 
2.1　概念
　図2に空気燃焼とOxy-fuel combustionからのCO2回
収プロセスの模式図を示す．Oxy-fuel combustionとは，
燃料を酸素および再循環させた燃焼ガス（主にCO2）で
燃焼させることにより，排ガス中のCO2濃度を90%以上
にし，分離過程なしで，CO2回収を可能にする燃焼技術
である⑺。
　燃焼排ガスからのCO2分離プロセスとして，アミン系
の吸収液を用いた化学吸収法がある。化学吸収法ではア

Oxy-fuel combustionと石炭火力
岡崎　　健＊1渡部　弘達＊1

原稿受付　2014年5月7日
＊1　東京工業大学大学院　理工学研究科
　　　機械制御システム専攻

特集：石炭火力発電

OKAZAKI KenWATANABE Hirotatsu

キーワード：Oxy-fuel combustion，石炭火力，クリーンコールテクノロジー，O2/CO2燃焼
　　　　　　Oxy-fuel combustion，Coal-fi red，Clean coal technology，O2/CO2 combustion

Fig. 1  Electricity generation in world（2010）⑴
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ミン系の吸収液にCO2を選択的に吸収させた後，吸収液
を加熱再生させて，CO2とアミン吸収液を分離する。大
量の熱エネルギーが必要となる加熱再生プロセスは，後
述するCO2回収コスト高の主要因となっている。一方，
Oxy-fuel combustionでは，大量の酸素を製造するため
の深冷分離法による空気分離装置（ASU）が必要にな
るが，排ガスからのCO2分離プロセスが不要になるとい
う利点を有している。

2.2　石炭火力への適用（CO2回収コスト）
　CO2回収型石炭火力発電の商用化のためには，経済
性を満たすことが求められ⑹，出来る限りCO2回収コ
ストを低減する必要がある。石炭火力発電所からの
CO2分離にアミン系吸収液を用いた場合と，Oxy-fuel 
combustionを適用した場合のCO2回収コストの試算は，
さまざまな研究グループによって行われている⑹,⑼。
　Singhら⑼によって行われたケーススタディでは，亜
瀝青炭を使用している400 MWe級の石炭火力発電を対
象としている．この場合のCO2 1 tonあたりの回収コス
ト（US $）を図3に示す
　空気燃焼時の排ガスに含まれるCO2分離にMEA 
（Mono-Ethanol Amine）を使用した場合のCO2回収コ
スト（Amine）と，深冷分離法によりO2とN2を分離
し，Oxy-fuel combustionを用いた場合のCO2回収コス
ト（Oxy-fuel）を示している⑼。Oxy-fuel combustionは，
低コストでCO2を回収できることが示されている。
　海外だけでなく，国内においてOxy-fuel combustion
を1000MWe級石炭火力発電プラントに適用した場合の
CO2回収コストについても検討がなされており，この場

合，CO2 1ton当たりの分離回収コストは3000円程度と
いった試算がされている⑹。
　400 MWe級 の 発 電 プ ラ ン ト に お い てOxy-fuel 
combustionもしくはMEAを用いてCO2回収を行った場
合， 1 tonのCO2を回収するために必要なコストは，それ
ぞれ，$35，$55であるが，これを発電コストに変換す
ると，Oxy-fuel combustionの場合，2.4 cents/kWhであ
り，MEAの場合は，3.3 cents/kWhになる⑼。CO2を回
収しない既設石炭火力の発電コストを8.8 cents/kWhと
すると⑽，CO2回収設備を追加することで，発電コスト
は，Oxy-fuelを用いた場合は27 %程度，MEAを用いた
場合は38 %程度増加することになる。CO2回収におけ
るOxy-fuel combustionの優位性が示されているものの，
CO2回収コストの低減が必要であることが理解できる。
　また，Oxy-fuel combustionのCO2回収コストの内訳は，
酸素製造に関係するコストが，全体のコストの約2/3と
なっており⑼，酸素製造プロセスの低コスト化が，CO2
回収型石炭燃焼の商用化を促進する効果は非常に大きい
と考えられる。現在，大量の酸素を得る方法として，深
冷分離法が広く用いられているが⑾，近年，酸素製造コ
ストを低減できる酸素分離膜を用いた燃焼研究も進めら
れており⑿，今後の展開が望まれる。
　
2.3　近年のOxy-fuel combustionの研究動向
　燃焼という観点から考察した場合，Oxy-fuel 
combustionは従来の空気燃焼とは大きく異なる。現
在，Oxy-fuel combustionの研究開発が世界各国で加速
しており，その傾向は，学術誌の文献数にも現れてい
る。学術文献データベースISI Web of Scienceを用い
て，Oxyfuel combustionもしくはOxy-fuel combustion
というキーワードで検索すると，これらに関する文献
数は年々増加しており，2005年は20報程度であったが，
2011年以降，急激に増加しており，2013年は，170報程
度の論文が掲載されている。Oxy-fuel combustionの国
際会議として，Oxyfuel Combustion Conferenceが2年
おきに開催されており，2013年9月には，3rd Oxy-fuel 
combustion conferenceがPonferrada （Spain）で開催さ
れている。日本国内においても，Oxy-fuel combustion

Fig. 2  Schematic diagram of coal-fired boiler with CCS

Fig. 3   Total CO2 capture cost of different CO2 capture 
technologies in 400 MWe coal power plant ⑼
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の相互理解と研究推進を目的として，日本燃焼学会 
『Oxy-fuel combustionの基礎学理体系化と展開に関する
研究分科会（活動期間2013年6月から2014年5月）』が
発足するなど，Oxy-fuel combustionへの関心の高まり
が示されている。

3． Oxy-fuel combustionにおけるクリーンコール
テクノロジー

　Oxy-fuel combustionは，大量の排ガス循環を伴い，
高CO2濃度という従来の空気燃焼とは異なる雰囲気で燃
焼反応が進行する。したがって，Oxy-fuel combustion
のためのクリーンコールテクノロジーを開発するために
は，従来の空気燃焼とOxy-fuel combustionの差異を明
らかにする必要がある。Oxy-fuel combustionの特徴と
して，大量の排ガスを再循環するといったプロセスが挙
げられるが，既往の研究として，大量の排ガス循環によ
り，NOx転換率が従来の燃焼方式に比べて，1/4-1/7程
度に低減し，さらにSOxの低減も可能になるといった成
果が報告されている⒀,⒁。
　さらにO2/CO2雰囲気で燃焼反応が進行するという点
も，空気燃焼とは大きく異なる点である．まず，N2と
CO2では，熱容量，密度，粘度，拡散係数といった物
性値が異なる。さらに，ふく射物性値も異なる⑺。近
年，O2/CO2雰囲気とO2/N2雰囲気における燃焼特性を比
較した，さまざまな実験や数値シミュレーションが報
告されている⒂。また，物性値の違いに加えて，CO2は
N2よりも反応性が高く，CO2 + H → CO + OH （R1）と
いった素反応を通して，化学反応に積極的に関与する
ことが報告されている⒃,⒄。また，気相反応だけでなく，
チャーガス化反応のような気固反応にも，CO2は関与す
る。近年の研究により，このCO2の反応性が，Oxy-fuel 
combustionにおけるクリーンコールテクノロジーを開
発する上で重要であることが示されている．本節では，
CO2の反応性に関する著者らの研究事例を紹介する。

3.1　二段燃焼による極低NOx化 
　代表的な低NOx燃焼法として，二段燃焼がある。まず，
O2/CO2燃焼における二段燃焼時のNOxの低減メカニズ
ムを詳細に検討するため，平面火炎を用いて検討を行っ
た研究事例を紹介する。
　図4に実験で用いた平面火炎リアクターを示す。実験
には，O2, CO2, CH4, NH3/Arを使用している。平面火炎
は，1次元解析が容易になるという利点があり，反応解
析との比較検討に適している。反応解析に加えて，この
平面火炎リアクターは，二次ガスを吹き込むことが可能
になっており，二段燃焼を模擬することができる。二段
燃焼を行う場合は，全体の空気比（λtotal, 酸素過剰率）
を1.2とし，一次空気比（λprimary）を0.6, 0.65, 0.7と変化
させ，NO転換率を測定している。さらに，一次空気比
（λprimary）を同様に変化させて1次燃焼における窒素化

合物（NO, HCN, NH3）の排出特性を検討している⒅,⒆。
　図5に平面火炎リアクターにおいて二段燃焼を行った
際の写真を示す。まず，下部から，1次ガスを導入し，
燃料過濃条件下で，平面火炎を形成する。その後，二次
ガスを導入し，未燃分を完全燃焼させる。二次ガス導入
用のノズル近傍で，二次火炎が形成されている。燃料過
濃領域で，NOx転換率を抑制し，その後，二次ガスに
より完全燃焼させる二段燃焼プロセスが示されている。 

　二段燃焼時におけるNOx 転換率を図6に示す。一次
空気比の減少に伴い，O2/CO2燃焼ではNOx転換率が減
少し，λprimary = 0.6 のとき，空気燃焼よりもNOx が
40%程度低減している22。

Fig. 4  Experimental setup of flat flame reactor

Fig. 5  Flame photograph of staged combustion
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　二次ガスを吹き込まない一段燃焼における排出NOx, 
NH3, HCN濃度を図7に示す。空気燃焼 （図6⒜），O2/
CO2燃焼 （図6⒝）ともに一次空気比の減少に伴いNOx
転換率は減少しているが，空気燃焼の場合は，HCN, 
NH3濃度が急激に増大している。別途行った詳細化学
反応解析により，O2/CO2燃焼は空気燃焼と比較して，
CO2 + H → CO + OHの反応速度が大きくOHラジカル
が多量に生成されることが明らかになっている⒅,⒆。つ
まり，O2/CO2燃焼では，多量のOHラジカルにより二段
燃焼時にNOxに転換されやすいNH3やHCNが燃料過濃
領域において分解されていると考えられる。したがっ
て，O2/CO2燃焼では，一次空気比を低くした場合でも，
NH3, HCNの発生が抑制され，空気燃焼よりも低いNOx
転換率を実現できたと考えられる⒅。

　図8に反応解析により得られたNH3 （Fuel-N）の反
応経路を示す。反応解析には，CHEMKIN-PROを使用
し，修正GRI-Mech 3.0を使用している⒇。簡略化のため，
最終生成物であるNOとN2に注目し，λtotal = 0.8として
いる。λprimary = 0.7のとき，NH3はほとんど分解され
るため，NHの消費反応が低NOx化において重要となり，
OHラジカルは，NHの消費反応において，HNO，NOの
生成を促進させる。それに対し，λprimary=0.6のときは，
一次燃焼領域においてNH3の分解が十分に進まないため，

NOの還元剤であるNHを生成することが重要となる。こ
の場合，OHラジカルはNH3，NH2の分解を促進するため，
NHの生成を促進させる。つまり，λprimary = 0.6の条件
下では，OHラジカルは，HNO生成よりも，NH生成を
促進するため， CO2の反応性が低NOx化に寄与する⒇。

　ここまでは，Fuel-NOの生成抑制に関する研究事
例を紹介したが，大量の排ガスを循環するOxy-fuel 
combustionで は，Recycled-NOが 炉 内 に 流 入 す る。
Recycled-NOの還元もOxy-fuel combustionの低NOx化
において重要である．Recycled-NOの還元メカニズムに
ついても研究が進められている21。

3.2　炭化水素の酸化反応促進とすすの低減 
　図4に示したCH4平面火炎リアクターを用いて，炭化
水素の酸化反応メカニズムについて検討している研究事
例を紹介する。この場合，二次ガスは吹き込まず，ま
た，NH3ガスは使用していない。図9に，CH4平面火炎 
（λprimary = 0.62）における未燃炭化水素の実験結果⒜と
詳細反応解析結果⒝を示す。実験および解析結果ともに，
O2/CO2燃焼では，空気燃焼と比較して，未燃炭化水素
の濃度が大幅に低下している。これは，主に，CO2の
反応性により生成されるOHラジカルにより，未燃炭化
水素の酸化反応が促進されているためである22。この条
件においては，CO2は炭化水素の酸化反応促進に寄与し
ている。しかし，その一方で，CO2の反応性，すなわち
CO2 + H → CO + OH （R1）で表される反応は，燃焼反
応の重要な分岐反応であるH + O2 → H + OH （R2）と，
Hラジカル消費という点で競合しており，炭化水素の酸
化反応を抑制するといった報告例もある23。R2の反応は，
希薄燃焼のとき，すなわちO2が豊富にあるとき，とく
に重要な役割を担うが，O2濃度の減少，すなわち燃料
過濃状態になるに従い，その影響は低下する。ここで紹
介した燃料過濃条件下のO2/CO2燃焼では，R2の反応が
抑制される効果よりも，R1により生成されるOHラジカ
ルにより炭化水素酸化を促進する効果が顕著に表れ，未
燃炭化分が大幅に減少している。
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Fig. 7   Meaured exhaust NOx, NH3, and HCN concentrations 
in primary combustion22

Fig. 8   Reaction path diagram illustrating the major reaction 
mechanism focusing on N2 and NO formation（each 
arrow size denotes time-integral reaction rate: λprimary = 
0.6, λtotal = 0.8）24
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　また，O2/CO2燃焼において，C2H2濃度が減少し
ている点は重要である。PAH （Polycyclic aromatic 
hydrocarbons，多環芳香族炭化水素）の成長メカニズ
ムとして，HACA （H-abstraction-C2H2-addition）反応
が挙げられる24。このメカニズムでは，i 環縮合した芳
香族化合物Aiが，Hと反応し，そのラジカルAi-が生成
する．Ai-にC2H2が付加し，PAHが成長する。すなわち，
C2H2はすす成長において重要な役割を果たしており，
C2H2の生成が抑制されるO2/CO2燃焼では，空気燃焼よ
りも，PAH生成を抑制できる可能性がある。CH4平面火
炎では，PAHの生成は見られなかったが，トルエンを
加えたCH4平面火炎の反応解析を行った結果，O2/CO2
燃焼では，C2H2の生成が抑制されることで，PAHの成
長が抑制されることが示された25。Oxy-fuel combustion
では，R1で示されるCO2の反応性を活用することで，ば
いじんを抑制できる可能性があり，従来の空気燃焼より
もクリーンな燃焼を実現できる可能性がある。

3.3　CO2とアルカリ金属の反応による炭酸塩の生成
　石炭やバイオマスといった固体燃料の多くは，灰分を
含む．灰分は，炉壁に付着し，運転操作に影響を与える
と同時に，熱分解反応やチャーガス化反応の触媒あるい
は阻害剤として働く．ここでは，熱天秤を用いて，固体
燃料中の灰分，とくにアルカリ金属とCO2の反応性につ
いて検討を行った。固体燃料には，灰分の多いリグニン
を使用した．今回使用したリグニンは灰分が18.2 %と多

く，かつアルカリ金属であるNaやKが多く含まれてい
る。実験では，リグニンをCO2もしくはAr雰囲気下で
1Ks-1の昇温速度で加熱する。1073K以上では，C + CO2 
→ 2 COのチャーガス化反応が顕著に進行する。ここ
では，熱分解プロセスのみを検討するため，373Kから，
ガス化反応が顕著に進行しない1073Kまで連続昇温を行
い，1073Kで加熱を停止した後，得られた炭化物のIRス
ペクトルを測定した。 
　図10に炭酸ナトリウム（Na2CO3）とArもしくはCO2
雰囲気下で得られたリグニンチャーのFT-IRスペクト
ルを示す。炭酸塩（Na2CO3）のピークを表す波数1450 
cm-1および880 cm-1が図中の帯で示してあり，CO2雰囲
気下で生成されたリグニンのチャー（CO2）では，顕著
にそのピークが現れている。以上の結果から，リグニン
をCO2雰囲気下で加熱すると，アルカリ金属とCO2が反
応し，炭酸塩が生成されることが明らかになった26。
　しかしながら，今回使用したリグニンに含まれるアル
カリ金属の主成分はNaであり，その濃度は，5.5wt%と
高く，実際の石炭やバイオマスといった固体燃料とは大
きく異なる。また，石炭に含まれるアルカリ金属は，リ
グニンよりも少ない。CO2雰囲気下の各種バイオマスや
石炭の熱分解過程における炭酸塩の生成挙動については，
さらなる検討が必要である。

4．おわりに
　本稿では，Oxy-fuel combustionと石炭火力につい
て概説し，CO2の反応性を活用することで，低NOx化
やばいじんの抑制が可能になることを示した著者らの
研究成果を紹介した。Oxy-fuel combustionは従来の空
気燃焼とは異なり，大量の排ガス循環およびO2/CO2
雰囲気で燃焼反応が進行する特異性がある。Oxy-fuel 
combustionを石炭火力に適用し，この特異性を積極的
に活用することで，従来の空気燃焼よりも，さらにク
リーンな石炭火力を実現できる可能性がある。これは他
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Fig. 10  FTIR spectra of Na2CO3 and char derived from lignin
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のCO2回収方式にはないOxy-fuel combustionならでは
の特徴である。Oxy-fuel combustionのためのクリーン
コールテクノロジー開発を目標に定め，今後とも研究を
進めていきたい。
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1．はじめに
　気候変動に関する政府間パネル（IPCC）の第5次報
告書は，今年4月，第3作業部会での分析結果（気候変
動緩和）が発表になり，10月の統合報告書をもって出そ
ろうことになっている。ここまでの分析結果から見えて
きたのは，二酸化炭素回収貯留（CCS）の役割の大きさ
で，野心的な目標達成には必要不可欠な技術とされてい
る。酸素燃焼はこのCCSの中核を成すCO2回収技術の1
つで，主として石炭火力からの回収技術として注目され
ている。
　㈱ＩＨＩにおける酸素燃焼の研究は長く，IPCCの設立
（1988年）と同時期から始められ，既に四半世紀になる。
1990年代には，（独）新エネルギー・産業技術総合開発
機構（NEDO）の支援のもと（一財）石炭エネルギーセ
ンター（JCOAL）が取りまとめ，電源開発㈱とともに
研究開発を進め，わが国は世界をリードしてきた。こ
の成果を背景として豪州から提案があり，2004年から
豪州の発電所に酸素燃焼を適用する実証試験を検討し，
豪州クイーズランド（QLD）州にあるCS Energy社の

Callide A発電所を対象に実施することになった。引き
続き，実証試験に向けて体制構築，費用確定，予算確保
等のプロジェクト化が進められ，2008年3月にプロジェ
クトの実施母体であるJV（Joint Venture）が組織され，
ここに酸素燃焼を適用し，CCS一貫実証を行うカライド
酸素燃焼プロジェクトがスタートした（図1）。日本側
は，三井物産㈱がプロジェクトに加わり，経済産業省が
支援することになった。これらプロジェクトの創成に関
しては，本誌に執筆させて頂いた⑴。
　現在，酸素燃焼運転開始から2年が過ぎ，酸素燃焼ボ
イラのみならず酸素燃焼排ガスからのCO2回収装置の各
種運転データ取得および各種試験が実施されているとこ
ろである。
　本稿では，酸素燃焼技術およびプロジェクト概説した
後，発電所の改造，試運転および現在実施中の試験の状
況，ならびに，豪州QLD州への適用可能性の評価結果
を紹介する。
　
2．酸素燃焼の特徴
　通常，ボイラでの燃焼では空気を用いるが，空気は，
容量ベースで約79％の窒素と約21％の酸素で構成されて
いるため，排ガスにも約79％の窒素が含まれるCO2濃度
は約18％にしかならない。一方，酸素燃焼は，空気に替
えて酸素を使用するため，排ガスの主成分がCO2となる
上，排ガス量が約5分の1に減少する（図2）。この特

カライド酸素燃焼プロジェクト
山田　敏彦＊1氣駕　尚志＊1

原稿受付　2014年6月17日
＊1　㈱ＩＨＩ　エネルギー・プラントセクター
   　　〒135-8710　江東区豊洲3-1-1　豊洲ＩＨＩビル

特集：石炭火力発電

YAMADA ToshihikoKIGA Takashi

キーワード：酸素燃焼，石炭火力発電所，CO2 回収，CCS/CCUS，実証プロジェクト，日豪共同プロジェクト
　　　　　　 Oxyfuel Combustion，Coal-Firing Power Plant，CO2 Capture，CCS/CCUS，Demonstration 

Project，Japan-Australia Joint Project

Fig. 1   Ceremonial planting of a bottle tree to celebrate the start 
of site works in November, 2008 by Japanese, Australian 
and Queensland Ministers.

Fig. 2  Concept of oxyfuel combustion
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徴から，酸素燃焼では容易にCO2を回収することが可能
となる。
　実際のボイラでは，酸素のみで石炭を燃焼すると，火
炎温度が著しく高くなることから，燃焼排ガスを再循環
し，酸素とともにボイラに投入することで，火炎温度を
空気燃焼と同等程度に調整している。このようにするこ
とで，従来のボイラに大幅な改造を加えることなく，酸
素燃焼運転が可能となる。上記の特徴により，酸素燃焼
技術には以下に示すメリットがある。
・排ガス中のCO2濃度が高くガス量が少ないので，排ガ
ス精製，CO2液化などの後処理が簡素化，小型化できる。
・排ガス中のNOxが炉内で還元されるため，NOx発生
量が低減する。
・新設はもちろんのこと，既設ボイラへの酸素燃焼適用
改造も可能である。
・再循環ガス量を減らし，入口酸素濃度を上げることで，
ボイラをコンパクトにできる可能性がある。
・酸素製造設備で分離したN2等の商用利用による経済
性向上も期待できる。

3．カライド酸素燃焼プロジェクト
3.1　プロジェクトの概要
　本プロジェクトは，日本政府，豪州連邦政府，および
QLD州政府の支援の下，両国の企業が参加してジョイ
ントベンチャーを構成し，進められている（図3）。
　本プロジェクトは，世界で初めて商用機に適用され，
現時点で世界で唯一の酸素燃焼発電プラントであること，
発電プラントから排出されるCO2の全量を高濃度CO2流
とする世界初かつ現時点世界唯一の発電プラントである
こと，Capture Readyを考慮していない1960年代のプラ
ントを改造，適用したプロジェクトであることが特徴
として挙げられる。また，高濃度CO2の量は870 t/日で，
現時点で世界最大である。本プロジェクトを通じて，シ
ステムの実証を行うとともに，設計データ，コストデー
タ，運転ノウハウの蓄積を目指している。

3.2　プラントの概要および改造内容
　Callide A発電所には30MWのプラントが4基あり，
そのうち4号機を酸素燃焼に改造した。改造後のプラン
トの主要諸元を表1に示す。また，改造後の系統図を
図4に示す。本発電所では，大気への排出規制が日本

に比べ緩いことから，脱硝や脱硫装置を設置していな
く，脱じんのみを行うプロセスである。改造では，空気
分離装置（ASU：Air Separation Unit）とCO2液化回収
装置（CPU：CO2 Purifi cation Unit）を設置するととも
に，空気燃焼でも酸素燃焼でも定格負荷で運転できるよ
うに考慮した系統とし，ファンの容量も見直した。さら
に，空気燃焼と酸素燃焼の燃焼モードの切替を考慮しダ
ンパ類を配置するとともに，制御系を組んだ。CPUは，
図5に示すように，酸素燃焼排ガスから高純度のCO2を
得るプロセスとなっており，排ガス圧縮機前後にて，脱
硝および脱硫し，脱水後にCold Box内で非凝縮性ガス
との分離を行うプロセスとなっている。
　発電プラントの改造は，ボイラの通風系統が主で，そ
の状況を図6に示す。一方，ASUおよびCPUは，発電
プラントから通路を挟んで設置され，その設置状況およ
び改造後の発電所の全景を図7および図8に示す。

Fig. 3  Project Participants

Table 1  Specifi cations of the modifi ed plant

Fig. 5  Flow diagram of CPU⑵

Fig. 4 Flow diagram of power plant

 WM03 tuptuO
 laoC edillaC laoC

Boiler Type 2 drums w/o Reheater 
Steam flow 136 ton/h 
Steam Press. 4.31 MPa 
Steam Temp. 462  

ASU (Air 
Separation 
Unit) 

Type Cryogenic 
Capacity 330 ton/day x 2 units 
O2 Purity  98% 

CPU (CO2 
Purification 
Unit) 

Type Cryogenic 
Capacity 75 ton/day x 1 unit 
CO2 Purity  99.9% 
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3.3　主な実証運転の成果
　発電プラントの改造工事が完了した2011年3月から空
気燃焼の試験を開始し，改造後も空気燃焼で問題なく定
格負荷が取れることを確認した。2012年3月にはASU
が使用できるようになり，酸素燃焼による試験を開始
した。さらに，2012年9月にはCPUも立ち上がり，CO2
液化まで一貫した酸素燃焼によるCO2回収運転が開始さ
れた。2014年6月中旬時点で，酸素燃焼運転6,700時間，
CO2液化回収装置運転3,300時間を達成している。
　この間，信頼性のあるかつ経済的な商用機の実現を目
指して，プラント安全性に係る試験，基本特性の確認，
各種パラメータ変更に伴う特性確認試験を順次実施して
きている。また，老朽化した設備であり，数ヶ月に1回
程度停止し，点検を行っているものの，酸素燃焼に関わ
る大きなトラブルはなく，安全な運転が継続されている。
　実証運転における主な確認内容は次のとおりで，その
うちのいくつかについて具体的な成果を紹介する。
・ 異常時の安全な停止方法の確認
・ 空気⇔酸素燃焼間のスムースな燃焼モード移行
・ 空気および酸素燃焼における定格負荷運転
・ 酸素燃焼ボイラの炉内状況（温度・熱流束など）
・ 酸素燃焼でのNO排出量および灰中未燃分の低減

・ 酸素燃焼における運転範囲の確認（負荷，入口O2濃
度など）
・ ボイラ管材を含めた腐食に係る状況
・ 酸素燃焼ボイラでの目標CO2濃度（70%）およびCO2
回収装置での製造CO2純度99.95%以上

・ 酸素燃焼およびCO2回収装置を含めた全体プロセスで
の微量成分（N，S，Hgなど）の挙動
・ カライド炭および2種類のブレンド炭での燃焼

3.3.1　燃焼モードの完全自動移行運転
　本プラントでは，起動は通常通り空気燃焼で行ない，
石炭専焼24MW以上にて，燃焼モードを空気燃焼から酸
素燃焼に切替えるようにしている。切替では，ボイラに
酸素を供給すると同時に，大気からの燃焼用空気量を減
らし，排ガスを再循環することが必要となる。最終的に，
酸素燃焼状態では大気吸い込みダンパは全閉となる。酸
素燃焼から空気燃焼に戻すときはこれらが逆動作となる。
本プラントではこれらの操作が，中操からのボタン一押
しで行なえるよう完全自動化を図っている。
　図9には，空気燃焼⇔酸素燃焼のモード切替時のダン
パ開度やガス性状などのトレンドを示すが，切替シーケ
ンスの進行とともにダンパ操作や酸素供給量が変化し
て，排ガス中のCO2濃度が増減している様子がうかがえ
る。またこの間，発電機出力制御や排ガスO2制御が安
定して行われている。

3.3.2　火炎状況
　図10に28MW運転における酸素燃焼時の火炎状況を示
す。ボイラ入口O2濃度の上昇で，炉内が明るくなって
いるのが確認され，火炎が短炎化，かつバーナスロート
近傍で高温化しているものと考えられる。

Fig. 6  Before （left） and after （right） the modifi cation

Fig. 7  Photo of ASU （left） and CPU （right）

Fig. 8  General view after modifi cation

Fig. 9  Trend data during combustion mode change

Fig.10  Photos of fl ame at oxyfuel combustion
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3.3.3　定格運転におけるボイラ収熱
　図11は，定格負荷（30MW）におけるボイラ各部の収
熱量を，改造前後の空気燃焼および酸素燃焼について示
した。ここで，酸素燃焼時のボイラ入口O2濃度は27％
（計画条件）であり，主蒸気温度，主蒸気圧力，復水器
真空度などは同一条件である。また，後部伝熱部の節炭
器を含んで“火炉”と称している。
　本図から，まず，酸素燃焼への改造前後でボイラ収熱
量や各部の収熱分布にほとんど変化がなく，改造後も空
気燃焼で問題なく定格負荷で運転できることが分かる。
次に空気燃焼と酸素燃焼の比較を比較してみると，酸素
燃焼では，同じ発電機出力（30MW）を得るのに，少な
いボイラ収熱量（ひいては燃料消費量）で済むことが分
かる。これは，従来はタービン抽気で給水を加熱してい
るのに対し，酸素燃焼では，排ガス温度を下げるために
排ガスで給水加熱を行うことから，タービンの蒸気を
タービンの回転（発電）に回すことができるためである。
また，収熱分布については，ボイラ入口O2濃度を計画
条件に設定することにより，酸素燃焼時も空気燃焼時と
ほぼ等しい各部収熱割合となることが確認できた。

3.3.4　排ガス性状および灰中未燃分
　図12は負荷に対するCO2濃度を示したものである。ボ
イラは負圧で運転していることから，系内への大気の流
入によりCO2濃度が低下するが，本プロジェクトでは特
段の対策は施さず，流入量の事前計測結果からCO2濃度
を予測し，その確認を行った。予測値は70 dry％である
が，図に示すとおり，定格負荷（30MW）において予測
どおりになっている。一方，負荷を下げるにしたがい排
ガス量が減少するため，相対的に空気の流入割合が増え
てCO2濃度は低下している。実用化においては，負荷に
よらず高いレベルでCO2濃度が安定するよう，計画段階
で空気流入防止策を考慮することで対応可能である。
　図13および図14は，それぞれ負荷に対するNO濃度お
よびNO2濃度を示す。ともに，空気燃焼時の値と酸素燃
焼時の値を比較できるように，同一CO2濃度（12％）で
換算した値を使用している。酸素燃焼時での換算NO濃

度は，空気燃焼時の値より低くなっている。これは，排
ガス中に含まれるNOが再循環によってバーナに戻され，
火炎内で還元されることが大きな要因と考えられる。
　一方，換算NO2濃度は空気燃焼時と酸素燃焼時で同レ
ベルとなっている。これは，NO2は炉内に戻っても還元
はされないことを示唆している。
　負荷に対する換算SO2濃度を図15に示すが，空気燃焼
時と酸素燃焼時とではほぼ同じレベルとなっており，変
化ない。一方，排ガス系統各部のSO3濃度（生値）を示
したのが図16である。酸素燃焼では排ガス量が約1/5に

Fig.11  Heat absorption at each part of boiler

Fig.12  Heat absorption at each part of boiler

Fig.13  NO concentration at IDF outlet

Fig.14  NO2 concentration at IDF outlet
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減少することから，ボイラ出口や2次ヒータ出口などの
高温域では酸素燃焼時の値の方が高くなっているが，酸
露点腐食に影響のある排ガスクーラ以降の低温域では，
空気燃焼時と酸素燃焼時の値はほぼ等しくなっており，
バグフィルタ出口（誘引通風機（IDF）出口）ではどち
らも検出限界以下となった。
　図17には，2種類の石炭について，空気燃焼時と酸素
燃焼時の灰中未燃分を示すが，両炭種とも，酸素燃焼時
に灰中未燃分が半減していることが分かる。酸素燃焼で
は，燃焼用ガス中に多量のCO2が含まれていることから，
石炭のCO2によるガス化反応などが未燃分の低減に寄与
したものと考えられる。

3.3.5　 CPUの特性
　本プロジェクトでは，酸素燃焼で回収したCO2を加
圧・脱水し，冷却液化するとともに純度を高め，CO2貯
留工程に引き渡すものとしている。そのため，冷却液化
する際の熱交換器を腐食させる水銀の挙動ならびに液化
回収したCO2の性状が大きな関心事である。
　図18は，CPU入口以降のプロセスにおける水銀の挙
動を調べたものである。同図から明らかなように，低圧
スクラバ（脱硫装置）で80％ほど除去され，加圧工程
で大幅に低下し，最終的にコールドボックス入口で0.1
～2ng/m3未満までになっている。また，表2にプロ
セス内および液化回収されたCO2の性状を示すが，純度
99.95％以上のCO2を得ることも可能であり。貯留条件に
応じた対応が期待できる。

3.3.6　酸素燃焼ボイラ　今後の試験計画
　本技術の今後の商用展開に向け，各種試験を計画して
いる。酸素燃焼ボイラとして計画している主なものは以
下のとおりである。
・ 炭種変更確認試験
・ 微量成分挙動確認試験
・ 耐久性確認（各設備健全性確認）
・ ボイラ管材腐食確認試験Fig.17  Unburned carbon in fl y ash

Fig.16  SO3 concentration vs. position

Fig.15  SO2 concentration at IDF outlet
Fig.18  Behavior of mercury along the CPU process⑶

Table 2  Properties of CO2 ⑵

Composition Unit 
LP Scrubber Product 

CO2 Inlet Outlet 
H2O mol, % 19 - 22 5 - 7 <20 ppm
O2 mol, % 3 - 5 3.5 - 6 <30 ppm
CO2 mol, % 50 - 57 58 - 67 >99.95 
CO ppmv 20 - >200 25 - >200 <10 
NO ppmv 500 - 700 580 - 820 <2.5 
NO2 ppmv 20 - 40 nil <20 
SO2 ppmv 800-1000 <10 <0.1ppm
SO3 ppmv 10 - 15 <0.1 <0.1ppm
N2(+Ar) mol, % Balance Balance trace 

Hg 
ppbv 0.3 – 0.5 0.04 – 0.1 <0.0002

μg/Nm3 2.7 – 4.9 0.4 – 0.9 <0.002 
Particulates 150 – 250 <0.02 nil mg/Nm3
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　今後，これらの試験を確実に実施し，安全性，信頼性，
運用性の高い酸素燃焼ボイラに仕上げていく予定である。

4．商用化検討
　カライド酸素燃焼プロジェクトの成果を豪州QLD州
での商用化に反映すべく，酸素燃焼を用いたCO2回収型
新設石炭火力発電所のフィージビリティスタディを行っ
た。検討範囲は，酸素製造設備， CO2液化回収設備を含
めた酸素燃焼ボイラ発電プラントに加え，CO2を輸送す
るためのパイプラインおよびCO2貯留設備までを含む
CCSに必要な設備一式である。主要諸元・性能を表3に
示す。また鳥瞰図を図19に示すが，通常の発電プラント
の1.5 ～2倍の敷地が必要になっている。
　また図20は，経済性を，LCOE（耐用年数平均電力取
引価格）を用いて検討した結果について評価したもので
ある。まず，本プロジェクトで発電される電力のLCOE
を計算したところ127 AUD/MWhと評価された。これ
は，QLD州での平均的な電気代の60 AUD/MWh（カー
ボンタックス，約20 AUD/MWh込み）の約2倍程度で
あり，このままでは普及が進まないことが分かる。この

状況を改善する方法として，CCSに関わる設備費を補助
金で賄う方法があるが，それでも100 AUD/MWh程度
であり，更なる改善が必要である。
　一方，北米などでは回収されたCO2を石油増産回収
（EOR）に用いるCCUS（Carbon Capture, Utilization & 
Storage）が注目されている。酸素燃焼では図2に示し
たように，CO2の他にN2も副産物として回収できること
から，それらが売却できれば大幅な経済性の改善が期待
される。そこで，米国での市場価格から判断して共に25 
AUD/tonとしてその効果を図20に合わせて示した。同
図から，その場合のLCOEは22 AUD/MWhまで低下し，
経済的に成立する可能性が高まることが分かる。

5．おわりに
　本稿では，現在推し進めているカライド酸素燃焼プロ
ジェクト，特に酸素燃焼ボイラについての現況を概説し
た。本プロジェクトは終盤戦にかかってきている。最後
まで確実にデータを取得し，商用化に向けた活きたデー
タとしていきたい。将来本技術が，経済的に有効な貯留
と組み合わせた高効率なCO2回収システムとして実現で
きるよう，今後の研究・開発・実証を進めていく。
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Table 3  Specifi cations of the subject plant

Gross Output/Efficiency(HHV) 500 MW / 45.7% 
Net Output/Efficiency(HHV) 345 MW / 31.5% 
Boiler Type Variable Press, Once- 

through, Reheat 
Main Steam Press 25.0 MPa 
Main Steam Temp. 600  
RH Steam Temp. 600  

ASU Type Cryogenic 
Capacity 4800 ton/day x 2 units
O2 Purity 96.5 % 

CPU Type Cryogenic 
Capacity 6450 ton/day x 2 unit
CO2 Purity  99.9% 
CO2 Recovery Rate 98  

CO2

Pipeline 
Phase Supercritical 
Length 140 km 

Storage Storage Rate 2.5Mton/year 

[Assumptions for LCOE Calculation]
Economic life time; 30 years
Plant availability; 85%
Post-tax nominal WACC (Weighted Average Cost of Capital); 8.7%
Income tax rate; 0%
Inflation rate; 2.5% (2.5%x75% for fuel cost, 4.25% for Labor cost 
until 2018, then 2.5%)

Fig.20  Unburned carbon in fl y ash

Fig.19  Bird eye,s view of the power plant studied
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1．はじめに
　CCS（Carbon Capture and Sequestration）とは，二
酸化炭素（CO2）を火力発電所等の排ガスから分離・回
収して地中へ隔離し，大気中へのCO2放出を防ぐ手法で
ある。CO2削減への量的寄与，コストの観点から，CO2
排出量を最も効果的に削減できる手法と考えられている。
　大気中への人為的なCO2排出量が増加すると，温
室効果が増大し，地球規模での気候変動が引き起こ
され，生態系，自然環境，人類の活動に著しい悪影
響が生じる可能性が指摘されている。このためIPCC
（Intergovernmental Panel on Climate Change）によっ
て気候変動と必要な対策に関する学術的な知見が集約，
整理されており，2014年4月に発表された第5次評価
報告書では，気候変動を最小にするため，2010年比で
40 - 70%ものCO2排出量を2050年までに削減する必要性
が指摘された。
　CO2排出量の増加は，産業革命以降の主要なエネル
ギー源が化石燃料へと変わるとともに，その使用量が急
増したことに起因している。化石燃料以外の再生可能エ
ネルギーや原子力発電へとエネルギー源を転換すれば
CO2排出量は削減できるものの，現状では供給量やコス
ト，安全性の観点から化石燃料の代替とは成り得ない。
それどころか新興国の発展に伴って，世界的な化石燃
料の使用量は今後ますます増加することが予測され⑴,⑵，
日本国内でも2011年の東日本大震災以降は電力の約90%
が火力発電，すなわち化石燃料から供給されている状況
にある。
　このように化石燃料を使用しながらCO2排出量を削減
するという，相反する課題を同時に解決するために有効
な手法としてCCSが注目されている。本稿ではCCSの特
徴を解説した後，ごく一部ではあるが近年の国内外にお
けるCCSの動向を紹介する。またCCSと関連して，著者
らが取り組んでいる新しいCO2地中隔離手法についても
述べる。

2．CCSとは
　CCSはCO2の分離・回収，輸送，隔離の3つのプロセ
スで構成されている（図1）。CO2を効率良く回収する
ためには，定置型で大量のCO2が排出される施設を対象
とすることが望ましく，CCSでは火力発電所，製鉄所，
化学プラントなどが主なCO2排出源になると考えられて
いる。ただし，一般的な火力発電所では排ガス中のCO2
濃度は20%未満であり，輸送と隔離の効率を上げるため
に排ガス中からCO2のみを分離・回収する。 　　

　回収されたCO2を地下に隔離する際，CO2排出源の直
近が必ずしもCO2隔離に適した地質とは限らないため，
排出源から隔離サイトまでCO2を輸送しなければならな
い。輸送距離は数kmから数百kmと，CCSプロジェクト
によって大きく異なっている。輸送手法には主にパイプ
ラインが想定されているが，地域の特徴や輸送距離に
よってコストの優劣が変わり，タンクローリーや船舶に
よる輸送も候補になり得る。
　CO2の隔離サイトについては，CCS黎明期は地中と海
洋の双方が対象であったが，現在は地中または海底下が
隔離対象となっており，地下700 - 3000mに分布する帯
水層，油田，ガス田などが候補となっている。帯水層は

CCSに関する研究動向
平井秀一郎＊1植村　　豪＊1

原稿受付　2014年5月８日
＊1　東京工業大学　大学院理工学研究科
　　　〒152-8550　目黒区大岡山2-12-1

特集：石炭火力発電

HIRAI ShuichiroUEMURA Suguru

キーワード：二酸化炭素回収隔離，CO2地中隔離
　　　　　　Carbon Capture and Sequestration，CO2 Geological Sequestration

Fig. 1  Schematic view of CCS
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砂粒が堆積，圧縮して形成されたミクロスケールの多孔
質構造で，10 - 100μm程度の空隙が水や塩水で満たさ
れている。圧入されたCO2は一部が水に溶解し，大半の
CO2は空隙内の水を押し出しながら帯水層中を浸透する。
なお，CO2の圧入レートは1つのサイトで10 - 100万t/
year程度で，地質構造に応じて設定されている。
　地中に圧入されたCO2は，周囲の温度圧力条件によっ
て液体，または超臨界状態として存在する。このとき，
CO2の密度は周囲の水よりも小さいため，CO2は浮力に
よって帯水層中を2 - 3cm/yearと非常にゆっくりと上
昇することが示唆されている⑶。そこで大気中にCO2が
再放出しないよう，帯水層上に不透水層（キャップロッ
ク）が存在する地質構造を利用し，地表へのCO2漏洩を
防ぐ対策を講じている。

3．CCSの特徴
3.1　CO2削減ポテンシャル
　CCSがCO2削減に対して有効な手法と考えられている
理由として，その量的寄与の大きさが挙げられる。
　近年の日本におけるCO2排出量に着目すると，おおよ
そ13億t/yearで推移している⑷。一方，2013年のCOP19
で日本政府が発表した「2020年までに2005年度比で3.8%
減」というCO2削減目標量は，概算すると約5000万t/
yearである。大型タンカー1隻の積載重量ですら約30万
tであり，CO2排出量とCO2削減目標量がいかに膨大であ
るかが分かる。
　これに対し，日本国内のCO2隔離可能量は約1460億t
と試算されている。単純に上記のCO2削減目標と量的な
比較をすれば，十分なポテンシャルを有していることが
分かる。なお，世界全体のCO2排出量は約300億t/year
であるため，既述したIPCCのCO2削減目標（2050年ま
でに40 - 70%減）が150 - 210億t/yearと算出されるのに
対して，CO2の隔離可能量は約2兆tと推算されている。
　一方，出力100万kWの石炭火力発電所にCCSを適用
すると，CO2回収量は約560 万t/yearと試算できる（CO2
排出原単位：0.95 kg-CO2/kWh⑸，施設稼働率：75%，

CO2回収率：90%と仮定）。したがって，1 ヶ所の100万
kW級石炭火力発電所にCCSを適用するだけで，日本の
CO2削減減目標（5000万t/year）の約10%を担うことが
可能である。
　このようにCO2削減目標とCCSによるCO2回収・隔離
量を比較すると，CCSのCO2削減ポテンシャルが極めて
高いことが分かる。ただしCO2削減ポテンシャルを有効
に活用できるか否かについては，後述するようなコスト
や地域住民の理解といった課題の解決が必須である。

3.2　経済性
　図2は様々なCO2削減技術について，CO2排出量を1t
削減するために必要なコストを比較した結果を示してい
る⑹。2011年の東日本大震災以降，日本国内では再生可
能エネルギーへの転換が積極的に進められているものの，
CO2削減の観点ではコストが極めて高く，CCSの方が抵
コストでCO2を削減できることが分かる。
　しかし，火力発電所にCCSを適用する場合，初期投資
と運用コストは電気代や環境税に転嫁するか，国から
の補助金で賄うなど，国民が必ず負担しなければなら
ない。図3に示すように，現状ではCCSのコストと実現
可能な補償額には大きな隔たりがあり⑺，日本円にして
7000 - 10000円/tと試算されているランニングコストが
2000円/tまで下がらないとCCSの経済的な成立は困難で
あると指摘されている⑻。
　CCSコストの内訳では，CO2分離・回収がその大半
を占めていることから⑺，コスト低減のために低エネル
ギーで効率良くCO2を分離・回収するプロセスの開発が
積極的に進められている。また，O2/CO2石炭燃焼への
CCS適用もCO2分離・回収コストを低減できる手法とし
て注目されている⑼。O2/CO2燃焼では燃焼排ガスの循環
によって排ガス中のCO2濃度が95%以上に濃縮されるた

Fig. 2  Cost of CO2 avoided⑹

Fig. 3  CCS funding gap⑺
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め，CO2分離コストを低減できることが期待されている。
　さらにCO2を帯水層に隔離するのではなく，油田に圧
入するEOR（Enhanced Oil Recovery, 原油増進回収）
の利用も重要な選択肢である⑽。EORは油田へのCO2圧
入により，油田内に残留した原油を回収する手法である。
元々は原油の増産が主目的であるが，圧入されたCO2の
大半は油田内に隔離された状態になるため，原油生産と
同時にCO2地中隔離も実施していると見なせる。帯水層
を対象としたCO2地中隔離では収益がなく，ランニング
コストが生じるのみであるが，EORではCO2圧入に伴っ
て原油増産分の利益が得られるため，図3にも示されて
いるようにCCSのコストを賄うことが可能となる。

3.3　社会受容性
　CCSの低コスト化と並び，CCSの実施に際して国民や
地域社会の理解と賛同，すなわち社会的受容性を得るこ
とが必要不可欠である。CCSを展開する上での大きな課
題として，CO2地中隔離のキャップロックに万が一亀裂
が存在した場合にCO2が大気中へ放出される可能性（CO2
漏洩リスク）が挙げられる。全く人が住んでいない地域
でCO2地中隔離を実施すれば，CO2漏洩リスクは極めて
限定的で，社会に対する影響も小さく，CCSの実施も比
較的容易である。しかしCO2排出源の立地，CO2地中隔
離の適地，CO2輸送コストを考慮すると，住宅地に近接
した地域でCO2地中隔離を実施する必要性は今後増加し
ていくと考えられる。その際，大半の地域住民はCCSの
重要性と必要性には理解を示すものの，CO2漏洩リスク
が伴うため，自宅の近隣でCO2地中隔離を実施すること
には抵抗を感じる事例が報告されている（NIMBY, Not 
In My Back Yard）⑾。したがって技術的，コスト的に
適した隔離サイトを選定するだけでなく，CO2地中隔離
に関する地域住民の理解が得られなければ，CCSを実現
すること困難である。
　
4．国内外のCCSの動向
　前述のようにCCSには利点と課題が混在しながらも，
図4に示すように北米や欧州，アジアでは大規模なCCS
が複数実施されるとともに，法規制も進められつつあ

る⑿。近年の国内外のCCSの動向について，それぞれ代
表的なプロジェクトを以下に紹介する。

4.1　CCSの国外動向
　2013年時点で，世界では12件の大規模CCSが実施され，
約2300万t/yearのCO2が隔離されている⒀。図5に示す
ように，2014年から2020年にかけてプロジェクト数は増
加し，CO2隔離量は2014年比で4倍以上になると推定さ
れているものの，世界的なCO2削減目標に寄与するほど
普及が進んでいないことが課題である。

4.1.1　 北米におけるCCSの動向（火力発電へのCCS
適用）

　北米での特徴的なCCSとして，2014年前期に操業開
始を予定しているカナダのBoundary Dam Integrated 
Carbon Capture and Sequestration Demonstration 
Projectが挙げられる⒁。これまで世界で実施されてい
るCCSの代表例にはSleipnerやSnøhvit（いずれもノル
ウェー），Weyburn（カナダ，米国），In Salah（アル
ジェリア）が挙げられるが，いずれも天然ガス生産や
化学プラントからCO2を回収している。これに対して本
プロジェクトでは，改修された石炭火力発電所をCO2排
出源とした世界最初の大規模なCCSが実施される予定で，
100万t/yearのCO2回収量が見込まれている。さらに
Boundary Dam CCSプロジェクトの操業が開始した直
後には，IGCCにCCSを適用する米国のKemper County 
IGCC Projectも操業予定で，350万t/yearのCO2回収が
予定されている⒁。
　上記の2つのプロジェクトはいずれもEORによるCO2
隔離が予定されており，Boundary Dam 発電所の場合
は前述のWeyburn油田まで100kmのパイプラインを敷
設し，CO2を輸送する。また図4の北米で実施されてい
るCCSに着目すると，8割近くのプロジェクトがEOR
によってCO2を隔離していることが分かる。これはEOR
の原油増産に伴う収益が，CCSを経済的に成立させる上

Fig. 4  World map of large-scale CCS projects⑿

Fig. 5  Mass of CO2 potentially stored by large-scale CCS projects⒀
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で重要な因子になっていることを示している。また，そ
もそもEORは米国発祥の技術で長年の実績があること
と，CO2を圧入する油田周辺には住宅が無いために社会
的な理解が得やすいなど，EORを容易に推進できる環
境が整っていると考えられる。

4.1.2　欧州におけるCCSの動向（CCS-Readyの適用）
　欧州においては，2009年のEU指令によって規定され
たCCSR（CCS-ready）が，今後のCCS導入を促す上で
の重要な施策である⒂。CCSRでは30万kW以上の火力発
電所を新設する際，将来CCSを技術的かつ経済的に実施
可能かどうか事前に調査を行った上で，建設の許認可要
件を得ることを求めている。具体的には，CO2分離・回
収を想定した発電プラントを設計し，CO2輸送コストに
見合った距離にCO2地中隔離が可能な候補地を調査・決
定するなどの対策が必要となる。
　なお，EU指令ではCCSRを満たさなくとも火力発電
所の新設は禁止していないが，英国ではCCSRを満足し
ない発電所の新設は不可とし，EU指令よりも厳しい規
制を義務付けている。ドイツやオランダなど，欧州大陸
部では資金計画の変更や地域住民の反対を受けて，複数
のCCSプロジェクトが中止または保留されている状況と
は対照的である。英国のCCS推進の背景には，積極的な
法整備だけでなく，北海油田の存在も挙げられる。北海
では1996年からノルウェーのSleipnerで100万t/yearの
大規模なCO2海底下隔離の実績があり，英国にも同様の
CO2隔離サイトを利用できる優位性を有している。 
　さらに英国では2013年に実施されたEPS（Emissions 
Performance Standard）により，今後新設される発電
所は出力当たりの年間CO2排出量を0.45 kg-CO2/kWh以
下に抑えなければならない。これは日本国内の最新鋭
のLNG複合サイクル発電（約0.36 kg-CO2/kWh⒃）であ
れば十分に達成可能な数値であるが，石炭火力発電所
（0.95 kg-CO2/kWh）でEPSを満足するためには新設時
からCCSの設置が必須であることを意味している。なお，
EPSについては北米でも石炭火力発電を対象に策定が進

められており，米国で0.50 kg-CO2/kWh，カナダで0.42 
kg-CO2/kWhの規制が検討され，カナダについては2015
年から施行が予定されている。

4.2　CCSの国内動向
　国内における代表的なCCSとしては，新潟県の長岡市
で実施された長岡プロジェクトが挙げられる⒄。これは
国内初の実証試験であり，RITE（公益財団法人地球環
境産業技術研究機構）が経済産業省の補助を受け，2003
年から約2年にわたって総量約1万トンのCO2を地下
1100mの帯水層に隔離した。なお，陸域に存在する帯水
層へのCO2地中隔離としては世界初である。現在は弾性
波によるモニタリングが継続されており， CO2がキャッ
プロック下の帯水層で安定して隔離されている観測結果
が得られている。
　近年では2012年に経済産業省が北海道の苫小牧にお
けるCCS大規模実証試験の実施を決定し，2020年以降
の実用化を目指してJCCS（日本CCS調査株式会社）に
よって事業が進められている⒅。長岡プロジェクトでは
CO2地中隔離の実証試験に重きが置かれていたが，苫
小牧ではCO2の分離・回収から輸送と隔離まで，CCSを
トータルシステムとして実証することを目的としてい
る（図6）。CO2排出源は苫小牧沿岸部に既設の製油所

Fig. 6  Facilities of the Tomakomai CCS demonstration project⒆

Fig. 7  Geological cross section of the Tomakomai 
demonstration site⒆
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で，水素製造装置から排出されるCO2を対象としている。
CO2分離・回収基地と圧入基地は新設し，排出源から隔
離サイトまでがパイプラインで全て接続され，典型的な
CCSのシステムが構築される予定である。
　CO2の隔離対象は海底下1100 - 1200 mおよび2400 - 3000 m
に分布する2つの帯水層である（図7）。アーチ状に湾
曲したキャップロック構造ではなく，不透水層が一様
に傾斜した地層であるものの，シミュレーションによっ
てCO2は安定して隔離されることが示されている⒆。隔
離ポテンシャルとしては25万t/year×3yearのCO2圧入
が可能であることが確認され，圧入設備も20万t/yearの
能力を有しているが，実際には圧入レート10万t/yearで
のCO2地中隔離が予定されており，余裕を持った設定と
なっている。2013年の時点で観測井の掘削が完了してお
り，2014年度には分離・回収設備の建設が始まるなど，
実証試験に向けた準備が着々と進められている。 
　
5．今後のCCSの課題
　現在進行している国外のCCSの実証試験に着目すると，
石炭火力発電所を対象とした商用規模の内容へと移行す
ると共に，新設火力発電所にはCCSRの適用も広がりつ
つある。先進国の発電プラントメーカーにとっては，発
電効率の向上だけではなく，CO2分離・回収プロセスも
考慮した発電プラントの設計，CO2地中隔離のための地
下構造の探査など，発電からCO2隔離までをトータルシ
ステムとして構築できる技術力が必要不可欠となる。さ
らに実験やシミュレーションを基にした帯水層内のCO2
挙動の高精度な予測，および環境アセスメントを実施し，
地域住民への説明と対話を通じて社会的受容性を得なけ
ればならない。国内の現況では，CCSプロジェクトの経
験数が少なく，CCSに関する一連の高度な技術力と経験
を蓄積しなければ，国外の発電事業における受注競争力
が不足することも危惧される。
　

6．次世代のCO2安定地中隔離技術 
6.1　安定性の高い地中隔離技術の必要性
　これまでに述べてきたように，CO2の隔離サイトと生
活圏が近いため，CO2漏洩リスクに対する地域住民の理
解を得られず，欧州では既に一部のCCSプロジェクトの
進行が遅滞する要因にもなっている。国土の狭い日本で
も同様の状況が生じる可能性は高く，CO2地中隔離の社
会的受容性を高めなければ，CCSの実用化，商用化は困
難であるが，万が一キャップロックに亀裂が存在した場
合，現状ではCO2漏洩リスクを低減させる抜本的な解決
策は無い。そこで著者らはCO2漏洩リスクを低減させる
ため，ナノスケールまで微粒化したCO2を帯水層中に注
入し，安定してCO2を隔離できる新しい手法の開発を進
めている⒇。

6.2　CO2ナノスケール化
　帯水層内で生じるCO2の上昇は浮力によって引き起こ
される，その大きさは「水とCO2の密度差Δρ（kg/m3）
×重力加速度 g（m/s2）×CO2の体積V（m3）」で表さ
れる。密度差Δρと重力加速度gは定数であるのに対し，
体積Vは可変であり，体積を減少させることで浮力の低
減が可能である。そこで図8に示すように，予め高圧
水中で液体状態のCO2をナノスケールの液滴に微粒化し，
水とナノスケールCO2液滴の混合物を帯水層中に注入す
れば，浮力による上昇が抑えられると考えられる。 
　本手法をキャップロック構造の隔離サイトへ適用すれ
ば，浮力低減と毛管力によってCO2そのものの上昇を抑
える効果に加え，さらに上方にはキャップロックも存
在するため，二重の漏洩防止措置を講じることができ
る。また，本手法でCO2が極めて安定して保持されるこ
とが示せれば，従来は隔離サイトの対象外とされていた
キャップロックの無い帯水層でもCO2地中隔離を実施で
きる可能性を有している。 

Fig. 8  Schematic diagram of nanosized CO2 geological 
sequestration
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Fig. 9  Experimental apparatus
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6.3　ナノスケールCO2の生成
　実際の帯水層内と同様の温度・圧力条件下において，
ナノスケールCO2液滴の生成を試みた。図9に示すよう
に，微粒化装置と可視化窓を有した高圧流路を用い，体
積比1:1の割合で注入した水とCO2を循環させること
で， CO2をナノスケールまで微粒化する。なお，微粒
化を促進するため，水中に予め1vol%の界面活性剤を
添加する。循環を停止した後，動的光散乱法を用いて，
CO2液滴の粒径分布を計測した。
　実験の結果，図10のような粒径分布が得られ，ナノス
ケールCO2液滴を生成できることが示された。粒径分布
は時間と共に右側へとシフトしており，液滴の合一に
よって粒径が増加することも分かった。ただし，実際に
は帯水層の多孔質中に圧入されるため，液滴径の増加は
空隙内で阻止され，最終的には毛管力によって安定し
て保持されると考えられる。なお，地上から帯水層まで
圧入する際にナノスケールCO2液滴の粒径が維持されな
ければならないが，圧入に要する時間は最大でも約20 
minと推算されるため，図10が示す粒径成長速度と比較
しても，帯水層へのナノスケールCO2液滴の注入は十分
可能である。

6.4　多孔質内におけるナノスケールCO2液滴
　帯水層を模擬した多孔質構造にナノスケールCO2を圧
入し，マイクロフォーカスX線CTを用いてその挙動を
可視化した。図11は多孔質内のミクロスケールのCO2の
みを抽出した三次元分布である。ナノスケールCO2を圧
入した直後はCO2の粒径がX線CTの空間分解能（20μm）
以下であるため，ミクロスケールのCO2としては検出さ
れていない。一方，3日後にはCO2がミクロスケールま
で成長している様子が捉えられた。しかし6日後のCO2
分布はほとんど変化しておらず，空隙内でCO2の粒径成
長が抑えられると共に，毛管力によって安定してミクロ
スケールのCO2液滴が保持されていることが分かる。す
なわち，浮力に伴う地表へのCO2漏洩リスクを大幅に低
減し，社会受容性の高いCO2地中隔離が実現できる可能
性を示している。
　
7．おわりに 
　本稿ではCCSの特徴について示し，ごく一部ではある

が近年の国内外のCCSの動向と今後の課題について述べ
た。CCSの今後の展開は技術進歩だけでなく国際情勢に
依存するところも大きく，本稿で紹介したデータや政策
が短期間のうちに過去のものとなってしまう可能性が
ある。CCSの中長期の動向を予測するには，本稿は極め
て限定的な内容で不十分な記述ではあるが，CCSが高い
CO2削減ポテンシャルを有すること，低コスト化を実現
して社会受容性を得られるか否かがCCSの成否と直結し
ていることは，本質的に変わらないと考えられる。詳細
かつ最新の動向がまとめられた文献が多数ある中で，本
稿が今後のCCSの動向を読み解く際の一助となれば幸い
である。
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1．緒言
　我が国においては，供給国が限られ原油と価格が連動
する天然ガスと比較して，地域偏在性が低く，かつ，価
格が安定した石炭は，今後とも重要なエネルギー源であ
るといえる。しかし，これまで広く使用されている一般
炭は，資源量が減少してきており，また，産炭国におけ
る石炭需要の拡大により，安定的な供給が難しくなって
きている。このような現状の下，埋蔵量が豊富な低品位
炭の利用拡大が必要となっている。
　低品位炭の利用については，これまでも乾燥や改質技
術の適用について種々の検討や実証試験等が実施されて
きているが，製品の付加価値が低く事業採算をとるのが
難しい状況にある。また，付加価値の高い水素，合成天
然ガス（SNG; Synthesis Natural Gas），尿素，メタノー
ル等の製品の製造についても多くの検討がなされ，事業
化の可能性も確認されてきているが，これらの製品は既
存製品に対して十分な競争力のある価格までコストダウ
ンができず事業化に至っていないのが現状である。
　本解説では，低品位炭利用技術が実用化に至らない原
因を，技術開発とビジネスモデルの観点から調査分析し
た内容を報告する⑴。

2．低品位炭の利用技術
2.1　低品位炭の定義と資源量
　ここでは，低品位炭の定義として，産業分野において
商業ベースで利用されていない石炭，または国際商品に
なっていない石炭を指す。その定義は国によって異なり
統一した基準はないが，一般的には発熱量を目安に，亜
瀝青炭と褐炭が含まれる。表1に各機関，国における低
品位炭の定義を示す。
　各国における，石炭の資源量を表2に示す。世界の石
炭資源の内，亜瀝青炭の資源量は米国，ロシア，中国，
豪州が多いが，褐炭は，ドイツ，豪州，米国が大きな資
源量を持つ。亜瀝青炭と褐炭を合わせた低品位炭は，世

界石炭資源量の55%を占めている。また，瀝青炭と無煙
炭の可採年数は75年，亜瀝青炭と褐炭の可採年数は188
年とされており，可採年数の長い低品位炭を優先的に利
用するのは資源の確保の意味で有益である。

2.2　低品位炭利用技術開発
　低品位炭利用技術を分類すると，前処理（選炭，乾燥，
改質，流体化），燃焼，ガス化，液化に分類できる。日
本が取り組んできた技術開発のうち，パイロットプラン
トから商用化プラントにいたる段階の主なプロジェクト
を表3に示す。選炭，乾燥などの前処理技術，直接燃焼

低品位炭利用技術
角野　慎治＊1在間　信之＊1山内　康弘＊1

原稿受付　2014年5月16日
＊1　（独）新エネルギー・産業技術総合開発機構　環境部
　　　 〒212-8554　川崎市幸区大宮町1310ミューザ川崎
　　　セントラルタワー 19F

特集：石炭火力発電

KAKUNO ShinjiZAIMA NobuyukiYAMAUCHI Yasuhiro

キーワード：低品位炭，原動機，ボイラ，改質炭，化学製品
　　　　　　Low Rank Coal，Prime Mover，Boiler，Refi nery Coal, Chemical Product

Table 1  Defi nition of low rank coal

Table 2  Amounts of resource of Coal in the world⑵

IEA 

 General term of Lignite and Sub-bituminous coal 
 Heat Value is under 23.9MJ/kg(Dry Mineral Matter Free), 

Volatile Matter over 31%(Dry Mineral Matter Free) 
 In eleven countries (Japan, Australia, USA etc.), 

Sub-bituminous coal isn’t included in low rank coal.
ASME Heat Values is under 2.44MJ/kg 

Indonesia Medium (21.4 25.6MJ/kg) and Low (under 25.6MJ/kg) 
by national standard correspond 

China Under 24MJ/kg 

Unit Million tons  

№ Country

Bituminous 
and 

Anthracite
Coal

Subbitu-
minous

Coal
Lignite Total Ratio

%

1 U.S. 108,501 98,618 30,176 237,295 27.6
2 Russia 49,088 97,472 10,450 157,010 18.2
3 China 62,200 33,700 18,600 114,500 13.3
4 Australia 37,100 2,100 37,200 76,400 8.9
5 India 56,100 4,500 60,600 7.0
6 Germany 99 40,600 40,699 4.7
7 Ukraine 15,351 16,577 1,945 33,873 3.9
8 Kazakhstan 21,500 12,100 33,600 3.9

5.3651,03651,03acirfAhtuoS9
6.1077,31004,311639aibreS01

11 Colombia 6,366 380 6,746 0.8
12 Canada 3,474 872 2,236 6,582 0.8
13 Poland 4,338 1,371 5,709 0.7
14 Indonesia 1,520 2,904 1,105 5,529 0.6

5.0955,4955,4reizarB51
4.0020,3020,3keerG61

17 Bosnia and
Herzegovina 484 2,369 2,853 0.3

18 Mongol 1,170 1,350 2,520 0.3
19 Bulgaria 2 190 2,174 2,366 0.3
20 Turkey 529 1,814 2,343 0.3
21 Others 6,775 3,056 10,977 20,808 2.4
World total 404,762 260,789 195,387 860,938 100.0
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技術，コークス化，石炭ガス化，石炭液化の各技術が開
発されてきており，課題は残されているものの幾つかの
技術が商用レベルにまで至っている。

2.3　代表的な低品位炭利用技術
2.3.1　発電技術
　低品位炭の発電技術について以下に述べる。
⑴褐炭焚き微粉炭（PC：Pulverized Combustion）ボイラ
　褐炭は灰融点が低い場合が多く，図1に示すようにス
ラギング対策でボイラ熱負荷を下げるため，瀝青炭や亜
瀝青炭を用いるボイラに比して容積を大きく設計する必
要がある。図中のLigniteとBrawn Coalはいずれも褐炭
のことであり，LigniteはASMEの名称で米国で用いら
れ，Brawn CoalはISOの名称で，欧州，豪州で用いられる。
米国産の褐炭は発熱量が高くボイラ容積はやや小さい。

　褐炭焚き微粉炭燃焼技術は1930年代ドイツで実用化さ
れ，その後豪州にも導入された。代表的なドイツRWE
社の例を図2に示す。水分の多い褐炭をボイラの上部燃
焼ガスで乾燥し粉砕する，フラッシュミル（あるいは
ビーターミル）で微粉化してバーナに送る構造となって
いる。

⑵ 循環流動層ボイラ（CFBC：Circulation Fluidized
　Bed Combustion）
　CFBCは，水分の多い褐炭や高灰分の石炭燃焼に適し
た燃焼方法である。従来は小型のものが多かったが，近
年図3に示すような400MWの大型循環流動層ボイラが
増加しており，800MWの計画や超臨界圧の採用も検討
されている。

Table 3  Technology developments of low rank coal

ekoC)noitareneG rewoP(noitsubmoCtnemtaerT-erPdleiF ygolonhceT

Name of Technology Coal Washery Drying Upgrading CWM Pulverized 
Combustion (PC)

Fluidized Bed 
Combustion

laocrepyHCBFCCPFCJCBUDTSelpmaxE

Leading Company NAGATA
ENGEENRING Co.

TSUKISHIMA KIKAI KOBELCO JCG Corp. RWE Corp. Foster Wheeler KOBELCO

Development Status Commercialization Commercialization Finished Pilot Plant Pilot Plant Commercialization Commercialization Basic Research

Adapted Coal Class High Ash  Coal Lignite High moisture 
Lignite

Lignite and 
Subbituminous Coal

Lignite Lignite Lignite

Final Products and  
Use

Low Ash Coal
Low Sulfur Coal

Briquet
Pre Treatment for 
Combustion and 
Gasification

Buriquet
Substitute coal
Fuel for Power 
Generation

Fuel for Industrial 
Boiler Substitute of 
Heavy Oil

Electricity Electricity Binder for Coke

Main Task Scale up High Energy 
Efficiency

Process 
Simplification
Cost down

Cost down Energy Saving
Coast down

Cost down Process 
Simplification

Trend of Technology Dry Washery
High Yield
Using of Waste

Energy Saving 
Technology

Applied to USC 
Boiler

Apply Hot Water 
Treatment to CWM 

High Efficiency by 
pre-Drying

Scale-up 
300MWclass

Flexibility of fuel

Focusing to Solvent 
Extraction Process

noitcafeuqiL laoCnoitacifisaG laoCdleiF ygolonhceT

Name of 
Technology

tceridnItceriDdeBniartnEdeBdezidiulFdeB dexiF

 ronoDnoxxELODENLCBRAGITelpmaxE
Solvent (EDS)

SASOL

Leading Company Lurgi SASOL IHI MHI NBCL/BCLV NCOAL Exxon Research
JCLD

SASOL

Development Status Commercialization Pilot Plant Commercialization Pilot Plant
50t/d

Pilot Plant
150t/d

Pilot Plant
250t/d

Commercialization

 dnaetingiLlaoC suonimutibbuS dnaetingiLssalC laoCdetpadA
Subbituminous Coal

Bituminous and 
Subbituminous Coal

Lignite and 
Subbituminous Coal

Subbituminous Coal

Final Products and  
Use

FT Synthesis Oil 
SNG

Chemical Products IGCC,SNG, 
Chemical Products

Hydrogenate Middle 
or Heavy Oil and 
Residue Oil

Middle or Heavy Oil Hydrogenate Middle 
or Heavy Oil and 
Residue Oil

FT Synthesis Oil 

Main Task Scale up Cost down Cost down Cost down
Low GHG

Cost down
Low GHG

Cost down
Low GHG

High Energy 
Efficiency

Trend of Technology Large Capacity
High Pressure

Diversification of raw 
materials Co-firing 
of Biomass

Large Capacity
High Efficiency

Reduction of GHG

Fig. 1  The change of boiler volume for coal kinds⑶

Fig. 2  The outline of lignite fi ring boiler⑷
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⑶ 石炭ガス化複合発電（IGCC：Integrated Gasifi cation 
Combined Cycle）

　IGCCは，灰融点が低い褐炭のガス化には向いている
が，水分が多すぎると灰の溶融排出に必要な1300℃～
1500℃の温度が維持できなくなるため，50％以上の水分
を含む褐炭は乾燥前処理が必要となる。

2.3.2　前処理技術
　低品位炭は，高灰分，高水分であることが多いため前
処理が必要となる場合が多く，これには灰分を除去する
選炭，乾燥，乾燥と共に自然燃焼を防ぐための改質，輸
送性向上のため水スラリー化するものが含まれる。
　乾燥については，これまでに多くの技術開発が行われ
てきており，この中には我が国でも既に製品化されてい
るものもある。チューブドライヤーは，石炭やバイオマ
ス等の乾燥用として商業規模で世界的に採用されており，
日本でも数社が開発・商品化している。これには，石
炭がチューブ内を流れ，蒸気が本体側を流れるCoal in 
Tube Dryerと，その逆にチューブ内を蒸気が流れ石炭
が本体側を流れるSteam Tube Dryer（STD）の2つの
種類がある。STDは月島機械が図4に示す装置を商品
化している。

　また，流動層を用いるものや，後述する油中で脱水す
るUBC（Up grated Brown Coal） 技術も開発されている。
　脱灰技術としては，石炭と親和性の高い溶剤で石炭を
抽出し，不要な灰分を沈降除去して灰分の少ない石炭を
作るハイパーコールがある⑺。
　褐炭を輸送が容易なCWM （Coal Water Slurry）にし
て利用する技術では，日揮が技術開発を行っているJCF

（JGC Coal Fuel）技術がある。使用する褐炭の水分が
50％～ 60％であり，CWMの水分濃度40％に脱水する
ため，スラリー化の過程で脱水する技術を用いている⑻。
本技術はNEDOとJOGMECの実証事業として，図5に
示すようにインドネシアで750kg/h（乾炭基準）の実証
プラントを運転している。⑻

2.3.3　化学製品の合成
　褐炭のガス化は水分が多いためガス化に必要な温度ま
で上げるためのエネルギー消費が，瀝青炭に比べ多く，
そのままではそれに見合う熱量分部分燃焼の石炭量が増
加したり，搬送が困難になることがある。このため，ガ
ス化炉に入れる前に乾燥を行う必要がある。高灰分炭の
利用の観点からは，灰を溶融させる噴流床（噴流層と
も言う）ガス化技術はガス化炉壁面への灰の付着，堆積，
流化に考慮する必要がある。このため灰を溶かさない流
動層ガス化や固定層ガス化技術が有利と考えられる。こ
れらの技術でガス化された石炭ガスを原料として化学製
品への転換（SNG，アンモニア，水素，メタノール等）
が従来から検討されてきた。
　これまで実施されてきた低品位炭ガス化技術としては，
固定層ガス化方式の米国Dakota Gas Co.がその代表例で
ある。ノースダコダ州の褐炭をLurgi固定層炉でガス化
し，合成天然ガス（SNG）を製造した。ノースダコダ褐
炭の水分は36.8%で，褐炭としては比較的少なく，また，
固定層ガス化炉は水分の多い石炭でも適用可能なので乾
燥せず供給可能であったものと思われる。現在中国で計
画されているSNG合成設備もこの形式を採用している。
　流動層方式では，High Temperature Winker-HTW炉
による試験がドイツで実施された。石炭はライン地方
の褐炭で水分が50 ～ 60%である。流動層ガス化も水分
の多い石炭をガス化できる方法であるが，この試験では，
褐炭を乾燥させ水分量18％または25%にして供給してい
る。
　噴流床ガス化ではShell炉とE-Gas炉の実績がある。噴
流床では1300℃以上に加熱して灰を溶融させるので，石
炭中の水分が少ないほうが望ましい。Shell炉で用いた
石炭はテキサス褐炭で，水分31%でガス化炉には13%ま
で乾燥して供給されている。
　我が国の石炭ガス化炉は燃焼炉とガス化炉を分けた，
二段噴流床方式である。三菱重工（現MHPS）が勿来で

Fig. 3  The design data of large CFB⑸,⑹

Fig. 4  The structure of Tsukishima’s STD

Fig. 5  The demonstration plant of CWM
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IGCC実証試験を2013年3月に終了し，同4月から商用
運転に入っている。しかし，国内に市場が無い化学合成
用ガス化炉では中国の実績や，欧米の事業活動に比べ
れば遅れている。しかし，これら他国の先行技術は，長
時間運転信頼性，多炭種対応，コスト，大容量化等で必
ずしも完成されておらず，改善の余地がある。特に褐炭
のように水分の多い石炭には，二段噴流床方式は石炭を
高酸素比と低酸素比の二つの反応条件でガス化するので，
石炭性状に合わせ酸素量を最小化できるため，先行する
ガス化炉にくらべガス化効率が高くできる。このため褐
炭の乾燥度合を低くしてもガス化できる可能性があり，
設備費の低減が可能となると予想される。
　MHPSがインドネシアのスマトラ島で検討している
褐炭からSNGを作るプロジェクトを図6に示す。この
プロジェクトでは，排出されるCO2を枯渇油田のEOR
（Enhanced Oil Recovery）に用いることを検討してい
る。スマトラ島には褐炭炭鉱近くにジャワ島までの天然
ガスパイプラインがあり，製造したSNGを消費地のジャ
カルタ近郊まで輸送するインフラが整っている。

　川崎重工は図7に示すように豪州ビクトリア州褐炭を
ガス化して水素を製造し， 液化水素タンカーで日本に輸
送して，燃料電池車の燃料や発電用燃料として用いるプ
ロジェクトを提案している。水素製造時に発生したCO2
は豪州のCCSプロジェクトのCarbon Netで開発中の帯
水層に貯留する計画で, 褐炭からCO2を発生させること
なく水素の供給が可能となる計画である。

2.3.4　液化技術
　 褐 炭 を 用 い た 液 化 技 術 はBCL （Brown Coal 
Liquefaction） 法が豪州で実施された。このプロセスは
1）低品位炭に含まれる水分を効率的に除去するための
スラリー脱水工程，2）高活性リモナイト触媒を用いた
液化工程，3）液化油中のヘテロ化合物（含硫黄化合物，
含窒素化合物等）を取り除いて高品質のガソリン・軽油
留分等を得るための水素化工程及び4）石炭中の灰分や
添加した触媒を系外へ排出するための溶剤脱灰工程の4
つの工程で構成される。日豪政府間協力のもとで実施さ
れ，パイロットプラントの運転を通して液化商業プラン
ト建設に必要なスケールアップデータの取得やプラント
操業のノウハウを習得した。
　
2.4　各国の低品位炭利用ニーズと市場規模
2.4.1　産炭国における技術ニーズ
　低品位炭は熱量当たりの輸送コストが高いので，低品
位炭利用技術は産炭国の炭鉱山元で行われることが経済
的であると考えられる。製造した製品をすべて輸出する
場合もあるが，国内に市場があれば生産も安定し，かつ，
今後増加することが予想されている産炭国のエネルギー
需要にも貢献が可能であり，より事業化の可能性は高く
なる。
　そこで，産炭国での今後開発が望まれる技術について
整理し表4に示した。“ニーズ”としては表に示す技術
を考え，国別にニーズの強さを定性的に検討した。

2.4.2　期待される市場規模の推測
　低品位炭の活用が当該低品位炭利用技術により最も進
んだ場合に，2030年に各国で消費する年間低品位炭量を
推定した。各国内の潜在需要のすべてに当該利用技術が
採用される前提で潜在市場規模を推算した結果を図8に
示す。少ないものでも5億トン/年，多いもので20億ト
ン/年の潜在市場規模が期待される。

Fig. 6  Concept design of Indonesia SNG project⑼
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Fig. 7  Concept design of Hydrogen chain project⑽

Table 4  Demands for LRC using technology in each country

Technology Australia China Indo-
nesia

Vietna
m

Mon-
golia India Russia Germany Poland USA Colombia South

Africa
Mozam
-bique

Coal 
Washery hgiHhgiHhgiHelddiMelddiM

Drying High Middle High Middle High High

Upgrading elddiMelddiMelddiMhgiH

CWM Middle Middle

PC Middle High High High High Middle Middle High Middle Middle Middle

CFB High Middle Low High High High Middle

IGCC Middle Middle Middle Middle Middle Middle

Chemical 
products High High Middle Low Middle Middle Middle High

Liquefaction hgiHwoLwoLwoLhgiH

Coke High High Middle High Middle High
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3．低品位炭技術開発の課題
3.1　過去の技術開発の振り返り
　前述のように大きな期待がある低品位炭について，我
が国が行ってきた利用技術の開発に関する主なプロジェ
クトとしては，インドネシアでの褐炭改質プロジェクト
と，豪州ビクトリア州における褐炭液化プロジェクトの
二つが挙げられる。以下にその概要について述べる。

3.1.1　インドネシア褐炭改質（UBCプロジェクト）
　2006年から2010年までの4年半の間，経済産業省予算
により補助を受け，石炭エネルギーセンターと神戸製鋼
がインドネシア政府の協力を得て実施したプロジェクト
である。
　本技術は褐炭を油スラリー化して加熱し，褐炭中の水
分を蒸発除去することで高発熱量化する技術であり，そ
の過程で効率的な脱水と，油中に含まれるアスファルト
成分の褐炭の細孔への吸着により表面積が小さくなるた
め自然発熱が抑制される。当該技術の適用により，水分
60%の市場価値の低い褐炭を瀝青炭と同等の発熱量を持
つ改質炭に変え，また，輸送・貯炭時の自然加熱を防ぐ
ことが可能となり，国際市場への展開を可能とすること
ができる。
　インドネシアカリマンタン島で日産600トンの大規模
実証試験を2008年11月から2011年6月まで実施した結果，
水分35 ～ 60％の褐炭を原料に発熱量25MJ/kg（瀝青炭
26MJ/kg）の改質炭を商業生産するめどが得られた。
　技術開発の課題においては，いくかの困難にも直面し
たが，最終的には実現の可能性が確認され，実用化及び
事業化に大きく前進した技術であると言える。しかし，
発熱量12.6MJ/kgの褐炭を原料に技術開発を開始したが，
その後この発熱量の褐炭に買い手がつく状況になったこ
と，プロセスが複雑で他の乾燥装置に比べ設備費が高い
というインドネシア側の評価であったこと，インフラが
ない未開発の内陸部炭鉱を選択すると輸送インフラの整
備コストが高くなる点が，商用プラントの投資決定につ
ながらなかった大きな要因であったようである。

3.1.2　豪州褐炭液化（BCLプロジェクト）
　このプロジェクトは，1970年代の石油危機を契機に

日本への石油供給の代替手段として，ビクトリア州
Latrobe Valleyに豊富に賦存する褐炭資源を液化し活
用する，日豪共同国家プロジェクトとして行われた。
NEDOから委託された運営主体は，神戸製鋼，三菱化
成（現三菱化学），日商岩井（現双日），出光興産，ア
ジア石油（現コスモ石油）が合弁で現地法人として設
立した日本褐炭液化株式会社（BCLV：Brown Coal 
Liquefaction of Victoria Pty）で，1982年にはLatrobe 
ValleyのMorwellで50t/日（乾燥炭基準）のパイロット
プラントが建設開始され，1990年に終了した。
　当該パイロットプラントにおいては，技術開発の目
標である液化油収率50%，連続運転時間1,000時間，脱
灰特性（1,000ppm未満），従来技術より経済的な油スラ
リー脱水技術などすべての目標を達成し，商用プラント
（30,000ton（10万bbl）/日） の概念設計も行われた。そ
の結果，液化油価格は約USD30/bbl ～ 40/bblと試算さ
れている。
　この技術は結果的に商用化されていないが，その理由
を現地関係者にヒアリングした結果，プロジェクト開始
後に原油価格が暴落したことでBCLの経済性が成立しな
くなったこと，豪州側協力企業にとって出資額が高額で
資金調達ができなかったこと，ストライキによる建設費
追加と，合成油のアップグレードプラントの追設が必要
となったこと等があげられた。
　日本側の関係者の見解では，BCLは原油価格が
USD40/bblで採算可能と試算し，また，原炭調達価格は
AUD8 ～ 10/ton（乾燥炭基準）と仮定していたが，特
に重量基準で7%の水素を添加するため，水素の製造コ
ストが生産原価を押し上げていったとのことである。

3.2　低品位炭技術の実用化阻害要因の分析
　前記の実証試験と3か国，22社及び団体へのヒアリ
ング結果から，過去の技術開発の成果と課題を分析し
た。ヒアリング対象は，実証試験を実施したメーカーだ
けでなく，実証試験を受け入れた国の政府や，企業関係
者，炭鉱会社，コンサルティング会社などの関係者を含
み，メーカーとは異なる立場の意見も聴取した。聴取し
た結果から実用化を阻害したと思われる要因を以下に纏
めた。
　技術開発上の課題としては，実証試験が成功しても，
コストが高く，商用機の販売ができないケースが大多数
であった。特に，潜在的なユーザーが，投資を断念した
理由として，コストが合わない点を挙げており，コスト
目標の設定に課題があったことがわかる。
　コスト高となった背景には，プロジェクトの選定時点
で，性能優位性を重視し，商業性が成立するコスト水準
に落とせるかの確認が不十分だったと考えられる。
　販売交渉まで進めた技術についても，ユーザーがメー
カーに運用まで求めたために，対応できなかったケース
が確認された。また，商用機の販売交渉まで至らない技

Fig. 8  Potential Market of low rank coal
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術が多いため顕在化していないが，原料となる褐炭の調
達計画が十分に計画されていないプロジェクトの場合に
は，特にインフラ整備の検討が十分行われていないケー
スが多い。また，多くのプロジェクトに共通した課題と
しては，①コスト削減の検討が不十分であること，②コ
スト目標の設定が甘かったこと，③メーカー単独の体制
でユーザーの巻き込みが甘かったこと，の3点があると
考えられる。コスト目標設定はメーカーが実施してきた
が，市場価格を高めに想定する傾向が見受けられた。ま
た，実証試験もメーカーが単独で実施しているケースが
多かった。本調査では，メーカー単独で実証試験を実施
する体制が，以下の2つの問題を生んだと推測している。
　一つは，技術開発の管理上，コスト目標の設定や進捗
管理をメーカーが担ってしまうため，マネジメントが甘
くなる問題である。もう一つが，ユーザーの巻き込みが
不十分な点である。過去の技術開発プロジェクトでは，
ユーザー企業との交渉を，技術実証開始後に行うケース
が多かった。このため，ユーザー企業から追加実証試験
の実施を依頼され，当該メーカー単独で対応できなかっ
たケースや，ユーザー企業そのものを上手く見つけられ
ないケースもあった。

3.3　技術開発管理上の課題と対策
　低品位炭技術の実用化には，いまだ商品化されていな
い資源を商品化するため，炭鉱からユーザーまでのフル
バリューチェーンを押さえたビジネスモデルが必要で，
製品の製造原価は客観的な製品プライスに基づくもので
ある必要があることがわかった。
　目標設定から事後評価までを実質的にメーカーである
実施者に委ねることにより生じた課題として，目標コス
ト設定が高い，事後評価でビジネス面の評価が不足する，
市場調査の不徹底，相手国政府との政策的議論への不慣
れがある。
　この対策として以下があげられる。
・開発管理をするものが市場価格を評価し，開発実施者
と協議しながら現実的な目標設定をする。

・開発実施者とは別に客観的開発進捗評価を行う。
・市場調査を開発実施者とは別機関が客観的に行う。
・国が相手国政府との政策議論を行う

4．低品位炭技術開発管理手法の改善
4.1　客観的な市場調査
　市場調査，事業性評価に加えて，相手国の政策動向の
把握や，相手国政府への政策的な働きかけ，インフラ整
備の検討についても，これまで手薄である事例が多かっ
た。政策的打ち込みやインフラ検討についても，メー
カーの専門領域ではなく，第三者の協力を得られるス
キームが必要である。
　研究管理者の立場としても，実施者とは異なる第三者
に各種市場データを収集させるスキームを有している方

が良い。第三者に市場評価をさせる体制にした方が，よ
り客観的，多面的な情報が集まるため，研究開発マネジ
メントの実効性は高まると思われる。

4.2　開発管理の為のチェック項目
⑴有望技術の選択 低品位炭の利用技術について，商用
化を念頭に置くと，必ずしも技術に新規性がある必要性
はなく，安価であり，かつ，実証された技術であること
の方が重要である。従って，実証試験を実施する技術の
選択にあたっては，商用化を見据え，技術的新規性加え，
コストダウンの可能性，安定した運用が可能であるかな
ど，技術の成熟度合も含めた広い視点で判断する必要が
ある。
⑵技術の経済性 過去実施された実証プロジェクトで，
経済性が最大の課題になっており，実証試験の初期の段
階から定量的に，かつ客観的にコスト目標を設定するこ
とが不可欠である。コスト目標の設定には，技術の付加
価値を定量化することが必要である。ここでは，付加価
値を最終製品価格と原料の低品位炭価格の差分と定義す
る。この付加価値より製造コストが下回り事業利益を生
み出す必要がある。
　最終製品価格は，市場により異なり，研究管理側が価
格の実績と見通しを把握する必要がある。各開発実施者
が想定する価格が，過去の製品価格実績よりも過度に高
く見積もっていないか，仮に値上がりを見込んでいるな
らば，十分な根拠があるかを検証する。なお，主要市場
における最終製品価格には価格形成メカニズムがあるた
め，一定の合理性を持って将来価格の幅は予想可能であ
る。
⑶事業展開国の選択 事業展開先国を適切に選択するこ
とも重要であり，最終製品の市場性，CO2課税，CCS-
EORアプリケーション市場，外貨への開放度透明性に
ついて調査して事業展開国を選択する。
⑷ビジネスモデルの事前検討 開発の前に，市場調査を
徹底する必要がある。市場調査では，最終製品の市場規
模，現地での有力なユーザー企業の特定，技術の販売に
あたり求められるバリューチェーン，マイニングライセ
ンスの取得などにつき検討する。このための事前調査予
算を設けることで，あらかじめ検討を深めてから実証試
験に移るのが，成功の確度を上げると考えられる。

6．結言
　本解説では，低品位炭の技術開発を技術及び技術開発
管理の2つの観点から整理した。技術の観点では，技術
開発状況を整理し，市場規模を検討した。 研究開発管
理の観点では，過去の低品位炭技術の研究開発プロジェ
クトを振り返り，商用化が実現しなかった要因，研究管
理上の問題点を明らかにした。
　低品位炭の研究管理のためのポイントは，まず技術開
発プロジェクトの選定にあたり，技術が生み出す付加価
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値が高く，商業化が近いとみられる技術を開発対象に選
定し，かつ商業化のためのコスト低減も技術開発の対象
として捉えることであると思われる。また，このために
は，コスト目標を定量的，かつ合理的に定め，管理して
いく仕組みが必要である。
　この結果は，商用化のための体制やビジネスモデルの
構築が十分でなかった過去のプロジェクトの教訓であり，
今後の研究開発プロジェクトは，組成する段階から，ビ
ジネスモデルの検討を深めていくスキームの整備してい
くことが必要である。
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1．はじめに
　温暖化ガスの排出削減をめざし，再生可能エネルギで
ある木質バイオマスの混焼が，多くの微粉炭焚火力発電
所において実施されている。現状では石炭とバイオマス
を混ぜて，石炭用の微粉砕機（ミル）に投入し微粉化し
てバーナに送り込み，石炭/バイオマスが混合した状態
で燃焼しているケースが殆どである。石炭用ミルでは，
繊維質である木質バイオマスの微粉砕が難しいため，微
粉砕の面から，石炭に対する木質バイオマスの混合率に
制約があり，バイオマスの混焼率は重量ベースで数％に
とどまっている。高比率でバイオマスを混焼するには，
バイオマス専用に工夫されたミルで単独粉砕し，専用
バーナで燃焼することが必要となる。ＩＨＩではバイオ
マスの粉砕，燃焼など高比率混焼に関する技術開発を実
施してきており，2011年度以降は環境省の委託研究とし
て，既存の微粉炭ボイラ火力発電所でバイオマス混焼比
率50％（出熱比ベース）を目指した技術検討を実施して
いる。その検討の一部を含み高比率混焼のための留意点
と，対応技術を紹介する。
 
2．木質バイオマスの性状 
　バイオマスの一般性状を表1に示す。石炭に比べ発熱
量は低く水分は高い（特にチップ）が，硫黄分，灰分は
少なく，揮発分は高いので粒子の着火性，燃焼性は良
く，燃料としては有利な点がある。国内の火力発電所で
受け入れられているバイオマスの形状として，チップ，
ペレットの2種がある。チップは木質バイオマスを切
削し切片としたもので，水分40％程度，厚さ数mm，縦
横最大100mm×50mm程度で，更に細かく切削した縦横
5mm程度のものもある。ペレットは，ソーダストのよ

うな細粒を圧密したもので，径4～8mm，長さ100mm
以下に成型されている。衝撃で壊れやすく粉化しやすい
ため，炭化して強度を上げたものもある。成型過程で水
分が蒸発するので，ペレットの水分は5～ 10％程度と
低くなる。バイオマスは発熱量が低く，石炭のかさ比重，
約0.8ton/m3に比べ，0.3 ～ 0.6ton/m3と軽いので，発電
所で扱う容積は石炭の倍以上になることにも留意が必要
である。 

3．搬送貯蔵システム 
　微粉炭ボイラ発電所でのバイオマスの搬送貯蔵を検討
するため，石炭搬送貯蔵システムを模した試験設備で，
木質バイオマスのハンドリング試験を実施した。ペレッ
トは石炭と同等の挙動を示し，石炭と同等の設備で扱い
が可能であった。チップは，その形状から詰まりが発生
しやすく，石炭設備とは異なる設備が必要であることが
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確認された。チップの場合，例えば下に向け末広がりに
なった貯蔵容器や，容器底面から掻き出す排出装置など，
固有の設備が必要である。ペレットは，衝撃により粉化
しやすいので，コンベアの乗り継ぎ部や貯蔵容器には，
集塵機や火災探知機，容器内部には可燃性ガスの検知器
など，保安設備については石炭の場合以上に配慮する必
要がある。

4．粉砕システム 
　水平燃焼の微粉炭焚ボイラでは，火炉内で石炭を浮遊
燃焼させるために，微粉炭機（ミル）で石炭を微粉砕す
る必要があり，近年の火力発電所では消費動力の少ない
竪型ローラミルが設置されている。ミルの概要を図3に
示す。石炭はミル上部から粉砕テーブル中心へ供給され
る。石炭は回転するテーブルの遠心力で外周方向へ広
がり，テーブルとローラの間に噛み込まれ粉砕される。
テーブル外周のエアポートから一次空気を吹き込み，粉

砕された微粉を吹き上げ分級機で粗い粒子を分離し，微
粉砕された粒子がバーナへ空気搬送される。このミルは
大量処理に適し，既設設備との互換性など考慮すると，
同じ形式のミルで，木質バイオマスの粉砕をすることが
望ましい。 
　石炭では燃焼性確保のため，平均40 ～ 50μｍまでの
粉砕が必要であるが，木質バイオマスは，基礎燃焼試
験の結果，1mm以下程度で石炭と同等の燃焼性となる。
縦型ローラミルでこの程度の粉砕が可能か，また可能と
するための改造内容を検討するため粉砕試験を実施した。
試験の結果として，木質バイオマスをミル内で必要以上
に粉砕することなく，出来るだけ早く粉砕粒子をミル外
へ搬送することが，粉砕能力の確保に重要なことが確認
された。ミル内に整流筒を設置してミル胴内流速を上げ
るなど，図4に示すような改造を行った結果，ペレット
では，石炭と同等の容量を処理することができた。チッ
プはペレットに比べ長い繊維が入っていることや，水分
が高いことからロールミルでの粉砕が難しいが，5mm
程度に切削することで処理量は上がり，石炭の2割弱の
容量は処理できることを確認した。 

　チップについては，発電所での微粉砕の効率化につい
て，ミルに投入する寸法や水分など，切削方法や乾燥方
式を，その実施場所（出荷場所か，発電所か）も含め，
経済性を考慮し検討してゆく必要がある。 
　また，ペレットでは動特性確認試験を実施し，1分間
に3％程度の負荷変動速度で，ミル出口の燃料流量が追
従できることを確認し，一般的な微粉炭焚火力発電所に
要求される負荷変化に対応できることを検証した。
 
5．バーナシステム 
　システムとしては，同一のバーナに微粉炭とバイオマ
スを別々に噴射するようにしてバーナ前で燃料を切替え
て，石炭，バイオマスをそれぞれ単独に専焼するシステ
ムとするか，微粉炭専焼，バイオマス専焼のバーナを配

Fig. 2  Storage Tank for Wood Chips（Typical）

Fig. 3  Coal Pulverizer（Vertical Roller Mill）

Fig. 4  Mill Modifi cation for biomass pulverizing
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置して燃焼するシステムにするか，2つの方式が考え
られる。図5に，それぞれのシステムを示すが，既設
500MW級のボイラを想定し，半数のバーナでバイオマ
スを燃焼し50％混焼する場合を示す。前者では，石炭/
バイオマス共用のバーナを新たに設置し，バイオマス用
に改造したミルを新設する必要があるが，燃料の変更は
バーナ前の燃料ラインの切り替えで済む。後者では既存
の石炭焚バーナを流用してバイオマスを燃焼でき，既存
のミルをバイオマス用に改造して流用できるが，石炭専
焼が必要な場合は，バイオマス用に改造したミルを石炭
用に戻す工事が必要となる。即ち，木質バイオマス混焼
の運用の仕方に応じ，システムを選択することになる。 

　図6に，それぞれのシステムに適用するバーナを示す。
両方のバーナで木質バイオマスの燃焼試験を実施し，ど
ちらも支障なく専焼できることを確認している。既設微
粉炭バーナでのバイオマス燃焼試験の状況を図7に示す
が，火元は安定し良好な火炎を維持した。  

6．ボイラシステム 
　木質バイオマスと石炭の燃焼性の相違から，混焼時で
は火炉での収熱分布などが石炭専焼と変わることが予想
される。また高比率混焼では，石炭，木質バイオマスを
それぞれ別々のバーナで燃焼し混焼するが，そのバーナ
配置が火炉全体の収熱などに影響することも予想され
る。これらの影響を検討するため，バイオマスを50％混
焼した場合のボイラ性能について，ラボでの燃焼試験や，
前述の試験炉での燃焼試験データをもとに，電算シミュ
レーションを実施しボイラ性能を確認した。 
　シミュレーションは，図8に示す700MW級ボイラを
モデルとした。バーナは火炉前壁に18本，後壁に18本配
置されており，半数のバーナ18本でバイオマスを燃焼す
る計算を実施し，火炉の収熱変化，燃焼排ガスの温度分

布変化，O2，CO2等のガス成分の分布変化，などを検証
した。 
　混焼時の石炭，バイオマスバーナからの揮発分の放出
状況と，炉内のガス温度分布を図9に示す。燃料性状の
相違による揮発分の放出量などの相違から燃焼パターン
が変わり，石炭専焼に比べ混焼時の火炉の収熱は多少増
加する傾向が認められた。 
　また，石炭バーナ，バイオマスバーナの配置の影響を
検討した結果を図10に示す。石炭は揮発分が少なく，燃
焼の完結が遅いため，石炭を上方で燃焼すると，下方で
燃焼する場合に比べ火炉出口ガス温度は高くなる傾向が
ある。なお，これらの収熱変化，ガス温度変化は設備の
許容範囲内であった。 
　図11は，混焼時に石炭バーナから発生するCOと，バ

/ /

Fig. 5  Burner System 

(

Fig. 6  Burner Proper 

 Fig. 7  Biomass Burner Combustion Test  
（Flame of biomass fi ring at burner outlet）

Fig. 8  Boiler Model for Computer Simulation
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イオマスバーナから発生するCOを分けて表示したもの
で，バイオマスは揮発分が多く，揮発した可燃ガスは空
気と混合しにくく燃焼が不完全となりCOが残りやすい。
従ってバイオマスバーナを下方に設置し，可燃ガスの
炉内滞留時間を長くして燃焼を促進するようにした方が，
CO濃度の低減からは有利と考えられるが，実用上は上
段，下段どちらも可能と考える。 

7．バイオマス中の灰成分による影響 
7.1　ボイラ本体への影響 
　木質バイオマス性状の特徴として，灰の含有量は石
炭の1/10以下と少ないが，灰中のアルカリ成分（CaOな
ど）が高いことが挙げられる。代表的な分析値（含有範
囲）を表2に示すが，アルカリ成分が高いほど，火炉内
での灰の溶融付着，高温伝熱面での灰の軟化付着を起こ
しやすい。 
　バイオマス混焼時の火炉内での炉壁管灰付着について，
ラボ試験を実施しその挙動を確認した。火炉内を模擬し

た1300℃，酸素21％中のガスに，微粉砕した燃料を投入
して燃焼し，下流に火炉壁管表面と同等の温度400℃に
調整したプローブを設置し，プローブに付着する灰の状
況を観察した。図12にテスト装置を示す。 
　石炭専焼時と，バイオマス混焼率30，60％で試験を実
施し，プローブの灰付着状況を図13に示す。石炭専焼と
60％混焼の結果を示すが，供したバイオマスは灰含有量
が0.4wt%と石炭に比べ少ないので，混焼率を上げると
付着灰量は減る傾向となった。投入した燃料から発生す
る灰量に対し，付着した灰量の割合を灰付着率として整
理すると，混焼率を上げても石炭専焼の場合と同等の灰
付着率であり，バイオマス灰中のアルカリ成分による付
着量の増加は認められなかった。 
　灰付着以外には，灰中の塩基成分により低融点化合物
が生成され，高温の伝熱面に溶融状態で付着し，ガス中
の硫黄分とあいまって，伝熱面を腐食する高温腐食に影
響がある。石炭に比べNa，Kの割合が高く，伝熱管の高
温腐食の懸念はあるが，抑制成分であるMg，CaOの割合
が多い，発生灰自身が少ない，など有利な面もある。今
後，模擬灰によるラボ腐食試験や，長期運用時の実績調
査などで，影響度合いと対応を確認して行く必要がある。 

 

Fig. 9  Volatile Matter and Flue Gas Temperature in Furnace 
（Side View of Cross Section at Center）

Fig.10  Flue Gas Temperature in Furnace
（Side View of Cross Section at Center）

CO CO

Fig.11  CO Content in Flue Gas at Biomass-Coal co-fi ring
（Side View of Cross Section at Center）

Table 2  Alkali Content in Ash
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7.2　環境設備への影響 
7.2.1　排ガス集塵への影響 
　火力発電所では燃焼排ガスの集塵装置として，電気集
塵器が広く採用されている。電気集塵器の集塵効率は灰
の電気抵抗値に影響されるため，バイオマス混焼灰の集
塵特性を確認するため，燃焼試験で採取したバイオマス
燃焼灰の電気抵抗を測定した。電気集塵器を通過するガ
ス温度100 ～ 200℃での，燃焼灰の電気抵抗値は106 ～
1010Ωcmであり，電気集塵器で安定して集塵できる範囲
104 ～ 1011Ωcmの中にあり混燃時の集塵に支障ないと推
定される。灰分の少ないバイオマスの混焼で，灰の発生
量そのものも減少するので集塵には有利である。
 
7.2.2　排ガス脱硫への影響 
　国内で一般に使用される石炭の硫黄分は1％以下で，
木質バイオマスの硫黄分は概ね0.05％であり，硫黄分は
石炭の1/10以下と少なく，混焼によりSOｘ発生量は減
少するため脱硫には有利である。火力発電所では湿式
脱硫装置が一般的に採用されており，排ガス中の塩素，
フッ素は金属材料を腐食する懸念があり，また，石膏石
灰法の脱硫システムでは吸収液のpHを低下させるので，
脱硫性能を低下させ石膏の結晶成長を阻害する。木質バ

イオマスの塩素，フッ素は分析例は少ないが，石炭と同
等，あるいはそれ以下と推定され，混焼時の脱硫装置へ
の影響は無いものと考えられる。 

7.2.3　排ガス脱硝装置への影響 
　木質バイオマス中の窒素含有量は，石炭に比べ低く燃
焼によるNOｘ発生量は低くなる。単一バーナでのバイ
オマス燃焼試験結果を図14に示すが，石炭燃焼時に比べ
NOx発生量は1/10程度になっており，バイオマスの高
比率混焼はNOｘ排出量の低減からは有利である。 
　火力発電所においては，アンモニア接触還元法による
排気ガスの脱硝を行い，煙突からの大気排出量を更に低
減することが広く行なわれている。排ガスにアンモニア
を注入し，触媒を通して窒素酸化物をN2に還元するも
ので，バイオマス灰に多く含まれる，K，Caなどは触媒
を被毒し脱硝性能を下げる懸念がある。一次ラボ試験
として，バイオマス燃焼灰を触媒に含浸し，模擬ガスを
通して脱硝性能への影響を調査したが，脱硝効率の低下
傾向が認められた。バイオマス混焼による発生NOxの
減少を考えると，触媒量の増加などで対応可能と考えら
れ，直ちに運用に支障を及ぼすことは無いと予想される
が，今後とも長期運用時の実績調査などから影響の確認
と対応を検討して行く必要がある。 

8．結言 
　木質バイオマス高比率混焼については，技術上の阻害
はなく，必要な対応をとることで微粉炭ボイラでの適用
は可能であり，温暖化ガス排出削減への有効な手段であ
る。燃料として安定した大量流通システムの確立により，
既設，新設火力発電所を問わず広く採用されるものと期
待しており，今後とも技術の安定化，省動力化に勤めて
ゆく所存である。なお，バイオマスには様々なものがあ
るがここで扱った木質バイオマスは，杉や松など国内の
未利用材の木質バイオマスであることに御留意いただき
たい。 

Fig.12  Test Apparatus for Ash Deposit 

Fig.13  Test Result Ash Deposit on Test Probe 

60

60

Fig.14  Test Result  NOx Emission from Biomass Firing 
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1．はじめに
　明治以降，石炭鉱業は，我が国の重要な基幹産業とし
て発展を遂げてきたが，20世紀に入り，石油エネルギー
の台頭や安価な海外炭の登場等により，国内炭は徐々に
競争力を失っていった。我が国では，昭和38年に始まっ
た第1次石炭政策以降，種々の対策が取られてきたが，
平成13年度に，ポスト第8次石炭政策⑴が終了すると，
大手炭鉱は全て，閉山することとなった。現在は，北海
道内陸部に露天採掘7炭鉱，道東釧路市に坑内採掘1炭
鉱を残すのみとなった。
　本論では，合計8炭鉱が現存する北海道を中心として
国内炭の推移に若干触れた後，坑内掘り炭鉱として唯一
稼動を続けている釧路炭鉱について，生産の現状と将来
の課題を記すこととする。なお，本論は，平成24年10月
18日に，釧路市で開催された日本ガスタービン学会定期
講演会の特別講演において，口頭発表した内容をもとに
文書化し，加筆したものである。

2．国内炭の推移
　表1に，明治22年から，平成8年度までの全国，北海

道，釧路地方の炭鉱数，生産量，常用従業者数の推移の
概略を示した⑵,⑶。表中，太字は最大値である。これに
よれば，炭鉱数の最大は，全国864，北海道158，釧路地
方27である。また，生産量は，全国約5,500万トン，北
海道約2,300万トン，釧路地方約340万トンである。
　また，表2に昭和50年度から平成23年度までの国内
炭生産量の概略推移を示した⑷。近年の国内炭生産量は，
概ね120万トンレベルで推移している。直近の生産量を
見ると，露天採掘7炭鉱は，合計で年間約70万トン，坑
内採掘炭鉱の釧路炭鉱は，50万トン強を生産している。
　稼働中の8炭鉱が現存する北海道の炭田・含炭地分布

国内炭の生産の現状
松本　裕之＊1

原稿受付　2014年5月7日
＊1　釧路コールマイン㈱
　　　〒085-0811　北海道釧路市興津5-2-23

特集：石炭火力発電

MATSUMOTO Hiroyuki

キーワード：国内炭，釧路コールマイン，長壁式機械化採炭方式，産炭国石炭採掘・保安技術高度化事業
　　　　　　 Domestic coal，Kushiro Coal Mine Co., Ltd.，Full-mechanized longwall mining system，The 

training project on coal production and safety technology for overseas coal producing countries

22 (2) 2,389 4

(9) 19,640 1,885 152,429

3 (12) 22,293 2,587 * 51 182,637

(28) (5) 31,427 5,906 442 235,044 26,665

15 (38) (7) 56,313 15,378 2,263 323,571 57,479

16 623 98 (6) 55,602 15,747 1,393 341,468 67,482

20 392 47 (3) 22,335 6,972 256 280,965 58,416

23 615 103 (5) 34,793 9,271 1,090 458,304 107,306 12,484

32 864 155 27 52,255 16,188 2,026 308,841 79,582 9,239

33 824 158 27 48,489 15,097 2,074 293,830 79,563 9,255

36 662 152 21 55,413 20,692 2,679 205,311 64,469 7,335

40 287 108 14 50,113 22,133 3,342 111,360 44,549 6,341

41 239 90 10 50,554 22,959 3,439 104,359 42,302 6,215

42 205 81 9 47,057 21,703 3,446 90,225 39,472 6,137

49 39 24 1 20,292 10,334 2,285 24,274 15,438 2,430

55 29 20 1 18,095 10,736 2,423 19,228 12,495 2,167

27 24 1 9,635 5,933 2,168 5,150 2,889 1,611

8 16 13 1 6,165 2,771 2,130 2,423 1,080 1,058

22 8 2,881,443 900,347

Table 1  炭鉱数，生産量，従業者数の推移

50 S60 7 H12 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23

1975 1985 1995 2000 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011

4,803 1,848 - - - - - - - - -

6,197 7,943 2,848 2,149 1,249 1,351 1,280 1,290 1,206 1,145 1,195

11,000 9,791 2,848 2,149 1,249 1,351 1,280 1,290 1,206 1,145 1,195

4,462 2,140 - - - - - - - - -

7,597 6,664 3,474 825 - - - - - - -

9,265 3,988 - - - - - - - - -

18,597 16,455 6,322 2,974 1,249 1,351 1,280 1,290 1,206 1,145 1,195

1,000

1,290 1,206 1,145 1,195

3,135

9,332

- - - -

12,467 6,322 2,974 1,249 1,351 1,280

4,524 3,474 825 - - -

Table 2  近年の国内炭生産量の推移

Fig. 1  北海道の炭田・含炭地分布図
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を図1に示した⑸。北海道の炭田をみると，大きく二つ
に区分される。一つは，日高山脈から天北山地に至る北
海道の背骨にあたる地域の西側で，もう一つは，釧路炭
田と十勝炭田を含む道東である。現在稼行中の露天採掘
炭鉱は全て，前者の石狩炭田と留萌炭田にあり，坑内採
掘炭鉱は，釧路炭田にある。
　図2に，北海道付近の構造発達史を示した⑹。これに
よると，上述の北海道中央部西側の炭田群と，道東の炭
田では，地質的に，また，生成過程においても異なって
いることが窺われる。このことは，前者が断層・褶曲が
卓越して急傾斜炭層が多く，また，かつて稼行していた
坑内採掘炭鉱が高い地圧と坑道変形，ガス湧出の多さに
悩まされたのと対照的に，道東の坑内採掘炭鉱では，比
較的安定した地質条件であることの相違に結びついてい

ると考えることができる。
　昭和25年から昭和30年までの6ヵ年間にわたり，通商
産業省石炭局が「全国埋蔵炭量炭質統計調査」を行って
いるが，その結果の概要を表3，表4に示した⑺。これ
によれば，北海道全体の当時の理論可採埋蔵炭量は，約
100億トン，釧路炭田でも約20億トンが賦存しているこ
とになる。また，炭質別にみると，北海道中央部の石狩
炭田や留萌炭田では，瀝青炭で強粘結・粘結炭を示す，
ランクBやCの原料炭が賦存しているが，釧路炭田では，
亜瀝青炭で弱粘結・非粘結炭を示すランクDやEの一般
炭が多いことが判る。このことも，生成条件・生成過程
の相違を示す指標と考えられる。後述するが，釧路炭鉱
が電力用一般炭として高品質であったことや，地質条件
が安定し，緩傾斜で機械化に適していたことが，坑内採
掘炭鉱として生き残った大きな要素と考えられる。
　なお，NPO法人地下資源イノベーションネットワー
クが平成20年に実施した「石炭ガス化ポテンシャル調査
に係わる石炭埋蔵調査報告書」によれば，釧路沖に新た
に，約28億トンの埋蔵量があるとしている⑻。

3．釧路炭鉱
　釧路炭鉱は，鉱山名であり，所有する法人は，釧路
コールマイン株式会社（以降釧路コールマイン）である。
　釧路コールマインは，80有余年の歴史と伝統を誇った
太平洋炭礦株式会社（以降太平洋炭鉱）の閉山を受け，
「ヤマの灯を消すな」，「地域の雇用と経済を守ろう」と
の地元経済界のご支援と北海道，釧路市等地元自治体の
ご理解・ご協力のもと，平成13年12月に設立された。当
初は，資本金5,000万円で設立し，以後地元経済界の再
度のご支援のもと，増資により株主53社，資本金9,960
万円の市民炭鉱としてスタートした。操業に当たっては，
太平洋炭鉱から鉱区と採掘機械の一部を譲り受け，現在
海面下約300メートル以浅を採掘対象として稼動してい
る。
　釧路コールマインは，
①　石炭事業
②　研修事業をメインとした国際交流事業
③　環境関連新規事業の創造
を3本柱として事業展開している。これ以降，新たに設
立した後12年を経過した，現存する我が国唯一の坑内採
掘炭鉱である，釧路コールマインの主要3事業について
の経過と現状，ならび将来を見据えた新たな展開につい
て報告する⑼。

3.1　石炭事業
　釧路コールマインの採掘区域は，太平洋炭鉱時代の基
幹坑道の下や昭和30年代には技術的・経済的に採掘不可
能であった地域等，海面下約300m以浅を対象とし，平
成14年4月から採炭業務を開始した。対象とする炭層
は，釧路市から太平洋の沖合に向かって5度～6度の傾

Fig. 2  北海道付近の構造発達史
［Kimura 1994 を改変］ （a）6,500万年前，（b）2,500万年前，（c）現在

30
63

(A) (B) (C
6,487,194 6,390,042 389,033
2,027,829 1,967,533 86,570

596,810 594,564 19,120
1,009,137 1,004,296 7,657

111,242 110,789 1,828
10,232,212 10,067,224 504,209

30 4 1

 

282,471936,5711B
B2 3,239,407 3,205,828

129,912,2466,162,2 C
749,226495,836 D
460,761098,171 E

6,487,194 6,390,042
803,631163,731 C
430,987280,938 D
191,240,1683,150,1 E

2,027,829 1,967,533
B2 C D E 596,810 594,564
F1 F2 1,009,137 1,004,296
B1 F1 111,242 110,789
B1 F2 10,232,212 10,067,224
A1 F2 21,183,801 20,245,786  

Table 3  北海道における埋蔵炭量一覧表（単位：千トン）

Table 4  北海道における炭田別・炭質別埋蔵単量（単位：千トン）
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斜で賦存する海底下の新生代古第三紀の春採夾炭層であ
り，そのうちの5番層（本層）と6番層（下層）として
いる。図3に，釧路コールマインの坑内概況図を示した。
図中細線で示した坑道は，採炭準備を進めていた平成14
年1月末頃の主たる坑道であり，太線で示した坑道は，
平成25年3月末の様子である。太平洋炭鉱時代は，東西
8km，南北11kmで，東京山手線内側，または，国立公
園である釧路湿原と同程度の広大な区域を採掘対象とし
ており，維持坑道長も二百数十kmに達していた。基幹
坑道は岩盤坑道で，二・三百m毎に前線基地となる水平
坑道を設けて深部へ向かい，閉山間際では海面下800m
レベルでの採炭を行っていた。釧路コールマインになっ
てからは，主として坑口から繋がる斜坑より，沿層坑道
（石炭層内坑道）で展開し，採掘している。

　炭質は亜瀝青炭の純一般炭であり，製品の平均カロ
リーは約6,100kcal/kg，硫黄分は0.2 ～ 0.3%と少なく，
古くから低公害炭として利用されてきた。平成14年度か
ら平成18年度の出炭量は，製品炭として年間約70万トン，
平成19年度からの出炭量は，製品炭として年間約50万ト
ンとなり，暖房炭，電力用炭のほか，製紙工場や製糖工
場等へも出荷している。
　生産と保安は炭鉱経営の両輪であり，生産技術・保安
技術・経営管理技術すべてを総合技術として統合して運
営している。つまり，採炭・掘進・仕繰り・機械・電
気・通気・選炭・保安生産監視制御・計画，そして労
務・経理・経営管理等すべてが有機的に連動している。
釧路コールマインは，80余年の技術的蓄積を持っていた
太平洋炭鉱の総合技術を継承し，さらに独自の技術を付
加して，世界標準でなおかつ最先端の炭鉱経営技術を有
していると自負している。以下にその技術の一端を紹介
する。

3.1.1　生産技術
　「採炭」は，太平洋炭鉱が昭和40年代に自走枠（シー

ルド枠）とドラムシアラーを組み合わせて開発し，以降
世界標準となった長壁式機械化採炭方式（当社ではSD
採炭システムと呼ぶ）を採用している。まず，最初に
約100 ～ 200mの間隔で，2.5 ～3mの高さの炭層内に平
行に長さ約数百m～2kmにわたる2本の坑道を掘削し，
更にその両端を結ぶ切羽面となる坑道を掘削する。ここ
に自走枠とドラムシアラーを設置し，囲われた炭層全て
を採掘する。
　図4に，SD採炭方式の切羽写真を示した。
　一方，「掘進」では，坑道切羽面を掘削しながら，石
炭・岩石をコンベヤで積み込み・排出できるコンティ
ニアスマイナーを世界に先駆けて導入し，運搬機である
シャトルカーと組み合わせた方式を採用している。これ
も現在世界標準技術である。支保は，鋼枠・ロックボル
ト・ケーブルボルト等を組み合わせて使用し，坑道変形
等を計測しつつ行っている。図5に掘進機の写真を示す。
　原炭は，すべて地下トンネルのベルトコンベヤで運搬
され，一貫した生産監視・制御システムのもと，坑口よ
り数km離れた選炭工場へ送られる。

3.1.2　保安技術
　幾多の困難を乗り越え開発された日本の保安技術が，
釧路コールマインの保安技術として結実している。

Fig. 3  釧路コールマインの坑内概況図

Fig. 4  SD採炭切羽

Fig. 5  掘進機
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　当社の総合保安管理システムは，世界でも最先端の，
地図情報とセンサー情報をリンクした方式として開発
した。測量員が測定・作成した正確なCADによる坑内
外地図をベースに，坑内外に1,000点規模配置したセン
サーを光ファイバー通信網や伝送機器等を駆使して，リ
アルタイムで常時監視するコンピューターシステムであ
る。センサーはメタン・一酸化炭素・臭い・煙・温度・
風速・圧力・流量等のほか，電流値や各種機器の運転・
停止等，多岐に及んでいる。また，同システムは，北海
道電力から供給された66千ボルト特別高圧電源を坑外変
電所で受け，坑内外各所の変電室を経由して各現場へ供
給される各種電源を，一括してコントロールする電力監
視・制御システムや，生産監視・制御システムと連携し
て運用されている。これらは24時間体制で指令室が統括
している。図6に指令室の写真を示した。
　また，ガス抜き・水抜き等に対応した各種ボーリング
技術を有し，坑内での1,000m規模の清水2重管式長孔
ボーリングや指向性ボーリングでは世界トップクラスの
技術を持っている。さらに，自然発火や坑内火災予防の
ため，坑内ガスの分析機器一式を所内に完備している。

3.2　国際交流事業
　海外炭の安定供給確保を目標に，中国，ベトナム，イ
ンドネシア等のアジア産炭国の炭鉱に対し，我が国の優
れた坑内掘り炭鉱技術の移転を進めるため，平成14年度
から平成18年度まで，国の施策に基づき，新エネルギー
産業技術総合開発機構（以降NEDO）によって，「炭鉱
技術海外移転事業」が実施された。また，上記事業を発
展的に継続するとして，平成19年度から平成23年度まで，
「産炭国石炭産業高度化事業」が実施された。
　平成24年度からは，石油天然ガス・金属鉱物資源機構
（以降JOGMEC）によって，「産炭国石炭採掘・保安技
術高度化事業」がスタートした。
　ここでは，「国内受入研修」と「海外派遣研修」につ
いて，釧路コールマイン分の概要と実績を記す。

3.2.1　国内受入研修事業
　受入研修事業は，現在，中国・ベトナムの2カ国の炭
鉱技術者を対象とし，石炭エネルギーセンター（以降
JCOAL）と，釧路コールマインが委託を受け実施して
いる。釧路コールマインでは，6週間～ 12週間の期間
で，中国，ベトナムから研修生を受け入れる。研修内容
は，相手国のニーズに合わせ，中国は，炭鉱管理者向け
コース，保安管理者向けコースを，ベトナムは，炭鉱管
理者向けコース，炭鉱技術者向けコースを用意し，研修
指導員が通訳を介して講義・指導を行う。それぞれ，坑
内外での実技研修や座学を織り交ぜカリキュラムを組ん
でいる。図7に救護隊研修，図8に坑内採炭研修を示し
た。

　表5に，「炭鉱技術海外移転事業」における釧路コー
ルマインでの受入実績を，表6には，「産炭国石炭産業
高度化事業」の実績を示した。
　平成24年度からスタートした「産炭国石炭採掘・保安
技術高度化事業」では，平成24年度に，ベトナムから
143人を，平成25年度は，ベトナムから83人，中国から
58人の研修生を受け入れた。

Fig. 6  指令室

Fig. 7  救護隊研修

Fig. 8  坑内採炭研修
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　また，釧路市では，研修生と地域住民との文化交流等
を推進するため，市民交流事業推進会議を主催し，交流
プログラムを策定，年10数回の交流事業を行っている。

3.2.2　海外派遣研修事業
　派遣研修は，現在，中国・ベトナムを対象に，実施し
ている。中国では，座学セミナー方式を中心とし，ベト
ナムでは，坑内外現場にて実務を直接指導している。表
7に，「炭鉱技術海外移転事業」における釧路コールマイ
ンでの海外派遣実績を，表8には，「産炭国石炭産業高
度化事業」における実績を示した。平成24年度からス
タートした「産炭国石炭採掘・保安技術高度化事業」で
は，平成24年度に，ベトナムへ延べ429人を，平成25年
度は，ベトナムへ延べ492人，中国へ延べ15人を派遣し
た。

4．新規事業
　新規事業は，釧路コールマイン設立当時からチャレン
ジしてきた。事業内容としては，石炭関連事業と，環境
リサイクル事業に大別される。

　石炭関連事業は，海外炭輸入販売と，防爆機器に代表
される炭鉱用各種機器の開発・製造・販売等である。当
初，釧路コールマインで行ってきたこれらの事業は，平
成19年5月に，釧路コールマインの100%出資で設立し
た，KCMエンジニアリング株式会社に受け継がれてい
る。炭鉱用機器開発は，主としてアジア産炭国向けに，
釧路コールマインで実績のある，バーコードリーダー活
用の入昇坑管理システム，固定式及び携帯型光干渉式メ
タンセンサー・検知器，坑内誘導無線システム，集中監
視システム等である。この中で，入昇坑管理システムは，
高温・多湿なベトナムの炭鉱に適合するよう開発し，現
在設置・稼働中である。図9に，ベトナム坑内採掘炭鉱
の坑口に設置した様子と，監視状況を示した。また，集
中監視システムについても，Mao Khe（マオケー）炭
鉱に1号機を販売・出荷し，現在稼働中である。図10に
設置状況を示した。

　一方，環境リサイクル事業は，釧路市から受託した粗
大ごみ処理センターの運営管理とごみ収集車5台による
収集運搬業務を皮切りに，釧路広域連合の一般廃棄物焼
却炉を運転管理している釧路エコクリエイション株式会
社に約30名の技術者等を派遣し，3交代で実運転を行っ
ている。また，使用済み自動車のリサイクルを行う釧路
オートリサイクル株式会社は，釧路市内の自動車ディー
ラー 18社の他，自動車関連事業者との共同出資で，平
成16年5月設立した。図11に釧路オートリサイクルの解
体工場を示した。その他，釧路市が主体となり設立した

Table 6  産炭国石炭産業高度化事業実績

Table 7  炭鉱技術海外移転事業実績

Table 8  産炭国石炭産業高度化事業実績

Fig. 9  入昇坑システム

Fig. 10  Mao Khe炭鉱の集中監視システム

Table 5  炭鉱技術海外移転事業実績
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釧路B･D･F研究会に参画し，廃食用油からバイオディー
ゼル燃料を製造する試験事業（1.5万リットル/年製造）
や，LED照明機器事業への参画等，多方面へのチャレ
ンジを行っている。これらの事業は，平成20年9月に釧
路コールマインの100%出資で設立した，株式会社KCM
コーポレーションに受け継がれている。

5．今後の新たな展開
　釧路コールマインでは，将来に向け，釧路コールマイ
ンおよび釧路管内に有するエネルギー資源，人的資源，
既存事業・技術等を総合的に組み合わせて，更に発展さ
せ，環境を最重視した資源・エネルギー供給基地を誘
致・建設し，かつこれらの施設・設備をもって，国内・
海外を対象とした上流から下流に至る総合技術・教育・
環境・観光等に関する研修センターを開設する「釧路資
源エネルギー・エコパーク」構想を練っている。図12に

構想図を示す。図中，実線で囲まれた事業が現在実施中
のものであり，破線で囲まれた部分が構想中のものであ
る。最近特に注力しているのは，コールベッドメタン
（CBM），コールマインメタン（CMM）と，炭層下位の
白亜紀層に賦存すると思われる非在来型メタン等を有効利
用し，発電に結びつける研究開発で，一部経済産業省の
補助金にて長孔ボーリングによる実証事業を行っている。

6．おわりに
　釧路コールマインの主要3事業は，国，北海道，釧
路市をはじめ，JOGMEC，NEDO，JCOAL，そして地
域の多くの方々のご理解・ご協力を頂いて実施してきた。
関係者にこの紙面を借りて深く御礼申し上げます。
　釧路コールマインは，今後も安全を最優先に，技術の
研鑽に励み，コストダウンを行いながら活力あふれる炭
鉱として活動していく所存である。

7．参考文献
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（1997），p128．

⑷　石炭エネルギーセンターホームページ．
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Fig.11  釧路オートリサイクルの解体工場

Fig.12  釧路資源エネルギー・エコパーク構想図
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1．はじめに
　日本の火力電源は，昭和30年代に将来の需要増加に対
応するために導入が始まり，技術の進歩に伴って大規模
化してきた。
　燃料としては，当初，石油が中心であったが，昭和48
年，54年に2回の石油危機が発生し，石油価格の高騰と
石油確保が不安定になったことにより，代替エネルギー
の開発・導入促進による脱石油化が進められ，原子力や
LNGなどの導入が進み，エネルギーの多様化が図られ
てきた。
　しかし，現状では，東日本大震災による福島第一原子
力発電所の事故に伴う，国による原子力政策の見直しに
より国内の原子力発電所が停止している中，緊急設置電
源の新設や既設火力発電所の高稼働，増出力運用などに
より，火力発電にて原子力発電の不足分を補っている状
況である。
　また，既設火力発電所の経年化が進んでいることから，
新たな火力電源の開発が計画されており，経済的に優位
性がある石炭火力の新規開発が注目されている。
　そこで，石炭火力の一般的な特徴や当社にて保有して
いる石炭火力の概要について説明するとともに，東日本
大震災による被害状況と復旧，さらには震災以降での電
力安定供給に向けた取組みについて石炭火力を中心とし
て紹介する。
　
2．石炭火力の特徴
2.1　石炭の性状と特徴
　火力電源は，燃料種別による調達の安定性や経済性，
環境特性等を踏まえ，最適な電源構成を目指し開発が行
われてきた。
　火力電源の燃料としては，石油，石炭，LNGなどが
使用されているが，それぞれにメリット・デメリットが
あり，石炭については，以下のような特徴がある。
　石炭は，確認可採埋蔵量が豊富であり，他の燃料と比
較しても可採年数が長く，北米，欧州，ロシア，アジア，

アフリカ，オセアニアなど世界に幅広く分布しているた
め，中東湾岸地域に偏在している石油とは異なり，エネ
ルギーセキュリティー上，優位性のある燃料であり，価
格も石油やLNGと比較して，低価格で安定していると
いう特長がある。
　一方，石炭は，石油やLNGに比べ，炭素の含有量が
多いため，発電過程でのCO2発生量が多く，また，SOx，
NOxおよび灰の発生量も多いことから，環境に与える
負荷が大きい燃料でもある。
　
2.2　石炭火力発電設備の特徴
　石炭火力は，燃料の安定供給や経済性に優れているた
め，近年では，スケールメリットを活かした60 ～ 100万
kW級の大型火力が主流であり，ベース電源として運用
されているが，CO2の排出量が多いことから，地球温暖
化対策のために，蒸気条件を向上させることで高効率化
が図られてきている。
　また，石炭火力は，石炭の特性から付帯設備の設置な
どで他燃料を使用する火力設備とは異なる特徴があり，
その主なものは以下のとおりである。

2.2.1　揚運炭設備
　石炭は固体であるため，石炭船から荷揚げするための
揚炭機，石炭を運搬するベルトコンベヤ，さらに石炭貯蔵
のための広大な貯炭場等の揚運炭設備が設置されている。
　また，石炭は炭種ごとに性状が大きく異なり燃焼性な
どに違いが生じるため，全ての炭種をボイラにて単独で
燃焼できるわけではなく，複数の炭種を混合して燃焼す
る場合があることから，混炭する設備も必要となる。
　
2.2.2　ボイラ・燃焼設備
　石炭火力のほとんどは，微粉炭燃焼方式を採用してお
り，石炭を微粉炭機で50 ～ 100μm程度に粉砕・乾燥し，
ボイラ内に吹込み燃焼させる方式で，着火時間および燃
焼時間が短縮され，重油やガス焚きに近いバーナーで燃
焼できるのが特長である。
　また，石炭は，重油やガスと比較して，重量あたりの
発熱量が低く燃焼性が劣り，灰による伝熱面の摩耗を防

石炭火力の運用と震災
古沢　昌二＊1

原稿受付　2014年5月14日
＊1　東北電力㈱　火力原子力本部　火力部
　　　〒980-8550　仙台市青葉区本町1-7-1

特集：石炭火力発電

FURUSAWA Shoji

キーワード：安定供給，石炭，火力発電所，経済性，環境
　　　　　　Stable supply，Coal，Thermal power plant，Economy，Environment
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止するためにガス流速を低くしなければならないことな
どから，ボイラの容積を大きくしなければならない。
　さらに，ボイラ内で溶融した石炭灰が伝熱面に付着・
体積するスラッギングおよびファウリングに対して，火
炉内温度を低く設計したり，伝熱面での灰閉塞防止のた
めにチューブ間ピッチを広くするなどの対策がとられて
いる。
　その他，石炭は，各炭種の性状の違いにより燃焼性や
排ガス特性等が異なるため，炭種ごとに緻密な制御を行
うことで燃焼安定性を確保しなければならず，高度な制
御技術が必要となる。
　よって，多種の石炭に対する燃焼安定性を確保するた
め，ボイラ各部の熱吸収量の割合を検出し，ボイラ各操
作端のパラメーターを最適化する制御方式がとられ，性
状の異なるより多くの炭種に対応可能なよう考慮されて
いる。
　
2.2.3　環境保全設備
　石炭は，他の燃料と比較して，硫黄，窒素，灰等の環
境負荷に影響を与える物質を多く含有しており，環境保
全設備の設置が必要である。
　石炭の燃焼によって発生する排ガス中には，SOx，
NOxおよびばいじん等が含まれ，これらを除去するた
めに以下の対策が取られている（図1参照）。
　SOx対策としては，排煙脱硫装置を設置して排ガス中
のSOxを除去しており，副生品として生成される石膏は，
建設資材（石膏ボード）等として有効利用している。
　NOx対策としては，低NOxバーナー，二段燃焼およ
び排ガス混合方式などを採用することでNOxの発生を
抑制するとともに，排煙脱硝装置を設置し排ガス中の
NOxを除去している。
　また，ばいじん対策としては，電気集じん装置および
排煙脱硫装置の除じん効果により排出量の低減を図って
おり，ボイラや電気集じん装置から回収した石炭灰は，
極力セメント原料等として有効利用を図るよう努めてい
る。
　その他，貯炭場周囲に防風フェンスを設置し，必要に
応じて散水を行うほか，ベルトコンベヤ等の揚運炭設備
には防じんカバーを設置するなど，石炭粉じんの飛散防
止を図っている。

3．当社の石炭火力発電設備
　当社は，図2に示すように火力発電所（離島を除く）
を8地点23ユニット保有しているが，このうち能代火力
発電所と原町火力発電所の2地点の4ユニットが石炭火
力である。
　また，当社火力発電の総出力は1,175万kWであり，こ
のうち27％の320万kWを石炭火力が担っている。
　そこで，当社の石炭火力である能代火力発電所と原町
火力発電所についての設備概要等を紹介する。
　

3.1　能代火力発電所
3.1.1　設備概要
　能代火力発電所（図3）は，東北北部の電力系統強化
のため，秋田県の公有水面埋立造成地に脱石油化を指向
した海外炭を主燃料とする発電所として計画された。
　1号機は，昭和60年10月に建設工事が着工し，一時，
電力需要の伸び低迷により工事がスローダウンした時期
もあったが，平成5年5月に営業運転を開始した。
　2号機は，平成3年10月に建設工事が着工し，日本海
特有の冬場の厳しい気象条件を克服しながら工期短縮を
図り，平成6年12月に営業運転を開始し，1・2号機合
わせて総出力120万kWの大型石炭火力が誕生した。

　1・2号機とも，変圧運転方式で，負荷変化率18MW/
min，最低負荷210MWと石炭火力としては運用特
性の優れたプラントであり，蒸気条件は，1号機が
538/566℃（主蒸気/再熱蒸気），2号機は，当時当社初
の566/593℃（主蒸気/再熱蒸気）の蒸気条件を採用した。
　主要設備の主な仕様は表1のとおり。Fig. 1  排煙処理装置の構成例

Fig. 2  当社管内の火力発電設備（平成26年4月現在）

Fig. 3  能代火力発電所　全景
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3.1.2　環境保全対策
　能代火力発電所は，計画時点から環境対策に万全を期
すよう配慮されており，発電所の山側の海岸砂防林は，
「風の松原」と呼ばれ，能代市の名所のひとつであるが，
発電所設備の色彩はこの景観を損なうことなく，周辺環
境と調和するように配慮されている。
　設備的には，1・2号機とも電気集じん装置，排煙脱
硫装置，総合排水処理装置などを設置し，環境負荷の低
減を図っており，NOx対策としては，二段燃焼・排ガ
ス混合・低NOxバーナーを採用したほか，2号機には
排煙脱硝装置も設置している。
　粉じん対策では，貯炭場の一辺を屋内貯炭場とし，屋
外貯炭場の残り三辺をしゃ風フェンスで囲むとともに，
揚送炭のベルトコンベヤには防じんカバーを設置してい
る。
　また，ボイラおよび電気集じん装置から回収した石炭
灰は，秋田県が発電所に隣接して設置した能代港産業廃
棄物最終処分場に埋立て処分するとともに，一部はセメ
ント混和材として活用している。
　
3.1.3　地域対応
　能代火力発電所は，本格的な地域共生型発電所，石炭
火力のPR拠点として位置付けられ，地域の方や訪れた
方が憩いや楽しみを感じながらエネルギー問題と石炭火
力の仕組み等を理解してもらえるようPR施設としてエ

ナジアムパーク（図4）を設置している。この施設には
憩いの場としての付加価値を高めるために熱帯植物園や
冒険広場などの施設も設置しており，開館してから20年
が経過しているが，現在では地域の方々に親しまれ，年
間約8万人の方が来訪し，開館からこれまで200万人以
上の方が来館している。

3.2　原町火力発電所
3.2.1　設備概要
　原町火力発電所（図5）は，当初1号機は出力100万
kW，運転開始が昭和61年3月，使用燃料は重・原油お
よびナフサを含む軽質油で計画され，2号機は出力100
万kW，運転開始が昭和63年12月，使用燃料は重・原油
とLPG混焼で計画された。
　その後，脱石油化の推進や電力需給情勢に対応するた
め，計画を変更した上で，平成2年3月に港湾土木工事
が着工し，1号機は平成5年2月に着工，2号機は平成
6年2月に着工して，ほぼ同時並行的に1・2号機の建
設工事が進められた。
　1号機は，平成9年7月に当社最大規模の単機出力
100万kWの石炭火力として営業運転を開始し，続いて，
2号機は，平成10年7月に営業運転を開始して，1・2
号機合わせて総出力200万kWの大容量石炭火力が誕生
した。　

　タービンの蒸気条件は，1号機が566/593℃（主蒸気/
再熱蒸気）であり，2号機は，当時国内最高の600/600℃
（主蒸気/再熱蒸気）を採用し，従来の在来型火力に比べ
て蒸気条件を高温・高圧化することにより熱効率の向上
を図った。このため，タービン材質に高温強度に優れた
高クロム系合金を使用するなど，新技術を駆使して建設
された発電所である。
　主要設備の主な仕様は表2のとおり。

3.2.2　環境保全対策
　環境保全対策としては，能代火力発電所と同様に，電
気集じん装置，排煙脱硫装置，排煙脱硝装置のほか，貯
炭場周囲へのしゃ風フェンスの設置などの対策を行い，

Table 1  能代火力発電所　主要設備概要

Fig. 4  能代火力発電所　エナジアムパーク

Fig. 5  原町火力発電所　全景
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周辺環境への影響を最大限抑制するよう配慮されている。
　これらの環境保全設備においても，排煙脱硫装置にお
ける冷却塔（除塵塔）を省略した「吸収塔の一塔化」シ
ステム（スート混合型）の採用や給・排水処理装置にお
いて事業用として初めて高分子膜処理システムを採用す
るなど，新技術を取り入れている。
　その他，石炭灰は，主にセメント粘土代替材やセメン
ト混和材として有効利用の拡大を図っているが，残りは
自前の石炭灰埋立場にて埋立処分している。
　
3.2.3　地域対応
　原町火力発電所では，地域の方に親しまれる憩いの場
の施設として，構内の一角に設置した環境施設「オー
シャンフィールド」および南防波堤を利用した「海釣り
公園」を設置し，多くの方々に利用され，国内外から多
数の方が発電施設の見学に訪れていた。しかし，これら
の施設は，平成23年3月の東日本大震災における津波に
より，壊滅的被害を受け，復旧が困難な状況となってい
るが，震災復旧後は，見学者の受入を行い，多くの方が
発電施設の見学に訪れている。
　
4．東日本大震災による原町火力発電所の被災と復旧
4.1　東日本大震災当時の火力発電所運転状況
　平成23年3月11日14時46分に発生した三陸沖を震源と
するM9.0の地震により，当社火力発電設備は甚大な被
害を受けた。
　東日本大震災の当日，当社火力発電設備（地熱発電設
備含む）は20台が運転中であったが，地震発生直後に12
台が停止し，火力・地熱発電所総出力（設備容量）で
492.6万kW（当社火力・地熱発電所総出力の約55％）が
減少した。
　日本海側の火力発電所および地熱発電所は，系統側に
起因する停止（周波数変動）であったため，停止した8
台全てが3日以内に運転を再開したが，太平洋沿岸に立
地する4火力発電所（八戸，仙台，新仙台，原町火力発
電所）は，運転中の4ユニット全てが停止するとともに，
仙台，新仙台，原町火力発電所については，津波により
1階面の機器が浸水するなどの大きな設備被害を受けた。

　八戸火力3号機は，浸水被害があったものの震災から
10日後に運転を再開したが，その他の3火力発電所（仙
台，新仙台，原町火力発電所）については，津波による
被害が大きく復旧に時間を要する状況であった。
　その中でも，原町火力発電所は，最も甚大な被害を受
け，復旧には多大なる時間と労力を要した。
　
4.2　原町火力発電所の被害状況
　原町火力発電所は，当時，1号機が運転中で2号機は
ボイラ点検のため停止中であった。運転中であった1号
機は地震発生直後は運転を継続しており，大津波警報が
発令されたことを受け，復水器の循環水量減少に備える
ため出力を降下させた。しかし，発電所に津波が到達し，

Table 2  原町火力発電所　主要設備概要

Fig. 6  原町火力発電所の地盤高および津波高

Fig. 7  原町火力発電所の被害状況
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構内に浸水する状況となったことから手動操作により停
止した。
　原町火力発電所には，高さ約13m（グランドレベルよ
り）の津波が襲来し，事務所本館とグランドレベルに設
置されたほとんどの設備は，回復が不可能なほど大きな
被害を受けた。港に設置してあった4台ある揚炭機は3
台が全壊し1台が損壊，タンク類も13mもの津波により
大きな浮力を受け，流され押しつぶされた。また，屋外
設置の電動機や電気盤の他，発電所本館内設置の各設備
も冠水に加え，大型漂流物の激突で再利用困難な状態と
なった（図6，7参照）。

4.3　原町火力発電所の復旧
　最も甚大な被害を受けた原町火力発電所の復旧にあっ
たっては，早期復旧と当面の支出を抑えるための投資額
の低減の両立を目指し検討を行った。
　巨大津波により著しい損傷を受けた状況を目の当たり
にした直後は，誰もが「復旧は無理だ」と感じていた
が，「できない理由ではなく，どうすればできるかを考
えよう」をスローガンに，やるべきことの優先順位を明
確化して「一日でも早い復旧」を目指し，発電所員のほ
か，協力工事会社も含め復旧に携わる全ての人が一丸と
なって復旧作業に取組んだ。復旧には，多大な労力と時
間を要し，平成24年夏季の工事最盛期には，最大で680
社，4,600人体制を確保して工事が進められた。
　昼夜2交代作業や大物機器搬入用の開口部を追加設置
して機器搬入の効率化を図ったほか，仮設備の活用での
試運転前倒しなど，工事進捗状況を綿密に管理・調整し
早期復旧に向けて取組んだ。
　この結果，当初予定していた時期を前倒しして，2号
機が平成25年3月29日，1号機が平成25年4月26日に営
業運転を再開することができた（図8～ 10参照）。
　また，投資額の低減施策としては，揚炭機の台数低減，
重油タンク，軽油タンクを軽油に一本化，石膏船積設備
にてコンベヤからトラック輸送に変更等を行った。この
中でも，津波により甚大な被害を受けた燃料（重油，軽
油）タンクについては，設備効率化とともに設置場所を
高台に移すなどの津波対策も考慮した。
　その他，津波対策としてサービスビルの執務室を3階
から5階へ変更したほか，タービン本館2階のメタクラ

室周囲に防水壁の設置やサービスビル屋上に災害対策本
部室用の非常用発電機を設置するなどの対策を実施した。

5．震災以降の石炭火力の運用および取組状況
　東日本大震災により，当社火力発電設備は甚大な被害
を受けるとともに，原子力発電所も停止したため，需要
ピーク時における供給力確保が喫緊の課題であった。
　このため，早期に供給力を確保する必要があり，工事
着工から1年以内に営業運転が開始できるようシンプル
サイクルガスタービン発電設備を採用しての緊急電源を
5基設置し，総出力約100万kWを確保した。
　また，既設火力発電所においては，震災前は低稼動で
あった油焚き火力や経年火力も含め，全てのプラントが
高稼働運転を行っており，需要ピーク時の追加供給力対
策として，保安上の管理値および公害防止協定値を超え
ない範囲，かつ安定運転が可能な範囲において，定格出
力を超えて運転する増出力運転を実施している。
　このような状況の中，石炭火力である能代火力は，経
済性に優れたユニットであることもあり，ベース電源と
して常に定格出力で運転を継続するとともに，需要ピーFig. 8  原町火力発電所　復旧工程（実績）

Fig. 9  原町火力発電所復旧状況
　（燃料タンク高台移設）

Fig.10  原町火力発電所復旧状況
　（揚炭機水切り）
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ク時には，増出力運転も行い，震災以降，1・2号機と
もに定期点検等で停止した期間を除き，ほぼ100％の利
用率で運転を継続している。
　また，原町火力については，震災により甚大な被害を
受けたが，当初の計画を前倒ししての復旧を果たし，復
旧後は，能代火力と同様にほぼ100％の利用率で高稼働
運転を行っている。
　このように，当社にとって石炭火力は，大型で経済性
にも優れたユニットであることから，電力の安定供給と
ともに経済的視点に関しても貴重な電源として位置付け
られ，トラブル等での計画外停止を極力回避して，安定
的な運転を行うことが求められている。
　特に，夏季・冬季の需要ピーク時における計画外での
停止は，非常に大きな影響を与えることとなるため，需
要ピーク前に停止期間を設けて，排ガス系統の清掃や主
要機器の各部点検等を行い，需要ピーク時期に備える運
用を行っている。
　さらに，石炭火力に限ったことではないが，ユニット
の安定運転に向けた取組みとして，運転データのグラフ
表示による傾向監視強化や重要設備のパトロール頻度増
加などで異常兆候の早期発見に努めている。特に，石炭
火力の場合は，設備数が多く，複雑で緻密な制御を行っ
ているため，監視すべきパラメータが多く，また，炭種
ごとに各パラメーターの値が変化するため，異常兆候を
早期に発見するためには，データの傾向監視のほか，ボ
イラ特性や制御方法等を理解し熟知していなければなら
ない。
　その他，経済性に優れている石炭火力やコンバインド
サイクルプラントについては，定期点検期間を短縮して
稼働率向上を図る取組みを行っている。ボイラに炉内足
場搬入用の大型マンホールを設置し作業効率化を図った
り，定期点検期間のクリチカルとなる大型工事を一つの
定期点検期間に集中させ，他年度の定期点検期間を短縮
するなどにより，極力ユニットの停止期間を短縮して稼
働率の向上を図っている。
　一方，石炭火力は，環境側面における課題があり，特
に地球規模での温暖化対策が求められていることから

CO2の排出抑制が大きな課題となっている。当社の石炭
火力においては，地球環境問題への取組みの一環として，
木質バイオマス燃料（木質チップ）の導入を進め，CO2
排出削減に努めている（図11参照）。
　能代火力では，平成24年度より木質バイオマス燃料の
混焼を開始し本運用に入っており，原町火力では，平成
27年4月からの木質バイオマス燃料導入に向け，土木工
事を開始している状況である。
　木質バイオマス燃料の導入によるCO2削減効果は，能
代火力の場合，木質バイオマス年間使用量3万tで試算
すると，約3万tの削減効果があり，原町火力の場合は，
木質バイオマス年間使用量を6万tで試算すると，約5
万tの削減効果が得られる。
　また，木質バイオマス燃料は，地元で伐採された原木
のうち，曲がりや細すぎるなどの理由で柱や板などの建
築用材に利用できない未利用材を活用することとしてお
り，地域における森林資源の有効活用が促進されるとと
もに，林地に残地される未利用材が減少するなどにより，
森林環境の保全も図られる。

　以上のように，石炭火力は，現状，電力の安定供給お
よび経済性の面で，非常に大きな役割を果たしており，
今後，CO2の排出量が多いなどの環境側面でのデメリッ
トを熱効率の更なる向上を目指した技術開発等により克
服することで，国内の電源としての重要性がさらに高
まっていくと考えられる。

Fig.11  バイオマス混焼設備（イメージ図）
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1．はじめに
　1970年代の2度に亘る石油危機の経験から，脱石油・
省エネルギーが国家的課題となっており，東北電力㈱に
おいても長期的な供給力の確保と電源の多様化が課題と
なっていた。
　東北電力㈱ではこれらの課題解決に向けガスタービン
コンバインドサイクル（以下GTCC）発電設備の高い運
用性と高効率に着目し研究開発を進め，1984年に事業用
大容量GTCC発電設備としては国内初となる東新潟火力
発電所3号系列の営業運転を開始した。
　当発電所3号系列は現在まで約30年に亘り高効率・高
稼働を維持した安定運転を継続し，2014年（平成26年）

2月，事業用大容量GTCC発電設備としては国内初とな
るガスタービン累積発電時間が20万時間に到達したこと
から，これまでの歩みについて紹介する。

2．発電所の概要
　東北電力㈱東新潟火力発電所は，新潟県北部の北蒲原
郡聖籠町・新潟東港工業地域に位置し，同社最大の火力
電源（総出力約520万kW）として，電力の安定供給の
一翼を担っている。（図1参照）
　当発電所3・4号系列にはGTCC発電設備が導入され
ており，3号系列は，国内初の事業用大容量GTCC発電
設備として1984年に営業運転を開始し，タービン入口ガ

東新潟火力発電所３－１号系列
ガスタービン累積発電時間20万時間到達について

～純国産大容量コンバインドサイクル発電設備の先駆け～

原稿受付　2014年5月23日
＊1　東北電力㈱　火力部　　　　　　　　　　　　〒980-8550　仙台市青葉区本町1-7-1　　　　　　　　　　　　　　　　
＊2　東北電力㈱　東新潟火力発電所　　　　　　　〒957-0101　北蒲原郡聖籠町東港1-1-155
＊3　三菱日立パワーシステムズ㈱高砂サービス部　〒676-8686　高砂市荒井町新浜2-1-1
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Fig. 1  東新潟火力発電所全景および設備概要
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ス温度（以下T1T）1,100℃級GT6台から構成される多
軸型GTCC発電設備である。（表1参照）
　4号系列は3号系列の開発・建設・保守等で培った
知見を活かし開発しており，1999年7月に4－1号系
列，2006年12月に4－2号系列が営業運転を開始した。
T1T1,500℃級GT×4台および蒸気タービン2台から構
成される多軸型GTCC発電設備である。

3．開発経緯と初期に経験したトラブル対応
　東北電力㈱ではGTCC発電設備の高い運用性と高効率
に着目し，三菱重工業㈱（現 三菱日立パワーシステム
ズ㈱）および三菱電機㈱殿との共同研究を行いGTCC発
電設備としての性能と信頼性を十分確保できることを確
認し建設に着手した。（図2参照）
　1980年代初めにはまだ国内に大容量GTCC発電設備の
導入実績がなくリスクがあったが，当時の東北電力㈱若

林社長は「日本では今迄は外国で前例のあるものを導入
してきたが，今度は日本人の手ではじめてのものをやり
たい。前例というものは誰かが作らねばならない。」と
の考えから導入を決断した。また，導入を決断した背景
には，電力会社としても国産技術の発展に寄与したいと
の経営トップの信念があった。
　3号系列の開発・導入に当たってその技術は対外的に
も高く評価され，1985年（昭和60年）には「日本産業技
術大賞・内閣総理大臣賞」を受賞した。
　また，初の純国産の大容量GTCC発電設備の開発成果
やその後の運転実績の蓄積は，GTCC発電設備の信頼性
を高め，その後の普及拡大に多大な影響を与えた。
　なお，当時社長の言葉はガスタービン累積発電時間
20万時間到達記念モニュメントにも記され，当発電所
ミュージアムに展示されている。（図3参照）

3.1　ガスタービンおよび燃焼器の開発について
3.1.1　MW－701D形ガスタービンの開発
　3号系列に採用されたMW－701D形ガスタービン
は，当時最新の高温技術を駆使して開発した50Hz機
（T1T1,154℃）であり，在来のガスタービンと比較し，
T1Tで約100℃，出力で約1.3倍の高性能化が図られた。
　MW－701D形は基本的には既存機MW－501B形を
ベースに60Hz機のMW－501Dで実証された最新の高温
技術導入により高性能化を図った。
　単機出力を増加させるため，燃焼ガス量を増大させ，
これにより増加した排気流出損失の軽減のため，第4段
動翼の長翼化が図られた。

3.1.2　乾式予混合型低NOx燃焼器の開発・実用化
　当時のGT燃焼器の主流は拡散燃焼方式で，NOx低減
のために，水または蒸気噴霧が用いられていたが，この
方式では熱効率が低下し大量の水が必要であるため，3
号系列では世界に先駆けて乾式予混合型低NOx燃焼器
の開発・実用化に成功した。（図4参照）
　なお，この予混合燃焼方式は低NOx対策とし現在で
もガスタービンに採用されている。　
　本燃焼器の開発は，ゼロからのスタートであったこと

Table 1  3号系列主要設備諸元

Fig. 2  製作工場でのMW-701Dガスタービン

Fig. 3  燃焼器とともに展示される記念モニュメント
　　　（当発電所ミュージアムにて）
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から，予混合燃焼の安定燃焼範囲が狭いという特性に対
し，以下対策を採用した。
　① 燃焼安定のためにパイロットバーナの設置
　② 燃空比調節のために空気バイパス弁の設置
　試作燃焼器による燃焼試験では予混合ノズルのフラッ
シュバックによる焼損発生等のトラブルの連続であった
が，試行錯誤を繰返し最適なノズル形状を開発した。ま
た，試運転においても着火失敗や燃焼振動による燃焼器
サポート不具合等開発・試作段階では掴めなかったトラ
ブルも発生した。しかし，設計・試作・実用化など各段
階における様々な課題に対し，徹底的に悩み抜いて根本
的な解決策を見出したことで，本燃焼器の開発・実用化
が成された。

3.2　運転開始後初期段階に経験したトラブル
　当時の最新技術を満載した3号系列は，技術的に未知
の領域への挑戦であり初期段階では様々なトラブルを経
験したが，東北電力㈱と三菱重工業㈱両社の役割を把握
し，各々の専門的知見を反映し迅速に解決した。

3.21　タービン動翼の高温酸化
　タービン動翼は，高温の燃焼ガスに曝されるだけでな
く，ローターと共に回転するため強い遠心力を受けるこ
とから耐熱強度の高いU-720材を使用し，さらに翼内部
を空気で冷却する空気冷却構造を採用した。
　しかし，運転開始後のタービン動翼点検において翼表
面に亀甲状の欠陥が認められた。これは，メタル温度が
高く，翼材料内の粒界強化成分が酸化し消失したことが
原因であった。これに対しては，翼冷却強化や翼表面へ
のコーティング施工，かつ翼材料も高温長時間組織・強
度安定性に優れたU-520に変更するなどの対策をするこ
とで解消を図り，運転実績を積み上げている。（図5参
照）

3.2.2　燃焼器内部のTBC剥離と損傷
　3号系列の燃焼器には，燃焼器内部表面に遮熱コー
ティング（Thermal Barrier Coating：以下TBC）を施工
しており，運転開始初期の点検において，パイロット内
筒のTBC剥離および，この影響による損傷が認められた。
　この発生要因を調査するため，材料組織検査を行った
結果，TBCアンダーコーティング層の内部酸化による

剥離であるとの結論を得たことから，冷却空気孔径の拡
大，冷却空気孔追設およびTBCアンダーコートの材質
を変更する等の対策を行った。この結果，TBC剥離の
抑制に伴うメタル温度の低減により，燃焼器の損傷防止
および延命化が成された。
　本燃焼器ではその他トラブル事例から冷却空気配分の
適正化，尾筒へのTBC施工など細部に亘って改良が加
えられ燃焼器の信頼性が一層高まった。（図6参照）

3.2.3　燃焼振動によるタービン動翼の不具合
　タービン動翼の不具合が認められたことから，原因を
調査した結果，燃焼器の燃焼振動との相関があることが
判明した。燃焼振動とは燃焼に伴う発熱量の変動（発熱
量の時間変化）と燃焼器音響特性の相互作用により生じ
る自励的な気柱振動である。当時はまだ，燃焼振動の存
在が正確には知られておらず，このトラブル経験によ
り燃焼振動の怖さを知ることとなった。この動翼は低周
波圧力変動により翼が共振し不具合が発生したことが分
かっており，対策とし燃焼調整による低周波振動の低減
と翼の固有振動数を変えることで不具合を解消した。
　当時，燃焼振動は一部（18本中2本）の燃焼器の仮設
検出器で計測していたが，実機の燃焼振動データと検出
器の相関をとることで，燃焼振動を連続して検出できる
位置変更を可能とした。その後，検出器を燃焼器全数
（18本）に設置し，連続計測することで監視強化を図っ
た。

Fig. 4  乾式予混合型低NOx燃焼器

Fig. 5  タービン1段動翼の信頼性向上

Fig. 6  出口部全面にTBC施工した燃焼器尾筒
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4．運用・保守管理の充実
　3号系列導入時には1980年代当時の従来型プラントと
比較し熱効率は約1割高く従来型プラントの限界を飛躍
的に押上げた。また，多軸型GTCC発電設備は所内電力
使用量が少なく，1985年（昭和60年）から9年間に亘り，
送電端熱効率国内トップを継続するなどGTCC発電設備
の高い運用性と高効率を証明した。さらに，3号系列で
は運開後の運用実績より，GT性能を最大限活かした運
用が可能と判断し，GT出力変更（133⇒137MW）を行っ
た。

4.1　予備ローター導入とローター特別点検の実施
　3号系列GTは長期運用のフリートリーダとなる事は
予め予想され，中でもローターの長期運用信頼性に関す
る実績に基づいたデータは少なく，その確認をする必要
があると考え，ローター特別点検を実施してきた。
　ローター点検に伴うGT停止期間短縮を図るため6台
のGTに対して予備ローターを導入し，1回目特別点検
を運転時間6～8万時間の間に，2回目を運転時間13
～ 15万時間で実施してきた。（図7参照）
　このようなきめ細かな整備を実施したことも20万時間
以上もの長期運用達成へと繋がったものと考えられる。
　なお，ローター特別点検はメーカー工場にて，圧縮機
部，タービン部，中間軸部の目視点検，磁粉探傷検査等
の非破壊検査や材質硬度計測等を実施した。
　また，ローター信頼性向上として圧縮機後方段ディス
クの更新，中間軸インロー部の改造等を行った。

4.2　GT吸気温度低減による増出力
　GTは出力特性上，吸気温度が高い時期に出力が低下
する特徴があることから，3号系列ではGT吸気温度低
下による増出力の検討（効果的な冷却方式の検討・実機
試験等）を行い，1989年（平成元年）よりGT吸気口に
スプレーノズルを設置し散水することで増出力を図る運
用を開始した。（表2参照）

　この取組みにより需給が逼迫する夏場における増出力
が可能となるとともに，燃焼用空気の湿分が増すことで
排出NOx量が低減し，脱硝用アンモニアの使用量節減
が図れた。　
　また，この取組みは1993年（平成5年）省エネルギー
推進全国大会において通商産業大臣賞を受賞した。
　また，このノウハウは当発電所4号系列にも適用され
ており，現在も夏場の供給力増加に大きく貢献している。

4.3　GT高温部品の寿命管理
　GTの高温部品は長時間使用により材料の熱疲労，ク
リープ，高温酸化，腐食等により亀裂・減肉等が発生す
ることから，部品毎に定期交換および補修が必要となる。
　3号系列GTでは長年に亘る運用実績の中で，寿命に達
した部品の破壊調査を行い，使用実績毎の材料組織状況
等を把握しながら運用している。
　例えば，動翼材料については運転時の高温・高応力下
でダメージを受けた組織は，再熱処理によりクリープ強
度が回復することは定性的に知見としてあった。そこで
実機長時間使用状態での強度低下量並びに再熱処理によ
る強度回復効果の確認を行うために動翼の破壊調査の際，
実翼から強度試験片を採取し，クリープ破断強度を確認
してきた。
　その結果，図8に示すように，再熱処理によりクリー
プ強度が回復できることが確認され，次の点検時期ま
で問題なく運用できるバックデータを取得するととも
に，実機信頼性向上のデータを構築しながら運用してき
た。このような地道な取組みで得られた技術データによ
り，GT高温部品の信頼性向上に努めるとともに，GTメ
ンテナンス費用の大半をしめる高温部品のコスト低減も

Fig. 7  ガスタービンローター特別点検実施状況

Table 2  吸気口散水試験データ
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図ってきた。

5．新技術採用によるプラント運用の高度化
　3号系列は純国産技術にこだわり1980年代当時の最新
技術を駆使し，開発・導入された。
　その後，3号系列が先駆けとなった日本の純国産に
よるGTCC発電設備は世界・我が国において，その運用
性・高効率等が高く認められ数多くの地点に導入され技
術開発も進んだ。
　3号系列では営業運転開始以来，緻密な保守管理に
努めプラントの高稼働・高効率を維持するとともに，
当所4号系列等の後継機における最新技術をフィード
バックし採用することで更なるプラント運用性・信頼
性の向上，高効率化による燃料使用量低減および環境
負荷低減に努めている。
　
5.1　新型燃焼器導入による排出NOx低減
　3号系列導入時に開発・実用化した乾式予混合型燃
焼器に技術改良を加え，更なる環境負荷の低減および
高メタン燃料をも燃焼可能とすることでのプラント運
用性向上を目的に新型燃焼器（マルチノズル型燃焼器）
を開発し2003年（平成15年）導入した。（図9参照）
【新型燃焼器導入による主なメリット】
　① GT出口排出NOxの低減（約80ppm⇒40ppm）
　② 脱硝用アンモニア使用量削減

　③ 高メタン燃料が燃焼可能となったことによる
　　 3号系列プラントの運用性向上
　④ 燃焼器寿命延伸・点検周期延長による修繕費削減

5.2　冷却強化翼採用によるプラント運用性向上および
　　　高温部品の延命化
　3号系列GTでは常用T1Tを約50℃上昇させ増出力を
図るピーク運転（T1T：1,201℃）を長期間，安定的に
行うためには，燃焼器やタービン動静翼などの高温部品
の信頼性を向上する必要があった。そこで，当時の燃
焼器・タービン動静翼の最新技術をフィードバックし，
2003年（平成15年）に前述の新型燃焼器を採用し，2008
年（平成20年）には高温部品の耐力向上と熱効率の向上
を目的にタービン冷却強化翼を採用した。（図10参照）
【主な構造変更内容】
　①1，2段動静翼へのTBCコーティング施工
　②冷却構造の変更（冷却孔形状見直し，孔追加）
【冷却強化翼採用による効果】
　① 長期間・安定的なピーク運転が可能となることで増

出力およびプラント運用性の向上
　②プラント熱効率の向上
　③高温部品の延命化

5.3　プラント運用の多様化
　3号系列は1980年代の増え続ける電力需要に対し，
ベース電源としての役割を期待され導入された。
　多軸型GTCC発電設備は蒸気タービンが大型化される
ことで，定格負荷での熱効率が高く，ベース電源に適し
ており，導入後，そのメリットを活かしベース電源とし
高い熱効率を維持し，その役割を果たしてきたが，その
後の電源構成変遷に伴い求められる役割は次第にミドル
電源へと変わり，現在では電力需給調整を担っている。

Fig. 8  実機クリープ破断試験結果

Fig. 9  新型燃焼器（マルチノズル型）

Fig.10  冷却強化翼（1段静翼）
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5.3.1　DSS運用の実施
　3号系列は多軸型GTCCであるため蒸気タービンを
停止せずGTだけの起動・停止が可能な点を活かし，起
動・停止時間が早いGTのみを日間起動停止運用（Daily 
Start up and Shut down :以下DSS運用）とすることで，
夜間の電力需給調整に貢献している。DSS運用導入にあ
たり事前に設備耐力強化策を検討・実施し，現在まで安
定したDSS運用を継続している。（表3参照）

5.3.2　AFC運用，GF運用の実施
　2009年（平成21年）より設備の健全性を確認しながら
自動周波数制御運転（Automatic Frequency Control：
以下AFC運用），ガバナフリー運転（以下GF運用）を
順次導入してきている。
　今後，電力系統においては周波数変動の調整機能を有
さない自然エネルギーの導入拡大が予想され，3号系列
で実施しているAFC・GF運用による系統周波数調整は
さらにその必要性が増すことから，今後も安定した系統
周波数調整の役割を果たしていく。

6．東日本大震災後の供給力確保に向けた取組み
　2011年（平成23年）3月11日に東日本大震災が発生し，
太平洋側火力発電設備等が甚大な被害に直面し，深刻な
供給力不足の解消が喫緊の課題となった。
　当発電所3・4号系列では震災以前より継続的に設備
耐力強化を図り，T1T高温化による増出力運用が常時可
能と評価し，法令諸手続きの準備を進めているところで
あった。
　こうした中発生した深刻な供給力不足に対し，関係箇
所のご理解，ご協力をいただき，震災発生の翌週（3月
17日）には，認可出力変更届出が受理された。
　3・4号系列の増出力運用によって，夏場の需給逼迫
時の追加供給力（最大210MW）として戦列に加えるこ
とができた。（表4参照）

7．おわりに
　東北電力㈱ではこれまで紹介した当発電所3号系列
で国内初の大容量GTCC発電設備を開発・導入して以来，
同4号系列，仙台火力4号機そして，現在建設中の新仙
台火力3号系列まで高効率GTCC発電設備の開発・運用
に邁進してきた。
　これは「純国産技術による世界初のコンバインドサイ
クル導入」という号令の元，開発・導入された3号系列
の建設および運転・保守により得られた知見により，成
し得たものであり，火力発電技術発展に大きな影響を
与えた。また，純国産による大容量GTCC発電設備の開
発・運用実績は，国産ガスタービン技術発展の礎として
も，我が国における発電技術の発展にも大きく貢献でき
たと考えられる。
　大容量GTCC発電設備の先駆けとし約30年前に運転を
開始した3号系列は累積発電時間20万時間を達成し，今
後は未踏の長時間運転領域に入っていくが，これまで
培ってきた運用・保守技術を基盤とし，今後も先行機な
らではの課題に挑戦していく。
　3号系列の導入に当たっては東北電力㈱ならびに三菱
日立パワーシステムズ㈱共に手探りの点も多く，技術者
として技術研鑽の日々であった。また，運開後も長期運
用に対する機器の保守・信頼性向上のため継続的にメー
カーと共同研究を行ってきた。このたゆまぬ研究の推進
力と新技術への挑戦の姿勢は火力エンジニアの伝統とし
て現在も生き続けており，引続き継承していくべきもの
と考えている。
　本寄稿に拠り3号系列の開発・建設・運用・保守に尽
力された先人の辛苦に敬意を表ししめくくるものとした
い。

Table 3  DSS運用に向けた主な設備対策（GT関係）

Table 4  3・4号系列増出力効果
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1．はじめに
　IPCC⑴（気候変動に関する政府間パネル）において，
大雨の頻度増加や台風の激化などが指摘されているよう
に，近年，ゲリラ豪雨と呼ばれる局所的かつ時間雨量の
極めて多い豪雨が頻発している。さらに，都市化が進ん
で地下に浸透する雨水が減少し，下水に流入する雨水が
増加していることも拍車をかけ，河川の氾濫被害をもた
らしている。そこで，ポンプによる強制排水施設（ポン
プ場，排水機場）の重要性が高まり，排水施設の新設や
既存設備の能力増強が求められてきている。
　ダイハツディーゼル㈱は，自社開発により1998年より
500PS（368kW）級のポンプ駆動用2軸式横軸横型ガス
タービン（DFシリーズ）を製造・販売している。その
後，ガスジェネレータに対し出力タービンをL型に配置
するユニークな構成により出力軸を立軸にし，直交減
速機を不要とした2軸式立軸L型ガスタービン（DFLシ
リーズ）を2000年からラインナップに追加した⑵。
　今回，出力ラインナップ増強を図るなかで，特に都
市部で要求の高い，更なる省スペース化に対応するた
め，1000PS（736kW）級のDF-4W型ポンプ駆動用ガス
タービンを開発した。DF-4Wは，DF-4型ガスタービン
を出力減速機を介して2機1軸化することで，出力を2
倍にしたものである。続いてDFLシリーズについても，
DFL-4型ガスタービンを2機1軸化したDFL-4Wを開発
したので併せて紹介する。

2．概要および特長
　DF-4W（横軸横型）／DFL-4W（立軸L型）ガスター
ビンの特長を以下に述べる。表1に主要諸元を示す。
2.1　自社開発の純国産ガスタービン
　今回紹介するDF-4W / DFL-4Wは，自社開発の純国
産ガスタービンで実績のあるDF-4およびDFL-4型ガス
タービンの機関本体（ガスジェネレータおよび出力ター

ビン）を2台組み合わせたものである。国内製造のメ
リットを生かし，新規物件については短納期対応，納入
後については充実したアフターサービスが可能である。
　尚，国内のポンプ駆動用2軸式立型ガスタービンは，
当社を除いて海外製の航空機転用型ガスタービン（以下
航転型）を使用している。

2.2　小型高出力
　単機出力500PS（368kW）級のガスタービン2台を
並列に配置して2機1軸とすることで，ポンプ駆動装

ダイハツ ポンプ駆動用ガスタービン
DF-4W（横軸横型）/DFL-4W（立軸L型）

野原　弘康＊1

原稿受付　2014年5月28日
＊1　ダイハツディーゼル㈱　技術開発部
　　　〒524-0035　滋賀県守山市阿村町45番地

NOHARA Hiroyasu

キーワード：ポンプ駆動, 2軸ガスタービン，2機1軸, 立軸L型
　　　　　　Pump drive, Two shaft gas turbine, Twin input single output, Vertical shaft and L-type installing

Table 1   Main specifi cations of DF-4W and DFL-4W 
pump drive gas turbine unit

Fig. 1  External appearance of DF-4W
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置パッケージの全長を短くし，航転型を使用したもの
と同等の設置寸法を実現した。図1，図2にそれぞれ 
DF-4W型およびDFL-4W型ガスタービン外観を示す。

2.3　高いメンテナンス性
　DF-4W / DFL-4W型ガスタービンは，補機減速機，
ガスジェネレータ，出力タービンおよび出力減速機の4
つのモジュールで構成されているため，各モジュール単
位で交換が可能である。また，燃焼器は航転型にみられ
るような環状型ではなく，単筒缶型を採用しているため，
点検・交換が容易である。
　DFL-4Wについては，出力タービンの立軸化にあたり，
航転型で使用されている潤滑油排油ポンプは使用せずに
スムーズに排油できる構造とした。これにより，当該シ
ステムを含むメンテナンスおよび不適合要因を排除した。
図3にDFL-4/ DFL-4W型ガスタービン断面図を示す。

2.4　高い始動信頼性
　DF-4WおよびDFL-4Wは，2軸式ガスタービンを2
機1軸に組み合わせているものであり，出力タービン
については2機直結状態にあるが，ガスジェネレータは
各々が機械的に独立している。これに対し，始動時に2
機のガスジェネレータを個別に燃料制御することで，最
適な制御を行っている。図4に始動性能の一例を示す。
　また，ガスタービン停止動作中に再度始動指令が入っ
た場合も，機関遊転中に始動制御を行い，通常始動と同
様に60秒以内で始動可能である（オプション）。始動指
令入力のタイミングに依らず60秒以内で始動できるため，
降雨量増加に備えたポンプ待機運転を短くできるなど，
運用上の利点がある。

2.5　高性能制御装置
　デジタルコントローラを組み込んだ当社ガスタービン
コントローラ（GTC）は，ハードのみならずソフトウ
エアについても自社開発であり，始動を含めた全運転条
件で安定した運転制御を可能にしている。
　また，万一，制御装置の故障が発生した場合，ガス
タービン運転中であっても，停止することなく自動的に
予備側のGTCに切替え，運転を継続する2重化制御⑶に
も対応可能としている （オプション）。

3．まとめ
　1998年より製造・販売を開始したダイハツポンプ駆動
用ガスタービンは，多くの納入実績と信頼性の面で高く
評価いただいている。
　今回，ラインナップに加わったDF-4WおよびDFL-
4W型ガスタービンが，さらに多くのお客様にご活用い
ただき，住民の皆様の生命と財産を守り，国土保全の一
助となることを期待している。

4．引用文献
⑴　気象庁，IPCC第4次評価報告書第1作業部会報告書技術
要約，（2008），pp. 23-36

⑵　木下茂樹，”ポンプ駆動用立軸L形ガスタービン”，日本
ガスタービン学会誌, Vol. 27，No. 1（1999），pp. 49-51.

⑶　杉山敏昭, 原動機制御装置，特開2010-182251, （2010-08-19）

Fig. 4  Trend of usual start（DFL-4W）

Fig. 2  External appearance of DFL-4W

Fig. 3  Cross sectional view of DFL-4 / DFL-4W
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1．はじめに
　東日本を襲った東日本大震災は発生から2年半が経過
した今でも記憶に新しい。この震災にて改めて天災の恐
ろしさを認識すると共に，非常事態に備えた安定した電
力確保の重要性を再認識した。
　非常用発電装置の動力源としてはディーゼル機関やガ
スタービン機関が一般的である。しかし近年の首都圏の
インテリジェントビル，データセンタ，上水道施設，排
水施設においては，屋上や住宅地に近接するなどの設置
条件によりディーゼル機関に対して小型軽量で低環境負
荷であるガスタービン機関の需要が高まっている。また
災害時の企業のBCP（Business Continuity Plan）対応
として，燃料の調達，供給の観点から液体，ガス燃料の
デュアル化が可能な非常用ガスタービン発電装置に注目
が集まっている。
　一般的に排気ガスがクリーンなガスタービン機関であ
るが，非常用として急速始動を行う際や，非常時の確実
な着火性能を確保するため，始動時に黒煙を排出する場
合がある⑷。本報ではこの始動時に排出されてしまう黒
煙を着火性，始動性を確保しつつ改善した例を紹介する。

また，デュアル燃料対応としてガス燃焼時のメリット，
負荷運転中の燃料切り替えなど新潟原動機㈱（以下当社
という）が取組んでいる事例を紹介する。
　
2．ガスタービン機関
2.1　主要構造
　ガスタービン内部構造を当社NGT3B-S型機関を例に
紹介する⑴,⑵,⑶。機関断面図を図1に示す。圧縮機は2
段の遠心圧縮機を持ち，圧縮された空気は燃焼器に供
給される。燃焼器で燃焼が行われた燃焼ガスは，ター
ビンスクロールにて整流されタービンへ導かれ，排気
ディフューザより排出される。表1にNGT3B-S型機関
とCNT-3000EA型発電装置の主要目表を示す。

2.2　燃焼器
　燃焼器ライナの概観を図2に示す。燃焼器は上部にス
ワラ及び空気孔，下部に希釈孔を持つ一般的な単筒缶型
である。壁面冷却はフィルム冷却構造を採用しており，
燃焼器壁面には冷却用の孔が設けられている。さらにラ
イナ内壁面には遮熱コーティングが施工されており耐久
性を高めている。着火には火花点火装置が用いられてお
り確実な着火性能を確保している。ライナ上部には整流
翼を設置することで，スワラに供給される燃焼用空気を
整流し均一な燃焼が行われるよう配慮されている。燃焼

原稿受付　2013年9月3日
校閲完了　2014年5月30日

＊1　新潟原動機㈱
　　　〒957-0101　新潟県北蒲原郡聖籠町東港5-2756-3

非常用ガスタービン発電装置における低環境負荷及び
デュアル燃料対応技術の紹介

Introduction of Dual-Fuel and Low Environmental Impact Technology 
of Standby Gas Turbine Generator Set

Key words : Standby gas turbine engine, Fuel control, Duel-fuel, Low environment

ABSTRACT

　It is recently required that standby gas turbine engines meet to demands of low environmental impacts and applying 
many kinds of fuels. In this paper, recent topics in NIIGATA POWER SYSTEMS regarding to the low environmental 
and dual-fueled standby gas turbine engine will be introduced. For the low environmental one, it is explained that 
smoke emissions during startup of a standby gas turbine are reduced by improvements of fuel control logics. Finally, 
fuel control logics and trend data are focused in when fuel changes between liquid and gas. The fuel changes in 
extremely short time and with low fl uctuations of engine speed are realized by fully electronic fuel control.

小山　正道＊1樽井　真一＊1
KOYAMA MasamichiTARUI Sinichi

大村　真啓＊1植村　敏幸＊1
OMURA MasahiroUEMURA Toshiyuki

Download service for the GTSJ member of ID , via 3.144.13.226, 2025/01/16. 

                           89 / 126



350 日本ガスタービン学会誌非常用ガスタービン発電装置における低環境負荷及びデュアル燃料対応技術の紹介

ー 90ー

器ライナに関しては液体燃料，ガス燃料共通して使用す
ることが可能である。

2.3　燃料噴射ノズル
　燃料噴射ノズルの概観図を図3に示す。燃料ノズルの
液体燃料部は液体仕様，デュアル仕様同一であり，パイ
ロット及びメインの2系統をもつ燃料噴射ノズルを採用
している。ガスタービン始動時にはパイロットの圧力噴
霧ノズルから燃料は噴霧され，始動中空気量が増加して
くるとメインのエアブラストノズルからも供給される。
ガス燃料とのデュアル燃料用ノズルは，液体用ノズルの
上にガスノズルを取り付ける構造である。ガス燃料運転
時，ガスノズルから供給されるガス燃料は，スワラから
流入する燃焼用圧縮空気と共に燃焼器ライナ内に送られ
燃焼が行われる。

3．発電装置
3.1　エンクロージャ及び台床
　一般的な非常用ガスタービン発電装置の断面を図4に
示す。ガスタービンにより得られた動力は，減速機を介
して同軸にカップリングされた発電機へ伝えられる。非
常用発電装置の設置場所は，ビルの屋上に設置される
ケースも多く，発電装置全体は軽量，コンパクトである
ことが要求される。そこでエンクロージャの吸気ダクト
及び排気消音器は，騒音仕様を満足しながら軽量化が図
られている。また，機関台床構造においても剛性，強度
を保持しつつ，簡素な形状で自社旧製品に対し軽量化が
図られている。

Fig. 1  Cutaway View of NGT3B

Table 1  Basic Specifi cations of the CNT-3000EA

  

 

Fig. 3  Fuel Injector

Fig. 2  Liner

 

(a) Fuel Injector         (b) Dual Fuel Injector 

 

 

 

Inlet 
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3.2　ガスタービン制御装置
　ガスタービン制御装置は，高性能PLC（Programmable 
Logic Controller）を採用し，フルデジタルコントロー
ルによりフレキシブルな燃料制御を可能にしている。良
好な始動性能，負荷変動時の敏速な応答性能及び運転中
の燃料切り替えは，このPLCにより実現されている。ま
た，制御装置をパッケージに搭載することで，回転速
度センサ，排気熱電対ケーブル類の外部配線を不要とし，
ノイズに対する信頼性を高めている。
　その他，リモートI/Oの採用により発電機盤・直流電
源盤との信号の受け渡しを通信ケーブルとすることで外
部配線の省配線化を図り，設置工事の簡素化を実現して
いる。

3.3　始動性能
　非常用発電装置は，日本の消防法規定に適合する停電
から40秒以内での始動が可能である。図5に始動トレン
ド例を示す。横軸は始動指令からの時間，縦軸は回転速
度及び排気温度を示す。
　さらに，図6に示すように機関停止中に再び停電が起
きた場合でも，再始動指令が入り機関停止から40秒以内
で再始動を完了できることを実証している。この再始動
技術は当社がパイオニアであり，1999年に開発・実用化
して以来，大小の機種で多く納入実績がある。

4．黒煙低減対策
　一般的にガスタービンはディーゼルに比べて窒素酸化
物濃度や黒煙の少ないことが特徴として知られている。
しかしながら，非常用として急速始動する時には燃料過
多により黒煙を発生させる場合がある。環境に配慮する
傾向が強まる中，こうした短時間の黒煙の低減もまた求
められている。

4.1　従来の始動中燃料制御
　ガスタービン始動中の燃料制御の模式図を図7に示す。
横軸は始動指令からの時間を示す。燃料制御弁開度の上
昇により，燃料流量は増加される。始動指令からスター
タモータによりガスタービン回転速度が上昇し始める。
燃料は始動指令後に供給され，着火を確認するまで一定
流量に固定される。着火確認後，燃料制御弁開度を滑ら
かに上昇させることによりガスタービン回転速度は定格
回転数に向けて加速されていく。定格回転到達後は，回
転数を一定に保つように燃料制御弁開度は常に制御され
る。
　図7の着火時に着目した燃料制御模式図を図8に示す。
図8中の点線は別途実測された燃料制御弁開度の着火限
界ラインを示す。着火限界ラインの上側は着火領域，下
側は非着火領域である。始動指令後，一定量に制御され
た燃料制御弁開度のトレンドが，この着火限界ラインを
下回るまで着火遅れ（燃料制御弁を開いてから着火する
までの経過時間）が生じると着火失敗に陥ることになる。
通常の運用においては，着火限界ラインに対して十分裕
度をもった燃料制御とする必要があるため，燃料制御弁
開度は高めに設定される。結果的に着火時には燃料リッ
チ状態になり始動中の黒煙排出の要因の一つとなる。ま
た，始動指令から着火完了までの間は一定燃料制御のた
め，着火までに多量の燃料が投入される。この事も着火
時の燃料リッチ状態を強める要因になっている。

Fig. 4  Standby Gas Turbine Generator Set

Fig. 5  Engine Start

Fig. 6  Engine Restart
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4.2　黒煙低減のための燃料制御
　始動中の黒煙低減のために燃料制御方法を変更した。
変更後の燃料制御の模式図を図9に示す。着火動作開始
時期を従来（図8）より遅らすことで，高い回転速度で
着火させ，着火時の空気量を増加させた。また，燃料制
御弁開度は非着火領域に入らない様に着火限界ラインの
少し上でランプ制御させた。最初の燃料制御弁開度及び
燃料流量のランプ制御の割合は，着火可能な燃料制御弁
の最小開度特性より上側で任意に設定することが可能で
ある。着火限界ラインに近い燃料制御とすれば，煙突か
らの黒煙はより低減できるが，周囲環境による着火限界
ラインの変動があった場合に着火の信頼性を損なうこと
が考えられる。一方着火限界ラインより上側へ余裕をも
たせた燃料制御にすると黒煙は排出傾向にあるが，着火
信頼性は確保される。実際の運用においては着火可能範
囲を十分確認し，裕度をもって着火タイミングと燃料の
増加割合を設定する必要がある。このようなフレキシブ
ルな着火燃料制御は近年高性能化されてきて各GTメー
カ⑸でも適用されているPLCや電気式燃料制御弁と，そ
れらを自在にコントロールする自社開発した制御プログ
ラムの融合により実現できたものである。
　以上のように，着火ポイントを高回転速度側へ変更す
ることにより始動中の黒煙を低減できた。また，着火遅
れが生じても常に着火可能範囲に燃料流量を保つことに
より，着火信頼性も確保した。実際の排気色の比較を次
項に示す。

4.3　始動中の排気色の比較
　燃料制御変更前の図8及び変更後の図9に示す燃料制
御において，始動中のスモークをオパシティーメータに
より計測した結果を図10に示す。使用燃料は特A重油で
ある。
　スモークトレンドは着火とほぼ同時に上昇し始め，始
動開始から5～6秒後にピークとなった。ピーク値は燃
料制御変更前が99.7%，変更後が61.0%であり，燃料制御
変更によるスモーク値の減少が確認できた。また，変更
後については着火ポイントが変更前より遅くなった分ス
モーク排出時間が変更前より短くなった（約3秒程度）。
このときの排気煙突からの黒煙の様子を図11に示す。写
真は始動中に最も濃いスモークとなるときを示した。燃
料制御変更後の⒝においては煙突からのスモークが殆ど
気にならない程度まで減少した様子を確認できた。

Fig. 7  Fuel Control Logics on Engine Start Up 

Fig. 8  Current Fuel Control Logics at Light Off 

Fig. 9  Modifi ed Fuel Control Logics at Light Off 

Fig.10  Smoke Trend
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5．デュアル燃料対応技術
　非常用発電装置用燃料は貯蔵が容易な液体燃料が一般
的である。その一方LNG基地などの大型ガス設備では
ガス燃料仕様の需要も増えつつある。また，非常時の企
業のBCP対応としてインフラ設備が整っている地域にお
いてはデュアル燃料対応の要望も多く，さらに低環境負
荷という点においてもガス燃料の需要は増えつつある。
そこで当社が取り組んでいるデュアル燃料対応技術につ
いて紹介する。
　当社デュアル燃料対応発電装置には，液体，ガスそれ
ぞれの燃料制御弁が配置されている。これらの制御弁を
PLCにてデジタル制御することで小さな回転数変動で供
給方法，発熱量の異なる燃料の切り替えを可能としてい
る。

5.1　液体，ガス燃料における環境負荷
　液体燃料に対して炭素含有量が少ないガス燃料は，一
般的に温室効果ガスのひとつである二酸化炭素の排出量
が少ないことが知られている。また燃料供給時の微粒化
工程を必要としないガス燃料はスモークの排出がほとん
どなく，また局所的な燃料過濃部が発生しにくいため
窒素酸化物の排出が少ない特徴を持つ。図12に当社発電
装置における灯油，都市ガス運転時の排出量比較を示す。
それぞれの計測は，NOxは化学発光式，CO2は非分散型
赤外線式濃度計にて実施し，スモークはボッシュ式ス
モークメータにて計測を行った。その結果CO2は約2割，

NOxは約4割，スモークに関しては約8割減少しており，
ガス燃料の低環境負荷性を立証している。

5.2　負荷運転時の燃料切り替え
　デュアル燃料対応としてポイントは負荷運転中に燃料
の切り替えが問題なく実施できることである。図13に定
格負荷にて燃料切り替えを実施した際のトレンドデータ
例を示す。燃料切り替えは液⇒ガス，ガス⇒液の双方向
定格負荷で実施可能であり，切り替えはいずれの場合で
も10秒間で完了する。短時間での燃料切り替えを可能と
することで，一方の燃料供給側に異常が発生した場合で
も，もう一方の燃料への切り替えにより運用継続を可能
とする。また切り替え中に必要な燃料量が減少するため，
燃料供給側のアキュムレータ容量を小さくできるなどの
メリットを持つ。

5.3　燃料切り替え中の負荷変動対応
　発電装置用原動機は，商用電源や2次側システムとの
連携運転等の影響で急激な負荷変動に対応する場合があ
る。当社発電装置においても定格負荷の遮断，投入を問
題なく実施できるように調整されている。
　これはデュアル燃料対応発電装置でも対応しており，
さらに燃料切り替え中の定格負荷の遮断，投入も可能と
することで運用方法の多様化に適合できる。
　図14に燃料切り替え中の定格負荷遮断時のトレンド
データ例を示す。燃料切り替え中の負荷変動に関しても，
ガス，液体燃料双方の投入量をPLCにてフレキシブルか
つバランス良く制御することで，周波数変動及び回転整
定時間を小さく抑えることが可能となっている。

(a) Before Modification 

(b) After Modification 

 

Fig.11  Smoke Observations at the Outlet of Chimney

2  

Fig.12　Comparisons of Emissions
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6．まとめ
　東日本大震災以降，エネルギー供給に関してひとつの
変革期が訪れている。非常時の安定した電力供給ととも
に，環境への配慮は最重要項目として検討すべきものと
なりつつある。
　当社は今後もこれらの最重要項目及び市場ニーズに適
合した発電装置の開発を継続し，市場における新たな付
加価値を創造していく。
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NGT3B gas turbine for large standby generator 
set”, Proceedings of the 37th GTSJ Symposium （in 
Japanese） （2009）, pp.305-316.

⑵　Kojima, H. et.al., “Development of Niigata-NGT3B gas 
turbine for large standby generator set”, Proceedings 
of CIMAC Congress, No.79 （2010）.

⑶　Tarui, S.,“NIIGATA CNT-3000EA/CNT-6000EN 
Standby gas turbine generator set”, Journal of the Gas 
Turbine Society of Japan, Vol.39, No.3 （in Japanese）
（2011）, pp.49-51.

⑷　Koyama, M., “Smoke Emission Reduction during 
a standby Gas Turbine Generator Set Starting 
Up”,  J ourna l  o f  the  Combus t i on  Soc i e ty  o f 
Japan,Vol.53,No.166 （in Japanese）（2011）, pp.9-13.

⑸　Nishi, M. et.al.,“Introduction of the low emission 
combustion system for 1.7 MW-class gas turbine 
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Fig.13  Fuel Switching（Gas⇒Liquid）on 100% Load

Fig.14  Load Dumping（100% Load ⇒ 0%）
While Fuel Switching（Gas⇒Liquid）
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1．はじめに
　遠心式ターボ機械は，小型化・軽量化・高速化に対す
る設計が容易であり，軸流式に比べて重さあたりの流量
や出力を稼ぎやすいなどの利点から，車両・舶用ターボ
チャージャー，産業用圧縮機など様々な用途で用いられ
る。その一方，これらの利点を生かした安定運用を実現
するため，ターボ機械（回転機械）としての信頼性確保
の観点から解決すべき技術課題も多く存在する。翼振動
問題もその課題のひとつとして各所で多数の研究が行わ
れている。
　近年の遠心圧縮機における設計は，さらに大容量，高
速回転，高効率化を目指す傾向にあり，空力的な翼形状
最適化が進む反面，その代償として翼に発生する高い振
動応力や遠心応力の克服が大きな課題となっている。そ
れに伴い翼の振動特性（固有振動数，応答振幅，発生応
力）を設計段階で極力正確に予測・評価する技術の開発
が旧来以上に求められている。その一つとして，製造時
に発生する形状や材料特性のばらつき（ミスチューニン
グ）が共振時の応答特性へ与える影響の予測・計測技術
が挙げられる。

　遠心翼のミスチューニングに関する研究は，タービ
ン翼については解析技術・計測技術ともに，近年，報
告例が多い。J.M.Allport⑴，A.Kulkarni⑵らは非接触翼
振動計測（Non-intrusive stress measurement system，
NSMS）による全翼計測を行い応答周波数のバラつきが
約6～8％，応答振幅の最大値と最小値の比が約3～
7倍程度であると報告している。また，D.Hemberger⑶

や服部⑷らは自由度縮小モデルによる解析と実測にて2nd 
modeの固有振動数バラつきが約2%，それに対する応
答振幅ばらつきが2.7倍程度と報告している。
　一方，遠心圧縮機のミスチューニングに関しては報
告例が少なく，実験的研究については，A.Kammerer⑸

らによる産業用圧縮機の歪ゲージ計測，H.P.Dickmann⑹

や松田⑺によるNSMSを用いた全翼計測の報告に留まり，
計測精度検証を含む報告はほとんど見られない。
　そこで，本研究では，遠心圧縮機の応答振幅・応答
周波数のばらつきを実験的に把握することを目的と
し，NSMSによる全翼振動計測と歪ゲージ （Strain gage 
telemetry system，SG） との同時計測による計測精度検
証に取り組んだ。本論文では，実機計測データの解析結
果とミスチューンに関する評価結果について報告する。

原稿受付　2013年9月6日
校閲完了　2014年4月21日

＊1　㈱ＩＨＩ
　　　〒235-8501　横浜市磯子区新中原町1番地

遠心圧縮機の翼振動に関する研究
―ミスチューン応答特性の実験的評価―

Key words : Compressor, Mistune, NSMS, Turbocharger, Hammering

HATTORI Hiroaki
服部　博明＊1

ABSTRACT

　Experimental studies by using Non-Intrusive stress measurement system (NSMS) and strain gage (SG) were 
performed to reveal the forced response characteristics of mistuned radial compressor. Blade to blade variation in 
resonant frequency and resonant stress were evaluated from the data obtained by NSMS. Calculated variation in 
resonant frequency and resonant stress were found to be smaller than the values generally appeared in the radial 
turbine impeller. Back-to-back evaluation was performed for the measured data of vibratory displacement (NSMS) 
and strain (SG) for the same blade. Difference between the stresses converted from each measurement data (NSMS 
and SG) was below 17% and was considered to be acceptable level for the practical use. Additionally, forced response 
analysis was performed for the mistuned FE model. Analytical results showed the extremely different response 
characteristics between the two types of slightly different mistuning patterns and the importance of the mistuning 
identifi cation. 

MURAE ShotaSHIMOHARA Naoto
村江　祥太＊1下原　直人＊1

Study on Vibration of Mistuned Radial Compressor
―Experimental Evaluation of Vibratory Response―
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2．試験概要
2.1　翼振動計測システム
　非接触翼振動計測NSMSでは，回転体を囲むケーシン
グに図1に示すように複数の光学式センサーを取り付
け，翼先端部がセンサーを通過したときに生じる反射光
を検知してその時間を記録し，翼振動によって生じるセ
ンサー到達時間のずれから，例えば，1/rev（回転パル
ス信号）を基準とした式⑴，式⑵を用いて振動応答変位
（A, φ, N）を分析・同定する。式⑴はセンサー1で計
測される時間，式⑵は翼振動に伴う時間偏差を含んだ翼
がセンサー1とセンサー2の間を移動する時間を表す。
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　Ts1 ：計測時間，T12：センサー（S1）と（S2）の通過時間
　T1/rev ：ロータの回転周期（1/fr）
　n1/rev ：ロータの回転した回数　　
　θrk ：1/revからk番目の翼までの角度
　θ1 ：1/revからセンサー（S1）までの角度
　θ2 ：1/revからセンサー（S2）までの角度
　Z ：センサー（S1）とセンサー（S2）の角度差（θ1-θ2）
　U ：計測位置の翼先端部周速
　A ：振動振幅，φ：位相
　N ：回転次数比

　この計測方法の利点は，計装に伴う翼の振動特性への
影響がないこと，翼ごとの振動特性が個々の翼について
計測可能なことである。航空エンジン分野では以前より
この計測技術に関して多くの研究がなされており，現在
は標準的な翼振動計測方法の一つとして利用されてい
る⑻～⑼。

2.2　試験供試体および対象モード
　実機振動計測の対象として，320 ～ 750kWディーゼ
ルエンジンに搭載される過給機の遠心圧縮機を使用した。
圧縮機（図2）は，Full bladeとSplitter bladeのそれぞ
れ8枚ずつ（8+8）から構成され，圧縮機の下流側には，
15枚のベーンドディフューザが取り付けられている。実
機計測にあたり，同スペックの圧縮機における過去の
SG計測結果，Modal解析結果を参考に計測条件を決定
した。
　過去のSG計測試験で得られたSplitter bladeのキャン
ベル線図（図3）を参考に，計測対象モードを運用範囲
中で最も振動応力が顕著なSplitter bladeの1st modeに定
めた。またModal解析結果（図4）を参考に，当該モー
ドで振動変位が最大となるLeading edge先端位置を
NSMSセンサー位置として設定し光学式センサーを周上
5本配置した。さらに，Splitter bladeの1枚にはNSMS
との比較を行なうために図3のデータ取得時と同位置に
歪ゲージを貼付し，Telemetry systemにより振動歪を
計測することとした。

Fig. 1  Tip timing system image

Fig. 3  Campbell diagram（strain gage）

Fig. 2  Centrifugal compressor
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2.3　試験設備
　試験は過給機専用試験リグで実施した。試験スタンド
は，流量，圧力，温度などの測定機器を装備し，試験運
転中の圧縮機作動点をオンラインモニタリングしながら，
圧縮機の性能マップ上で監視することができる。圧縮機
はタービン駆動で，回転数制御は燃焼ガスの流入量調整
により行う。回転数はベアリングハウジング内部に取り
付けた渦電流センサーで計測した。さらに，試験中の回
転体の異常振動や圧縮機のサージ検知のために，ピック
アップによる外部振動や静圧プローブによる圧力変動モ
ニタリングも実施した。

3．試験結果および考察
3.1　計測精度
　NSMS計測とSG計測により得られた歪ゲージ貼付翼
のキャンベル線図を図5に示す。横軸は最大振幅発生
時の回転数で無次元化している。円の径は，振動振幅
（NSMS）と翼の最大応力発生位置における応力（SG）
を示す。また，図中にModal解析で得られた1st modeの
固有振動数（横実線）を示す。
　NSMS計測のキャンベル線図（図5上段）から11EO
（Excitation order），12EO，13EO，14EO，15EOと1st 

mode固有振動数ラインの交差点付近で共振を示すバブ
ル円の集中が見られ，11EOで最大応答振幅が発生して
いる傾向が確認できる。同様の傾向はSG計測 （図5下
段）からも得られた。
　FE解析から得られた1st modeの固有振動数を基準に
最大応答振幅時の共振周波数を比較すると，その差は
0.3％以内であり，さらに両計測値の差は0.1%（表1）
であった。このことからNSMS計測による共振周波数検
出が，SG計測と同等レベルの精度で行われていること
を確認できた。励振次数（11EO）については，共振次
数が比較的高次であることや，ディフューザ枚数が15枚
であることからスクロール励振やベーンドディフューザ
などに起因する励振ではないと推察されるが励振源の特
定は本論文の主旨と異なるため，ここでは議論しない。 
　次に，NSMS計測による振幅検出の精度について述べ
る。SG計測で得られた最大応力値とNSMS計測で得ら
れた翼端最大振幅値を図6の手順により最大応力発生位

置の応力に換算して比較したものを表1に示す。変位か
ら応力への換算には，変位・応力換算をModal解析で得
られた関係から直接換算する方法と，変位・歪の関係を
台上加振試験で得た後，歪・応力換算をModal解析によ
り行う方法の2通りをとった。解析による換算には周期
対称モデルによるModal解析で得られた当該モード（重
根モード）の関係を用いた。なお，NSMSによる振幅値
は，SG計測で得られた値で無次元化している。
　表1で明らかなようにNSMSとSG計測の最大応力発
生位置の応力換算値の差は，約10 ～ 17％程度であった。
なお，値に幅があるのは，換算係数の算出方法の違いに
よるものである。
　これまで遠心圧縮機に対する同様のシステムを用いた
同時計測，計測精度の検証に関する報告はほとんど見ら
れないが，M.Zielinski⑽やV.Charles⑾らは，比較的応答
振幅レベルの大きい航空エンジン圧縮機要素や軸流ファ
ンを対象とした計測を行い，非接触翼振動計測と歪ゲー
ジ計測の差は約±10 ～ 20％程度であったとしている。
ここから判断すれば，換算係数による誤差を含めても本
NSMS計測の振幅検出精度は，実用上十分なものである
と判断できる。ただし，両計測方法の評価誤差を小さく
するためにも換算係数の最適な算出方法の確立は重要な
ものであり，今後の課題としたい。

Fig. 4  1st mode shape（FEA）
（Modal displacement）

Fig. 5  Campbell diagram（NSMS vs SG）
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3.2　ミスチューン特性の評価
　遠心圧縮機のミスチューンに伴う共振周波数ならびに
応答振幅のバラつきを評価するため，NSMS計測で得ら
れた11EO ～ 15EOにおける各翼の応答周波数と応答振
幅を各励振次数における平均値で無次元化して図7，図
8に示す。
　図7から応答周波数のバラつきは，最大でも12EOの
0.5%程度であり，遠心タービン翼で認められている値⑴,
⑵,⑶,⑷と比較して極めて小さいことがわかる。この原因
としては圧縮機材料がアルミ系材料であり，タービン材
料で一般的なニッケル系一方向凝固材に比べて材料異方
性の影響が小さいこと，製造方法が削り出しであるため
タービン翼車で一般的な製造方法（精密鋳造）に比べて
寸法ばらつきが小さいことなどが考えられる。
　また，図8からは，励振次数の違いにより最大応答振
幅を示す翼が異なることを確認できる。一般的にミス
チューンを持つ系では，Mode familyごとに翼枚数分の
振動モードを保有し，励振次数により励起される振動
モードが異なる。それに伴い，最大応答翼も変化するこ
とが知られているが，本結果からも同様な傾向が得られ
た。次に，図9に実機計測で得た各励振次数における応
答振幅の最大値と最小値の比（Magnifi cation ratio）を
示す。11EO～ 15EOまですべてのMagnifi cation ratioは
約1.3 ～ 1.8程度であり，応答振幅のバラつきも遠心ター
ビン翼と比較すると小さい結果となった。
　その理由について，応答バラつきに影響を及ぼす主な
パラメータである翼とディスクの連成の強弱，固有振
動数バラつきの観点から考察する。図10にチューン系
のModal解析で得られた節直径数と固有振動数の関係を

Full blade，Splitter bladeの1st mode familyについて示
す。各Mode familyの固有振動数変化幅は最大でも3%
程度と小さく，翼とディスクの連成は小さいことが確認
できる。一方，3.4に後述するミスチューンモデルの固
有振動数変化幅を10倍 （遠心タービン翼の固有振動数変
化幅50%レベル） にして周波数応答解析を実施した結果，
Magnifi cation ratioは1.3から2.0へと増加した。このこと
から遠心タービン翼との応答バラつきの違いが主に固有
振動数バラつきに起因するものであると推察できる。

Fig. 6  Evaluation fl ow

Table. 1  Comparison of measurement value

Fig. 7  Distribution of resonance freq.（NSMS）

Fig. 8  Distribution of amplitude（NSMS）

Fig. 9  Magnifi cation ratio（NSMS）

Fig.10  Nodal diameter vs mode families
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3.3　減衰
　遠心圧縮機の減衰に関する定量的評価を行うため，
NSMS計測およびSG計測から減衰比を算出して図11に
示す。図11において材料減衰は，歪ゲージ貼付状態の圧
縮機を用いたHammering試験結果，Total減衰比は，SG
計測とNSMS計測データから，いずれも応答ピーク近傍
で1自由度近似を行った後，Half power法を用いて算出
した。
　NSMS計測から算出されたTotal減衰比は，すべての
翼で10-3オーダーの値となった。一方SG計測から算出さ
れたTotal減衰比（#1）は，0.0016（1.6×10-3）となり，
双方は良い一致を示した。なお，運転条件や形状などは
異なるが，H.L.Andrew⑿やA.Kammerer⑸の産業用圧縮
機を対象とした減衰比に関する実験的研究でも，Total
減衰比は10-3程度のオーダーになると報告されている。
また，翼振動におけるTotal減衰は構造減衰（+材料減
衰）と空力減衰の総和と考えられるが，遠心圧縮機にお
いては，翼とディスクが一体構造であるため，Friction 
dampingのような構造減衰はほとんど考慮されない場合
が多い。そのため，図11では，材料減衰をTotal減衰か
ら差し引いたものを空力減衰として示している。この値
は0.001（1.0×10-3）程度になった。

3.4　ミスチューン応答予測
　NSMS計測から得た応答振幅バラつきの妥当性を検証
するため，ミスチューンを考慮したFE解析モデルを用
いて，周波数応答解析を実施し，その結果を実測と比較
した。ミスチューンFE解析モデルは，Hammering 試
験から得た1st modeの固有振動数バラつきを式⑶に基づ
き，各Full bladeおよびSplitter bladeのヤング率を変更
することにより作成した。

mode 1

2

st

' ×=
f
fEE i

tunei

 
⑶
　

　　i：翼番号，Etune：チューンモデルのヤング率
　　Ei’：補正後の翼番号iのヤング率
　　f1st mode：1st modeの各翼の固有振動数平均値
　　fi：翼番号iの固有振動数
　　
　Hammering試験は，レーザードップラー振動計を用
い，計測点と加振点を同一翼として計測する単点加振法
（Case1）と，P.Honisch⒀らなどにより報告されている
単点付加マス加振法（Case2）の2つの方法で実施し両
者を比較した。Case2は，加振翼以外のすべての翼に付
加質量を与えることで，計測する系の周期的対称性を崩
し，Structural couplingの影響を抑制することでより純
粋な翼の振動特性，系のミスチューン特性を得るという
ものである。
　図12に各Hammering試験から得られたSplitter blade
の1st modeにおける固有振動数バラつき（⊿f）を示す。
なお，値は，全翼の固有振動数の平均値で無次元化して
いる。
　Case1における最大固有振動数バラつきは約0.3%と
なったが，Case2では約1.6%と計測方法の差が顕著に表
れた。両Caseを比較すると，特に歪ゲージ貼付翼であ
る#1の固有振動数変化が最も大きいことがわかる。

　次に，これらのミスチューン特性を式⑶にもとづいて
反映した2つのFE解析モデルを用いて周波数応答解析
を実施した。実機計測の最大応答時の条件と合わせるた
め，各翼のTrailing edgeに向きと大きさが等しく11EO
に相当する翼間加振位相差を持った外力を与え，減衰比
は実測結果にもとづいて0.0016を用いた。
　 図13にCase1，Case2の 解 析 結 果 か ら 算 出 し た
Magnifi cation ratioを示す。各Caseの最大Magnifi cation 
ratioを比較すると，Case1で1.4，Case2で2.3となり，
Case1はNSMS計測結果（=1.37）とほぼ一致する結果と
なった。両Caseの応答特性違いの原因が両ケースの入
力の違い（固有振動数バラつき）にあることは明らかで
あるが，両Caseの固有振動数バラつきは，翼#1のΔfが
1%程度異なるのみでそれ以外の翼の固有振動数バラつ
きに大きな違いは見られない。この程度のわずかな入力
パターンの違いでも，振動応答挙動の段階では，最大応
答翼の変化（#2→#5）やMagnifi cation ratio最大値の変
化（約1.4倍から2.3倍）など非常に大きな影響を生じさ

Fig.11  Total damping ratio

Fig.12  Distribution of natural freq.（SG）
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せること，従って，応答挙動を正確に予測するためには
ミスチューンパターンの正確な予測が不可欠であること
を示している。

4．まとめ
　過給機の遠心圧縮機におけるミスチューン特性を実験
的に明らかにするために，Splitter bladeの1st modeを対
象とした非接触翼振動計測（NSMS）とその計測精度検
証のために歪ゲージ計測（SG）を実施した。　
　両計測において11EO ～ 15EOとの共振と推定される
応答振幅が検出された。最大振幅は11EOで検出され，
共振周波数ならびに振幅から変換した最大応力発生位置
における応力値を比較すると，周波数の差が0.1%，応
力値の差が約10 ～ 17％となった。なお，応力値のバ
ラつきは，振幅から応力への変換誤差によるものであ
り，最適な両パラメータの変換方法の確立が課題とし
て残った。また，NSMS計測から得たミスチューンに伴
う応答周波数，応答振幅に関するバラつきは，約0.5%，
Magnifi cation ratioで1.37となり，遠心タービン翼と比
較して極めて小さいレベルに有ることを実験的に明らか
にした。
　また，2種類のHammering手法を用いた試験結果か
ら作成したミスチューンFE解析モデルを作成し，周波
数応答解析を実施した。NSMS計測から得られた応答
バラつきとほぼ一致するCaseもあったが，わずかな固
有振動数バラつきの違いで最大応答翼やMagnifi cation 
ratioが変わることが証明され，応答挙動の正確な予測

にはミスチューンパターンの正確な予測が不可欠である
ことを再確認した。今後，最適なHammering手法・分
析方法の確立が課題として残った。
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Fig.13  Normalized mistuning distribution（FEA）
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1．諸　言
　ガスタービンの性能向上のため，タービン入口温度は
年々高くなっている。高圧タービンにおいては，構造上，
静止部と回転部の隙間から主流の高温ガスを巻き込んで
しまうことは避けられない。巻き込んだ高温ガスにより，
ディスクの金属温度を上昇させ，その強度に重大な影響
を及ぼす。タービンディスク周囲での主流巻き込みを回
避するため，当該キャビティにはパージエアが供給され
るとともに，ディスクリム部にはシール（リムシール）
が設けられ，主流ガスの過度の巻き込みを防止している。
　パージエアの流量を大きくすれば冷却上は有利である
が，パージエアは圧縮機から抽気されるため，パージエ
ア流量の増加はエンジン性能を低下させる。エンジン性
能への影響を最小限とするため，できるだけ少ないパー
ジエア流量にするには，主流巻き込み現象に対する理解
と，リムシールの最適な設計が不可欠である。
　従って，主流高温ガスの巻き込み量を精度よく予測す

ることが重要であるが，高圧タービン初段静翼出口の主
流マッハ数は1に近い一方で，パージエアによる冷却流
のマッハ数は0.01程度のオーダーとなる。この速度差は
数値流体力学（CFD）による解析を困難なものにして
いる。一般的なCFDソルバーは，非圧縮性流体を対象
とした圧力ベースソルバーと圧縮性流体を対象とした密
度ベースソルバーに大別される。主流巻き込みを精度
よく予測するためには，圧縮性を考慮する必要がある
が，密度ベースソルバーはマッハ数がおおよそ0.1以下
となるような流れ場に適用すると，厳しい時間刻みの制
限と移流スキームの過大な人工粘性による解の硬直性
（stiff ness）が問題となり，収束解を得られない，ある
いは非物理的な解に収束してしまうことがある。
　一方，Turkel⑴は疑似音速を導入した前処理法
（Preconditioning mehod）を提案した。これは低マッハ
数の場合，音速を速度と同じオーダーに強制的に変換す
る方法である。この方法はWeiss-Smith⑵によりさらに
一般化された。前処理を施すことにより，密度ベースソ
ルバーで低マッハ数流れを解くことが可能となるが，前
処理にはカットオフマッハ数と呼ばれる定数が必要とな
り，この定数の値は収束性に大きな影響を及ぼす。通常
はカットオフマッハ数を一様流マッハ数と同程度の値に
とるが，本研究で対象とするような主流と冷却流の速度
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差が大きい流れ場では，一様流マッハ数を定義すること
ができない。また，前処理法を適用する場合，前処理に
より特性速度が変化するため，移流項の評価についても
一般的なFDS，FVS，AUSMを用いることはできない。
Weiss-SmithはRoeスキームに忠実に前処理を施した前
処理Roeスキームを用いたが，この定式化は煩雑であり，
カットオフマッハ数が空間精度にも影響を及ぼす。
　近年，移流項については，Liら⑶，Liou⑷，Shimaら⑸

などにより低マッハ数流れにも適用可能なスキームが提
案されている。中でもLiらのA-RoeとShimaらのSLAU
はカットオフマッハ数を含まないため，一様流マッハ数
を定義できない流れ場においても空間精度を維持できる
と考えられる。従って，前処理とこれらのスキームを組
み合わせれば，収束性のみに着目してカットオフマッハ
数を選ぶことができるはずである。
　本研究では，時間積分法に前処理法に基づく陰解法を，
移流項スキームに全速度スキームを適用することで，低
マッハ数から亜音速までを高速かつ正確に解析可能な計
算手法を構築する。この計算手法を用いて，過去に株
式会社ＩＨＩで実施した主流巻き込みリグ試験⑹につい
てCFD解析を行い，従来の方法との比較を行う。なお，
実験ではパージエアに二酸化炭素を混入し，二酸化炭素
濃度を測定することでシール効率（主流巻き込み量）を
算出しているため，本研究では，二酸化炭素濃度をパッ
シブスカラーとして解析することでシール効率を算出す
る。

2．支配方程式と数値解法
2.1　支配方程式
　本研究では，圧縮性乱流場を対象とするため，RANS
により計算を行う。支配方程式として，ファーブル平均
された連続の式，ナヴィエ・ストークス方程式，エネル
ギー式を解く。乱流モデルについては，標準k-εモデル
を用いる。本研究では，ローター部に回転座標系を用い
るため，回転座標系における慣性力として，コリオリ力
と遠心力を体積力として与える。
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ここで，xiはデカルト座標，tは時間，ρは密度，ui はxi
方向の速度，pは静圧，τijは粘性応力，etは流体の持つ
単位質量あたりの全エネルギ，qiはxi方向の熱流束，fiは
xi方向の慣性力による加速度，δijはクロネッカーのデ

ルタである。（"）は変動成分，（－）はレイノルズ平均，
（～）はファーブル平均操作を意味する。
　シール効率の計算のため，上記に加え二酸化炭素の濃
度輸送式を解く。
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ここでϕは二酸化炭素濃度，Dは拡散係数，Dtは乱流拡
散係数，μは粘性係数，μtは渦粘性係数である。拡散
についてはシュミット数σ= 1を仮定し，乱流拡散につ
いても勾配拡散と乱流シュミット数σt = 1を仮定する。
シール効率ηは得られた濃度分布より以下のように計算
する。
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シール効率は全温基準の定義が利用されることもあるが，
全温基準の定義はウィンデージ熱による影響を受けるた
め，正確な見積が難しい。このため，本研究では濃度基
準の定義を用いる。

2.2　離散化手法
　数値計算は有限差分法を用いて行われる。非粘性項
はA-Roe⑶，AUSM+-up⑷，SLAU⑸の三通りのスキー
ムを用いてその性能を比較する。これらのスキームは
MUSCLにより二次精度化して用いる。粘性項には二
次中心差分を用いる。時間進行にはADI-SGSにWeiss-
Smith⑵の前処理行列を施すことにより構築した前処理
型陰解法（ここではpADI-SGSと呼ぶ）を用いる。多く
の前処理法の適用例ではLU-SGSを用いているが，ADI-
SGSはLU-SGS同様に対角化が不要でLU-ADIと同様に並
列化が容易であるため前処理のベースとした。なお，非
定常解析に前処理型陰解法を用いるため，内部反復によ
り最大二次精度を維持している。

3．計算条件
　株式会社ＩＨＩで実施した主流巻き込みリグ試験を対
象とする。詳細は文献⑹に示されている。
　まずは計算方法のテストのため，軸対称の流路のみの
形状について二次元計算を行う。その後，実際のリグ試
験形状について三次元計算を行う。各ケースの概略図を
図1に示す。リグ試験はキャビティ位置がディスク下流
側およびディスク上流側の場合について行われたが，本
研究ではディスク下流側キャビティを対象とし，そのう
ちの主流レイノルズ数Rem = 2.4×106，回転レイノルズ
数Reθ = 3.0×106，無次元二次空気流量Cw = 3.6×103の
ケースについて計算を行う。これらの無次元数の定義は
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それぞれ以下の通りである。

　　　　　 m

m
m

bV
ν

=Re
 

⑻

　　　　　 c

b
ν
ω

θ

2

Re =
 

⑼

　　　　　 b
QC
c

c
w ν
=

 
⑽

ここで，Vは軸方向速度，bはキャビティ外周半径，νは
動粘度，ωはディスク角速度，Qは体積流量，添え字m, 
cはそれぞれ主流と冷却空気を意味する。
　計算領域は1ピッチのみとし，周方向には周期境界条
件を課す。主流の流入境界は全温・全圧・流れ角を固定
し，二次空気は速度・静温を固定する。流出境界は静圧
を固定する。壁面は滑りなし断熱壁とし壁関数を適用す
る。
　計算格子は構造格子を用い，流路全体をマルチブロッ
ク法により分割し，翼およびシール周囲は重合格子法に
より背景格子に重ねることとする。図2に計算格子の例
を示す。この方法を選んだのは翼形状やシール形状を変
更したケースに対して容易に格子生成を行うことができ
るためである。翼とシールの格子はそれぞれ半径方向と
周方向については背景格子と一致させてあり，重合部で

の内挿は各断面ごとに双一次補間により行う。また，重
合部で格子解像度差による不連続が生じないことを事前
に確認している。動翼回りのブロックには回転座標系を
用い，静止ブロックと回転ブロックの間はスライディン
グメッシュにより連結する。三次元計算の総格子点数は
約5,000,000点である。

4．計算手順
　本計算の条件に対し，主流マッハ数の最大値は0.35程
度である。一方，二次空気側のマッハ数はおおよそ0.05
である。通常は，前処理法（およびAUSM+-up）に用い
られるカットオフマッハ数を一様流のマッハ数と同じか
多少大きな値を取るのが一般的であるが，本計算では適
切な一様流マッハ数が定義できない。試行錯誤の結果，
本計算ではカットオフマッハ数を0.1としている。この
値では主流の収束はかえって遅くなってしまう。この問
題は計算領域全体のマッハ数分布が大きい三次元のディ
スク上流側のケースで特に顕著になる。
　一方，スキーム自体を工夫せずとも，Dingら⑺は非定
常計算を行う前に定常計算を行うことでイタレーション
回数を削減している。Rabsら⑻は計算領域ごとのゾーナ
ル計算を行い計算負荷を抑えている。そこで，本研究で
は計算の収束性と解の妥当性を考慮し，定常と非定常の
二段階のステップに前処理法を加え，以下のような手順
で計算を行うものとする。
⑴ 主流がある程度収束するまで通常の陰解法を用いて定
常解析を行う。
⑵ 前処理陰解法に切り替え，キャビティ内がある程度収
束するまで定常解析を行う。
⑶非定常解析を行う。
　手順⑴で前処理を用いずに主流を準定常な状態に近づ
ける。この時点ではキャビティ内の流れはほとんど初期
条件から変化しない。手順⑵で前処理によりキャビティ
内の流れがおおよそ収束する。その後，手順⑶の非定常
計算により最終的な解を得る。本計算では動翼のない
ケースを対象としており，RANSを用いているが，キャ
ビティ近傍のせん断層は非定常性を示した。なお，非定
常計算では前処理を使うか否かの任意性がある。キャビ

Fig. 2  Computational Grid System
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ティ内の流れが定常的であれば，手順⑵の状態から解の
変化がないため，非定常計算では前処理を使わない方が
効率的である。一方，キャビティ内の流れが非定常的で
あれば，前処理が必要になる。しかし，主流のマッハ数
に対してカットオフマッハ数が小さすぎるため，陰解法
の内部反復回数が増加する。ここでは前処理を用いて計
算を行ったが，速度差が大きい流れ場に対し前処理を用
いた非定常計算を効率的に行うため，少ない内部反復で
時間精度を維持できる方法を確立することが今後の課題
である。
　直感的に考えれば手順⑴を行わなくてもよいかと思わ
れるかもしれない。しかし，主流の状態がキャビティ内
流れより先に収束に近い状態になっていないと，主流の
変化につられてキャビティ内流れが変化するため，流れ
場全体が変化し続けてしまう。このため全体の収束が遅
れてしまう。主流とキャビティ内流れは相互に干渉して
いるが，特に主流からキャビティ内流れへの影響が大き
く，手順⑴を行うことにより全体を早く収束させること
ができる。

5．結果と考察
5.1　二次元解析
　計算方法の検証のため，翼を無視した軸対称の二次元
解析を行った。煩雑な作業を避けるため，ソルバーは円
筒座標系で書き直さず，周方向に5点の格子を配した疑
似的な軸対称計算とした。
　図3はLU-ADI + Roe, pADI-SGS + A-Roe, pADI-SGS 

+ AUSM+-up, pADI-SGS + SLAUの4種類のスキーム
を用いて得られたリムシール近傍のシール効率である。
図より明らかなように，古典的なLU-ADI + Roeの組み
合わせは他の三種類の全速度解法と比べて主流巻き込み
を過少に評価した。本計算ではキャビティ内の初期条件
としてパージエアに含まれる二酸化炭素濃度を一様に与
えているため，計算がstiff に陥ってしまい，主流巻き込
みを妥当に予測できなかったものと思われる。
　図4にLU-ADI + RoeとpADI-SGS + SLAUの残差の
比較を示す。ここで示した残差は二酸化炭素濃度のL2
残差であり，計算領域全体の平均値である。スキームの
違いにより，最終的な残差に2桁の違いが見られ，全速
度スキームは計算の収束性を著しく改善している事が分
かる。また，振幅についても改善が見られる。図2に示
されるブロック8に対応する領域では大規模な渦が生成
されるが，LU-ADI + Roeはこの領域での収束が特に遅
かった。なお，ここではpADI-SGS + SLAUの結果のみ
を示したが，pADI-SGS + A-Roe, pADI-SGS + AUSM+-
upについても同様の傾向であった。
　二次元解析ではA-Roe，AUSM+-up，SLAUの結果に
は明確な優位性は見られなかったが，A-Roeは対角化に
要する計算負荷が大きいこと，AUSM+-upはカットオフ
マッハ数を含むことから，以降はSLAUを用いることと
した。ただし，低マッハ数に対応したスキーム全般に言
えることではあるが，SLAUは他の2種類のスキームに
比べて低速領域の数値拡散が特に小さく，数値的な振動
を生じやすい傾向を示した。また，ここでは結果を示さ
ないが，三次元解析においては，翼周りで流れが加速す
る領域が存在するため，計算領域全体の速度差が二次元
解析よりも大きく，カットオフマッハ数を含むAUSM+-
upは不安定であった。

5.2　三次元解析
　図5は主流のスパン方向の二断面におけるマッハ数分
布の瞬間場を示している。静翼上流には，動翼が設置さ
れていないため，流れは定常的である。ただし，ロー
ターの回転自体は考慮しているため，静翼に流入する流
れはわずかな迎角を持っており，静翼は対称な翼型であ
るが，ハブ面では非対称な流れとなっている。
　図6に子午面における流線，マッハ数，シール効率を
示す。主流ハブ面近傍から巻き込んだ主流は動翼側フィ

Fig. 3  Comparison of Seal Effi  ciency by Each Schems
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Fig. 4  Comparison of Residual
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ンの間で周方向に軸を持つ渦を形成している。キャビ
ティ内部では，ローターの回転により二次空気が外側へ
向かって流れ，ステーター側では巻き込まれた主流ガス
が内側へ向かって流れる渦構造となっている。このため，
シール効率はローター側の方が高い。また，二次元解析
に用いたモデルと比べてシール効率の高いシール形状を
用いているため，二次元解析の結果（図3）よりも主流
巻き込み量は小さい。
　ローター側シール後端付近からの流線を図7に示す。
ローター回転により旋回を与えられた主流境界層流れは
シール間で渦を形成し，パージエアと混合したのち主流
に戻る。静翼前縁の圧力勾配と旋回速度のため，シール
からの漏れはミッドピッチから正圧面側にかけての周方
向位置から下流へと流出していくことが確認できる。
　図8に解析と実験によるシール効率の比較を示す。横

軸はスパン方向の位置，縦軸はピッチ方向に平均した
シール効率であり，ローター側とステーター側のキャビ
ティ壁面上の二箇所の軸方向位置について比較する。解
析は実験とおおよそ一致しており，本計算手法により主
流巻き込みを妥当に予測できることが確認できた。ただ
し，解析は実験よりもシール効率を最大6ポイント高く
予測した。実験の計測誤差は2%程度であり，他に不一
致の原因があるものと考えられる。周期境界を用いたシ
ングルセクタの計算は，マルチセクタの計算よりも主流
巻き込みを過少に予測する傾向が報告されている⑼。本
計算はシングルセクタでの計算であり，不一致の原因の
可能性がある。
　計算手順で示した通り，本計算では計算初期の手順⑴
では前処理を行わず，手順⑵では前処理を行った。それ
ぞれの計算スキームによって許容される時間刻み幅は
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大きく異なり，前処理なしのADI-SGSでは計算領域全
体の最小値と最大値は5×10-7と3×10-5，前処理ありの
pADI-SGSでは2×10-6と3×10-4であった。前処理による
計算の加速効果は最小値で4倍，最大値で10倍となった。
前処理による疑似音速はカットオフマッハ数0.1に対応
することから最大10倍の加速率と予想され，本計算でも
そのような結果となった。

6．結　言
　時間積分法として前処理型陰解法を，移流項スキーム
として全速度スキームを組み合わせることで，圧縮性を
考慮しながら，速度差の大きい主流と冷却流を計算する
ことができる計算手法を構築した。この計算手法を用い
て，高圧タービンリムシールにおける主流巻き込みを模
擬したリグ試験に対応する三次元数値シミュレーション
を行い，以下の知見を得た。
⑴pADI-SGSスキームは対角化が不要かつ並列化が容易
であり，低マッハ数から亜音速領域まで安定かつ高速
に計算可能である。

⑵A-Roeは対角化の計算負荷が大きいが，全速度で安定
かつ高精度である。

⑶AUSM+-upは計算領域全体が高速あるいは低速であれ
ば計算負荷が小さく安定なスキームであるが，本計算
のように速度差の大きい流れでは不安定である。

⑷SLAUは計算負荷が小さく，安定かつ高精度である。
ただし，低速ではわずかに他のスキームより不安定で
ある。

⑸pADI-SGSとSLAUの組み合わせにより，前処理なし
の計算手法と比べ4～ 10倍程度の計算速度向上が期
待できる。

　今後の課題として，主流と冷却流の速度差が大きい非
定常流れに対する効率的な計算手法の確立が挙げられる。
前処理に用いるカットオフマッハ数は，冷却流のマッハ
数のオーダーに合わせることになるが，この値は主流に
対して不適切な値となるため，内部反復の収束に要求さ
れる反復回数が増加する。このため，計算領域全体に一
定のカットオフマッハ数を用いるのは非効率と考えられ
る。従って，流れ場の状態に応じてカットオフマッハ数
を選択するような方法を導入することで更なる計算効率
の向上が期待できると思われる。
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　　ガスタービン統計作成委員会は，関係各社の協力を
得て2013年1月から12月の間におけるガスタービン及
び過給機の生産状況を調査・集計し，生産統計資料を
作成した。資料提供を，陸舶用ガスタービンは15社，
航空用ガスタービンは3社，過給機は11社に依頼し，
提供を受けた範囲で生産統計資料を纏めた。なお，過
給機はすべて排気タービン方式のターボチャージャー
であり，機械駆動によるものではない。

　
Ⅰ．概要
1．2013年陸舶用ガスタービン生産統計概要
⑴　生産台数および出力（図1，表1）をみると，台数
では前年の413台に対し374台と，前年に比べて39台，
9%減少となった。出力区分別の前年との比較では，
小型が10台，中型が19台，大型が10台の減少となっ
た。また，出力では前年の7,970MWに対し6,656MW
と，前年から1,314MW（16%）の減少となった。最近
6年間で2番目に多かった昨年に比べると台数及び出
力とも減少したものの，概ね高い水準を維持した。出
力区分別の前年との比較では，小型が3MW，中型が
60MW，大型が1,251Wの減少となっている。

　ア）小型（735kW以下）は前年と比べて，台数は8%，
出力は5％の減少で，それぞれ120台，50MWと
なった。

　イ）中型（736 ～ 22,064kW）は前年と比べて，台
数は8%，出力は9％の減少で，それぞれ224台，
630MWとなった。

　ウ）大型（22,065kW以上）は前年と比べて，台数は
25%，出力は17%の減少で，それぞれ30台，5,976MW
となった。

⑵　用途別（表1，図2，図3）にみると，ベース
ロード発電用（BL），非常用発電用（EM），艦艇用
（MM）実験用（XP），およびその他（MC）の用途
向けで占められている。台数で最も多いのは非常用
発電用（EM）の297台（79％），出力で最も多いのは

ベースロード発電用（BL）の6,074MW（91％）であ
る。前年と比べ，全体的に台数は減少しているものの，
前年は4台であったピークロード発電用（PL）が実
績0になったことと，前年は実績0であった実験用
（XP）に実績があったことを除けば，全体的な構成は
例年と大きく変わっていない。
　ア）非常用発電用（EM）は前年と比べて，台数は22

台（7％）減の297台，出力は89MW（18%）減の
411MWとなった。出力区分別にみると，小型は台
数で5％，出力で6%の減少，中型は台数で8％，
出力で19%の減少となっている。今年は，小型・
中型ともに昨年よりも台数，出力が減少している。
2011年の震災以降の非常用発電のニーズの高まりが，
ひと段落した為と考えられる。

　イ）ベースロード発電用（BL）は前年と比べて，台
数 は10台（16%） 減 少 の52台， 出 力 は216MW
（3%）減少の6,074MWと，台数・出力ともに減少
した。出力区分別にみると，小型は実績がなく，中
型は台数で10%，出力で54%の増加，大型は台数で
19%，出力で4%の減少となっている。前年は小
型・大型が増加し，中型は減少していたが，今年は
小型・大型が減少し，中型は一転して増加している。
1台あたりの出力を前年と比べると，小型：前年
309kW/台，今年実績なし，中型：前年 4.5MW/台
　今年 6.3MW/台，大型：前年 172MW/台　今年 
204MW/台となっており，中型，大型ともにおける
大出力化が見られる。

　ウ）前年実績がなかった実験用（XP）が今年は1台，
800kWとなっている。

　エ）艦艇用（MM）は前年と比べて，台数は9
台（69%）減の4台，出力は30MW（21%）減の
112MWとなっている。

　オ）その他用途向け（MC）は前年と比べて，台数は
5台（33%）増の20台であるが，出力では53MW
（1070%）増の58MWとなっており大幅に増加して
いる。これは，大型区分の46.6MW　1台の実績に
よるものである。

2013年ガスタービン及び過給機生産統計

ガスタービン統計作成委員会

※ 文中の前年との差異や増加率などの出力に関する数値は，
後に示す数表に基づきkW単位で算出している。
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⑶　燃料の種類別（表2，図4，図5）にみると，台数
ではガス燃料が前年比23%減の55台，液体燃料が前年
比7%減の319台となっている。出力ではガス燃料が
前年比9%減の6,122MW，液体燃料が前年比56%減の
534MWとなっている。ガス燃料・液体燃料ともに前
年に比べて台数・出力ともに減しているが，特に前年
に急増した液体燃料の出力における減少が顕著であ
る。構成比率は，台数ではガス燃料が全体の15%に対
し，液体燃料が85％で，この比率は前年とほぼ同じで
あるが，出力ではガス燃料が92％，液体燃料が8％で，
前年と比べガス燃料が増加している。

　ア）液体燃料では，台数・出力ともに最も多いのが
重油1種（H1）であり，台数は184台で燃料全体
の49％を占めている。出力は281MWで燃料全体の
4%を占めている。重油1種（H1）は前年に比べ
て台数は10%，出力は13%の減となっている。次
に台数が多いのは灯油（T）の74台で，前年に比
べると4%減となっている。最も少ない軽油（K）
は61台で，前年と同じになっている。出力では軽
油（K）が172MW，灯油（T）が81MWとなってお
り，前年と比べると，軽油（K）は前年比78％減の
大幅な減少となり，灯油（T）は17％減となってい
る。昨年は大きかった軽油（K）と灯油（T）の出
力の差は今年は縮小している（前年：690MW，今
年：91MW）。

　イ）ガス燃料では，台数が最も多いのは天然ガス
（GNG）の32台で，燃料全体の9％を占めている。
出力でも天然ガス（GNG）が最も多く3,976MW
で全体の60％を占めている。台数で次に多いのは
都市ガス（GTW）の11台，以下は液化天然ガス
（LNG）の9台，高炉ガス（GBF）の3台となって
いる。出力で次に多いのは液化天然ガス（LNG）
の1,846MW，以下は高炉ガス（GBF）の255MW，
都市ガス（GTW）の46MWと続く。昨年は出力で
液化天然ガス（LNG）が首位だったが，今年は台
数・出力ともに天然ガス（GNG）が最多となった。

　ウ）燃料別比率を出力区分別にみると，台数の上位3
種は，小型は重油1種（43%），灯油（32%），軽油
（25％），中型は重油1種（59%），灯油（16%），軽
油（14%），大型は天然ガス（60%），液化天然ガス
（30%），高炉ガス（10%）となっている。全体では
重油1種（49%），灯油（20%），軽油（16%）の比
率になった。出力でみると，小型は重油1種（48%），
灯油（31%），軽油（21％），中型は重油1種（41%），
軽油（26%），天然ガス（16%），大型では天然ガス
（65%），液化天然ガス（31%），高炉ガス（4%）と

なっている。全体では天然ガス（60%），液化天然
ガス（28%），高炉ガス・重油1種（各4%）の割合
となった。前年は液化天然ガスが出力全体の40%を
占めて最多であったが，今年は大型の天然ガスが
60％を占め最多となった。また，昨年増加した都市
ガスは，今年は大型で実績がなかったため大幅に減
少した。

⑷　納入地域別（表3）でみると，台数では国内が前年
比28台減の340台，輸出が10台減の35台となった。出
力では国内が前年比1,173MW減の2,590MW，輸出が
140MW減の4,066MWとなっている。
　ア）国内向けは総台数の91%，全出力の39%を占めて

おり，全体に占める割合は，台数で2%増，出力で
8%の減と出力ベースで特に減少した。前年との
比較では台数は8%減，出力は31%減となっている。
区分別の台数・出力は，小型で9台，2MWの減，
中型で16台，79MWの減，大型で3台，1,093MW
の減となっており，前年はいづれの出力区分でも台
数，出力ともに増加がみられたが，今年はその逆
で全ての出力区分で台数・出力ともに減少となっ
ている。さらに国内の地域別にみると，台数では北
海道で14台，東北で11台，関東で16台の減少，近畿
で14台，四国で10台の増加があったのが大きな変化
であった。出力については東北で560MW，関東で
874MW，中部で157MWの減少があった一方で，近
畿で281MWの増加があったのが大きな変化である。
地域別の構成比率は台数では関東が最も多く，国内
全体の44%，出力では近畿が最も多く41%を占めた。
また，今年は舶用主機向けが前年から5台，16MW
の減，舶用補機向けが前年から4台，14MWの減少
となっている。

　イ）輸出は総台数の9％，全出力の61%であり，前年
と比べた全体に占める割合は台数で2%減，出力
で8%の増となっている。前年よりそれぞれ11台
（22％），141MW（3%）減している。前年との比
較を区分別でみると，小型は前年ほぼ同様で，中型
は3台減，18MWの増，大型は7台減で，158MW
の減となっており，全体的に減少傾向がみられる。
輸出先別にみると，今年の実績はアジアと欧州のみ
であり，その他の地域での実績はなかった。台数
ではアジア（76%），欧州（24%），出力ではアジア
（98%），欧州（2%）となっている。台数・出力と
もにアジア向けが最も多くなっているのは例年ど
おりである。アジア向けは前年と比べて台数は2台
（8%）増，出力は1624MW（69%）増となっている。

⑸　被駆動機械別（表4，図6，図7）では，これまで
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と同様に，台数・出力とも発電機がほとんどを占め，
台数で96%，出力で98％であった。発電機について出
力区分別にみると，全ての出力区分で台数・出力とも
に前年に比べて減となっている。それぞれの前年比
は，台数では小型が9%，中型が7%，大型が25%の
減である。出力では小型が9%，中型が8%，大型が
17%の減となっている。水ポンプは全体で前年に比べ
て4台，5MWの増となっており，出力区分別にみる
と，小型は1台，2MWの増加，中型が3台，3MW
の増加となっている。この他の被駆動機械では，推進
機が前年から5台，16MWの減少となった。

⑹　出力区分別（表5）を前年と比べると，小型は全体
で台数・出力ともに減少している，さらに詳細な区分
別（0 ～ 146kW，147 ～ 367kW，368 ～ 735kW） に
みると，0 ～ 146kW，368 ～ 735kWでは前年とほぼ
同じとなっているが，147 ～ 367kWでは9台，2MW
の減少となった。中型も全体で台数・出力ともに
減少したが，さらに詳細な区分別（736 ～ 4,412kW，
4,413 ～ 10,296kW，10,297 ～ 16,180kW，16,181 ～
22,064kW） に み る と，736 ～ 4,412kW，10,297 ～
16,180kW，では，台数・出力ともに減少しているが，
4,413 ～ 10,296kWは台数・出力ともに増加した。大型
でも全体で台数・出力ともに減少し，さらに詳細な区
分別（22,065 ～ 44,129kW，44,130kW以上）にみても，
いずれの区分別でも台数・出力ともに減少となった。
台数の多い順では，736 ～ 4,412kW，368 ～ 735kW，
147 ～ 367kWとなっており，これは前年の傾向と変
わらない。また出力の多い順では44,130kW以上，736
～ 4,412kW，24,413 ～ 10,296kWとなっており，4,413
～ 10,296kW，の割合が増えた。

⑺　発電用ガスタービン（表6）の台数と出力を前年
と比較すると，事業用は，国内では11台，1,927MW
となり，前年比は台数で3台減，出力で1040MW減と
なった。輸出では8台，1441MWとなり，前年比は台
数で1台増，出力で1,188MW増となった。自家用は，
国内が313台，542MWとなり，前年比は台数で19台減，
出力で107MW減となった。輸出は26台，2,624MWと
なり，前年比は台数で12台減，出力で1,328MW減で
あった。輸出の事業用のみ台数・出力とも増加したが，
それ以外では台数・出力ともに減少となった。

⑻　陸舶用ガスタービン向けモジュールは，前年に引き
続き2013年も実績がなかった。

⑼　好調だった前年度に比べ，今年度は全体的に減少傾
向となった。国内の需要は好調なものの，本統計には
表れない海外生産のガスタービンの国内導入が増えて
いること，また燃料代の安い石炭火力を電力会社が導

入し始めていること等が，減少となっている原因と思
われる。

2．2013年航空用ガスタービン生産統計概要
⑴　ターボジェット／ターボファン・エンジンの新規
製造状況については，前年と同様，P-1用のF7-10のみ
であり，合計台数は10台，合計推力は574kNであった。
（表7，図8参照）
⑵　前年同様にターボプロップ・エンジンの新規製造
は無く，ターボシャフトエンジンの新規製造状況
は，MCH-101およびCH-101用のRTM322が無くなっ
て，SH60J/Kお よ びUH60J/JAお よ びAH-64D用 の
T700，CH-47JA用のT55で，合計台数は28台，合計出
力は48,528kWであった。（表8，図9参照）
⑶　2007年から加わった民間航空機用エンジン向け
モジュールの新規製造状況については，A320等用
V2500のファンモジュール，CF34の低圧タービンモ
ジュールに，2010年からB787用Trent1000の中圧圧縮
機（IPC）モジュールおよび燃焼器モジュール，2011
年からB787，B747-8用GEnxの低圧タービンモジュー
ルが加わり，合計台数は1,346台であった。（図10参照）
⑷　日本の航空用ガスタービン生産全体の動向として
は，防衛省向けエンジンの新規製造の減少傾向であっ
たが，前年に比べると若干増加している。一方民間
航空機用エンジン向けモジュールの新規製造では，
V2500およびCF34用モジュール台数の回復傾向が続
き，Trent1000およびGEnxといった新機種用モジュー
ルの量産のため増加傾向にある。民間航空機用エン
ジン向けモジュールに関しては，2007年以降，V2500
およびCF34のモジュール生産統計を掲載している
が，部品製造も含めるとGE90，PW2000/4000/6000，
GP7200，Trent500/700/800/900，BR710/715な ど
多機種に渡り，その生産規模も相当な額に達してい
る。今後Trent1000，GEnxの新機種用モジュール
製造，部品製造の本格化や，開発中のPW1100G-JM，
Passport 20等の量産化が予定されていることから，
民間航空機用エンジン関連の占める割合が増加する傾
向は続くと見られる。（出典：一般社団法人　日本航
空宇宙工業会「平成26年版　日本の航空宇宙工業」, 
ISSN 0910-1527）

3．2013年過給機生産統計概要
⑴　生産台数（表9）については，主に自動車向けに使
用される圧縮機翼車外径100mm以下のClass1過給機
の生産台数は前年比8.3%の増加で約395万台と，3年
連続で増加した。主に建設機械，陸上発電設備，船舶
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図1　陸舶用ガスタービン

用機関等向けに使用される圧縮機翼車外径101mm～
200mmのClass2過給機の生産台数は前年比8.7%の減
少で約2.9万台となった。主に船舶用機関向けに使用
される圧縮機翼車外径201mm以上のClass3以上の過
給機についてはClassごとの程度差はあるものの，総
じて11.5％減少して，約1.4千台となった。

⑵　生産型式数（表10, 図11）は14型式が廃止となり，
新規に7型式が追加となった。これにより188型式
（全Class含む）となった。但し2008年以降Class1の
主要過給機メーカー1社の報告を得られておらず，集
計上型式数は減少している。

⑶　市場動向としては，前年比で生産台数全体では8.1％
の増加となり，2010年以降，継続的な市場回復が見ら
れた。ただしこれは主に自動車向けで生産台数の多い
Class1が8.3％増となった事によるものであり，主に
建設機械向けとなるClass2は昨年に引き続き減少し
ている。乗用車向けが主なClass1の国内生産は，ア

ベノミクス以降の大幅な円安や，環境性能の高い乗用
車用クリーンディーゼルエンジン，過給ガソリンダウ
ンサイジングの需要増により大幅に増加していると考
えられる。また，主に船舶機関向けとされるClass3
以上についてはClassにより異なるものの総じて11.5%
減となっており，造船業界及び海運市場の低迷及び燃
料費の高騰等の影響が見受けられる。
⑷　製品ラインアップについては，排ガス規制や高圧
力比を実現する新機種が各大手メーカーより船舶主
機，補機用としてClass4,5,6,7,8に7型式追加さ
れた。また，これに伴って旧型となり需要が減少して
いたClass5,6,7,8,9, 11の14型式が生産中止となっ
た。2014年4月にはIMOにおいてNOx3次規制の開
始時期が2016年に決定された為，高度な環境技術を持
つ日本メーカー製品を中心に今後も過給機のライン
アップは変化していくと考えられる。

Ⅱ．統計
1．陸舶用ガスタービン
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表1　2013年用途別生産台数及び出力（kW）

区分　Size 小型　Small Unit
～735kW

中型　Medium Unit
736～22,064kW

大型　Large Unit
22,065kW～

全　出　力
Total

用　　　　　　　途
Application

コード
Code

台数
Units

出　力
Output（kW）

台数
Units

出　力
Output（kW）

台数
Units

出　力
Output（kW）

台数
Units

出　力
Output（kW）

ベースロード発電用
Generator Drive for Base Load BL 0 0 23 144,190 29 5,929,870 52 6,074,060 

ピークロード発電用
Generator Drive for Peak Load PL 0 0 0 0 0 0 0 0 

非 常 用 発 電 用
Generator Drive for Emergency EM 105 44,354 192 367,000 0 0 297 411,354 

商　　　船　　　用
Merchant Marine M 0 0 0 0 0 0 0 0 

艦　　　艇　　　用
Military Marine MM 0 0 4 112,000 0 0 4 112,000 

石油化学プロセス用
Oil Refi nery and Chemical Process OR 0 0 0 0 0 0 0 0 

その他のプロセス用
Miscellaneous Chemical Process PR 0 0 0 0 0 0 0 0 

実　　　験　　　用
Experimental XP 0 0 1 800 0 0 1 800 

空　　　調　　　用
Air Conditioning ACD 0 0 0 0 0 0 0 0 

そ　　　の　　　他
Miscellaneous MC 15 5,220 4 5,850 1 46,600 20 57,670 

合　　　　計
Total 120 49,574 224 629,840 30 5,976,470 374 6,655,884 

BL
91.3%

EM
6.2%

PL
0.0%

MM
1.7% MC

0.9%

図3　2013年用途別出力割合（%）

BL 13.9%

EM 79.4%

MM
1.1%

XP
0.3% MC

5.3%

図2　2013年用途別生産台数割合（%）
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表2　2013年燃料別生産台数及び出力（kW）

区分　Size 小型　Small Unit
～735kW

中型　Medium Unit
736～22,064kW

大型　Large Unit
22,065kW～

全　出　力
Total

燃料種類
Kind of Fuel

コード
Code

台数
Units

出　力
Output（kW）

台数
Units

出　力
Output（kW）

台数
Units

出　力
Output（kW）

台数
Units

出　力
Output（kW）

ガ
ス
燃
料　
　

Gaseous  

Fuel

液化天然ガス
Liquefi ed Natural Gas LNG 0 0 0 0 9 1,845,800 9 1,845,800 

天然ガス
Natural Gas GNG 0 0 14 99,960 18 3,875,570 32 3,975,530 

高炉ガス
Blast Furnace Gas GBF 0 0 0 0 3 255,100 3 255,100 

都市ガス
Town Gas GTW 0 0 11 45,890 0 0 11 45,890 

ガス燃料　小計
Sub Total 0 0 25 145,850 30 5,976,470 55 6,122,320 

液
体
燃
料　
　

Liquid  

Fuel

灯油
Kerosene T 38 15,495 36 65,340 0 0 74 80,835 

軽油
Gas Oil K 30 10,258 31 161,800 0 0 61 172,058 

重油1種
Heavy Oil No.1 H1 52 23,821 132 256,850 0 0 184 280,671 

液体燃料　小計
Sub Total 120 49,574 199 483,990 0 0 319 533,564 

その他
Miscellaneous Fuel MF 0 0 0 0 0 0 0 0 

合　　計
Total 120 49,574 224 629,840 30 5,976,470 374 6,655,884 

H1
4.2%

GNG
59.7%

GTW 0.7%
GBF 3.8%

T 1.2% K 2.6%

LNG
27.7%

ガス燃料 92.0%

液体燃料
8.0%

図5　2013年燃料別出力割合（%）

LNG
2.4% GNG 8.6%
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T
19.8% 
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16.3%

H1
49.2%

GTW 2.9%
ガス燃料
14.7%

液体燃料 85.3%

図4　2013年燃料別生産台数割合（%）
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表3　2013年地域別納入台数及び出力（kW）

区分　Size

地域
Location

小型　Small Unit
～735kW

中型　Medium Unit
736～22,064kW

大型　Large Unit
22,065kW～

全　出　力
Total

台数
Units

出　力
Output（kW）

台数
Units

出　力
Output（kW）

台数
Units

出　力
Output（kW）

台数
Units

出　力
Output（kW）

国
内
向
け　
　
　
　
　
　
　
　

Domestic  

Use　
　
　

北 海 道
Hokkaido 3 1,025 8 11,600 0 0 11 12,625 

東　　北
Tohoku 8 3,380 10 19,200 0 0 18 22,580 

関　　東
Kanto 41 17,595 106 235,010 2 81,320 149 333,925 

中　　部
Chubu 22 11,080 23 40,230 4 670,900 49 722,210 

近　　畿
Kinki 18 7,680 29 54,650 3 1,002,000 50 1,064,330 

中　　国
Chugoku 5 2,492 3 4,140 2 172,900 10 179,532 

四　　国
Shikoku 3 1,300 10 17,850 0 0 13 19,150 

九　　州
Kyushu 13 4,229 16 33,600 1 85,200 30 123,029 

沖　　縄
Okinawa 1 600 0 0 0 0 1 600 

可 搬 型
Movable 5 13 0 0 0 0 5 13 

舶用主機
Marine Propulsion 0 0 4 112,000 0 0 4 112,000 

舶用補機
Marine Anxiliaries 0 0 0 0 0 0 0 0 

未　　定
Unknown 0 0 0 0 0 0 0 0 

国内向け　小計
Sub Total 119 49,394 209 528,280 12 2,012,320 340 2,589,994 

輸
出
向
け　
　

For  

Export

北　　米
North America 0 

中 南 米
South Central America 0 

ア ジ ア
Asia 1 180 8 53,750 17 3,933,300 26 3,987,230 

大 洋 州
Oceania 0 0 0 0 0 0 0 0 

欧　　州
Europe 0 0 7 47,810 1 30,850 8 78,660 

ロシア・NIS諸国
Russia・NIS 0 0 0 0 0 0 0 0 

中　　東
Middle East 0 0 0 0 0 0 0 0 

アフリカ
Africa 0 0 0 0 0 0 0 0 

輸出向け　小計
Sub Total 1 180 15 101,560 18 3,964,150 34 4,065,890 

合　　　計
Total 120 49,574 224 629,840 30 5,976,470 374 6,655,884 
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表4　2013年被駆動機械別生産台数及び出力（kW）

区分　Size 小型　Small Unit
～735kW

中型　Medium Unit
736～22,064kW

大型　Large Unit
22,065kW～

全　出　力
Total

被駆動機械
Driven Machinery

コード
Code

台数
Units

出　力
Output（kW）

台数
Units

出　力
Output（kW）

台数
Units

出　力
Output（kW）

台数
Units

出　力
Output（kW）

発電機
Electric Generator G 111 44,522 217 514,390 30 5,976,470 358 6,535,382 

推進機
Propeller PRR 0 0 4 112,000 0 0 4 112,000 

水ポンプ
Water Pump W 9 5,052 3 3,450 0 0 12 8,502 

動力計 DM 0 0 0 0 0 0 0 0 

合　　　計
Total 120 49,574 224 629,840 30 5,976,470 374 6,655,884 

G 98.2%

W 0.1%
DM 0.0%

PRR 1.7%

図7　2013年被駆動機械別出力割合（%）

G 95.7%

PRR 1.1%

W
3.2%

DM 0.0%

図6　2013年被駆動機械別生産台数割合（%）

表5　2013年出力区分別生産台数及び出力（kW）

出　力　区　分（kW）
Units Output

台数
Units

出　力
Output（kW）

小　　型
Small Unit
0～735kW

0～146 6 33 

147～367 32 7,634 

368～735 82 41,907 

小計　Sub Total 120 49,574 

中　　型
Medium Unit
736～22,064kW

736～4,412 198 363,190 

4,413～10,296 22 154,650 

10,297～16,180 4 112,000 

16,181～22,064 0 0 

小計　Sub Total 224 629,840 

大　　型
Large Unit
22,065kW～

22,065～44,129 3 112,170 

44,130～ 27 5,864,300 

小計　Sub Total 30 5,976,470 

合　　　計　Total 374 6,655,884 
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表6　2013年発電用ガスタービン用途別生産台数及び出力（kW）

区分　Size 小型　Small Unit
～735kW

中型　Medium Unit
736～22,064kW

大型　Large Unit
22,065kW～

全　出　力
Total

用　　　途
Application

コード
Code

台数
Units

出　力
Output（kW）

台数
Units

出　力
Output（kW）

台数
Units

出　力
Output（kW）

台数
Units

出　力
Output（kW）

国
内
事
業
用

ベースロード発電用 BL 0 0 0 0 11 1,927,120 11 1,927,120 

ピークロード発電用 PL 0 0 0 0 0 0 0 0 

非常用発電用 EM 0 0 0 0 0 0 0 0 

Domestic/Public Use
国内事業用　小　　計　Sub Total 0 0 0 0 11 1,927,120 11 1,927,120 

国
内
自
家
用

ベースロード発電用 BL 0 0 9 44,230 1 85,200 10 129,430 

ピークロード発電用 PL 0 0 0 0 0 0 0 0 

非常用発電用 EM 103 43,934 191 365,400 0 0 294 409,334 

試験用 XP 0 0 1 800 0 0 1 800 

そ　　　の　　　他 MC 7 408 1 2,400 0 0 8 2,808 

Domestic/Private Use
国内自家用　小　　計　Sub Total 110 44,342 202 412,830 1 85,200 313 542,372 

国内合計　Domestic Use Total 110 44,342 202 412,830 12 2,012,320 324 2,469,492 

輸
出
事
業
用

ベースロード発電用 BL 0 0 0 0 7 1,394,850 7 1,394,850 

ピークロード発電用 PL 0 0 0 0 0 0 0 0 

非常用発電用 EM 0 0 0 0 0 0 0 0 

そ　　　の　　　他 MC 0 0 0 0 1 46,600 1 46,600 

For Export/Public Ｕse
輸出事業用　小　　計　Sub Total 0 0 0 0 8 1,441,450 8 1,441,450 

輸
出
自
家
用

ベースロード発電用 BL 0 0 14 99,960 10 2,522,700 24 2,622,660 

ピークロード発電用 PL 0 0 0 0 0 0 0 0 

非常用発電用 EM 1 180 1 1,600 0 0 2 1,780 

For Export/Private Use
輸出自家用　小　　計　Sub Total 1 180 15 101,560 10 2,522,700 26 2,624,440 

輸出合計　For Export Total 1 180 15 101,560 18 3,964,150 34 4,065,890 

事
業
用

ベースロード発電用 BL 0 0 0 0 18 3,321,970 18 3,321,970 

ピークロード発電用 PL 0 0 0 0 0 0 0 0 

非常用発電用 EM 0 0 0 0 0 0 0 0 

そ　　　の　　　他 MC 0 0 0 0 1 46,600 1 46,600 

Public Use
事業用　合　　計　Total 0 0 0 0 19 3,368,570 19 3,368,570 

自
家
用

ベースロード発電用 BL 0 0 23 144,190 11 2,607,900 34 2,752,090 

ピークロード発電用 PL 0 0 0 0 0 0 0 0 

非常用発電用 EM 104 44,114 192 367,000 0 0 296 411,114 

試験用 XP 0 0 1 800 0 0 1 800 

そ　　　の　　　他 MC 7 408 1 2,400 0 0 8 2,808 

Private Use
自家用　合　　計　Total 111 44,522 217 514,390 11 2,607,900 339 3,166,812 

総　　　計　Grand Total 111 44,522 217 514,390 30 5,976,470 358 6,535,382 

　Note：Code Explanation　BL：for Base Load　PL：for Peak Load　EM：for Emergency　MC：any other miscellaneous use
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※１　海面上静止最大スラスト
　　　Maximum Thrust at Sea Level Static Condition

※2　海面上静止常用出力
　　　Normal Output at Sea Level Static Condition

表7　2013年ターボジェット／ターボファン・エンジン
 生産台数及び出力（kN）

生産台数
Number of Units 10 スラスト合計※1

Thrust 574

表8　2013年ターボシャフト／ターボプロップ・エンジン
 生産台数及び出力（kW）

区　分
Size 0～735kW 736kW～ 全出力

用　途
Application

台数
Units

出力※2

Output
（kW）

台数
Units

出力※2

Output
（kW）

台数
Units

出力※2

Output
（kW）

固定翼機
Fixed Wing Aircraft 0 0 0 0 0 0 

ヘリコプタ用
Helicopter 0 0 28 48,528 28 48,528 

補助機関駆動用
Aux. Drive Units 0 0 0 0 0 0 

合　計
Total 0 0 28 48,528 28 48,528 

年　Year 
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図9　ターボシャフト／ターボプロップ・エンジン
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図10　民間航空エンジン用モジュール
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図8　ターボジェット／ターボファン・エンジン

2．航空用ガスタービン
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図11　2013年過給機生産台数及び型式数

3．過給機

表9　クラス別の年間生産台数

※3　型式はいずれも排気タービンである。
　　　Every model is an exhaust turbine type supercharger.
※4　合計数は，圧縮機翼車外径100mmを越す分を示す。
　　　 The fi gure shows total number of superchargers over 100mm in 

impeller diameter.

区　　分　　　　  Size
2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年Class

圧縮機翼車外径(mm)
Outside Diameter of 
Compressor Impeller

Class 1 0～ 100 約529万 約275万 約345万 約354万 約365万 約395万
Class 2 101～ 200 42,225 24,918 37,723 45,680 32,774 29,930
Class 3 201～ 300 508 503 482 643 538 574
Class 4 301～ 400 232 185 134 111 265 260
Class 5 401～ 500 175 131 110 57 73 74
Class 6 501～ 600 303 272 231 294 221 195
Class 7 601～ 700 322 290 282 362 274 150
Class 8 701～ 800 48 47 50 55 74 76
Class 9 801～ 900 205 194 150 214 114 51
Class 10 901～1000 0 0 0 0 0 0
Class 11 1001～ 0 0 3 24 0 0
合計 Total※4 44,018 26,540 39,165 47,440 34,333 31,310

区　　分　　　　　Size
2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年Class

圧縮機翼車外径(mm)
Outside Diameter of 
Compressor Impeller

Class 1 0～ 100 61 62 62 64 64 64
Class 2 101～ 200 26 26 29 29 29 29
Class 3 201～ 300 14 15 16 18 18 18
Class 4 301～ 400 15 16 16 15 17 18
Class 5 401～ 500 11 12 12 10 16 14
Class 6 501～ 600 11 12 12 14 15 15
Class 7 601～ 700 13 13 14 17 18 15
Class 8 701～ 800 5 5 6 5 8 7
Class 9 801～ 900 12 12 11 8 9 8
Class 10 901～1000 0 0 0 0 0 0
Class 11 1001～ 2 2 2 1 1 0
合計 Total※4 109 113 118 117 131 124

表10　クラス別の型式数※3
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第25回ガスタービン教育シンポジウム開催のお知らせ

　近年，ガスタービン技術の発展にはめざましいものがあり，航空機用ジェットエンジンをはじめ大規模発電やコジェ
ネレーション用や船舶用エンジンとして幅広く用いられています。ガスタービンは高出力・高効率であることやNOx排
出を抑えることが比較的容易であることから，環境に優しい原動機として今日の人類のエネルギー問題に寄与する大変
重要な役割を担っております。また，将来の地球温暖化防止に向けてガスタービンの更なる高効率化・大容量化が強く
求められており，多岐にわたる研究・開発分野で若い技術者の活躍が期待されます。この様な背景から，学生及びガス
タービン開発に携わる新人技術者を対象とした標記シンポジウムにつきまして関東地区7月の開催に引続き，5月号で
の予告通り，関西地区でも下記の日時に実施することといたしました。会員・非会員を問わず積極的にご参加下さい。

1．日　時：　2014年9月11日㈭，12日㈮
2．場　所：　三菱日立パワーシステムズ株式会社　高砂工場　高砂クラブ（高砂市荒井町新浜2丁目7番31号）

3．プログラム：
　　　11日㈭　9：30－         　　受付（高砂工場　高砂クラブ2階　大集会議室）
　　　　　　　10：00－10：10　　開会の挨拶
　　　　　　　10：10－11：40　　｢ガスタービン概論｣　　　　石坂　浩一（三菱重工業）
　　　　　　　11：40－13：00　　昼食
　　　　　　　13：00－14：30　　｢ガスタービンと流体工学｣　坂元　康朗（三菱重工業）
　　　　　　　14：40－15：30　　｢三菱日立パワーシステムズ社におけるガスタービンの開発｣
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　正田　淳一郎（三菱日立パワーシステムズ）
　　　　　　　15：30－17：45　　生産設備見学，実証設備見学（官学参加者）
　　　　　　　　　　　　　　　　三菱日立パワーシステムズのガスタービン技術の紹介（メーカ参加者）
　　　　　　　18：00－19：30　　懇親会
　　
　　　12日㈮　9：20－10：50　　「ガスタービンと伝熱工学」　石田　克彦（川崎重工業）
　　　　　　　11：00－12：30　　「ガスタービンと燃焼工学」　木村　武清（川崎重工業）
　　　　　　　12：30－13：30　　昼食
　　　　　　　13：30－15：00 　  「ガスタービンと材料工学」　高橋　孝二（三菱日立パワーシステムズ）
　　　　　　　15：10－16：40  　 「ガスタービンと制御工学」　足利　貢（川崎重工業）
　　　　　　　16：40－16：50　　アンケート記入
　　　　　　　16：50－    　　     閉会の挨拶
　　　　　　　　　　　　　
4．定　員：60名
5．対象者：大学，大学院，高等専門学校在籍者，ならびに技術者（ガスタービン初心者）
6．参加費（税込）：学生（会員：￥4,320，非会員：￥7,560），社会人（会員：￥10,800，非会員：￥19,440）
7．懇親会：参加費　無料
8．受講証の発行：2日間の講義を受講された方は，「ガスタービン教育シンポジウム受講証」を発行します。
9．申込方法： 下記の申込書に1）所属　学校名（専攻，学年），社名（部課名，入社年度），GTSJ会員は会員番号，

2）氏名，3）連絡先住所，TEL，FAX，E-mail，4）懇親会参加の有無を明記し，学会事務局宛に，
郵便，ファクシミリ，電子メ－ルのいずれかにより2014年8月27日㈬（必着）までに，お申し込み下さ
い。学会ホームページからもお申込みいただけます。

10．参加費の支払： 当日支払いですが，事前の支払いも受け付けます。事前に支払う場合は下記の所に振り込みを行っ
てください。またその旨を学会事務局にファクシミリ，電子メール等でお知らせ下さい。

注：開催場所案内図及び詳細については当学会ホームページをご覧下さい。（http：//www.gtsj.org/）
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○参加費には，テキスト（ガスタービン工学）代金が含まれております。
○高砂工場及び実証設備の見学は官学からの参加者のみとさせて頂きますので予めご了承下さい。
○高砂工場見学にはカメラおよびカメラ付携帯電話の持ち込みが出来ませんので予めご了承下さい。
○昼食：実費弁当申し込みを承ります。（飲物付きで1000円程度です。後日注文受付します。）
○交通： 山陽電車荒井駅　下車徒歩5分。同高砂駅からタクシーで5分又は徒歩15分。山陽電車高砂駅へはJR明石又は

JR姫路で山陽電車に乗り換え山陽電車特急で約15 ～ 20分。
○学会事務局：（公社）日本ガスタービン学会　〒160-0023　東京都新宿区西新宿7-5-13第3工新ビル402
○振込先：銀行（みずほ銀行新宿西口支店　普通預金1812298）　郵便振替（00170-9-179578）

（2014年9月11，12日）
公益社団法人　日本ガスタ－ビン学会　行
FAX： 03-3365-0387　TEL： 03-3365-0095　E-mail： gtsj-office@gtsj.org　　
氏名 　　　　　
所属 学年，入社年度
連絡先 〒
TEL FAX

E-mail
GTSJ会員番号
（No.    　     ）

非会員

懇親会 出　・　欠 昼食申込 11日　　・　12日
　申込締切日：　2014年8月27日㈬（必着）

第25回ガスタービン教育シンポジウム参加申込書

M501J  ガスタービン

ガスタービン複合サイクル発電プラント実証設備

M701J  ガスタービン

Download service for the GTSJ member of ID , via 3.144.13.226, 2025/01/16. 

                         119 / 126



380 日本ガスタービン学会誌　Vol.42　No.4　2014.7

ー 120 ー

Asian Congress on Gas Turbines 2014（ACGT2014）　参加募集

　3月号にてお知らせしました通り，本年8月にソウル国立大学においてACGT2014が開催されます。日中韓を中心に
インドや欧米各国から約150件の講演が予定されていますので，奮ってご参加いただきたく，お願い申し上げます。

記
会議名：　アジア・ガスタービン会議2014（Asian Congress on Gas Turbines 2014, ACGT2014）
会　期：　2014年8月18日㈪～ 20日㈬
場　所：　ソウル国立大学（ソウル，韓国）
共催団体：　日本ガスタービン学会 （GTSJ），
　　　　　　韓国流体機械学会　Korean Society for Fluid Machinery （KSFM）
　　　　　　 中国科学院工程熱物理研究所　Institute of Engineering Thermophysics/ Chinese Academy of Sciences

（CAS），
会議ウェブサイト：http://www.acgt2014.com　（本会ホームページにもリンクしています。）

ACGT2014実行委員会

International Gas Turbine Congress 2015 Tokyo 開催のご案内

　既に学会誌，ホームページ等でご案内しております通り，International Gas Turbine Congress 2015 Tokyo 
（IGTC2015 Tokyo） を2015年11月に開催致します。実行委員会で順調に準備を進めている中，会場となる虎ノ門ヒル
ズが6月11日に無事開業致しました。早速現地を視察し，会場使用等の具体的な計画を立てているところです。この度，
1st Circularを発行し，ホームページに公開致しました。会員の皆様には是非積極的なご参加とご協力をいただきます
よう，何卒宜しくお願い致します。

記
会議名称：　International Gas Turbine Congress 2015 Tokyo
　　　　　　（2015年国際ガスタービン会議東京大会）
開催場所：　虎ノ門ヒルズ フォーラム（虎ノ門ヒルズ4階・5階）
　　　　　　http://toranomonhills.com/ja/
会　　期：　2015年11月15日㈰～ 20日㈮
日　　程：　アブストラクト締切り　2015年1月31日
　　　　　　ドラフト論文締切り　　2015年4月30日
　　　　　　最終論文締切り　　　　2015年8月31日
ホームページ：　http://www.gtsj.org/english/igtc/IGTC2015/index.html

IGTC2015Tokyo実行委員会
委員長　渡辺紀徳
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第42回日本ガスタービン学会定期講演会（熊本）・見学会のお知らせ（予告）

　第42回日本ガスタービン学会定期講演会・見学会を以下のように開催します。プログラム他詳細は，決まり次第，学
会ウェブページに掲載いたします。また，9月号にも掲載予定です。

主　　催：公益社団法人 日本ガスタービン学会

協　　賛：協賛団体は日本ガスタービン学会ウェブサイト（http://www.gtsj.org/）をご覧ください。

開 催 日：
・講演会　2014年10月22日㈬，23日㈭
・見学会　2014年10月24日㈮

開催場所：
・熊本市国際交流会館　熊本市中央区花畑町4-18
　http://www.kumamoto-if.or.jp/kcic/default.asp
　Tel：096-359-2020

講 演 会：
・一般講演：空力，燃焼，システム，伝熱，材料，タービン等
・特別講演：熊本大学先進マグネシウム国際研究センター センター長 河村能人氏　講演題目未定
・企　　画：「負荷変動対応型先進的ガスタービン技術（仮題）」等を予定。

参加登録費（税込）：
・会員・協賛団体会員 14,040円（ただし，学生は論文集有りで4,320円，論文集無しで1,080円）
・会員外　  19,440円（ただし，学生は論文集有りで7,560円，論文集無しで4,320円）

懇 親 会：
・第1日目の講演会終了後，市内ホテルにて懇親会を開催いたします。
　懇親会参加費（税込）：3,240円（予定）

学生による優秀発表の表彰：
・学生による「研究報告」で，講演申込時にエントリーがあったものの中から，特に優秀な発表に対して表彰を行います。

見 学 会：
・日　時：10月24日㈮
・見学先：日立造船株式会社有明工場，熊本大学先進マグネシウム国際研究センター等の見学を予定しています。
・定　員：45名程度，先着順，講演会参加登録者に限ります。
・参加費：6,480円

参加申込方法：
・プログラム等詳細決定次第，学会ウェブサイト（http://www.gtsj.org/）に掲載いたします。ウェブサイトから登録
されるか，9月号掲載参加申込書に必要事項をご記入の上，学会事務局宛にお申込み下さい。参加登録は，受付の混
乱を避けるため，事前登録をお願いします。講演者も参加登録をお願いします。

関連情報：
・講演会の前日（10月21日）に市民フォーラムを計画しています。参加自由・無料の予定です。こちらも合わせてご予
定ください。

次号予告　日本ガスタービン学会誌2014年9月号（Vol.42 No.5）
特集「最近の加工・製造技術」
産業用ガスタービン　岡田 郁生（三菱重工業） 
航空用ガスタービン　櫻井 幹男（ＩＨＩ）
ＩＨＩ/ABB製舶用過給機の概要及び最新の加工・製造技術の紹介　百瀬 圭，中野 健， 宮原 和昌（ＩＨＩ）
蒸気タービンの製造技術　浅井 知，永瀬 保夫（東芝）
マニシングセンタによるガスタービン部品の最新加工技術　石井 正人（牧野フライス製作所）
小特集「3Dプリンタの可能性」
3Dプリンタとは、3Dプリンタの可能性　京極 秀樹（近畿大学）
3Dプリンタとデータ処理　望月 達也（静岡文化芸術大学）
3Dプリンタの製造応用　中野 禅（産業技術総合研究所）
産業用ガスタービンにおける3Dプリンタの活用　小牧 孝直（三菱日立パワーシステムズ）
ラピッド・プロトタイピング（RP）による精密鋳造用鋳型及び中子の迅速造型技術の開発
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　三島 勝則（キングパーツ）　　　ほか
 ※タイトル，執筆者は変更する可能性があります。
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○本会共催・協賛・行事○

[正会員〕
秋澤　智彦（Ｉ Ｈ Ｉ）　　　　 加賀谷　諒（Ｉ Ｈ Ｉ）　　　　 石川　裕太（東 芝）　　　　  中村　恭明（東 芝）

岩崎　真吾（日本ガイシ）
[学生会員〕
川崎　初穂（大阪工業大学） 神崎　　大（九 州 大 学） 伊藤　響平（首都大学東京） 生繁　佑弥（首都大学東京）
小堀　雄帆（首都大学東京） 平井　雄己（首都大学東京） 鈴木　大樹（筑 波 大 学） 大内　拓也（東 京 大 学）

大橋　俊之（東京理科大学） 大湾　朝日（東京農工大学） 村井　健人（東京農工大学） 森　　愛奈（東京農工大学）
矢野　幸汰（東京農工大学） 米村　　淳（法 政 大 学） 岡　　俊介（早稲田大学） 藤澤　信道（早稲田大学）
原　昇太郎（早稲田大学）
[賛助会員〕
大阪冶金興業㈱　　　　　　　  トヨタ自動車㈱　　　　　　　  Ipsen㈱　　　　　　　 三菱日立パワーシステムズ㈱

 入 会 者 名 簿 

主催学協会 会合名 共催
/協賛 開催日 会場 詳細問合せ先

日本機械学会　
関西支部

第332回講習会「事例に学
ぶ流体関連振動（トラブ
ル事例相談会付き）」

協賛 2014/7/28-29 大阪科学技術センター
日本機械学会関西支部
TEL：06-6443-2073,FAX：06-6443-6049
E-MAIL:info@kansai.jsme.ne.jp

日本機械学会　「機械の日・機械週間」記念行事 協賛 2014/8/7 早稲田大学国際会議場 日本機械学会
http://www.jsme.or.jp/kikainohi/

日本伝熱学会，
日本学術会議

第15回国際伝熱会議
（IHTC-15） 協賛 2014/8/10-15 国立京都国際会館 第15回国際伝熱会議　事務局

info@ihtc-15.org

日本マリンエンジ
ニアリング学会

技術者継続教育2014
「基礎コース」講習会 協賛

2014/8/28-29,
2014/9/25-26,
2014/10/23-24

岡山国際交流センター 日本マリンエンジニアリング学会
http://www.jime.jp

日本機械学会
「伝熱工学資料（改定第5
版）」の内容を教材にした
熱設計の基礎と応用

協賛 2014/9/4-5 東京理科大学　森戸記
念館第一フォーラム

日本機械学会 熱工学部門
TEL：03-5360-3500

日本機械学会

2014年度計算力学技術者
（CAE技術者）資格認定
事業（固体力学分野の有
限要素法解析技術者・熱
流体力学分野の解析技術
者・振動分野の有限要素
法解析技術者）

協賛 2014/9/23，
12/20

東京工業大学，名古屋
大学，近畿大学，金沢
大学，JR博多シティ
会議室

日本機械学会 事業企画G
caenintei@jsme.or.jp

日本機械学会 講習会「流体騒音」 協賛 2014/10/17 東京大学
生産技術研究所

日本機械学会　流体工学部門
http://www.jsme-fed.org/events/
2014/14-74.html

日本機械学会
関西支部

第333回講習会「熱応力に
よる変形・破壊の評価方
法と対策事例」

協賛 2014/10/23-24 大阪科学技術センター
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第52回燃焼シンポジウム事務局
http://www.combustionsociety.jp/
sympo52/

日本液体微粒化
学会 第23回微粒化シンポジウム 協賛 2014/12/18-19 弘前大学文京町キャンパス創立50周年記念会館
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潮﨑　成弘（MHPS），鈴木　康文（防衛省），辻田　星歩（法政大），
寺澤　秀彰（東京ガス），寺本　進（東大），中野　健（ＩＨＩ），
中野　剛（JALエンジニアリング），新関　良樹（東芝），野原 弘
康（ダイハツディーゼル），北條　正弘（JAXA），松崎　裕之（東
北電力），三鴨　正幸（中部電力），山下　一憲（荏原製作所），堀
内　直人（東京電力），吉野　展永（ＩＨＩ），渡辺　和徳（電中研），
渡邉　啓悦（荏原製作所）
論文委員会　○寺本　進（東大），壹岐　典彦（産総研），石田　克
彦（川崎重工），太田　有（早大），加藤　大（ＩＨＩ），幸田　栄
一（電中研），柴田　貴範（MHPS），田頭 剛（JAXA），姫野　武
洋（東大），船﨑　健一（岩手大学），山根　敬（JAXA），山本　
武（JAXA），山本　誠（東京理科大），吉岡　洋明（愛媛大），渡
辺　紀徳（東大）
統計作成委員会　○武　浩司（川崎重工），恵比寿　幹（三菱重工），
澤 　徹（東芝），野村　藤樹（ターボシステムズユナイテッド），
原田　　純（川崎重工），山上　展由（MHPS），山上　舞（ＩＨＩ），
吉田　知彦（MHPS），米田　幸人（ヤンマー）
産官学連携委員会　○渡辺　紀徳（東大），壹岐　典彦（産総研），
岡崎　正和（長岡技科大），金津　和徳（ＩＨＩ），幸田　栄一（電
中研），佐々木　隆（東芝），永井　勝史（川崎重工），西澤　敏雄
（JAXA），幡宮　重雄（日立），平野　篤（防衛省），福泉　靖史
（三菱重工），藤岡　順三（物材研），船﨑　健一（岩手大），古川　
雅人（九州大），本阿弥　眞治（東京理科大），吉田　英生（京大）
広報委員会　○村田　章（東京農工大），酒井　義明（東芝），佐藤
哲也（早大），高橋　康雄（MHPS），岡崎正和（長岡技科大），姫
野　武洋（東大），吉田 征二（JAXA），山根　敬（JAXA）
表彰委員会　○田沼　唯士（帝京大），春海　一佳（海技研），壹岐
典彦（産総研），児玉　秀和（ＩＨＩ），幡宮　重雄（日立），山根
敬（JAXA），姫野　武洋（東大）
情報システム化推進委員会　○村田　章（東京農工大），酒井　義明
（東芝），佐藤　哲也（早大），高橋　康雄（MHPS），岡崎正和（長
岡技科大），姫野　武洋（東大），吉田 征二（JAXA），山根　敬
（JAXA）
調査研究委員会　○壹岐　典彦（産総研），松沼　孝幸（産総研），
伊藤　栄作（三菱重工），岸部　忠晴（日立），合田　真琴（川崎重
工），齊藤　大蔵（東芝）高橋　徹（電中研），原田　広史（物材
研），谷村　和彦（川崎重工），米澤　克夫（ＩＨＩ），渡辺　紀徳
（東大）
ACGT2014　実行委員会　○山本　誠（東京理科大），小森　豊明
（三菱重工），葉狩 智子（川崎重工），山根　敬（JAXA）
IGTC2015Tokyo　実行委員会　○渡辺　紀徳（東大），姫野　
武洋（東大），（総務委員会）○西澤　敏雄（JAXA），牧田　
光正（JAXA），小見　淳介（ＩＨＩ），沼田　祥平（MHPS），
（論文委員会）○太田　有（早大），寺本　進（東大），山本　誠
（東京理科大），西岡  卓宏（日立），辻田  星歩（法政大），山根　
敬（JAXA），山本　武（JAXA），吉岡　洋明（愛媛大），岡井  敬
一（東大），新関  良樹（東芝），玉木  秀明（ＩＨＩ），仲俣千由
紀（ＩＨＩ），葉狩 智子（川崎重工），福田　雅文（高効率発電シ
ステム研），三好　市朗（MHPS），幸田　栄一（電中研），田頭　
剛（JAXA），（展示委員会）○松田　寿（東芝），北山　和弘（東
芝），猪亦　麻子（東芝），岡村　直行（東芝），石川　智貴（東芝），
種橋　信哉（GE），井上　俊彦（川崎重工），原田　純（川崎重工），
吉國　孝之（ＩＨＩ），藤木　貴子（ＩＨＩ），西村　真琴（MHPS），
吉田　知彦（MHPS），山形　通史（富士電機），牧野　敦（JAXA），
（行事委員会）○大石　勉（ＩＨＩ），山上　舞（ＩＨＩ），酒井　英
司（電中研），藤本　秀（ＩＨＩ），堀川　敦史（川崎重工），吉田
征二（JAXA），（財務委員会）○井上　洋（MHPS），後藤　仁一
郎（MHPS），鎌田　直人（MHPS），廣川　順一（ＩＨＩ）

2014年度役員名簿

2014年度委員名簿（順不同）

会長　藤谷　康男（MHPS）
副会長　田沼　唯士（帝京大）
法人管理担当執行理事　伊東　正雄（東芝），鈴木　健（ＩＨＩ），
幡宮　重雄（日立），正田　淳一郎（MHPS）
公益目的事業担当執行理事　壹岐　典彦（産総研），岡崎　正和（長
岡技科大），佐藤　哲也（早大），武　浩司（川崎重工），辻田　星
歩（法政大），春海　一佳（海技研），姫野　武洋（東大），山根　
敬（JAXA），山本　誠（東京理科大）
理事　桂田　健（JAL），松崎　裕之（東北電力），渡辺　和徳（電中
研），渡邉　啓悦（荏原），藁谷　篤邦（本田技術研究所）
監事　塚越　敬三（MHPS），藤綱　義行（東京農工大）

倫理規定委員会　○幡宮　重雄（日立），鈴木　健（ＩＨＩ），伊東　
正雄（東芝），正田　淳一郎（MHPS），山根　敬（JAXA），春海
　一佳（海技研）
自己点検委員会　○幡宮　重雄（日立），鈴木　健（ＩＨＩ），伊東　
正雄（東芝），正田　淳一郎（MHPS），山根　敬（JAXA），春海
　一佳（海技研）
運営委員会　○鈴木　健（ＩＨＩ），幡宮　重雄（日立），正田　淳一
郎（MHPS），伊東　正雄（東芝），山根　敬（JAXA），壹岐　典
彦（産総研），春海　一佳（海技研），太田　有（早大），酒井　義
明（東芝），村田　章（東京農工大），堀内　直人（東京電力），渡
辺　紀徳（東大），安田　聡（MHPS）
企画委員会　○正田　淳一郎（MHPS），鈴木　健（ＩＨＩ），幡宮　
重雄（日立），山根　敬（JAXA），壹岐　典彦（産総研），春海　
一佳（海技研），渡辺　紀徳（東大）
国際委員会　○仲俣千由紀（ＩＨＩ），岡井　敬一（東大），太田　有
（早大），小森　豊明（三菱重工），葉狩 智子（川崎重工），福田　
雅文（高効率発電システム研），船﨑　健一（岩手大学），松田　寿
（東芝），三好　市朗（MHPS），山根　敬（JAXA），山本　誠（東
京理科大），渡辺　紀徳（東大）
学術講演会委員会　○春海　一佳（海技研），山本　武（JAXA），楠
田　真也（ＩＨＩ），斉藤　圭司郎（三菱重工），渋川　直紀（東芝），
高橋　康雄（MHPS），武田　淳一郎（富士電機），玉井　亮嗣（川
崎重工），姫野　武洋（東大），平野　孝典（拓殖大），松沼　孝幸
（産総研），渡辺　裕章（電中研）
集会行事委員会　○山根　敬（JAXA），尾関　高行（電中研），木村
　武清（川崎重工），澤　　徹（東芝），鈴木　正也（JAXA），瀬川
武彦（産総研），辻田　星歩（法政大），中村　友行（防衛省），西
江　俊介（三井造船），西村　英彦（MHPS），浜辺　正昭（ＩＨＩ），
藤井　達（日立），細川　哲也（JALエンジニアリング），山形　通史
（富士電機），吉田　征二（JAXA），藁谷　篤邦（本田技術研究所）
ガスタービン技術普及委員会　○岡崎　正和（長岡技科大），秋山 陵
（日立），賀澤　順一（JAXA），木村　武清（川崎重工），齊藤　
大蔵（東芝），檜山　貴志（三菱重工），福山　佳孝（JAXA），古
川洋之（ＩＨＩ），細川　哲也（JALエンジニアリング），宮原　忠
人（エネルギーアドバンス），村田　章（東京農工大），屋口　正次
（電中研），山本　誠（東京理科大），渡辺　紀徳（東大）
学会誌編集委員会　○壹岐　典彦（産総研），荒木　秀文（MHPS），
有岡　和也（三井造船），石川　揚介（東芝），加藤　千幸（東大），
阪井　直人（川崎重工），櫻井　一郎（元JAL），佐藤　哲也（早大），

 2014年6月26日現在
 ○は委員長
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日本ガスタービン学会は，「エネルギー」をいかにして効率よく運用し，地球規模の環境要請に応える
かを，ガスタービンおよびエネルギー関連分野において追求する産学官民連携のコミュニティーです。

会員の皆様からは，「ガスタービン学会に入会してよかったと思えること」の具体例として次の様な声
が寄せられています：
 • タテ（世代）とヨコ（大学，研究機関，産業界）の交流・人脈が広がった。
 • 学会誌が充実しており，学会・業界・国外の専門分野の研究動向や技術情報が効率的に得られた。
 •  ガスタービンに熱い思いを持った人達と，家族的雰囲気で階層を意識せず自由な議論ができ，専門
家の指導を得られた。

学会の概要 （2013年3月現在）
　会員数： 2,056名 （正会員 1,968名，学生会員 88名）　　　　　　賛助会員： 101社
　会員の出身母体数： 企業・研究機関・官公庁等 約300，学校 約100

会員のメリット
　個人会員（正・学生会員）： 
　　 学会誌無料配布（年6回），学術講演会の論文発表・学会誌への投稿資格，本会主催の行事の参加
資格と会員参加費の特典，本会刊行物の購入資格と会員価格の特典，調査研究委員会等への参加 

　賛助会員：
　　 学会誌の無料配布，学会誌広告・会告掲載（有料），新製品・新設備紹介欄への投稿，本会主催行
事参加および出版物購入について個人会員と同等の特典

入会金と会費（2013年度から）

入会方法
　学会ホームページにて入会手続きができます （http://www.gtsj.org/index.html）。
　学会事務局にお電話いただいても結構です。申込書を送付致します。

 
〒160-0023 東京都新宿区西新宿7-5-13 第3工新ビル402 

電話番号： 03-3365-0095
E-mail:  gtsj-offi  ce@gtsj.org

日本ガスタービン学会入会のご案内

日本ガスタービン学会公益社団法人

Gas Turbine Society of Japan

会員別 入会金 会費（年額） 後期入会時 会費（初年度のみ）
正 会 員 500円 8,000円 4,000円
正 会 員（65才以上※） 500円 5,000円 2,500円
学生会員 500円 2,500円 1,250円  
賛助会員 1,000円 一口 70,000円とし，一口以上 一口 35,000円
※当該年度3月1日現在 後期・・・9月1日～翌2月末まで
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　様々な議論を呼んだ新しいエネルギー基本計画が4
月に策定され，今後の日本のエネルギーについて一定
の方向が決められました。再生可能エネルギーは『エ
ネルギー安全保障にも寄与できる有望かつ多様で，重要
な低炭素の国産エネルギー源』として位置付けられまし
た。今後再生可能エネルギーの導入を一層進めていくこ
とになりますが，再生可能エネルギーの割合が増大する
ことが電力系統に大きな負担をかけることはヨーロッパ
の電力ネットワークの事例でも明らかであり，新たな技
術の開発が必要です。また原子力は『重要なベースロー
ド電源』として位置付けられ，石炭も『安定供給性や経
済性に優れた重要なベースロード電源の燃料として再評
価』されて，『高効率石炭火力発電の有効利用等により
環境負荷を低減しつつ活用していくエネルギー源』であ
ると位置付けられています。東日本大震災後，電力に世
間の注目が集まり，火力発電は日本の電力供給を支えて
きましたが，現在は燃料代が大きな問題となっておりま
す。火力の中では燃料代が安い石炭火力は今後も重要な
エネルギー源であり続けることが想定され，様々な研究
開発が行われています。
　このような背景の下に本号は石炭火力について特集を
組ませていただきました。石炭火力に関わる様々な技術
を網羅することは紙面の関係で難しいため，実用になっ
ているもの，大規模の実証が進められているものを主に
様々な方にご執筆をお願いしました。岡崎先生の巻頭
言にございますように，旧来の石炭火力の先入観を変え
ていく必要があります。私自身，磯子火力発電所を初め
て見学させて頂いた際に，本当に石炭を燃焼させている
のかと驚いた記憶がございます。本特集が石炭の重要性，
将来性についてご理解頂く機会になれば幸いです。

　また，本号では例年通りガスタービンおよび過給機に
関する生産統計を掲載いたしました。作成いただいた統
計作成委員会の方々にお礼申し上げます。更に東北電力
㈱東新潟火力発電所のガスタービン累積発電時間20万時
間到達の記事，ダイハツディーゼルの新製品紹介記事な
ど盛りだくさんとなりました。会員にとって有益な情報
を発信して参りたく存じますので，ご投稿並びに情報提
供を頂ければ幸いです。
　最後にご執筆者はじめご協力いただきました皆様に感
謝申し上げます。
 　　（壹岐典彦）

　6月に，ドイツ　デュッセルドルフで開催されたASME 
TURBO EXPOにて展示ブースを置き，GTSJの活動紹介な
どをしてまいりました。詳細は次回9月号の国際委員会報告
にて報告されますが，ブースでは来場者や周囲の展示業者の
方と直接お話をすることができ，GTSJや日本に興味を持っ
てくださっている方がたくさんいらっしゃることを実感いた
しました。
　さて，今回ドイツでは数回鉄道を利用したのですが，いろ
いろ驚かされました。まず，空港からホテルに向かうため自
動券売機で切符を買おうとしたら，1枚で4人乗れるグルー
プ割引切符のようなものがありました。同じ飛行機に乗り合
わせていた4人で1枚購入。改札がないので，購入後，券売
機の横の機械（使用日時が印字される）に切符を入れるので
すが，1枚の切符の表の前後，裏の前後，と4回切符を入れ

て印字。（親切な若い女性がやり方を教えてくれました）。お
もしろいシステムでした。次の日に，再度鉄道を利用したと
きには，列車がホームに入る直前に到着番線が変更され，急
遽隣のホームに移動。列車の発車番線は急に変更になること
が多いそうです。当然ながら日本のように時刻通りに列車が
到着することはあまりないようで，電光掲示板を常に見てい
ないと乗り間違えてしまいます。ちなみに，購入した切符と
違う列車に乗ったり，乗り越したりした場合には罰金がかな
り高いそうで，うっかり間違えた等という言い訳はたたない
ようです。でも，複雑なことが多いわりに騒がしくないのは，
構内アナウンスが少なかったからかもしれません。そしてい
つも思うことですが，柔軟な対応ができなくなっている我が
身を今回も痛感し，怠惰な日常生活に甘んじていてはいけな
いなあと思いました。 　　（中村）

(表紙写真)
今回の表紙については，【論説・解説】の著者より流用
しております。
詳細については，各記事をご参照ください。
・「最新石炭火力の性能と効率向上の取り組み」
　　…………………………………………（P.270 ～ 274）
・「先進超々臨界圧火力発電（Advanced-USC）要素技
術開発プロジェクト」…………………（P.275 ～ 280）

・「IGCCの開発状況」……………………（P.286 ～ 291）
・「カライド酸素燃焼プロジェクト」……（P.303 ～ 309）

●7月号アソシエイトエディター
　壹岐　典彦（産業技術総合研究所）
●7月号担当編集委員
　荒木　秀文（三菱日立パワーシステムズ）
　鈴木　康文（防衛省）
　三鴨　正幸（中部電力）
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学会誌編集規定

2003.8.29改訂
１．本学会誌の原稿はつぎの3区分とする。
　Ａ．投稿原稿：会員から自由に随時投稿される原稿。
　　執筆者は会員に限る。
　Ｂ．依頼原稿：本学会編集委員会がテーマを定めて特

定の人に執筆を依頼する原稿。執筆者は会員外でも
よい。

　Ｃ．学会原稿：学会の運営・活動に関する記事（報告，
会告等）および学会による調査・研究活動の成果等
の報告。

2．依頼原稿および投稿原稿は，ガスタービン及び過給
機に関連のある論説・解説，講義，技術論文，速報
（研究速報，技術速報），寄書（研究だより，見聞記，
新製品・新設備紹介），随筆，書評，情報欄記事，そ
の他とする。刷り上がりページ数は原則として，1編
につき次のページ数以内とする。

論説・解説，講義   　　 6ページ
技術論文    　　 6ページ
速報    　　 4ページ
寄書，随筆   　　 2ページ
書評    　　 1ページ
情報記事欄 　　 1/2ページ

3．執筆者は編集委員会が定める原稿執筆要領に従って
原稿を執筆し，編集委員会事務局まで原稿を送付する。
事務局の所在は付記1に示す。

4．会員は本学会誌に投稿することができる。投稿され
た原稿は，編集委員会が定める方法により審査され，
編集委員会の承認を得て，学会誌に掲載される。技術
論文の投稿に関しては，別に技術論文投稿規程を定め
る。

5．依頼原稿および学会原稿についても，編集委員会は
委員会の定める方法により原稿の査読を行う。編集委
員会は，査読の結果に基づいて執筆者に原稿の修正を
依頼する場合がある。

6．依頼原稿には定められた原稿料を支払う。投稿原稿
および学会原稿には原則として原稿料は支払わないも
のとする。原稿料の単価は理事会の承認を受けて定め
る。

7．学会誌に掲載された著作物の著作権は原則として学
会に帰属する。但し，著作者自身または著作者が帰属
する法人等が，自ら書いた記事・論文等の全文または
一部を転載，翻訳・翻案などの形で利用する場合，本
会は原則としてこれを妨げない。ただし，著作者本人
であっても学会誌を複製の形で全文を他の著作物に利
用する場合は，文書で本会に許諾を求めなければなら
ない。

8．著作者は，学会または学会からの使用許諾を受けた
者に対し著作者人格権を行使しない。

9．本会発行の著作物に掲載された記事，論文などの著
作物について，著作権侵害者，名誉毀損，またはその
他の紛争が生じた場合，当該著作物の著作者自身又は
著作者の帰属する法人等を当事者とする。

技術論文投稿規定

2010.8.27改訂
1．本学会誌に技術論文として投稿する原稿は次の条件
を満たすものであること。
　　1主たる著者は本学会会員であること。
　　2投稿原稿は著者の原著で，ガスタービンおよび過

給機の技術に関連するものであること。
　　3投稿原稿は，一般に公表されている刊行物に未投

稿のものであること。ただし，要旨または抄録と
して発表されたものは差し支えない。

2．使用言語は原則として日本語とする。
3．投稿原稿の規定ページ数は原則として図表を含めて
Ａ4版刷り上がり6ページ以内とする。ただし，1
ページにつき16,000円の著者負担で4ページ以内の
増ページをすることができる。
4．図・写真等について，著者が実費差額を負担する場
合にはカラー印刷とすることができる。
5．投稿者は原稿執筆要領に従い執筆し，正原稿１部副
原稿（コピー）2部を学会編集委員会に提出する。原稿
には英文アブストラクトおよび所定の論文表紙を添付
する。
6．原稿受付日は原稿が事務局で受理された日とする。
7．投稿原稿は技術論文校閲基準に基づいて校閲し，編
集委員会で採否を決定する。
8．論文内容についての責任は，すべて著者が負う。
9．本学会誌に掲載される技術論文の著作権に関しては，
学会誌編集規定7．および8．を適用する。

複写をご希望の方へ
本学会は，本誌掲載著作物の複写に関する権利を一般社団法人学術著

作権協会に委託しております。
本誌に掲載された著作物の複写をご希望の方は，一般社団法人学術著

作権協会より許諾を受けて下さい。但し，企業等法人による社内利用目
的の複写については，当該企業等法人が公益社団法人日本複写権セン
ター（一般社団法人学術著作権協会が社内利用目的複写に関する権利を
再委託している団体）と包括複写許諾契約を締結している場合にあって
は，その必要はございません（社外頒布目的の複写については，許諾が
必要です）。

権利委託先　一般社団法人 学術著作権協会
 　　〒107-0052　東京都港区赤坂9－6－41　乃木坂ビル3F
 　　FAX：03-3457-5619　E-mail：info@jaacc.jp
　
複写以外の許諾（著作物の引用，転載，翻訳等）に関しては，㈳学術

著作権協会に委託致しておりません。直接，本学会へお問い合わせくだ
さい。

付記1.  原稿送付先および原稿執筆要領請求先
 ニッセイエブロ㈱ PM部 ガスタービン学会誌担当
 〒105-0004 東京都港区新橋5-20-4
 Tel.  03-5733-5158　Fax.  03-5733-5164
 E-mail：eblo_h3@eblo.co.jp
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